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令和６年11月29日(金曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第１号

　　令和６年11月29日(金曜日)午前10時開会

　第１　会議録署名議員の指名

　第２　会期決定の件

　第３　知事提出議案の上程(第１号から第33号 

  　まで)

　第４　知事の提案理由説明

　第５　人事委員会の意見(第８号及び第10号)

　第６　休会の件

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　会議録署名議員の指名

　日程第２　会期決定の件

　日程第３　知事提出議案の上程(第１号から第 

  　33号まで)

　日程第４　知事の提案理由説明

　日程第５　人事委員会の意見(第８号及び第10

　　号)

　日程第６　休会の件

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(47人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君

　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君
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　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開会　開議

○議長(山口裕君)　ただいまから令和６年11月熊

本県議会定例会を開会いたします。

　これより本日の会議を開きます。

　　　　 ――――――――――――

○議長(山口裕君)　議事に先立ちまして申し上げ

ます。

　故三笠宮崇仁親王妃殿下百合子様におかれまし

ては、去る15日に薨去されました。

　ここに、心から哀悼を申し上げますとともに、

御霊の安らかなることをお祈り申し上げます。

　　　　 ――――――――――――

　諸般の報告

○議長(山口裕君)　次に、閉会中における諸般の

報告をいたします。

　内容については、議席に配付のとおりでありま

す。

　　〔諸般の報告は付録に掲載〕

　　　　 ――――――――――――

　就任挨拶

○議長(山口裕君)　次に、去る９月定例会におい

て任命同意になりました教育委員会委員並びにさ

きの人事異動で就任されました部局長等から、そ

れぞれ挨拶の申出があっておりますので、この

際、これを許します。

　教育委員会委員田口浩継君。

　　〔教育委員会委員田口浩継君登壇〕

○教育委員会委員(田口浩継君)　去る10月、本議

会の同意をいただきまして、熊本県教育委員を拝

命いたしました田口浩継でございます。２期目と

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(２人)

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名

　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　上　田　哲　也　君

　　　　　　観光文化部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　　　　　　　辻　井　翔　太　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　出　田　孝　一　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

事務局次長
兼総務課長

食のみやこ
推 進 局 長

病 院 事 業
管 理 者

人事委員会
委  員  長
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いうことで、この仕事の重さを感じております。

微力ではございますが、本県教育の推進に向け、

今後とも一生懸命に尽力してまいる所存でござい

ますので、皆様方におかれましては、御指導、御

鞭撻のほどよろしくお願い申し上げます。(拍手)

○議長(山口裕君)　観光文化部長倉光麻里子さ

ん。

　　〔観光文化部長倉光麻里子さん登壇〕

○観光文化部長(倉光麻里子さん)　おはようござ

います。10月15日付で観光文化部長を拝命いたし

ました倉光です。文化芸術振興に取り組み、観光

振興にしっかり生かしてまいりたいと思います。

引き続き、御指導のほどよろしくお願いいたしま

す。(拍手)

○議長(山口裕君)　食のみやこ推進局長辻井翔太

君。

　　〔食のみやこ推進局長辻井翔太君登壇〕

○食のみやこ推進局長(辻井翔太君)　食のみやこ

推進局長を拝命した辻井と申します。食のみやこ

熊本県の創造を目指して、若さと元気で全力で取

り組んでまいります。どうぞ御指導、御鞭撻のほ

どよろしくお願いいたします。(拍手)

　　　　 ――――――――――――

　自治功労者に対する表彰状及び記念品の伝達

○議長(山口裕君)　次に、去る10月31日、山形県

で開催された第179回全国都道府県議会議長会定

例総会において、自治功労者として表彰されまし

た議員に対し、ただいまから表彰状及び記念品の

伝達を行います。

　被表彰者は、

　25年以上

　岩　中　伸　司　君

　藤　川　隆　夫　君

　松　田　三　郎　君

　鎌　田　　　聡　君

以上４人であります。

　被表彰者の諸君は演壇の前に出ていただきま

す。

　　〔被表彰者演壇前に出る〕

○議長(山口裕君)

　　　表　　彰　　状

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　殿

　あなたは熊本県議会議員として在職25年以上に

　及び地方自治の発展に努力された功績はまこと

　に顕著であります　よってここにその功労をた

　たえ表彰します

　　　令和６年10月31日

　　　　　　　　　　　全国都道府県議会議長会

　　〔表彰状及び記念品伝達〕

　　〔拍手〕

     ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯

○議長(山口裕君)

　　　表　　彰　　状

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　殿

　あなたは熊本県議会議員として在職25年以上に

　及び地方自治の発展に努力された功績はまこと

　に顕著であります　よってここにその功労をた

　たえ表彰します

　　　令和６年10月31日

　　　　　　　　　　　全国都道府県議会議長会

　　〔表彰状及び記念品伝達〕

　　〔拍手〕

     ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯

○議長(山口裕君)

　　　表　　彰　　状

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　殿

　あなたは熊本県議会議員として在職25年以上に

　及び地方自治の発展に努力された功績はまこと

　に顕著であります　よってここにその功労をた

　たえ表彰します
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　　　令和６年10月31日

　　　　　　　　　　　全国都道府県議会議長会

　　〔表彰状及び記念品伝達〕

　　〔拍手〕

     ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯

○議長(山口裕君)

　　　表　　彰　　状

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　殿

　あなたは熊本県議会議員として在職25年以上に

　及び地方自治の発展に努力された功績はまこと

　に顕著であります　よってここにその功労をた

　たえ表彰します

　　　令和６年10月31日

　　　　　　　　　　　全国都道府県議会議長会

　　〔表彰状及び記念品伝達〕

　　〔拍手〕

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　会議録署名議員の指名

○議長(山口裕君)　次に、日程に従いまして、日

程第１、会議録署名議員の指名を行います。

　会議録署名議員は、会議規則第121条の規定に

より、岩本浩治君、松村秀逸君、前田憲秀君、以

上３人を指名いたします。

　　　　 ――――――――――――

　日程第２　会期決定の件

○議長(山口裕君)　次に、日程第２、会期決定の

件を議題といたします。

　お諮りいたします。

　今期定例会の会期は、本日から12月17日までの

19日間といたしたいと思います。これに御異議あ

りませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、会期は本日から12月17日までの19日間とする

ことに決定いたしました。

　　　　 ――――――――――――

　日程第３　知事提出議案の上程(第１号から第

　　33号まで)

○議長(山口裕君)　次に、日程第３、知事提出議

案第１号から第33号までが提出されましたので、

これを一括して議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――

　第１号　令和６年度熊本県一般会計補正予算

　　(第５号)

　第２号　令和６年度熊本県港湾整備事業特別会

　　計補正予算(第２号)

　第３号　令和６年度熊本県臨海工業用地造成事

　　業特別会計補正予算(第２号)

　第４号　令和６年度熊本県電気事業会計補正予

　　算(第２号)

　第５号　令和６年度熊本県病院事業会計補正予

　　算(第２号)

　第６号　専決処分の報告及び承認について

　第７号　熊本県知事の権限に属する事務処理の

　　特例に関する条例の一部を改正する条例の制

　　定について

　第８号　熊本県職員等退職手当支給条例の一部

　　を改正する条例の制定について

　第９号　熊本県手数料条例の一部を改正する条

　　例の制定について

　第10号　刑法等の一部を改正する法律の施行に

　　伴う関係条例の整備に関する条例の制定につ

　　いて

　第11号　熊本県水とみどりの森づくり税条例の

　　一部を改正する条例の制定について

　第12号　熊本県産業廃棄物税条例の一部を改正

　　する条例の制定について

　第13号　熊本県保護施設等の設備及び運営の基

　　準に関する条例の一部を改正する条例の制定

　　について
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　第14号　熊本県幼保連携型認定こども園以外の

　　認定こども園の認定要件に関する条例等の一

　　部を改正する条例の制定について

　第15号　熊本県港湾管理条例の一部を改正する

　　条例の制定について

　第16号　工事請負契約の締結について

　第17号　工事請負契約の変更について

　第18号　工事請負契約の締結について

　第19号　工事請負契約の変更について

　第20号　くまもと新時代共創基本方針の策定に

　　ついて

　第21号　当せん金付証票の発売について

　第22号　川辺川ダムの建設に関する基本計画の

　　廃止に対する意見を述べることについて

　第23号　指定管理者の指定について

　第24号　指定管理者の指定について

　第25号　指定管理者の指定について

　第26号　専決処分の報告及び承認について

　第27号　専決処分の報告及び承認について

　第28号　専決処分の報告及び承認について

　第29号　専決処分の報告及び承認について

　第30号　専決処分の報告及び承認について

　第31号　専決処分の報告及び承認について

　第32号　専決処分の報告及び承認について

　第33号　専決処分の報告及び承認について

　報告第１号　専決処分の報告について

　報告第２号　専決処分の報告について

　報告第３号　専決処分の報告について

　報告第４号　専決処分の報告について

　　　　 ――――――――――――

　日程第４　知事の提案理由説明

○議長(山口裕君)　次に、日程第４、ただいま議

題といたしました議案に対する知事の説明を求め

ます。

　知事木村敬君。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　まず最初に、故三笠宮崇仁親

王妃百合子殿下の御薨去に際し、謹んで心から哀

悼の意を表します。

　次に、今回の定例会に提案しております議案の

説明に先立ち、最近の県政の動向について御説明

申し上げます。

　まず、くまもと新時代共創基本方針の策定につ

いてです。

　４月16日に知事に就任し、７か月が経過しまし

た。

　これまで、赤潮や台風第10号による被害など、

早急な対応を要するものについては危機感を持っ

て臨み、渋滞解消、地下水保全などの喫緊の課題

には５つの推進本部を設置し、対応策を庁内横断

的に検討、推進してまいりました。

　また、先月には、観光文化部の新設や食のみや

こ推進局、国際・くまモン局などの設置による庁

内組織体制の強化を図るなど、マニフェストに掲

げた政策の実現に向け、スピード感を持った県政

運営に取り組んでおります。

　こうした中、県政運営の基本方針について、県

民の皆様、市町村、関係団体の御意見を賜りなが

ら検討を重ねてまいりましたが、このたび、くま

もと新時代共創基本方針として、今定例会に提案

いたしました。

　基本方針では、将来に向けた県全体の持続的な

発展に向けて、こどもまんなか熊本の実現、地域

活力に不可欠な人材の育成、農林畜水産業をはじ

めとする様々な産業の振興、経済と環境の両立、

そして、安心、安全の地域づくりなどの取組を基

本的方向性としております。

　この基本方針の下、県議会、県民の皆様ととも

に、新たな熊本県をしっかりつくってまいりま

す。
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　次に、旧優生保護法に基づき不妊手術などを受

けられた方への対応についてです。

　先月17日、不妊手術等を受けられた方などへの

新たな補償金等の支給法が公布されました。

　また、今月７日には、県内２名の方が提訴され

ていた旧優生保護法に係る訴訟について、福岡高

裁において和解が成立いたしました。

　子供を持つ権利を奪われ、心身に多大な苦痛を

受けてこられた当事者のお気持ちを考えると、大

変心が痛みます。

　当時の法律に基づく事務執行だったとはいえ、

優生思想に基づく不妊手術の強制などは、人権上

大変問題があり、県もそうした手術等を進めてし

まったことは誠に申し訳なく、当事者の皆様に対

し、おわび申し上げます。

　来年１月17日から補償金の申請の受付が始まる

に当たって、県としては、制度の周知や相談体制

の整備など、できる限りの対応をしていくことが

大事であり、被害を受けられた方々に寄り添った

対応を行ってまいります。

　次に、阿蘇くまもと空港の国際線ネットワーク

の拡大、強化についてです。

　先月、需要見込みの増を背景に、スターラック

ス航空が台北線の航空機を大型化されました。ま

た、今月には、ソウル線において、アシアナ航空

が週３便、大韓航空が週７便で運航を再開されま

した。さらに、来月19日からは、イースター航空

による釜山線が新たに就航することが決定してお

ります。

　２年前まで便数ゼロだった国際線が、今や４路

線、週40便へと、阿蘇くまもと空港の国際線ネッ

トワークが拡大、強化され、アジア各地との接続

が充実しております。

　ＴＳＭＣの本県進出を契機に、熊本県及び阿蘇

くまもと空港が世界から注目されています。この

機会を的確に捉え、アジアに近いこの地政学的優

位性を遺憾なく発揮できるよう、引き続き、熊本

国際空港株式会社との連携の下、新規路線の誘

致、既存路線や国際航空貨物の利用促進に取り組

んでまいります。

　次に、球磨川流域の創造的復興と緑の流域治水

の推進についてです。

　まず、人吉市青井地区の土地区画整理事業につ

いてですが、関係権利者全員の方から仮換地案の

合意をいただき、先日、全ての宅地において仮換

地指定を完了させていただきました。現在、令和

２年７月豪雨からの新時代共創復興プランの改定

作業も進めており、引き続き被災地の復興に全力

で取り組んでまいります。

　また、今月５日に開催された国、県、市町村で

構成する第10回球磨川流域治水協議会では、新た

な流水型ダムの環境影響評価の完了後も、ダムの

構造、試験湛水手法やダムの運用など、治水効果

の最大化と環境影響の最小化に向けてさらなる検

討が行われることなどについて、流域市町村長と

認識を共有いたしました。引き続き、流域をはじ

め県民の皆様への丁寧な説明を継続してまいりま

す。

　なお、今定例会には、国による従来の貯留型川

辺川ダムの建設に関する基本計画の廃止に当た

り、県として異議がない旨の意見を述べる件につ

いても提案しております。

　今後も、関係機関としっかり連携を図り、五木

村、相良村の振興とともに、新たな流水型ダムを

含む緑の流域治水を着実に推進してまいります。

　次に、高病原性鳥インフルエンザの国内発生に

伴う対応についてです。

　先月17日に、今シーズン全国初となる高病原性

鳥インフルエンザが北海道の家禽農場において発

生し、その後も全国各地で複数例が確認され、今
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月20日には、九州で初めて鹿児島県出水市でも確

認されました。

　また、県内の死亡野鳥からも本病ウイルスが検

出されており、厳重な警戒が必要です。

　これを受け、県では、県内192か所の農場に異

状がないことを確認するとともに、家畜伝染病予

防法に基づく消毒命令を今月21日に発出しており

ます。

　引き続き、本県から発生することがないよう

に、関係機関と一丸となって防疫措置に万全を期

してまいります。

　次に、パリ2024オリンピック・パラリンピック

メダリストへの表彰についてです。

　オリンピック、パラリンピックという大舞台で

県関係選手が活躍される姿は、県民に大きな感動

を与えてくれました。その中でも、特にすばらし

い成績を収められたメダリストの皆様を、このた

び表彰することといたしました。

　パラリンピックで金メダルを獲得された車椅子

ラグビー競技の島川慎一選手、乗松聖矢選手、そ

して車椅子テニス競技の田中愛美選手に、熊本県

県民栄誉賞を贈らせていただきます。パラリンピ

ックでの金メダル獲得は、歴史に残る快挙であ

り、国民的規模での敬愛と感動を与えられ、県民

の大きな誇りにつながりました。

　また、オリンピックで銅メダルを獲得されたフ

ェンシング競技の菊池小巻選手、バドミントン競

技の志田千陽選手、松山奈未選手、そして、パラ

リンピックで銅メダルを獲得された競泳競技の富

田宇宙選手に、熊本県スポーツ特別功労賞をお贈

りします。その活躍される姿は、多くの県民に希

望を与えただけでなく、スポーツの普及促進にも

大きな貢献をされました。

　４年に１度開催という限られた世界の大舞台

で、持てる力を存分に発揮され、活躍された選手

に賞をお贈りできることを、大変うれしく思って

おります。

　続いて、今定例会に提案しております議案につ

いて御説明いたします。

　まず、一般会計補正予算は、災害復旧関連事業

やマニフェストの実現に向けて取り組む事業など

を計上しております。

　この結果、60億円の増額補正となり、これを現

計予算と合算いたしますと、8,688億円となりま

す。

　このほか、今定例会には、条例案件や工事関

係、そして、計画関係として先ほど申し上げまし

たくまもと新時代共創基本方針の策定、専決処分

の報告・承認案件なども併せて提案しておりま

す。

　また、今会期中には、人事案件についても追加

提案する予定でございます。

　これらの議案につきまして、よろしく御審議く

ださるようお願い申し上げます。

　　　　 ――――――――――――

　日程第５　人事委員会の意見

○議長(山口裕君)　次に、日程第５、ただいま議

題といたしました議案のうち、第８号及び第10号

につきましては、職員に関する条例案であり、地

方公務員法第５条第２項の規定により人事委員会

の意見を聴く必要がありますので、ただいまから

人事委員会の意見を求めます。

　人事委員会委員長出田孝一君。

　　〔人事委員会委員長出田孝一君登壇〕

○人事委員会委員長(出田孝一君)　本議会に提案

されました議案第８号及び議案第10号について、

地方公務員法第５条第２項の規定に基づき、人事

委員会の意見を申し述べます。

　まず、議案第８号につきましては、雇用保険法

等の一部改正に伴い、民間の失業給付に相当する
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退職手当の支給等に係る関係規定を整備するもの

であり、適当であると考えます。

　次に、議案第10号につきましては、刑法の一部

改正に伴い、期末手当の不支給や一時差止め処分

等に係る関係規定を整備するものであり、適当で

あると考えます。

　　　　 ――――――――――――

　日程第６　休会の件

○議長(山口裕君)　次に、日程第６、休会の件を

議題といたします。

　お諮りいたします。

　12月２日及び３日は、議案調査のため、休会い

たしたいと思います。これに御異議ありません

か。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、12月２日及び３日は休会することに決定いた

しました。

　なお、明30日及び12月１日は、県の休日のた

め、休会であります。

　　　　 ――――――――――――

○議長(山口裕君)　以上で本日の日程は全部終了

いたしました。

　次の会議は、来る12月４日午前10時から開きま

す。

　日程は、議席に配付の議事日程第２号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　午前10時22分散会



第 ２ 号 

（12月４日）
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令和６年12月４日(水曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第２号

　　令和６年12月４日(水曜日)午前10時開議

　第１　一般質問(議案に対する質疑並びに県の

　　一般事務について)

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　一般質問(議案に対する質疑並びに 

    県の一般事務について)

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(49人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君

　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(なし)

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名
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　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君　

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　上　田　哲　也　君

　　　　　　観光文化部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　　　　　　　辻　井　翔　太　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　城　内　智　昭　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　　　　            　

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開議

○議長(山口裕君)　これより本日の会議を開きま

す。

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　一般質問

○議長(山口裕君)　日程に従いまして、日程第

１、一般質問を行います。

　発言の通告があっておりますので、これより順

次質問を許します。

　なお、質問時間は１人60分以内の質疑応答であ

りますので、さよう御承知願います。

　松田三郎君。

　　〔松田三郎君登壇〕(拍手)

○松田三郎君　皆さん、おはようございます。自

由民主党県議団・球磨郡区・松田三郎でございま

す。

　冒頭から唐突ではございますが、私、９月11日

が誕生日でございました。今年、よわい60、まさ

に還暦となりまして、後輩からはもう年寄り扱い

をされて困っております。私が60ということは、

木村知事はちょうど10歳私より若い、50になられ

ましたか。もう立派なおっさんの仲間入りでござ

いますので、私と木村知事がそういう大きな節目

を迎えた年でもありました。

　実は、来年、令和７年というのは、昭和でカウ

ントしますと、ちょうど100年目に当たるそうで

ございます。ですから、20を引きますと、戦後80

年、もう１つ申し上げますと、自由民主党立党70

周年という大きな節目を迎える年でございます。

熊本県政の勢いが、来年節目とはいえ、途切れる

ことなくさらに発展するように、そのような質問

になればと思いますので、皆様の御協力をどうぞ

よろしくお願い申し上げたいと思います。

　まず初めに、くまもと新時代共創基本方針につ

いて、知事の思いをお尋ねいたします。

　今回の質問を考えるに当たり、一貫して人口減

少問題との関連で捉えてみました。

　県も人口減少傾向にあります。県内の市町村

も、一部を除いてほとんど人口が減少しておりま

人事委員会
事 務 局 長

事務局次長
兼総務課長

病 院 事 業
管 理 者

食のみやこ
推 進 局 長

選 挙 管 理
委 員 会
委 員 長

松　永　榮　治　君
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す。ちなみに、球磨、人吉の人口は約８万人であ

りますが、この10年間で県全体の減少率の約３倍

の15％余りも減少しております。

　国家にとって、あるいは地方自治体にとって、

人口が減少すると何が困るのかといいますと、言

うまでもなく、納税者が減ることによる税収減、

消費者が減ることによる経済の低迷、働き手が減

ることによるさらなる人手不足、社会保障などを

支える人が減ることによる負担増などなど、そし

て何よりも地域の活力が失われることに多くの自

治体が危機感を持っているのではないでしょう

か。

　今までは、人口は増える、経済は成長するとい

う前提の下に制度や仕組みがつくられてきたと言

っていいでしょう。日本の人口が将来１億人を切

るとの予測があっても、それで回っていくよう

に、制度や仕組み、そして国民の意識を変革して

いけばよいとの考えもあるようであります。一理

あるかもしれませんが、夢がありませんので、私

はその立場は取りません。

　シンプルに考えれば、生まれた赤ちゃんと亡く

なった人の数を比較して、赤ちゃんの数のほうが

多ければ自然増、亡くなった人の数のほうが多け

れば自然減、また、転入者と転出者の数を比較し

て、転入者のほうが多ければ社会増、転出者のほ

うが多ければ社会減、生まれる赤ちゃんと転入者

の数を増やせばよいという結論になりますが、こ

れがそう簡単にはうまくいかないわけでありま

す。

　多くの市町村が、人口をできれば増やしたい、

少なくとも減らないようにしたい、減るとしても

そのスピードを遅くしたいとの一念で頑張ってい

るのであります。ですから、県の基本方針も総合

戦略も各事業も、全てが直接、間接人口減少対策

につながる、いや、つなげるように取り組まなけ

ればならないと考えるのであります。

　以上を前提にして、人口減少対策との関係で基

本方針を考えてみます。

　今定例会に上程されております基本方針案は、

木村知事が選挙のときに掲げられましたマニフェ

ストを基に、今後４年間の県政運営についての基

本的な考えを示す、県政における最上位のものと

認識しております。また、同時に策定された具体

的な施策や事業をまとめた総合戦略と併せて、人

口減少対策を含めた熊本の地方創生の取組がさら

に推進されることを大いに期待しているところで

あります。

　木村カラーをちりばめ、一定のめり張りをつ

け、ほとんどを網羅されているとの印象を受けま

した。網羅的がゆえに総花的だとの意見もあるか

もしれませんが、それはやむを得ないと考えま

す。要は、基本方針を受けた総合戦略、その中の

施策、事業の優先順位であります。

　財源やタイミング等の問題もあり、全てを一挙

にやれるわけではないと思います。今までやって

きて、継続すべきものもあるでしょうし、今すぐ

取りかからなければならないものもあります。ま

た、すぐには成果が現れないものもあるかもしれ

ません。おのずと優先度、さらなるめり張りがつ

き、いい意味でも総花的でなくなり、木村カラー

がもっと出てくるものと期待をいたしておりま

す。

　そこで質問です。

　本県が抱える様々な課題に対して、知事はこれ

からどのような決意で臨んでいかれるのか、改め

て基本方針に込めた知事の思いについてお尋ねい

たします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　松田議員から御質問いただき

ました今定例会に提案しておりますくまもと新時
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代共創基本方針に込めた私の思いについてお答え

申し上げます。

　今年３月の知事選挙で、私は、８年前の熊本地

震から、私たち県民が力を合わせ復興を成し遂げ

てきた前蒲島県政からのこのよき流れを、より強

く、より大きくするため、マニフェスト「県民へ

の10の約束」をお示しし、県民の皆様から知事に

選んでいただきました。

　このマニフェストを県政に反映するため、各分

野、各業界の代表者の方々はもちろん、ともに未

来を創るワーキンググループを設け、各地域、各

業界の現場で活躍されている次世代を担う若い方

々にも幅広く意見をいただきながら、この方針を

策定してまいりました。

　本県でも、議員御指摘のとおり、少子化、人口

減少が進み、東京など大都市への人口の流出は止

まりません。しかしながら、私は、日頃から熊本

は日本一伸び代のある県だと実感しております。

　本県には、豊かな自然環境、それらを背景とし

た農林畜水産業、また、九州の中央に位置し、東

アジアに近いという地政学的な優位性、そして、

大きな災害を経験して培われた防災力がありま

す。さらに、世界的半導体企業の進出などを契機

として、国際的な交流も加速しております。

　こうした熊本が持つポテンシャルを最大限に生

かし、地域の活性化につなげていくとともに、世

界に開かれ、そして世界に羽ばたく熊本を目指し

てまいりたいと考えております。

　また、熊本の未来を担う子供や若者がきらきら

と輝き、地域に不可欠な人材として育ち、そうし

た人材がみんなの個性と持てる力を存分に発揮で

きる熊本を実現していきたいと考えております。

　その実現に当たっては、県民の皆様との対話を

重ね、共に挑戦を続ける県民が主人公の県政を進

めてまいります。

　このため、今回の基本方針では、世界に広が

る、人を育てる、ともに創る、この３つをキーワ

ードに「県民みんなが安心して笑顔になり、持続

的で活力あふれる熊本の未来をともに創る｣、こ

のことを基本理念としております。

　今後の取組の基本的な方向性につきましては、

大きく４つの柱を示すとともに、私が先頭に立っ

て県政を進めるに当たり、重点的に取り組む施策

を明らかにしております。

　基本的な方向性、まずは「こどもたちが笑顔で

育つ熊本」であります。

　質の高い教育や未来を担う人材育成のほか、子

供、若者がきらきら輝き、県民が家庭や子育てに

夢を持てる、そういうこどもまんなか熊本の実現

を重要施策と位置づけ、教育機関、企業などと連

携した施策を推進します。

　２つ目は「世界に開かれた活力あふれる熊本」

でございます。

　まず、熊本で働く人材の育成、確保を図りま

す。そのほか、半導体関連産業のさらなる集積を

図るためのくまもと版サイエンスパークの実現な

ど、半導体研究の拠点形成に取り組みます。

　また、長年の課題である渋滞対策については、

国、市町村など関係機関と連携して、ハード、ソ

フトの両面から大胆かつ着実に推進してまいりま

す。

　加えて、本県の最も中心的な産業である農林畜

水産業については、担い手の確保、生産性の向上

はもとより、新商品開発、ブランド化、地産地消

など、食の観点から農林畜水産物の高付加価値化

を進め、食のみやこ熊本県の創造に取り組んでま

いります。

　３つ目は「いつまでも続く豊かな熊本」でござ

います。

　熊本の宝である豊かな自然を守りつつ、地域社
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会を持続可能なものとして将来にしっかりと継承

していくため、自然環境の保全や県内各地の魅力

づくり、そうした特色を生かした移住、定住の促

進などに取り組んでまいります。

　県民の皆様の関心が非常に高い地下水について

は、市町村や企業としっかり連携し、質、量の保

全を進め、正確な情報発信に努めてまいります。

　４つ目は「県民の命、健康、安全・安心を守

る」でございます。

　熊本地震や令和２年７月豪雨からの復旧、復

興、新たな流水型ダムを含む緑の流域治水を着実

に推進してまいります。

　また、人生100年時代の到来を迎え、高齢者の

皆様方が安心して生活できる環境整備にもしっか

りと取り組みます。

　くまもと新時代共創基本方針の目指す姿を実現

するためには、県議会をはじめ、関係機関、そし

て県民の皆様との連携が不可欠であります。イン

クルーシブな視点も踏まえながら、なかなか声の

上げられない方、困難な環境にある方へも県とし

てしっかり寄り添って、県民が主人公の県政を推

進してまいります。

　この新たな基本方針に基づいて、スピード感を

持って県政の飛躍に向けた挑戦を重ね、県民の皆

様とともにくまもと新時代をつくってまいりま

す。

　以上でございます。

　　〔松田三郎君登壇〕

○松田三郎君　知事の答弁は、以前から思ってお

りましたが、非常に聞きやすいというか、分かり

やすい丁寧な説明、御答弁をいただきました。

　申し上げましたように、この基本方針は、県政

の最上位となる方針であります。ですから、書い

てないことはやらないというようなメッセージに

もつながりかねないという側面もありますので、

どうしても網羅的、総花的にならざるを得ない、

事の性質上、そういうものを内包しているんだろ

うと、このように思っております。

　しっかりしたこの基本方針という幹、柱ができ

ますならば、これから総合戦略や各施策、事業が

枝となり、葉となり、そして最後は立派な花が咲

くことを期待をいたしております。

　次に、少子化対策及び子育て支援について要望

をいたします。

　こどもまんなか熊本は、言うまでもなく県政の

最重要課題の一つであります。人口減少対策との

関係でも重要であり、基本方針及び総合戦略にも

もちろん書き込んであります。

　前述の社会増減は、市町村間、都道府県間の人

の奪い合いでありますから、熊本の人口、日本の

人口が増えるか否かは、新たにどれだけ生まれる

か、まさに自然増にかかっているのであります。

将来の納税者であり、消費者であり、地域の担い

手になってくれる赤ちゃんを増やすための投資は

必要であります。

　県は、結婚、妊娠、出産、子育てと、まさに切

れ目なく支援をしてきております。不妊治療など

についてのさらなる支援も必要でしょうし、子供

を望む方々が、子供を産んでみようと思ってもら

う、また、１人産んだ人が２人目、３人目を産ん

でみようと思ってもらう状況になればいいと思い

ます。とはいえ、女性が子供を産むか産まない

か、何人産むかは極めてパーソナルな問題であ

り、最大限尊重すべきは当然のことであります。

　結婚、そして出産、子育ては、肉体的にも精神

的にも大変だけれども、それ以上に幸福感がある

という価値や若いうちが妊娠しやすいなどの医学

的事実を、早い段階で情報として伝えることも必

要だと考えます。選択の問題ではありますが、知

っていればそうしたのにと、後悔が残ることだけ
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は避けなければなりません。

　これらを前提にして、行政による少子化対策及

び子育て支援としての保護者負担軽減のさらなる

推進を望みます。特に、３歳未満児の保育料の完

全無償化と県内全ての市町村への副食費補助の創

設を強く要望します。

　前者については、９月定例会において、我が党

の坂田議員が質問しておられます。我々自民党は

しつこいですから、今回は要望でありましたが、

実現するまで問い続ける覚悟でありますので、知

事、よろしくお願いいたします。

　あっ、うんて言いましたね。いえいえですか。

　以上が要望でございますが、この項の３番目で

ございます。

　次に、食のみやこ熊本県の創造に向けた今後の

展開について質問いたします。

　９月定例会の我が党の緒方議員の質問に対し

て、知事は「全国や全世界の消費者から、食の都

は熊本にありと言われるような食のみやこ熊本県

を創出してまい」ると答弁なさいました。そし

て、本年10月、食のみやこ熊本県を創造するた

め、県庁初となる農林水産部と商工労働部が共同

で管轄する組織、食のみやこ推進局を新設しまし

た。

　県知事選挙のとき、木村知事は、マニフェスト

の一つに食のみやこ熊本県の創造を掲げられまし

た。それを受けて、今議会に提案されているくま

もと新時代共創基本方針及びこれを具体化するた

めの総合戦略において「｢食のみやこ熊本県」の

創造」という項目が入れられていると理解してお

ります。

　言うまでもなく、組織はあくまでも手段であり

ます。つくって終わりではなく、いかに効率的、

効果的に機能するか、そして、機能して目的を達

成し得るか否かが肝要であります。年度途中での

組織改正、人事異動は異例のことではあります

が、スピード感を重視する木村知事の強い思いの

表れだと解します。

　具体的に見てみますと、農林水産部、商工労働

部、それぞれの部が持つノウハウやネットワーク

を生かしながら、農林畜水産物や球磨焼酎をはじ

めとした県産品の国内外での認知度向上、販路拡

大、ブランド化への支援をしていくこと、特に県

南フードバレー構想については、一定の成果は出

ているものの、課題は残っておりましたが、イン

バウンド向けＰＲや輸出拡大企業とコラボレーシ

ョンした販売チャネルの多様化へ取り組むなど、

ステージ２として展開していくこと、また、県内

外の民間企業や大学等と連携した食品開発や農産

物生産に先端技術を活用するフードテックやアグ

リテックなどの取組を前向きに進めていくとのこ

とであります。

　さらに、最近では、台湾をはじめとしたインバ

ウンド客が増加傾向にあり、農林畜水産業だけで

なく、外食や観光など、食に関連する他産業の活

性化も期待されるところであります。

　ただ、本県の農林畜水産業は、一方で国民への

食料の安定供給に多大に寄与しながらも、他方

で、燃料、肥料、飼料などの生産資材の高騰、価

格転嫁が困難などという喫緊の問題に加え、担い

手の減少、頻発する自然災害など、厳しい現状を

抱えているのも事実であり、この点も解消しなけ

ればなりません。

　そこで質問です。

　新たに食のみやこ推進局が発足して約２か月が

たちましたが、食のみやこ熊本県の創造に向けた

共管局における今後の展開について、初代食のみ

やこ推進局辻井局長にお尋ねします。

　なお、局長は、初答弁でしょうから、多少なり

とも緊張なさっているかもしれませんので、その
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意気込みにつきまして、もう恒例となりました松

田式三択質問でお尋ねしたいと思います。答弁の

最後に答えていただいて結構であります。

　それではまず、Ａ、知事の指示を忠実に守り、

失点がないように無難にそこそこやる、Ｂ、知事

からブレーキがかかるくらいに行け行けどんどん

でやる、Ｃ、部下の能力を最大限引き出し、時に

は自分も前に出て、垣根を越えるからこそできる

取組を積極的にやっていく、以上、お答えいただ

きたいと思います。

　　〔食のみやこ推進局長辻井翔太君登壇〕

○食のみやこ推進局長(辻井翔太君)　議員御紹介

のとおり、食のみやこ推進局は、県産品のさらな

る販路拡大に向け、熊本の豊かな食文化を生かし

た農林畜水産物の高付加価値化を進め、食のみや

こ熊本県を創造するため、農林水産部と商工労働

部の共管でスタートいたしました。

　熊本県は、天草などの海から阿蘇等の標高の高

い山間地域まで、変化に富んだ地形や気候、球磨

川などの一級河川や豊富な地下水を生かして、野

菜、果樹、畜産など、多様な農林畜水産物が生産

されています。

　また、からしレンコン、阿蘇タカナ漬け、球磨

焼酎など、各地域の豊かな風土、そして、人が育

てた郷土料理や伝統食、県産酒が非常に多くあり

まして、独自の食文化を形成してまいりました。

私は、国内はもとより、世界に誇れる食材、食文

化を持ち合わせている県であると認識しておりま

す。

　このような中で、食のみやこ熊本県の創造に向

けては、豊富な食材を生産する農林畜水産業者の

皆様が、生産性向上や高付加価値化、そして売り

先の確保等により稼げることが非常に重要です。

また、県民の皆さんも、その食材と食文化を誇り

に思いながら購入し、食べていただくことが併せ

て肝要であると考えております。

　県では、まず、これまでも取り組んできた国内

外での農林畜水産物をはじめとした県産品の認知

度向上や販路拡大の支援、地産地消の推進等を、

関係課と連携しながら、さらに実施してまいりま

す。

　また、近年、台湾をはじめとして、海外インバ

ウンドが増加しています。今後、外食や観光など

の食に関連する産業と連携した取組も重要である

ことから、どのような連携ができるか、検討して

まいります。

　今定例会では、まず、食のみやこ熊本県の創造

に向けたビジョンづくりの関連予算を提案させて

いただいております。今後、農業団体、商工団体

及び食に関わる幅広い分野の皆様から御意見をい

ただく会議や他県の先進事例調査等を実施しなが

ら、来年６月頃までに完成させる予定です。

　日本の食を支えている熊本の農林畜水産物の食

文化が持つポテンシャルを最大限に活用しまし

て、関係者が一丸となって、世界中の人々の胃袋

をつかむことでの稼げる農林畜水産業の実現や熊

本の食関連産業の発展につながる取組を展開して

まいります。

　最後に、議員から三択の御質問をいただきまし

た。私の答えはＢです。

　大変ありがたいことに、木村知事からも、どん

どん面白いことをやれと言っていただいておりま

す。食のみやこ熊本県の創造に向けては、従来の

発想にない新しい取組が必須であると認識してお

ります。

　これまでも、県内の産官学金の関係者が、食に

関する商品開発や販路拡大など、様々な取組を進

めてきました。また、世界中、日本中の都市や地

域においても、食を目玉に地域づくりやまちづく

りにまで多面的に発展させている例が多く見られ
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ます。

　こうした中で、改めて熊本県が食で飛び抜ける

ためには、知事に止められるくらい、この食のみ

やこ推進局が常にアクセル全開、フルスロットル

で取組を推進する必要があると考えております。

　ただ、議員の御質問にあるＣも、組織を運営す

る上で大変重要な考え方であると認識しておりま

す。この点も十分に踏まえ、食の都は熊本にあり

と言われるよう、関係機関や関係者の皆様、関係

部局と連携しながら、積極的に取り組んでまいり

ます。

　　〔松田三郎君登壇〕

○松田三郎君　質問しといてなんですが、私はＣ

だろうなと予測をしておりましたが、何とも心強

い限りでございます。

　局長の御答弁にもありましたように、農林と商

工それぞれでできるなら、何もあの共管局をつく

る必要はないわけであります。まさに垣根を越え

るからこそできる取組というものに期待をしたい

と思います。部局横断的な共管組織のメリットを

最大限に発揮してもらいたい、このように思って

おります。

　その際、農林サイドからは、どのように購入さ

れて食べられるのか、また、商工サイドからは、

生産現場のこと、生産者の苦労などにそれぞれ思

いをはせ、創造力と思いやりを持って取り組め

ば、隙間なく、切れ目なくうまくいくのではない

か、このように思っております。

　余談ではございますが、辻井局長は、熊本県庁

に来られて数年、この間に10キロほど体重が増え

たという話を聞きました。まるでこの食のみやこ

推進局の初代局長を地でいくようなキーパーソン

でございますので、答弁の最後にありました、世

界中の人々の胃袋をつかむ、大いに期待をいたし

ておりますので、頑張っていただきたい、このよ

うに思います。

　次の質問です。

　今後治水安全度が高まる球磨・人吉地域の振興

策について。

　その中で、まず、洪水被害のない安全、安心な

地域の実現に向けた取組についてお尋ねいたしま

す。

　あの忌まわしい令和２年７月豪雨災害から、早

いもので４年５か月が経過しました。被災された

方々の御努力をはじめ、国、県、被災自治体及び

関係者の皆様の絶大なる御支援、御協力により、

復旧、復興がハード、ソフト両面において着実に

進んでいると感じております。

　一方で、先般、球磨、人吉の10人の市町村長と

意見交換する機会があり、そこで次のような御指

摘がありました。流水型ダム、ＪＲ肥薩線、球

磨・人吉地域の人流、物流の大動脈である国道

219号など、完成や完全復旧までに少なくとも10

年あるいはそれ以上かかるという予測の中で、人

口減少が県平均よりも大幅に進み、県内格差を生

じており、球磨、人吉に対する特別の取組が必要

ではないか、また、これまで国、県には復旧工事

を中心に取り組んできてもらっているが、これか

らはまさに創造的復興の加速化につながる取組を

お願いしたい、そして、これまでは農林畜産業が

地域を支えてきたが、廃業する者も増えてきてい

るし、若者が働きたくなるような企業が少ない

中、10年後、球磨、人吉に戻ってくる者もおら

ず、農林畜産業の人々もさらに減り、地域は成り

立たなくなるなどの意見が出て、ここでも人口減

少への大いなる危機感を感じました。

　同時に、県に対して改めて要望なさいましたの

で、それを基に質問を組み立ててみました。

　繰り返しになりますが、球磨、人吉の人口は約

８万人であり、この10年間で15％余り人口が減少
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しており、これは県全体の減少率の約３倍であり

ます。今後ますます人口減少が進むことが危惧さ

れております。

　若い人が地域外に出ていってしまう契機は、就

職と進学であります。地域内に雇用の場が少な

く、あったとしても自分が望む業種がない、ま

た、地域内に大学や私立中学、高校がなく、どう

しても地域外へ出ざるを得ない状況であります。

　若者の地元定着のためにも、多種多様な雇用の

場が必要と考えます。例えば、球磨、人吉に工場

や企業を立地してもらうためにも、洪水被害のな

い安全、安心な地域の一日でも早い実現が必要不

可欠と思います。

　そこで、川辺川の新たな流水型ダムを含む緑の

流域治水の現在の取組状況と今後の見通しについ

て、知事に質問をいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　令和２年豪雨からの復興に向

けて、球磨、人吉が、今、人口減少に対し、全て

の市町村長の皆様が非常な危機感を持っておられ

ることは、私も十分理解しております。

　議員御指摘のとおり、人口減少に歯止めをか

け、豪雨災害からの創造的復興を成し遂げるため

にも、その前提となる洪水被害のない安全、安心

な地域の実現に向けた取組が必要であり、その点

についてお答え申し上げます。

　まず、命と清流をともに守る川辺川における新

たな流水型ダムは、着実に進捗しております。

　10月11日に、令和３年から行われておりました

法と同等の環境アセスメントの最終報告書となる

環境影響評価レポートが公表されました。このレ

ポートのその後の公告縦覧を経て、環境アセスメ

ントの一連の手続は完了いたしましたが、今後も

国では、学識者から成る検討会を設置し、環境保

全措置の具体化に向けたさらなる検討が進められ

ております。

　また、国では、今後の事業の見通しについて、

令和９年度、ダム本体基礎掘削工事の着手、令和

17年度の完成を目標に、関連工事や本体設計、各

種手続を進めるとされております。

　私からも、11月５日開催の球磨川流域治水協議

会の場で、ダム本体工事の着手に向けた手続を着

実に進め、早期に完成させていただくことを改め

て国に求めました。

　今後、建設に向けた手続が進められ、命と清流

をともに守る新たな流水型ダムの整備が着実に行

われていくよう、県としても協力してまいりま

す。

　次に、ダム以外の治水対策についてでございま

す。

　球磨川流域では、河道掘削、宅地のかさ上げ、

遊水地などの取組が進んでいます。

　ダム完成により下流の治水安全度は大きく向上

することとなりますが、ダム上流域も含めた一体

的な整備による安全確保が重要です。

　そのため、県では、川辺川の県管理区間の河川

整備については、流水型ダムの完成目標である令

和17年度を目指し、集中的に取り組んでまいりま

す。

　また、川辺川以外の県管理の支川でも河川整備

を進めております。一例を挙げますと、人吉市内

を流れる御溝川では、人吉駅周辺を含む市街地の

浸水被害を軽減する二次放水路の整備が、令和６

年度、今年度中に完了する見込みでございます。

　球磨川流域の支川においても、川辺川に次ぐ流

域面積を有する万江川では、令和２年７月豪雨で

土砂、流木の複合災害が発生いたしました。これ

を踏まえ、都道府県事業としては全国初となる土

砂・洪水氾濫対策事業に取り組んでいます。

　これは、流域治水として、砂防、治山、河川の
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３つの事業が連携し、土砂、流木と洪水の複合災

害対策を進めるものでございます。上流から流れ

る土砂を受け止める堰堤や山腹からの流木を止め

る流木捕捉施設の整備を進めております。

　これまでに、今申し上げた対策に加え、森林の

整備、保全などの山の対策、雨水の貯留効果が見

込まれる田んぼダムや雨庭といった流域全体での

対策をさらに加速してまいります。

　また、これらのハード整備の途上でその施設能

力を上回る洪水が残念ながら発生した場合でも、

被害の最小化が図られるように、早期避難を促す

ソフト対策、復興基金を活用した水災保険の加入

促進などについても、引き続き進めてまいりま

す。

　さらに、これらハード、ソフトが一体となった

緑の流域治水の取組の推進については、地域住民

の皆様の御理解、御協力が何より必要不可欠でご

ざいます。

　現在、球磨川流域の地形や河川の特徴、緑の流

域治水の取組などを分かりやすく伝える動画のユ

ーチューブの配信ですとか、球磨川流域の小学

生、中学生、高校生に対する出前授業の実施、そ

して、住民に一番身近な行政機関である市町村の

職員の皆様に向けた研修など、幅広く、積極的な

周知啓発に取り組んでおります。

　議員同様、球磨川流域の豪雨災害からの創造的

復興、そして、これからのこの地域のさらなる発

展のためには、安全、安心な地域を一日でも早く

実現しなければならないと私も考えております。

洪水被害のない地域の実現を望む声にしっかりと

お応えできるように、今後も、国、県、流域市町

村、そして住民の皆様が、協働で流域全体の総合

力で緑の流域治水を着実に推進してまいります。

　以上でございます。

　　〔松田三郎君登壇〕

○松田三郎君　知事からなかなかの丁寧な、具体

的な御答弁をいただきました。

　ダム以外の治水対策として、今まであまり触れ

られないことであったかもしれませんが、川辺川

の県管理区間の話でありますとか、川辺川以外の

県管理支川、人吉の御溝川の第二次放水路の整備

でありますとか、山江村の万江川、これは都道府

県事業としては全国初という御答弁がありまし

た。土砂・洪水氾濫対策事業、このようなものも

取り組んでいただいているし、何よりも流域治水

の一つ一つの特徴であります森林整備、保全等の

山の対策というのもございました。ソフト事業で

は、動画のユーチューブ配信あるいは小中高校で

の出前事業、また、市町村職員向けの研修など、

非常に多岐にわたる取組を丁寧に御答弁をいただ

きました。

　御答弁にありましたように、このハード整備の

途上で施設能力を上回る洪水が発生した場合で

も、被害の最小化が図れるようにという御答弁が

ありました。

　先ほど来申し上げております、約10年と言われ

ているこのダムでありますとか、肥薩線でありま

すとか、219の復旧、これをできるだけ早く、知

事の答弁にもありましたように、できるだけ早く

早く進めていただきたいというのが地元の要望で

ありますし、その間に、先ほど答弁にもありまし

た、豪雨に襲われても被害の心配をしなくて済む

ようにというのが流域住民の願いでありますの

で、引き続き、御支援、御協力をよろしくお願い

を申し上げたいと思います。

　次に、今後の球磨・人吉地域の振興策について

お尋ねいたします。

　先ほど申し上げましたが、流水型ダム、ＪＲ肥

薩線、国道219など、完了するまでの間も人口減

少が進んでいくことが危惧されます。完了をじっ
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と待って、さあこれからというときには人はいな

くなったでは話になりません。球磨・人吉地域に

若者をはじめ人々が豊かに住み続けるためにも、

人口減少に歯止めをかけて、人口定着に向けた環

境整備にスピード感を持って取り組むことが必要

だと思います。

　できれば、人を増やす、増やせなくても減らな

いようにする、減るとしても、そのスピードを遅

くするといった、球磨、人吉の10人の市町村長の

切実な願いをかなえなければならないと思いま

す。

　そこで、球磨・人吉地域の創造的復興のさらな

る加速化、重点化に向け、どのように取り組んで

いかれるのか、木村知事にお尋ねをいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　次に、今後の球磨・人吉地域

の振興策についてお答え申し上げます。

　令和２年７月豪雨は、コロナ禍の中であったこ

と、そして、人口減少の著しい中山間地という厳

しい条件の中で発生したこと、この２点におい

て、熊本地震にはない、復旧、復興に向けた重い

課題のある災害であると私は認識しております。

　実際、発災から４年５か月が経過した今、球

磨・人吉地域は、災害を契機としたさらなる人口

減少、産業の衰退の危機に直面しております。

　また、議員が御指摘いただきましたとおり、国

道219号やＪＲ肥薩線の復旧を含め、地域の重要

な社会インフラが整う間も人口減少が進むことが

大変懸念されております。

　私も、御質問の中で述べられました、球磨、人

吉の10市町村長、その切なる願いについては、直

接お伺いしております。そして、十分理解してい

るものと思っております。

　市町村長の願いを受け止め、球磨・人吉地域の

現状を打開するために、地域の再生、発展に向け

たあらゆる手だてを早急に講じていかなければな

らないと考えております。

　現在、年内の公表に向けて改定を進めさせてい

ただいております令和２年７月豪雨からの新時代

共創復興プラン、ともに創る復興プラン、これに

ついては、緑の流域治水のさらなる推進による一

日も早い安全、安心の実現、そして、議員御指摘

いただいたような、若者が残り、集う産業、雇用

の創出と、この２つを２本柱として掲げておりま

す。

　安全、安心の実現については、さきの質問で詳

しく述べさせていただきましたが、それを前提と

したもう一つの柱である産業、雇用の創出につい

ては、産業振興と人づくりに向けた取組を重点的

に推進することで、人口定着につながる好循環を

加速させていくことが必要であると考えておりま

す。

　地域の外からの人材も含めて、様々な関係者と

協働し、球磨・人吉地域の課題に対応するととも

に、地域の核となる人材の育成にしっかり取り組

んでまいりたいと考えております。

　県では、現在、地域の再生、発展に向けた取組

として、五木村にありますくまもと林業大学校県

南校を核とした産業振興、人材育成、また、アニ

メの「夏目友人帳」など、地域ゆかりのコンテン

ツを活用した誘客、周遊の促進などにも取り組ん

でおります。そして、球磨・人吉地域への企業誘

致についても、取組を強化してまいりたいと考え

ております。

　また、地域においては、くま川鉄道の全線運転

再開を生かしたにぎわいづくりでありますとか、

先日展示を開始いたしました人吉市での「ＳＬ人

吉」の展示、また、水上村でのスカイビレッジな

どを活用したスポーツツーリズム、相良村での川

辺川を生かした拠点整備など、それぞれの地域、
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それぞれの市町村の特色を生かした振興策が実施

されています。

　今年度末のＪＲ九州との最終合意に向けて、さ

きの２日に開催いたしました地元12市町村とのＪ

Ｒ肥薩線再生協議会においては、流域の振興につ

ながるアクションプランの素案を議論したところ

でございます。

　さらに、今後、治水機能の確保と環境影響の最

小化の両立を目指した世界初のダム構造となる新

たな流水型ダム、そして、清流球磨川が車窓から

楽しめるＪＲ肥薩線などの創造的なインフラ整備

が進むことによって、今以上に交流人口、関係人

口が増え、その経済効果が地元にもたらされるこ

とを期待しております。

　球磨・人吉地域の取組が地域再生のモデルとな

るように、球磨・人吉地域の皆様とともに、未来

に夢のある球磨・人吉地域を、共創の言葉どお

り、共につくっていけるよう、県を挙げて全力で

取り組んでまいります。

　　〔松田三郎君登壇〕

○松田三郎君　御答弁にありましたように、これ

までも様々な、いろいろなことをやっていただい

ておりますし、独自に人吉市あるいは球磨郡の９

つあります町村でもいろいろ努力をなさっておら

れますし、これからもいろいろ考えていただいて

いるんだなと、このように思いました。心より感

謝を申し上げたいと思います。

　度々申し上げておりますが、この球磨、人吉に

限らず、県内の多くの市町村で人口が減少してい

るわけでございます。ただ、この球磨、人吉の場

合は、知事の御答弁にもありましたように、この

大災害、大水害をきっかけとして、それがさらに

加速している、今までの積み上げてきた努力が何

かリセットされてマイナスからの再スタートを強

いられているというような感情がおありなわけで

ございます。ですから、他の県内の市町村と同じ

土俵にまだ上がってない、その土俵に上がるまで

の間は、国、県の集中的な支援をお願いしたいと

いうことが願いではないかと思っております。

　ですから、同じ土俵に上がってからは、それか

らまたそれぞれの努力次第ということでございま

すので、どうか引き続きの県の御支援に、知事が

先頭に立って、お願いを申し上げたいと思いま

す。

　それでは、最後に、魅力ある高等専門教育の場

の創出につきまして要望をしたいと思います。

　先ほど、若い人が地域外に出ていかざるを得な

い事情の多くは就職と進学であると言いました。

就職、雇用については申し上げたとおりでありま

すが、大学等での教育を希望するならば、どうし

ても地域外へ出ていかざるを得ないのが実情であ

ります。せっかく優秀な小学生、中学生、高校生

が地元で育っても、進学などのために地元にとど

まることができないというのは、全くもったいな

い話であります。

　そこで、人吉市と球磨郡町村会とが、先ほど申

し上げましたように、合同で、つい先日、県の協

力、支援を要望されました。

　幾つかある中で、半導体やＤＸ、ＧＸ等の成長

分野の専攻学科を有する高等専門学校や大学のサ

テライト校の誘致、県立技術短期大学校のサテラ

イト校の設置、くまもと林業大学校県南校に企業

経営やデジタル技術を活用できる高度人材育成や

大工など地域資源を活用できる人材育成課程を設

けることなど、つまり、地域に専門人材育成や移

住希望者にも訴求できる魅力的な教育機関を誘致

して、若者が地元に定着し、そして新たな人材を

呼び込むための支援を要望しておられます。球

磨、人吉10市町村の総意であります。よろしくお

願いいたします。



－ 21 －

令和６年11月定例会　熊本県議会会議録　第２号（12月４日）

　別の観点からもう１点。

　先日、拓殖大学の濱口和久教授にお会いし、話

をする機会がありました。御存じのように、濱口

さんは、本県の出身であり、地方政治行政研究所

附属防災教育研究センターのセンター長をなされ

ており、防災の分野で大変活躍なさっておられる

方であります。

　濱口教授から、熊本の県立高校に防災科をつく

ったらどうですかとの提案をいただきました。大

震災を経験した兵庫県や宮城県では、震災後に防

災科や防災コースを設けたそうであります。

　教える側の講師の質の確保が難しいのではとお

尋ねしたところ、熊本県内には大学もあるし、私

も全面的に協力しますよとのことでありました。

そして、最後に、できれば熊本市内の高校ではな

く、郡部、とりわけ大水害を経験した球磨、人吉

がいいんじゃないですかと話されておりました。

　さきに述べましたくまもと新時代共創基本方針

や総合戦略にあるグローバル人材の育成という点

や県立高校の魅力向上という施策にも合致し、目

玉として人を呼べるものであり、一考に値すると

思います。

　また、球磨郡町村会からは、県立高校に高森高

校に続きマンガ学科の設置の要望もあっているこ

とを付言しておきたいと思います。

　以上、今回は、時間の都合上要望となりました

が、加速度的な人口減少に危機感を持つ球磨、人

吉の、度々申し上げておりますが、10市町村長の

切実な願いが背景にあるわけでございます。その

意味では、要望ではありますが、一般質問的要望

と捉えていただき、前向きに検討してもらいたい

と思います。知事、教育長、よろしくお願い――

あっ、うんと言いましたね。よろしくお願いいた

します。

　若干時間は残りましたが、今年も皆様には大変

お世話になりました。来年もよろしくお願いを申

し上げまして、私の一般質問を終了いたします。

　御清聴ありがとうございました。(拍手)

○議長(山口裕君)　この際、５分間休憩いたしま

す。

　　午前10時53分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午前11時３分開議

○議長(山口裕君)　休憩前に引き続き会議を開き

ます。

　幸村香代子君。

　　〔幸村香代子君登壇〕（拍手）

○幸村香代子君　皆様、おはようございます。立

憲民主連合会派・八代市・郡選出の幸村香代子で

ございます。本日３回目の質問となります。１回

目、２回目の反省を基に、余裕を持った質問をし

たいというふうに思っておりますので、どうぞ最

後までのお付き合いよろしくお願いいたします。

　質問に入ります前に、１つお話をさせてくださ

い。

　2024年７月３日、最高裁判所大法廷で、旧優生

保護法は憲法違反であるとの判断が下されまし

た。これを受けて、2024年10月８日には、旧優生

保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する

補償金等の支給等に関する法律が成立いたしまし

た。

　この法の前文において、国の責任と謝罪を明確

にしています。そして、被害の対象として、強制

不妊手術被害者及び配偶者だけではなく、人工妊

娠中絶に対しても国の責任が認められました。

　また、不法行為から20年が過ぎると賠償を求め

る権利がなくなる除斥期間を適用しないとの判断

もなされました。これにより、被害者全員を救済

する道が開かれました。

　これらを受けて、国が熊本地裁で原告勝訴の判
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決について控訴していた福岡高裁においては、11

月７日に原告お二人との和解が成立し、国による

謝罪と賠償が行われました。

　第一義的責任は、国や国会にありますが、優生

手術を進めてきた地方行政の責任も問われていま

す。木村知事も記者会見で謝罪をされ、本議会の

開会日にも、謝罪と、来年１月17日から始まる補

償金申請の受付を被害を受けた方々に寄り添った

対応をしていく旨の発言がありました。今議会に

関連予算も提案されております。

　しかし、対象となる方たちが必ずしも申請の声

を上げられるとは限りません。長い長い苦しみの

中で、家族にも打ち明けられず、周りに知られる

ことを恐れている方もたくさんいらっしゃいま

す。

　そこで、被害者の支援をされてきた団体や弁護

士会、これらの皆さんと連携しながら細やかに対

応をいただきたいと思います。高齢化も進んでお

ります。対応は急がれます。

　そのことをお願いして、本日４項目の通告をし

ておりますので、質問に入ります。

　１項目めは、第50回衆議院議員総選挙を終えて

です。幾つかの点についてお尋ねをいたします。

　まずもって、県・市町村選挙管理委員会の皆

様、大変お疲れさまでございました。想定されて

いた公示日、投票日が早まったために、期日前投

票所の確保、投票所の確保、投票所入場はがきの

郵送などなど、選挙に伴うもろもろの準備に大変

御苦労されたことと思います。本当にお疲れさま

でした。

　今回の選挙で数点気にかかることがあり、お尋

ねをいたします。

　小項目の１項目めは、投票所閉鎖時刻の繰上げ

についてです。

　今回の衆議院選総選挙投票日の県内投票所数は

905か所です。公職選挙法では、閉鎖時間は原則

午後８時とされていますが、閉鎖時間を１時間

から４時間繰上げした投票所は651か所に上りま

す。その割合は72％になります。しかし、熊本

市内150か所では繰上げしたところはなく、荒尾

市、長洲町でも実施されておりません。投票の機

会は平等であるはずなのに、地域差があるのはい

かがなものかと思います。

　確かに、公職選挙法で、特別の事情がある場合

は、各市町村の選挙管理委員会の判断で最大４時

間までの繰上げが認められています。その特別の

事情とは、選挙人の立場から判断し、行政サイド

の立場からで判断するものではないと解されてい

ます。

　この投票所閉鎖時間繰上げの現状について、熊

本県選挙管理委員会としてどのような所見をお持

ちなのか、選挙管理委員会委員長にお伺いをいた

します。

　また、有権者に対して、時間繰上げに対する十

分な告知が行われているのかも併せてお答えくだ

さい。

　　〔選挙管理委員会委員長松永榮治君登壇〕

○選挙管理委員会委員長(松永榮治君)　投票所閉

鎖時刻の繰上げについては、議員御指摘のとお

り、投票機会の確保に影響を与えることから、慎

重な判断が必要であります。このため、市町村選

管に対して、選挙人の行動傾向など、地域の実情

に十分考慮するように求めています。あわせて、

投票所入場券や広報媒体等で十分に周知するよう

に要請しております。各市町村選管において、そ

れぞれの事情を踏まえながら、適切に運用されて

いるものと考えております。

　なお、市町村選管では、期日前投票の充実や投

票所への移動支援なども行っており、様々な形で

投票機会の確保が図られております。
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　　〔幸村香代子君登壇〕

○幸村香代子君　委員長のほうからお答えを頂戴

いたしました。

　今回の衆議院選挙なんですが、全国で見ても４

割の投票所で閉鎖時間の繰上げが行われたという

ことが総務省のまとめで分かりました。

　選挙は、全ての有権者が公平に参加できること

が大前提です。しかし、一方で、公職選挙法の趣

旨には沿いませんが、投票立会人の確保が難しい

であるとか、職員の時間外手当を削減したい、夕

方以降の来場者が少ないなど、地域の事情によっ

て繰上げが行われていることについて、趣旨には

反するけれども、現状としては理解せねばならな

いところかなというふうに思います。

　また、お答えにもありましたが、期日前投票所

の利用が増えていることや、投票所への移動支

援、その他、移動期日前投票所の運用、共通投票

所での投票など、投票機会が増えていることも繰

上げの理由になっております。

　しかし、それが本当に十分なのかという課題は

やっぱり別にあると思います。

　例えば、期日前投票所の場所についても、そん

なに多くはありません。投票所の数ほどに期日前

投票の場所があるとは思えません。移動支援にし

ても、移動支援、また、移動投票所、これも一部

の場所に、地域に限られております。そのことを

理由に繰上げが行われているということについて

は、理解はできますけれども、納得ができないと

いうところが正直なところです。先ほども述べま

したが、公平性が担保できていないという点で

す。住む地域によって選挙権の行使に差があると

いうのは、やはり問題であると思います。

　また、先ほど述べましたように、投票機会が増

えているという理由で、投票時間の繰上げが当た

り前ということになることが、有権者の投票意欲

を減退させることにつながるのではないかという

ことも一方では危惧します。委員長にお答えいた

だきましたように、慎重な判断が求められるもの

です。

　県選挙管理委員会におかれましては、まずは公

職選挙法の趣旨を厳守され、市町村選挙管理委員

会への対応をお願いいたします。

　また、周知については、十分とも言えない状況

もお聞きしているところです。様々な方法でのさ

らなる取組を改めてお願いいたします。

　次の質問に入ります。

　選挙公報の世帯配布についてお尋ねをいたしま

す。

　選挙公報は、公職選挙法により「各世帯に」

｢選挙の期日前二日までに、配布する」と定めら

れています。選挙公報は、有権者が候補者を選ぶ

ために重要な手段の一つです。

　その配布方法は、各市町村の選挙管理委員会で

選挙ごとに検討がなされており、自治会などに依

頼して配布する場合や郵送による配布など様々で

あるようです。

　また、公職選挙法では、特例的に新聞折り込み

などにより配布することも認めており、今回の選

挙でも、県内４つの選挙管理委員会で、新聞折り

込みでの配布またはポスティング業者による配布

が行われております。それぞれに課題もあります

が、特に新聞折り込みについては、新聞発行部数

の減少もあり、届かないというお声も私の事務所

に今回の選挙中届いております。

　選挙管理委員会としては、いま一度、その趣旨

にのっとった配布が行われるよう検証すべきと思

いますが、御意見をお聞かせください。

　続いて、３点目は、ポスター掲示場の設置場所

についてです。

　選挙ポスターについては、公示日に各市町村の
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選挙管理委員会が設置したポスター掲示場へ掲示

する必要がありますが、場所によっては危険を感

じるような場合があるとの声があります。脚立が

要る、掲示場がフェンスにあり高過ぎる、側溝を

またがなければならない、車の通行量が多く危険

であるなどです。

　いろんな方がポスター貼りには関わられます。

男性だけではなく、女性も御高齢の方もいらっし

ゃいます。安全を確保することは必要だと思いま

す。選挙管理委員会から各市町村への状況の把握

と周知をすべきと思いますが、いかがでしょう

か。

　以上、選挙管理委員会委員長に御答弁をお願い

いたします。

　　〔選挙管理委員会委員長松永榮治君登壇〕

○選挙管理委員会委員長(松永榮治君)　まず、選

挙公報の世帯配布について、自治会等の協力によ

る世帯配布が極めて困難な場合などは、新聞折り

込みなどによることが認められております。

　なお、新聞折り込みの場合は、議員御指摘のと

おりの課題が生じますことから、市町村選管で

は、役場や公共施設等に選挙公報を備え置くなど

の補完措置を講じております。さらに、県選管も

ホームページに掲載して、選挙人への周知を図っ

ております。

　次に、ポスター掲示場の設置箇所については、

市町村選管の判断の下に、選挙人への周知に適し

た場所が選定されています。議員の御指摘を踏ま

えて、市町村選管に対しては、改めて、候補者が

ポスターを貼る際の安全面にも十分配慮するよう

に要請します。

　県選管としましては、引き続き、市町村選管の

判断が法の趣旨に沿って適切に行われるように、

あらゆる機会を通じ、助言や情報提供に努めてま

いります。

　　〔幸村香代子君登壇〕

○幸村香代子君　委員長のほうにお答えを頂戴い

たしました。

　公職選挙法によって選挙運動が非常に厳しく制

限されている中で、選挙公報だけが、全有権者に

対して、立候補者の政策、考え方などを知る唯一

の手段であると思います。

　また、今話題になっているＳＮＳを利用しての

選挙運動が広がっている中で、情報の正確性や信

頼性からも、紙媒体である選挙公報は、有権者に

とって非常に重要な情報源であるというふうに考

えます。

　その趣旨からも、全世帯に配布される、これが

望ましく、例えば新聞折り込みにした場合、私の

選挙区になりますが、八代市郡の世帯数は、約

６万2,500世帯になります。新聞購読数は、１万

6,000部となります。そうすると、４万6,500世帯

には不配布となる計算になります。これは、公職

選挙法100条12項に違反するのではないでしょう

か。

　また、特例は、先ほど冒頭でお話をしたよう

に、当該選挙のみということになります。この特

例が常態化するということも問題であると思いま

す。

　選挙管理委員会としては、再度、市町村選挙管

理委員会に対して、配布期日についても改善を促

すべきだというふうに思いますので、よろしくお

願いをいたします。

　また、ポスター掲示については、安全面の配慮

を要請していくとのお答えでしたので、これも併

せて、今後の選挙、来年は参議院選挙もございま

す。よろしくお願いをいたします。

　この項の最後に当たって、お話というか、要望

をさせていただきます。

　立候補に当たっては、多くの提出書類がありま
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す。しかし、県選管からいただくものはＰＤＦの

ために、手書きでしか提出ができなくなっていま

す。パソコンでの入力が可能なように改善をして

いただきたいと思います。

　また、今、ＳＮＳと選挙の議論が盛んに行われ

ています。現行の公職選挙法が時代に合っていな

いということもありますが、これからますます多

様な対応が求められてくると思います。

　日常業務に加えて、選挙事務が増大することに

対応できる専門的知識を持つ職員の体制の強化を

要望し、この項を終わります。

　次、２項目め、香害や化学物質過敏症に対する

日常生活困難者への対応についてお尋ねをいたし

ます。

　まず１項目めは、啓発の必要性の認識と相談窓

口の現状についてです。

　2009年10月１日に化学物質過敏症が病名リスト

に登録されました。そして15年が経過し、本県と

してのその対策や啓発、患者さんへの対応などが

どのように進んだかについてお尋ねいたします。

　また、今回の質問に至った理由をまずお話をし

ます。

　八代に在住されているある方から、具合が悪く

なって救急車を呼んだが、そのときの隊員さんの

制服の香り、洗剤か柔軟剤の香りだっただろうと

思う、その香りがきつく、言葉も発することが困

難なほどの息苦しさを感じた、通院もしている

が、看護師さんのユニホームの匂い、エレベータ

ー内の芳香剤などに苦痛を感じており、改善をお

願いして対応してもらうこともあるが、いまだに

歯医者には通えていない状況です。このように日

常生活に支障を来しているとの御相談があったか

らです。

　この背景には、香りによって日常生活などに困

難を抱える人がいるということが周知されておら

ず、理解が進んでいないことがあると思われま

す。

　厚生労働省は、早い段階に啓発の必要性を示し

ています。香りと体調不良との因果関係が明らか

ではないとしながらも、香りに困っている人がい

るとのスタンスで、各関係団体をはじめ、県を通

じての医療機関、施設、医師会など、広く周知と

取組を推進しています。

　啓発ポスターも作成されています。しかし、自

治体によって取組に差があるのが現状です。特

に、相談窓口が明確でないことについても不安の

声がありますし、現状を把握できないという問題

もあると考えます。

　熊本県を中心に活動されている化学物質過敏症

患者会くまもとＣＳの会には、全国から相談が寄

せられているそうです。電話相談件数だけ見て

も、2021年度は、142件、相談時間数は111時間に

なります。2022年度は、295件、時間数は199時

間、2023年度は、298件、相談時間は210時間にな

ります。年々増加傾向にあるそうです。しかも、

相談を受ける体制が少なく、相談を受ける御本人

も症状が出るために全てに対応できていないとの

お話でした。

　そこで、啓発の必要性の認識と相談窓口の現状

について、健康福祉部長にお伺いをいたします。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　近年、柔軟剤等に

含まれる香料による香りの害、いわゆる香害につ

いて、県消費生活センターに相談が寄せられてい

ること、また、その内容については承知をいたし

ております。

　香害につきましては、現時点では、病因や病

態、発症機序等が明らかになっていないことか

ら、具体的な対策を講じることが難しい分野だと

思います。
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　このような中、業界団体が自主的に適正使用量

を守ることなどの表示をしたり、香料成分を開示

する取組を進めています。

　国においては、令和５年７月に、消費者庁をは

じめ関係５省庁で啓発ポスターを作成し、厚生労

働省からも都道府県宛てに情報提供の依頼があり

ました。

　これを受け、県としては、特に対人サービスを

行う医療機関、高齢者施設、保育所等に向け、周

知啓発を図ったところです。

　香りの感じ方には個人差があるということを理

解し、香りつき製品の使用に当たっては、周囲へ

配慮していただくことが必要と認識しています。

　今後とも、関係部局と連携し、広く県民に啓発

を進めてまいります。

　また、香害を含む化学物質過敏症に特化した相

談窓口はありませんが、国が行っている研究の成

果や知見も注視しつつ、香害による体調不良で何

らかの症状が出た方に対しては、保健所で行って

いる健康相談でしっかりと対応してまいります。

　　〔幸村香代子君登壇〕

○幸村香代子君　今御答弁を頂戴したのですが、

その中にあった表示、業界団体が表示をしている

ということで確認をいたしました。

　確かに、柔軟剤であるとか洗剤の後ろのほうの

使用量というところに、香害、香りにいろんな捉

え方があるので、適正な使用量を守ってください

というような表示がされていますとか、例えばキ

ューブのようなものであると、１から５段階ぐら

いの表があって、１個使うと香りの段階がこうあ

りますというような表示もされておりました。

　しかしながら、そういった表示があるんだとい

うことをやっぱり知らせないと見れないような場

所なんですよね。だから、やっぱりその部分とい

うのもまた必要なことかなというふうに思いま

す。だから、やっぱりそのことが、当事者の方た

ちが一様におっしゃる、知ってほしいと、知るこ

とから始めてほしいと言われるような啓発につな

がっていくというふうに思います。

　ネットで「香害」というふうに検索をします

と、本当にたくさんの情報が流れてきます。中に

は、市町村のホームページでそのことを捉えてい

るところがあって、衣替えの時期に、例えば市報

なんかでそのことをお知らせしているような自治

体もあります。そういった取組をやっぱり全体化

していく必要があるんじゃないかなと。取り上げ

るところは取り上げるけれども、取り上げないと

ころは取り上げない。熊本県下の市町村でも差が

あるわけですから、そういったことについて県が

情報を提供するということと、その情報が的確に

その市町村の住民の皆さんにつながっているのか

というところまでの検証がやっぱり必要なんだろ

うと。それが必要なんだろうというふうに思いま

すので、ぜひそこまでお願いをしたいというふう

に思います。

　香害のもう一つの問題は、香りを長続きさせる

ために、マイクロカプセルが使用されているとい

うことです。この香りのマイクロカプセルは花粉

より小さくて、ぱんとはじけたときに、破片が肺

や脳に入って健康障害を引き起こす可能性がある

ということも指摘をされております。

　こういったふうなことに過敏に対応される方た

ちが特別な方たちじゃないんです。今は症状が出

ていなくても、やっぱりその当事者となる可能性

があると、そういうこともあります。

　この間お話を伺った方も、最近までどうもなか

ったんだけれども、大人になり、この年代になっ

て症状が出始めましたということをお話ししてく

ださいました。やっぱりそういうこともあります

ので、日常的な啓発活動ということは必要だとい
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うふうに思います。

　先ほど御答弁をいただきました相談窓口です

が、特化したものではないけれどもと前置きはさ

れましたけれども、保健所の健康相談で対応して

いくということでした。今までこういったことの

相談窓口ということをお答えいただいたことがあ

りませんでしたので、非常に心強い感じがいたし

ます。

　この保健所の窓口についても、各市町村に周知

をいただきたいということもお願いして、次の質

問に入ります。

　学校における配慮です。

　学校現場での香害の問題は、共有の給食エプロ

ン、この洗濯のときの洗剤とか柔軟剤で、その香

りで体調不良を感じる子供たちがいるというお話

は、私自身が子育てをしていた当時、生協活動の

中で学習した記憶がございます。そのときから数

十年が経過しているわけですが、先ほど御紹介し

たＣＳの会の皆さんのお話を聞くと、事態はもっ

と深刻になっているのではないかと思います。

　このような中、三重県の教育委員会が、今年７

月から８月にかけて、嗅覚の過敏について、通信

制を除く公立小学校、中学校、義務教育学校、全

日制、定時制の県立高等学校、県立の特別支援学

校を対象に、実態とその対応状況についての調査

を行われたというニュースがございました。

　そこで、その内容についてお尋ねをいたしまし

た。言うなればアンケートですね、調査の回答率

は92.8％で、その結果、14万6,916人のうち、176

人の児童生徒が嗅覚の過敏があり、日常生活や通

常の学校生活を送るのが難しくなったり、体調不

良を起こしていると答えております。

　また、教職員の、柔軟剤などの化学物質に反応

する、いわゆる化学物質過敏症という言葉を、ど

れくらいの人数の教職員が知っているかとの問い

には、約79％の学校においては、全員または大体

の教職員が知っているとの結果でございました

が、約21％の学校では、一部の教職員の認知にと

どまっており、周知の必要性を認識しているとい

うようなお答えでありました。

　この嗅覚の過敏があるという児童生徒への個々

の状況に応じて、非常に細かく対応されておりま

す。思春期になれば、デリケートな問題もあると

思いますが、教室の中に苦しむ児童生徒がいると

いうことに対して、保護者や学校関係者が連携を

取りながら学べる環境をつくる必要があるという

ふうに述べられてもおります。

　そこで、本県においての実態把握と、どのよう

な対応が行われているのか、教育長に伺います。

また、アンケート調査の実施についてのお考えも

併せてお答えください。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　香害や化学物質過敏症へ

の学校における配慮についてお答えいたします。

　県教育委員会では、令和３年度からこれまでに

２回、県内全ての公立学校に啓発資料を配付する

とともに、令和４年度からは毎年、各学校の健康

教育担当者を対象とした研修会で周知していると

ころでございます。

　香りの問題については、感じ方や体質等に個人

差がありますが、例えば、制服や給食エプロン等

への香りの強い柔軟剤の使用については、周囲へ

の配慮を求めるなど、各学校の実情に応じた取組

を進めています。

　今後は、県内の公立学校を対象に毎年実施して

いる健康教育実態調査の中に、香害や化学物質過

敏症への取組状況について、新たに調査項目とし

て加えるなど、実態把握に努めるとともに、引き

続き、全ての児童生徒が健康で快適に活動できる

学習環境づくりに取り組んでまいります。
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　　〔幸村香代子君登壇〕

○幸村香代子君　教育長にお答えをいただきまし

た。

　まずは、健康教育実態調査の中に、新たな項目

として、香害や化学物質過敏症への取組状況、こ

れを加えて、実態把握に努めていくということの

御答弁でした。また、今までも、いろいろな研修

会であるとか、啓発資料も配付されていると。ま

た、各学校の実情に応じた取組を既に進めている

んですよというふうな御答弁であったかというふ

うに思います。

　ぜひ、子供たちが安心して学べて、学校生活に

おいて差別や偏見なく過ごせるよう、引き続き取

り組んでいただきたいというふうに思います。

　１つだけ要望なんですが、アンケートについて

は明確な御答弁はなかったかなというふうに思い

ます。つまり、先ほどの調査項目の中に、冒頭紹

介した調査項目の中に入れていくということの御

答弁であって、全体的な調査、三重県みたいなこ

とについては御答弁なかったんですが、できまし

たら――本当に私は、この実態調査について、い

ろいろ調べましたけれども、消費者団体がやると

いうこととか、大学の先生がやるとかということ

については出てきたんですが、県の教育委員会が

主体となって調査をやるということは、非常にま

れなことではないかなというふうに思います。ぜ

ひ、この背景なども調査いただいて、今後の取組

に生かしていただければというふうに思いますの

で、よろしくお願いをいたします。

　次に、小項目３に移ります。

　公共施設の建設についてお尋ねをいたします。

　公共施設の建設に当たっては、多くの方が利用

をされるということを受けて、使用する資材など

に結構入館者の皆さんが影響を受けると言われる

ことがあります。そして、そのことについてどの

ような対応が行われているのか、お尋ねをいたし

ます。

　サービスの提供や施設の利用に当たっては、障

害者に合理的配慮がなされるよう、障害者差別解

消法によって定められています。香害や化学物質

過敏症により健康被害を発症されている方に対し

ても、同じような配慮が必要と考えます。

　そこで、県有施設においては、率先して対応す

べきかと考えますが、現在どのように進められて

きたのか、土木部長にお尋ねをいたします。ま

た、公共施設を所有する市町村に対して、どのよ

うな対応をされていくのかについてもお聞かせを

いただきたいというふうに思います。よろしくお

願いいたします。

　　〔土木部長宮島哲哉君登壇〕

○土木部長(宮島哲哉君)　化学物質に起因する健

康被害については、平成８年頃からシックハウス

症候群として問題が顕在化したため、平成15年か

ら、建築基準法において、ホルムアルデヒドとク

ロルピリホスの２種類の揮発性有機化合物の使用

が制限されています。

　その他の化学物質については、現時点では、香

害や化学物質過敏症との因果関係が明らかになっ

ておらず、特定の建築資材の使用を制限するよう

な基準はありません。

　県有施設においては、あらゆる人が快適に利用

できるよう、初めから考えて計画するというユニ

バーサルデザインの考え方を取り入れ、利用者の

意見を設計や工事に生かしていくことを重視して

います。

　昨年度完成した防災センターでは、多くの方が

安心して快適に利用できるよう、計画段階から、

ユニバーサルデザインの専門家、香害や化学物質

過敏症の発症者と有識者、障害のある方、子育て

中の方にも意見をお聴きし、多目的トイレと授乳
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室で、香害や化学物質過敏症の発症事例を踏まえ

た材料の選定や使い勝手に係る設備の配置、形状

の工夫を設計に反映しています。

　県有施設では、今後も、このような取組を継続

するとともに、香害や化学物質過敏症に関する国

の動向等を注視してまいります。

　また、市町村に対しては、県が持つ情報の提供

や施工事例の紹介を行うなど、香害や化学物質過

敏症に対応した取組が広く普及するよう、技術的

支援を行ってまいります。

　　〔幸村香代子君登壇〕

○幸村香代子君　お答えを頂戴いたしました。

　今、御答弁の中に、市町村に対しての情報、技

術の提供であるとか、やはりそういったふうに関

係していくというふうな前向きな御答弁を頂戴い

たしましたので、非常にありがたかったかなとい

うふうに思います。やはり県がこのように率先し

て取り組むということが、市町村がやるというこ

とと、あと、これが民間にも影響を与えていくと

いうふうに思います。これで県全体のユニバーサ

ル意識の向上につながっていくというふうに考え

ております。

　このような、今、香害であるとか化学物質過敏

症であるとかということに特化して質問をしてお

りますが、結局、こういう方たちに対応していく

ことが、ほかのことも含めて、非常にまちづくり

全体にやはり意識が行く、知事がおっしゃる県民

一人一人に配慮したようなまちづくりにつながっ

ていく、やっぱりそういったふうな意識の醸成に

つながっていくんじゃないかなというふうに思い

ますので、今後の県の取組に期待をしたいという

ふうに思います。

　次に、大項目３の公聴会の在り方についてお尋

ねをいたします。

　これまで、３つの事業の公聴会を傍聴いたしま

した。事業者が、事業実施に伴う環境影響につい

て、調査、予測及び評価した結果並びに環境保全

措置をまとめた環境影響評価準備書に対して、知

事が環境保全の見地からの意見を聴くために公聴

会を開催されております。この公聴会で出された

意見は、知事が事業者に対して知事意見を述べる

際に反映されるべき貴重なものであるというふう

に思います。

　私は、これまで、球磨郡五木村及び相良村の川

辺川の流水型ダム、水俣市の肥薩ウインドファー

ム、八代市二見地区のくまさん安定型最終処分場

整備事業の公聴会を傍聴いたしました。

　公述される方々は、皆さん知事に対して意見を

述べられております。知事は来ないのか、リモー

トで見ているのかとの御意見があった会場もござ

います。

　私は、少なくとも、知事は、公述された意見を

正確に知る必要があると思いますが、どのように

把握をされているのでしょうか。また、知事意見

を述べるに当たって、重要なことは何だとお考え

でしょうか。環境生活部長にお尋ねをいたしま

す。

　次に、公聴会の公式公述記録の公開です。

　公述記録は公開をされておりませんでした。し

かし、川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価

準備レポートについては公開をされております。

　私は、このことを大きく評価をいたしておりま

す。情報を広く公開するということ、知事意見に

どのように反映されたのかを確認するためには絶

対に必要なことだと思います。

　しかし、これが特例になってはならないと思い

ます。どの公聴会の公述記録も公開されるべきだ

と思いますが、これも併せて環境生活部長にお尋

ねをいたします。

　また、10分間の持ち時間のパワーポイント使用



－ 30 －

令和６年11月定例会　熊本県議会会議録　第２号（12月４日）

などの柔軟性、公述人募集に当たってのメールで

の受付についても併せてお尋ねをいたします。

　　〔環境生活部長小原雅之君登壇〕

○環境生活部長(小原雅之君)　環境影響評価、い

わゆる環境アセスメントについて、公聴会の在り

方など４点質問をいただきました。

　まず、知事は、公聴会での意見をどのようにし

て把握しているかについてお答えいたします。

　本県では、環境影響評価条例及び規則に基づ

き、準備書手続の段階で、知事から指名を受けた

職員が議長となり、公聴会を開催しております。

　公聴会では、環境保全の観点からの意見をお聴

きし、述べられた意見は、開催後速やかに知事に

概要を報告するとともに、後日、記録書を作成

し、報告しております。

　次に、知事意見を述べるに当たって重要なこと

についてお答えいたします。

　環境アセスメントの知事意見は、事業者が事業

実施に際し、十分な環境保全対策を実施する内容

とすることが重要と考えております。

　そのため、県では、事業者から送付された住民

等からの意見の概要に加え、公聴会で直接意見を

お聴きするとともに、各分野の専門家で構成する

審査会や関係市町村長の御意見を踏まえ、知事意

見を述べております。

　次に、公述記録の公開についてお答えいたしま

す。

　議員御紹介の川辺川の流水型ダムに関する環境

アセスメントの公聴会の記録については、公述人

全員のお名前が記された書面による申入れを踏ま

え、個人情報に配慮した上で公開したものでござ

います。

　記録の公開に当たっては、公述人への配慮も必

要であることから、募集の際に、記録の公開に対

する希望の有無をあらかじめ確認するなど、対応

を検討してまいります。

　最後に、公聴会の開催方法等についてお答えい

たします。

　公述の際のパワーポイントの使用は、これまで

も、公述人からの申出により、公述の補足資料と

して使用されたことがございます。

　今後も公述人の申出に柔軟に対応するととも

に、公述人の募集に当たっては、現行の郵送、Ｆ

ＡＸに加え、メールや電子申請による受付も進め

てまいります。

　　〔幸村香代子君登壇〕

○幸村香代子君　知事に直接意見を届けたい、こ

れが公述された方たちの思いであろうというふう

に思います。

　今、御答弁には、知事には２段階の報告がされ

ているということを、お答えを頂戴いたしまし

た。それは今の段階で理解をいたしますが、どの

会場も10分間の時間を有効に使おうと事前準備を

されております。原稿を書き、パワーポイントを

準備し、資料を作られております。その生の熱量

が伝わるような方策が考えられないかというふう

に思いますので、今後御検討いただきたいという

ふうに思います。

　公述記録の公開は、先ほど御答弁にもありまし

たように、川辺川の流水型ダムに関する環境アセ

スメントの公聴会の記録、これを公述人全員の申

入れによって実現されたものです。この全員の同

意を取る作業も公述人自らがされております。そ

れは、自分たちが述べた意見がどのように知事意

見に反映されたのか、そのプロセスを確認したい

ということが大きくありました。そのことが一過

性で終わるのではなく、県の姿勢として示される

ことが重要であるというふうに思います。

　公聴会の柔軟性、公述人募集に当たっても、メ

ールや電子申請による受付もされるとのこと。今
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後の開かれた公聴会の在り方に期待し、この項を

終わります。

　最後、共同親権についてお伺いをいたします。

　離婚後も、父母双方が親権を持つ共同親権が選

べるようになる民法等の改正法が2024年５月に成

立し、２年後の2026年までに施行されることとな

りました。

　この法案の成立、施行に当たっては、格段の配

慮が必要として、衆議院で12項目、参議院で15項

目の附帯決議が付されております。

　共同親権というふうに聞くと、親の責任が明確

化され、養育費が支払われ、別居親も主体的に子

育てに関わる共同養育ができるというイメージが

あるのではないでしょうか。

　しかし、親の扶養義務は、現行法でもあり、養

育費の支払い、共同養育もできている家族は、法

改正をしなくとも円満にできています。むしろ、

離婚後、共同親権導入によって離婚後の争いが増

加したり、共同で親権を行使しなければならない

ことによって関係が悪化する可能性が高くなるこ

とも予測されております。

　例えば、法が改正されたからといって、養育費

が必ず支払われるという保証はありません。経済

的な貧困が軽減されるという保証はどこにもない

のです。

　また、離婚時に、単独親権とするか、共同親権

とするかの争いが生まれます。これまでは、どち

らが主に子育てをしていたかという監護の継続性

が重要視され、ＤＶの有無を必ずしも争点にする

必要がなかったのですが、ＤＶなどの場合は単独

親権にするという基準が設けられたので、ＤＶの

有無が争点になり、離婚協議が長期化するのでは

ないかとの懸念もあります。

　そもそも、ＤＶ被害で離婚し、単独親権となる

はずのものが、家庭裁判所の判断により共同親権

が採用されれば、引き続き元配偶者との接点が生

じ、離婚しても、ＤＶ、児童虐待が継続される可

能性があります。

　ほかにも、子供の進路決定、重い病気の治療、

引っ越しといった場面においても、協議の必要が

生じることへの懸念の声は後を絶ちません。

　自治体においては、離婚後の共同親権につい

て、正確な情報の提供、ＤＶや児童虐待被害者へ

の支援、相談員や支援員の体制強化など、改正法

が施行されるまでの間に取り組む課題も多いと思

われます。

　そもそも、家族の在り方は、父母共にそろって

いることや親権の有無とは直接関係ありません。

人と人との関係です。お互いの信頼関係があれ

ば、どのような形を取ろうとも、子供の幸せを一

番に考えられるはずです。子供たちが笑顔で安心

して暮らせる家庭や社会になることが大切なこと

だと思います。

　そこで、離婚後の共同親権に対する県の認識を

健康福祉部長にお尋ねいたします。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　子供の心身の健全

な育成を図るため、離婚後も父母双方が適切な形

で子を養育する責任を果たし、その利益のために

親権が行使されなければならないことを定めた民

法等の改正法が、本年５月に成立いたしました。

　この改正により、離婚に際して、単独親権だけ

でなく、父母双方を親権者とする共同親権を選択

できることとなりました。

　また、離婚後の親子交流に関する見直しや養育

費に関する取決めがない場合にも一定額の請求を

可能とするなど、養育費の確保に向けた見直しも

行われることとされています。

　現在、国において、今後１年半以内に施行され

る改正法の円滑な運用に向け、国による横断的な
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連絡会議が設置され、総合的かつ効果的な取組を

推進するための検討がなされています。

　県としては、改正法の施行までに、改正の趣旨

が適切に反映された具体的な運用が早期に示され

ることを期待しています。

　議員御指摘のとおり、特に、ＤＶや虐待が原因

で離婚を選択するケースにおいて、今回の共同親

権の導入により、離婚後も加害相手と引き続き関

わることとなりかねないといった不安の声がある

ことも承知をしております。

　県としては、そのような声があることを踏ま

え、国の検討状況を注視し、こどもまんなか熊本

が目指す全ての子供が幸せに暮らし成長できる制

度、運用となるよう、適時適切に対応してまいり

ます。

　　〔幸村香代子君登壇〕

○幸村香代子君　お答えを頂戴いたしました。

　県としては、国の動向を注視しながら、その後

適切に対応していくということのお答えであった

かなと思います。

　こどもまんなか熊本、これを掲げる本県でござ

います。知事をトップとする「こどもまんなか熊

本」推進本部が設置されております。今後、この

会議の議題としても取り上げていただきたいと考

えています。

　また、離婚届の提出先である市町村に対して

も、様々な悩みや相談が寄せられると思います。

どのように相談者に寄り添っていくのか、県も市

町村のサポートをしていく必要があると思いま

す。課題の洗い出し、先んじてできることに取り

組んでいただくことをお願いいたします。

　おかげさまで時間内に終わることができまし

た。残り２分となりましたけれども、これで私の

一般質問を終わります。

　御清聴ありがとうございました。（拍手）

○議長(山口裕君)　昼食のため、午後１時10分ま

で休憩いたします。

　　午後０時２分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午後１時８分開議

○副議長(髙木健次君)　休憩前に引き続き会議を

開きます。

　本田雄三君。

　　〔本田雄三君登壇〕(拍手)

○本田雄三君　皆さん、こんにちは。熊本市第一

選挙区選出・公明党の本田雄三でございます。一

般質問、代表質問を合わせまして、通算８回目の

質問の機会をいただきました。皆様に心より感謝

を申し上げます。今回、５項目の質問を準備いた

しましたので、よろしくお願いをしたいと思いま

す。

　本年もあっという間に師走を迎えております

が、振り返りますと、本年元旦に発生しました能

登半島の地震で、新年の空気も一変するような年

明けでございました。能登の被災地は、瓦礫の除

去や倒壊家屋の解体が今なお続いております。被

災された皆様に心よりお見舞いを申し上げる次第

でございます。

　その後は、蒲島県政から木村県政にバトンが継

承され、政権選択選挙であります衆議院議員の解

散・総選挙も施行されるなど、何かと慌ただしい

１年でありましたが、木村知事は、就任直後か

ら、県政における諸課題に対し、６つの推進本部

を設置されるなど、勢いのある県政運営をリード

されていると実感をしております。

　本県は、ＴＳＭＣの進出後、待ったなしの課題

が山積しており、副知事を経験された木村知事で

あればこその陣頭指揮で、お出かけ知事室や政府

への予算要望など、堅実に前へ前へとかじを切っ

ておられます。



－ 33 －

令和６年11月定例会　熊本県議会会議録　第２号（12月４日）

　新聞報道がなされましたが、多くの県民の皆様

が心配される地下水保全については、いち早く県

庁及び菊陽町、合志市におきまして、地下水水位

監視システムが年内に先行運用の運びと公表され

ております。観測データも公開するとのことで、

県民の不安払拭の一助に大きく貢献するものと考

えております。

　また、利用者が急増しておりますＪＲ豊肥本線

についても、県からＪＲ九州に対し、一部複線化

などの輸送力強化を要望されるなど、目に見える

形で様々な取組がスタートしています。私も、議

員として、諸課題に対し、常に前向きに県民の皆

様の声を県政に反映できればと固く決意をしてお

ります。

　それでは、通告に従い、質問に入らせていただ

きます。

　木村知事へは今回が初めての質問となります

が、知事をはじめ執行部におかれましては、明快

かつ前向きな御答弁をお願いしたいと思います。

　最初の質問は、木村知事が就任直後に設置をさ

れました熊本県地下水保全推進本部について質問

を行わせていただきます。

　11月15日の新聞報道によりますと、｢本県は」

｢熊本地域の地下水量の将来予測を本年度中に公

表」との記事が掲載されました。ＴＳＭＣをはじ

めとする半導体関連企業の集積や農地の減少とい

った近年の環境変化を踏まえた将来予測で、公表

は2008年度以来であります。長期的な地下水涵養

量の目標設定や保全策づくりに生かすとなってお

ります。

　将来予測では、雨水などによる自然涵養と田ん

ぼに水を張る人工涵養などの流入量から地下水の

採取量や湧水量の流出量を差し引いた１年ごとの

水収支を基に目標の涵養量を設定し、節水や涵養

の具体策をまとめるとともに、データを県民の皆

様に開示し、地下水保全への取組を説明していく

と結んであります。

　ＴＳＭＣの第１工場では、年内の量産開始を前

に、高度な水処理システムが既に稼働しており、

運営子会社のＪＡＳＭは、半導体製造に使った水

を再び使えるようにしたり、工場内の空調機器の

冷却に使用されるなど、採取した地下水の75％の

リサイクルを目指すと公表されました。

　さらに、本システムは、センサーが約300台つ

いておりまして、24時間監視をする、そういう中

で、フッ素などの化学物質が混ざった水を20種類

に分類し、それぞれの用途で再利用し、硫酸など

の化学物質は16種類に分けて、リサイクルできな

いものは外部の専門業者に処理を委託し、ほかの

用途向けに利用されるそうです。同時に、地下水

の水位も監視しておられ、異常を確認したらポン

プが自動停止し、過剰なくみ上げを避ける体制も

備わっているとのことであります。

　新聞によりますと、第１工場では、フル稼働時

に１日最大３万立方メートルの水を使う予定であ

り、このうち最大8,500立方メートルは敷地内の

井戸からくみ上げた地下水を使用し、残りは工場

内でリサイクルした水で賄う、実に画期的ですば

らしい水循環システムであると思います。

　木村知事は、地下水保全推進本部会議の挨拶で

｢様々な県民の声を伺い、特に熊本都市圏を中心

に、地下水の保全に対する思い・気持ちが、みな

さん強く県民の中にあられるということを痛切に

認識しました｡」と述べておられます。

　さらに「地下水保全を一本立ちさせた推進本部

で、しっかりと県民の皆様に向けて情報発信をし

ていく、また県庁の中でも横串を刺し」｢関係部

局が一丸となって、取り組んでいくことを明らか

にしたいと思い、この推進本部を立ちあげまし

た。　ともかく、私たちとしては、地下水保全に



－ 34 －

令和６年11月定例会　熊本県議会会議録　第２号（12月４日）

ついて、これまでよりも広い視野で、また様々な

手法で守っていく、そしてそれを県民の皆様に発

信していく、このことを一番重視して」いきたい

と、力強く発信をされておられます。

　知事も述べられているとおり、多くの県民の皆

様が心配されておられる地下水の保全につきまし

ては、今後進出される企業や新たに造成される工

業団地においては、水循環システムのような地下

水採取量削減の取組を求めていく必要があるので

はないでしょうか。

　本県には、平成２年10月２日に発布された熊本

県地下水保全条例があります。第１条の２に「地

下水の保全は、地下水の流動が蒸発、降水、地下

への浸透並びに河川及び海への流出を繰り返すと

いう水の循環の一部をなすものであり、かつ、地

下水が県民生活及び地域経済の共通の基盤となっ

ていることを踏まえ、地下水は公共水であるとの

認識に立ち、事業者、県及び県民が地下水の保全

に係るそれぞれの責務を果たすとともに、連携

し、及び協働して地下水の保全に取り組むことに

より推進されなければならない｡」と明確に位置

づけられています。

　そこで、知事にお伺いします。

　今後、半導体製造など地下水を大量に使用され

る企業に対し、地下水採取量削減のため、県とし

て具体的にどのような対応を求めていくのか、知

事の見解をお伺いいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　本田議員から御質問いただき

ました半導体企業による地下水取水の影響につい

て、県民の皆様が不安に思っていらっしゃること

は、もう強く強く承知しているところでございま

す。このため、県では、地下水保全に向けた３つ

の原則として、地下水取水量そのものの削減、そ

して他の水源利用の推進、そして地下水涵養のさ

らなる推進、この３つを掲げて、様々な取組を進

めているところでございます。

　ＴＳＭＣの日本法人ＪＡＳＭにおいては、本県

への進出決定後、採取量以上の地下水涵養に取り

組むことをいち早く表明するなど、本県の宝であ

る地下水を県民と同様に大切に考えているという

同社の姿勢を県としては評価しているところでご

ざいます。

　昨年５月には、ＪＡＳＭと県、菊陽町など５者

で地下水涵養の推進に関する協定を締結してお

り、白川中流域で初めてとなる冬期湛水事業や水

稲作付拡大などの取組を進めております。

　一方で、やはり涵養できる農地にも限りがある

ことから、今後は、涵養以外の対策として、採取

量そのものを削減する取組も非常に重要であると

考えております。

　県では、企業などが採取する地下水量を削減す

るため、御紹介いただきました地下水保全条例に

基づいて地下水使用合理化指針を示しまして、企

業等に対して、節水型の機器でありますとか、雨

水利用施設の使用、また、再生水の使用にも努め

るよう求めております。

　さらに、地下水採取者に対しては、採取許可申

請の際に、地下水使用合理化計画、この提出を求

めておりまして、その実施状況についても、毎年

度実績を確認することとしております。

　また、進出企業と立地協定を締結する際に、協

定書に企業側の環境配慮を明記させるなど、地下

水保全をはじめとした環境保全の取組を求めてお

ります。

　さらに、地下水の採取によらない他の水源利用

の推進のため、有明工業用水道の未利用水を活用

する取組も進めているところでございます。

　なお、台湾のＴＳＭＣ本体では、高度な水再生

処理システムが稼働しているということから、先
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月、調査のため、関係職員を台湾に派遣いたしま

した。一部の調査は、県議会の経済環境常任委員

会の皆様にも御一緒していただいたと聞いており

ます。

　私は、この調査の報告を受けまして、水再生処

理システムが今後の地下水の取水量の削減に有効

な手段として期待されるのではないかということ

を感じました。

　そのため、先ほど申し上げました地下水使用合

理化指針で求めている取組をより具体化するため

にも、水再生処理システムの導入可能性につい

て、庁内のプロジェクトチームを立ち上げて検討

を始めました。今後は、企業ともこの点について

協議してまいりたいと思っております。

　企業による地下水利用の影響を最小化するた

め、私が先頭に立って、企業に対して、地下水を

守る取組をしっかりと求めてまいりたいと考えて

おります。

　以上でございます。

　　〔本田雄三君登壇〕

○本田雄三君　地下水保全におけるこれまでの取

組の状況と多くの皆様の御協力を得ている涵養等

の推進状況について丁寧な御答弁をいただきまし

た。また、プロジェクトチームを今後立ち上げて

いかれるなどの前向きな御答弁で、期待が持てる

と思っております。

　新たに地下水を使用される企業等に対し、採取

する地下水の量を削減するため、地下水保全条例

に基づきまして地下水使用合理化指針を示し、節

水型機器や雨水利用施設の使用などのほか、再生

水の使用にも努めるとの答弁でありましたが、従

来、採取量に応じた認可が必要になります。知事

承認が必要な大容量地下水採取者に対しまして

は、採取許可申請の際、地下水使用合理化計画の

中に、明確に、採取量の半分であるとか、具体的

な数値目標を求めることが必要ではないかと考え

ます。

　担当部局の皆様が、高度な水再生処理システム

が稼働している台湾のＴＳＭＣを視察されていま

すので、地下水採取量削減の有力な手段だけでは

なく、進出企業等の理解を求め、一定規模の水再

生処理システムを導入することを愚直に推進して

いただきたいと思います。

　もちろん、再生水の利用が困難な業種もあると

思いますので、柔軟性を持たせながら、熊本県の

地下水使用合理化計画には、明確に再生水利用が

位置づけられているとの認識が熊本の象徴であっ

てもよいのではないでしょうか。

　環境に配慮した熊本であり、将来の発展に寄与

する施策が今大事であると申し上げ、次の質問に

移らせていただきます。

　２点目の質問です。

　不登校児童生徒の支援策は、これまでも多くの

議員の皆様も質問を行われています。質問の観点

は違っても、増加の一途をたどる不登校児童生徒

が少しでも減少すればとの思いは同様の認識であ

ると考えます。

　私も、この議場で、フリースクールに通ってい

る児童生徒の出席扱いの統一化や不登校の要因と

も言われる起立性調節障害のマニュアル作成のお

願い、さらに、学びの多様化、学校開設の推進な

ど、質問を重ねてまいりました。

　しかし、不登校児童生徒は、減少ではなく、毎

年増加傾向にあり、令和５年度の文部科学省調査

の結果では、本県小中学校の不登校児童生徒数は

5,848名であり、不登校傾向にある児童生徒を含

めると相当数おられます。そのような全ての児童

生徒の学びの場を確保し、学びたいと思ったとき

に学べる環境を整える必要があります。

　全国的にも深刻な課題であり、政府も、こども
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家庭庁創設の上、関係機関とも連携を図りなが

ら、誰一人取り残さない、学びの保障に向けた不

登校・いじめ対策等を推進されるなど、様々な施

策を講じられているところです。

　本県も、知事を本部長とする「こどもまんなか

熊本」推進本部も実働を開始され、こどもまんな

か熊本・実現計画を策定されているところであり

ます。

　他県の事例として、不登校対策におけるフリー

スクールの支援に変化が生じていると実感しまし

たので、今回も質問を行わせていただきます。

　本来、フリースクール等への補助は困難な状況

でありますが、運営費等について、東京都や静岡

県など複数の行政機関において、一般財源での補

助制度が開始されています。背景には、学びの多

様化が急速に変化し、フリースクール等の利用者

も増加傾向にあることや、こども家庭庁のこども

まんなか実行計画2024の「こども施策に関する重

要事項」の中に「学校における働き方改革や処遇

改善、指導・運営体制の充実の一体的推進」｢居

場所づくり」｢いじめ防止対策の強化」｢不登校の

こどもへの支援」体制の整備強化、｢校則の見直

し」｢体罰や不適切な指導の防止」等と具体的に

明記されたことも考えられます。

　また、不登校児童生徒の保護者からは、様々な

支援をいただきたい、フリースクール等民間施設

や教育支援センターなどの情報が欲しいといった

要望も聞いています。

　東京都などの事例に熊本県も直ちに呼応しなけ

ればならないとは考えていませんが、本県のこど

もまんなか熊本・実現計画の中間整理にも、不登

校への対応は、こどもまんなか熊本の実現に向け

た重要な事項として明確に位置づけられていま

す。

　そこで質問です。

　こどもまんなか熊本のコンセンサスは、本県の

児童生徒の皆さんが将来自立し、それぞれの人生

を謳歌していくことが主眼であると思います。

　県教育委員会では、10月から、有識者から成る

不登校児童生徒への支援に関する協力者会議を新

たに立ち上げ、不登校児童生徒への支援方策につ

いて協議、検討を始められたと聞いております。

　今後、フリースクールに通っている児童生徒を

含めた全ての不登校児童生徒やその保護者への支

援をどのように考えておられるのか、教育長の見

解をお尋ねいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　県教育委員会としまして

は、年々増加する不登校児童生徒の支援は喫緊の

課題と認識しておりまして、これまでも、各市町

村教育委員会と連携し、スクールカウンセラー等

の専門家によるカウンセリングや教育支援センタ

ーの設置など、様々な取組を行ってまいりまし

た。

　また、議員御紹介のとおり、県教育委員会で

は、10月に、フリースクール、教育支援センタ

ー、不登校児童生徒保護者支援団体、大学関係者

等の有識者から成る不登校児童生徒への支援に関

する協力者会議を新たに立ち上げ、今後の不登校

児童生徒への支援策について議論を行っていると

ころでございます。

　第１回の会議では、県内にどのようなフリース

クールがあるかなど、不登校児童生徒の保護者に

必要な情報が十分に届いていないのではないかと

いう御意見があったことから、新たにホームペー

ジに周知に関する情報を掲載したところでござい

ます。あわせて、県内のフリースクール等民間施

設やその活動内容等を掲載した資料を作成し、小

中学校等へ配付いたしました。今後も随時更新す

るなど、積極的に情報発信していく予定でござい
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ます。

　また、今月には全ての不登校児童生徒及びその

保護者を対象にアンケートを実施し、どのような

支援を望まれているかなど、直接声をお聞きし、

施策に反映させていくこととしています。

　県教育委員会としましては、協力者会議の議論

やアンケートの結果等を踏まえながら、こどもま

んなか熊本の視点に立ち、不登校児童生徒一人一

人の状況に応じた支援の充実に努めてまいりま

す。

　　〔本田雄三君登壇〕

○本田雄三君　児童生徒を取り巻く状況は、社会

全般における生活環境の著しい変化やＳＮＳの普

及など、また、教育現場も、日常的なカリキュラ

ムのほか、部活動の在り方やいじめ対策など、多

岐にわたる課題が生じていると考えられます。

　環境の変化に順応するのは大変だと思います

が、答弁にありましたように、第１回会議での不

登校児童生徒の保護者への必要な情報が十分に届

いていないのではないかという意見に対しまし

て、早速不登校児童生徒及びその保護者へのアン

ケートを実施されるとのことですが、アンケート

だけではお互いの意思の疎通が図れない場合もあ

ると思いますので、できれば聞き取りによるデー

タも活用されることも必要ではないでしょうか。

　東京都などが推進する経済的支援も不登校児童

生徒の皆さんの援助にはなると思いますが、本県

のこどもまんなか熊本における諸施策も重要な取

組でありますので、悩んでいる児童生徒に寄り添

っていただき、最善の道が開けることを切望いた

します。

　しかし、教育現場には別の大きな課題もありま

す。明らかに教員数が不足をしている現状に、県

教育委員会も追加募集や経験者採用など、あらゆ

る手段を講じて対策を進められておりますが、充

足ができていない実態は深刻であります。学校に

おける働き方改革とこどもまんなか熊本の目指す

取組が過度な負担にならないように推進されるこ

とを要望し、次の質問に移らせていただきます。

　３点目の質問は、エネルギー関連についてであ

ります。

　少し分かりづらいと思いますので、ゆっくり申

し上げますので、よろしくお願いをしたいと思い

ます。

　本年２月の定例議会で、水素の利活用について

質問を行わせていただきましたが、今回は、シリ

コンアイランド九州の中心拠点でもある本県の再

エネ普及や空港周辺地域でのＲＥ100産業エリア

の創造の取組において重要となる電力の安定供給

について質問をさせていただきます。

　初めに、ＲＥ100の概念は御承知の方も多いと

存じますが、確認の意味で申し上げます。

　脱炭素への取組を推進するために、企業が自ら

の事業の使用電力を100％再エネで賄うことを目

指す国際的なイニシアチブがあり、世界や日本の

企業が参加をしておられます。

　本県は、第２次熊本県総合エネルギー計画――

2020年12月に策定してあります。において、2030

年度の県内電力消費量に対する再生可能エネルギ

ー発電量の割合を50％とする目標が掲げられてお

ります。これは、原油換算では150万キロリット

ルとなります。2023年度は33.7％の実績となって

おります。

　再エネの普及促進と並行し、いわゆる送電網の

強化も必要不可欠です。域内――この域内という

のは、九州で言えば九州内ということになりま

す。各大手電力の送電エリアとなります。は各電

力会社が管理していますが、大手電力間の地域連

系線の管理運用は、電気事業法に基づき設立をさ

れました電力広域的運営推進機関が担っておられ
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ます。

　広域機関は、電源の広域的な活用に必要な送配

電網の整備を進めるとともに、全国大における平

常時、緊急時の需給調整機能を強化することを目

的としており、電力の需給状況を監視し、需給状

況が悪化した電気事業者に対し、他の電気事業者

からの電力の供給指示等の業務を行うことによ

り、電力の安定供給確保が重要な業務となってお

ります。

　皆様の記憶に新しいと思いますが、11月９日に

四国地方で大規模な停電が発生しまして、最大36

万戸余りに影響が出ました。停電の原因は、トラ

ブルの対応で四国電力送配電が関西電力送配電に

装置の操作を依頼した際に、両者の間で認識のず

れがあり、適切な操作が行われなかったためだと

明らかになりました。

　具体的には、四国と本州を結ぶ送電線でトラブ

ルが発生し、四国電力送配電が関西電力送配電に

操作を依頼した後に、本州に流れる電力が急増し

て四国側が不足をし、需要と供給のバランスが不

安定になり、停電に至ったということでありま

す。

　現在の送電網の管理は、再エネが大きく普及

し、太陽光や風力、バイオマスなどの多岐にわた

る発電量を管理し、運用することの難しさを物語

っている事象でもあります。

　送電網の脆弱さは、広域大規模停電の危険性を

はらんだ、ある意味ではリスクでもあります。本

県でも、本年８月21日に、九州電力苓北火力発電

所２号機がトラブルにより、約２か月間運転が停

止をしました。今回は事なきを得ておりますが、

仮に複数の電源に不具合が生じた場合、不足する

電力を関門連系線により本州から融通を受けるこ

とになりますが、現行の関門連系線の容量では、

大規模工場等の稼働に支障を来すおそれもありま

す。

　そのような背景から、ＴＳＭＣ等の半導体工場

や空港周辺地域の電力をＲＥ100で賄う計画は、

災害時や緊急時のバックアップ体制が網羅されて

いるのでしょうか。

　そこで質問です。

　１点目は、電力広域的運営推進機関が計画をし

ている関門連系線の増強工事には長期間を要す見

通しでありますが、県として地域間の電力系統の

現状をどのように捉えておられるのか。

　２点目に、空港周辺でＲＥ100を進める場合、

当該地域には、空港や自衛隊の航空隊など重要な

施設が含まれております。再エネ電力供給におけ

る信頼度をどのように考えておられるのか、商工

労働部長にお伺いいたします。

　　〔商工労働部長上田哲也君登壇〕

○商工労働部長(上田哲也君)　まず、１点目の地

域間の電力系統に関する御質問についてお答えし

ます。

　議員御紹介のとおり、８月に、苓北火力発電所

２号機が運転を停止し、九州エリアの電力需給が

逼迫するおそれがあるとして、中国・関西エリア

から電力融通を受ける事案が発生いたしました。

　ＴＳＭＣをはじめ、今後、九州への半導体企業

等の集積により電力需要の増加が見込まれる中、

不測の事態が生じた場合に九州と本州で電力を融

通する重要性と電力系統を増強する必要性を改め

て認識したところでございます。

　九州と本州を結ぶ電力系統の増強が実現すれ

ば、非常時に相互に電気を融通できるだけではな

く、平時は九州で発電した再生可能エネルギーを

本州に送る容量が増加することともなります。

　このため、本県の国の施策等に関する提案・要

望において、今年度から、新たに九州と本州を結

ぶ地域間の電力系統強化を要望し、また、九州地
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方知事会の特別決議においても、地域間の電力系

統の強化を盛り込んでいただいたところでござい

ます。

　次に、２点目の再エネ電力供給における信頼度

についてお答えします。

　阿蘇くまもと空港周辺地域ＲＥ100産業エリア

の創造の取組では、地域エネルギー会社を設立

し、地域内外の再エネを集約した上で、地域の企

業等に対し、再エネ電気を供給する予定でござい

ます。

　太陽光が発電しない夜間等のために蓄電池も整

備される予定であり、さらに、バックアップの電

力も確保されますので、再エネ電力であることで

供給に支障を来すことはないと考えております。

　また、送電は従来どおり九州電力送配電の送電

線を使って行われますので、災害時における停電

等のリスクが高まることもございません。

　さらに、空港周辺地域では、新たに整備する太

陽光発電の電力を専用線で直接企業に供給するこ

とも可能でございます。その場合、災害時の非常

電源としての活用も可能となります。

　まずは、脱炭素先行地域において、再エネの安

定供給を実現し、将来的な脱炭素社会の実現に向

けて、熊本では再エネ100％を目指した企業活動

が可能であるという、次の時代を見据えた環境づ

くりに取り組んでまいります。

　　〔本田雄三君登壇〕

○本田雄三君　地域間、要するに、九州と本州を

つなぐ山口県下関市の関門連系線については、１

点目に、緊急時の電力をお互いに補うこと、これ

を融通と言います。２点目に、再エネの普及に伴

い、太陽光や風力で発電した電気を電柱の電線や

鉄塔の送電線につなぎ、管理する必要も出てまい

ります。この１と２の備えのために、関門連系線

の送電量増加の必要性が生じてくることになりま

す。その対策として、今答弁がありましたよう

に、九州地方知事会の特別決議で、地域間電力系

統の強化を政府に要望されたとのことでありま

す。

　質問でも述べましたが、増強工事完了までには

相当の年月が必要となりますので、万一の備えと

して、政府や広域機関に対しましては、現行の関

門連系線の容量に見合う再エネを含めた緊急時対

策ガイドライン化、あるいはルールの構築を強く

求める必要があると考えますので、九州地方知事

会におけるさらなる要望を検討していただきたい

と思います。

　空港周辺地域におけるＲＥ100につきまして

は、数年前の計画立案時は、送電網に過度に接続

しないで電力を供給する専用線化が記載されてお

りましたが、答弁では、現行の送電網に接続して

供給するに見直されたようでありますので、停電

等のリスクが減少することは間違いないと思いま

す。

　私も、次世代を担う再エネの必要性は十分理解

しておりますし、良質で安定した信頼度の高いエ

ネルギーの供給を的確に進めていくべきだと考え

ております。

　ただ、現行の再エネ導入計画には、太陽光や蓄

電池のほか、バイオマス発電等は挙げられており

ますが、水素の利活用が入っていないのが残念で

あります。

　蓄電池の開発と同時並行で水素の利活用が進展

すれば、夜間の電力供給も可能になる新たなエネ

ルギーとして再エネの主軸になるのではないかと

思いますので、ぜひ、水素も視野に入れた再エネ

推進を検討していただくよう切望いたします。

　様々申し上げましたが、大事なのは、電気やガ

ス、水道等の設備は、技術的にも専門性が高く、

緊急時においては必要不可欠な重要インフラであ
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りますので、的確に運用することが最重要であり

ます。

　仮に自然災害等で送電線は停止していても、太

陽光は発電している可能性があり、大手電力側で

は、その現状を把握できない可能性も想定できま

す。そのようなリスクの最小化を念頭に置いた再

エネ普及を推進していただくと同時に、安全最優

先を徹底して探求すべきであると申し上げ、次の

質問に移らせていただきます。

　４点目の質問です。

　多くの皆様が観戦をされたと思いますが、本年

10月11日に、小倉、大分、熊本、福岡を舞台とし

て、サイクルロードレース第２回ツール・ド・九

州が開催されました。このサイクルロードレース

は、ＵＣＩ、国際自転車競技連合公認でありまし

て、国内外17チーム、約100台で開催される国際

レースとなっております。物すごいスピードで走

っていかれるスポーツでもあります。

　ツール・ド・九州は、九州の経済団体トップと

各県知事で構成される九州地域戦略会議におい

て、ラグビーワールドカップのレガシーの持続的

継承や九州でのサイクルツーリズムの推進、近年

九州を襲った自然災害からの復興を象徴するイベ

ントとして開催を決定しております。第１回大

会、これは、昨年10月６日から９日に福岡、熊

本、大分に続き、第２回大会が本年10月11日から

14日に開催されました。

　ツール・ド・九州の熊本阿蘇ステージは、南小

国町の瀬の本レストハウスをスタートし、産山

村、阿蘇市、高森町、ゴールが南阿蘇村役場のコ

ースであり、主催者発表によりますと、約４万人

が観戦されたようです。

　ちなみに、サイクルロードレースは、基本的に

優勝を競う個人戦のレースでありますけれども、

１チーム６人のうち１名を優勝させることで、チ

ーム全員が好成績を得られるルールとなっていま

す。そのためには、チームでの連携が重要となり

ます。高速で公道を走り抜けるサイクルロードレ

ースを制するためには、前面からの空気抵抗をい

かに減らすかが重要となるようです。

　2025年は、長崎県と宮崎県が開催県に加わり、

５県での開催となるようです。

　このように九州が一丸となったスポーツイベン

トは、あまり類がないと思われますので、さらに

振興させる必要があるのではないでしょうか。開

催準備や道路維持に携わる職員の皆様の御苦労も

多いと推察いたしますが、急速に国際化が進む本

県の取組としても効果が大きいと思われます。

　そこで質問です。

　本県には、世界一の阿蘇のカルデラを含め、世

界遺産の﨑津集落などを巡る天草のサンセットル

ート、日本遺産に認定された人吉、球磨の歴史文

化財を堪能できる球磨川サイクリングコースな

ど、県内各地にコースとしてそれぞれに違った面

白さがあります。

　2025年のコースは決定されていると思われます

が、2026年度以降、県内の魅力度を向上させるた

めにも、新たなコースも構築されてはいかがでし

ょうか。

　観光文化部長の御見解をお尋ねいたします。

　　〔観光文化部長倉光麻里子さん登壇〕

○観光文化部長(倉光麻里子さん)　議員御紹介の

とおり、ツール・ド・九州は、ラグビーワールド

カップのレガシーの継承やサイクルツーリズムの

象徴的なイベントであることに加え、九州、山口

が一体となって魅力発信や誘客を行うことを目的

として始まっています。

　熊本地震や令和２年７月豪雨で多大なる被害を

受けた本県では、復興する姿を国内外に発信する

ため、観光のシンボルでもあり、熊本地震で大き
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な被害を受けた阿蘇地域を舞台として、第１回か

ら参加しているところです。

　世界最大級を誇る阿蘇のカルデラは、雄大な草

原を有する牧歌的風景に加えて、サイクルロード

レースに適した起伏に富んだ地域であることか

ら、参加チームの評価も極めて高いと伺っていま

す。

　さらには、コースとなる道路の幅員や路面の状

態も問題がなく、安全対策がしっかりしているこ

とから、安全なレースが可能となっています。

　本県としては、世界中からサイクリストが集ま

る瀬戸内しまなみ海道のように、阿蘇地域もサイ

クリストの聖地として浸透させていきたいと考え

ています。

　そのため、引き続き、阿蘇地域でツール・ド・

九州の開催を進めていきながら、その効果を県内

全域へ波及させるため、優れた観光資源と走行環

境、休息・宿泊機能などの連携が期待される天草

や人吉、球磨など、阿蘇地域以外のサイクルツー

リズムの推進にもしっかりと取り組んでまいりま

す。

　　〔本田雄三君登壇〕

○本田雄三君　観光文化部長の思いが十分に伝わ

る御答弁でありました。

　本年の８月中旬でありましたが、九州経済連合

会様と我々公明会派で意見交換会を開催いたしま

した。その際、九州経済連合会様より、特にツー

ル・ド・九州の取組に力を入れるので、様々な角

度からの支援を強くと要望されております。

　取組の内容も、オール九州の経済効果への寄与

に主眼を置かれた力強いアピールでありました

し、共感できる内容でありましたので、今回質問

をさせていただいた次第であります。

　当面は、前回及び今回のコースが、道路の幅員

や路面の状態など、サイクルロードレースに適し

ていることから、世界的にも阿蘇地域をサイクリ

ストの聖地として浸透させたいとのことでありま

した。何よりも世界の阿蘇をアピールできること

は大きな喜びだと、私も確信しております。

　重ねてになりますが、本県には世界に誇れる美

しい自然や風景が数多くありますので、ツール・

ド・九州の効果が県内全域へ波及することを期待

いたしまして、次の質問に移らせていただきま

す。

　５点目になります。最後の質問になります。

　新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけが

５類に移行されました2023年５月から24年４月の

１年間で、亡くなった方が計３万2,576人に上っ

たことが、厚生労働省が公表した人口動態統計で

明らかになりました。季節性インフルエンザの約

15倍と格段に多い状況です。

　また、熊本県医師会の見解によりますと、新型

コロナウイルスは変異を繰り返すことから、今夏

の流行は収束しつつあるが、今冬には再び大きな

流行が予想されると危惧されております。

　さらに、あまり報道されませんでしたが、この

夏のいわゆる11波では、高齢者の死亡者数は前年

を上回っており、その原因の一つが、オミクロン

株対応ワクチンの接種率低下ではないかと警鐘を

鳴らしておられます。

　ワクチンは何回接種したかではなく、どの株の

ワクチンを最後に接種したのかが重要だと思われ

ます。つまり、複数回ワクチンを接種していて

も、１年以上接種しないと、その効果はほとんど

なくなるとのことです。

　そこで、１点目の質問であります。

　重症化リスクが高い65歳以上のコロナワクチン

は定期接種の対象となっていますが、その他の年

代は、効果がなくなるのであれば、一部でも公費

助成が必要ではないかと考えますが、御見解をお
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尋ねします。

　２点目は、帯状疱疹ワクチンの公費助成につい

てであります。

　昨年12月の定例議会で同一会派の前田憲秀議員

が質問いたしました際、当時の健康福祉部長か

ら、｢県としては、全国衛生部長会を通じ、検討

を急ぐよう国に要望している」との御答弁があっ

ていました。その後の進捗状況等を含めてお尋ね

したいと思います。

　今回、改めて、帯状疱疹の原因や症状につい

て、皮膚科の先生にお尋ねさせていただきました

が、一般的に言われているように、体内の水痘帯

状疱疹ウイルスが活動を再開することで発症する

ということであり、主に子供の頃に水ぼうそうを

発症されることが多いと思いますけれども、治っ

た後も、ウイルスは脊髄から出る神経節という部

位に潜んでいて、ふだんは体の免疫力によってウ

イルスの活動が抑えられているため発症しません

が、免疫力が低下すると、ウイルスは再び活動、

増殖し始め、ウイルスは神経の流れに沿って神経

節から皮膚へと移動し、帯状に痛みや発疹が出る

帯状疱疹を発症するとのことでありました。

　要するに、帯状疱疹の原因は水ぼうそうと同じ

ウイルスで、日本人の約９割が持っており、50歳

代から発症率が高くなり、80歳までに３人に１人

が発症すると言われております。

　発症すると、治療が長引くケースや後遺症とし

て痛みが残るなど様々なケースもあることから、

帯状疱疹ワクチン接種が効果的であり、50歳以上

の方を対象としたワクチンも開発されているよう

です。予防接種で帯状疱疹を完全に防ぐものでは

ありませんが、たとえ発症しても症状が軽く済む

という報告がありますので、全国各地の医師会か

らの助成要望や、全国及び九州市長会において

も、定期接種化されていない現状を課題と捉え、

要望を継続されていると存じております。

　そのような状況下でありますが、公費助成の必

要性を判断され、現時点における全国の助成自治

体は、都道府県は東京都をはじめ２都県、市町村

は729自治体、政令市は、静岡、名古屋、浜松、

神戸の各市が助成をされています。

　県内では、昨年12月時点で３町村のみでありま

したが、現在は、水俣市が10月から開始され、15

市町村で助成をされております。

　そこで質問です。

　帯状疱疹ワクチンの接種機会の必要性を踏まえ

た国の公費助成の検討状況など、以上２点につい

て、健康福祉部長の御見解をお尋ねいたします。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　まず、１点目の新

型コロナワクチンの公費助成についてお答えしま

す。

　議員御指摘のとおり、新型コロナウイルス感染

症による重症化リスクは、厚生労働省が公表した

データでも、30代と比べて60代は25倍、80代は71

倍と、年齢が上がるほど重症化率が高くなってい

ます。

　新型コロナワクチンについては、令和５年度ま

では、蔓延予防上緊急の必要がある状況にあった

ため、集団予防に重点を置き、幅広い世代を対象

に、全額公費による接種が行われました。

　現在は、そこまでの状況にないと考えられ、個

人の重症化予防を目的として、重症化リスクの高

い65歳以上の方と60歳から64歳までの基礎疾患が

ある方を対象に、一部公費助成を行う定期接種が

10月から開始されています。

　このため、重症化リスクが相対的に低い若い世

代は、公費による定期接種の対象ではなくなりま

した。県として単独の公費助成は予定しておりま

せんが、感染を予防するためには、若い世代も含
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めた全ての世代の方に対し、定期的な換気、場面

に応じた適切なマスクの着用、手洗いなどの基本

的な感染対策を発信し続けていくことが重要と考

えます。

　そのため、週ごとの感染症情報等を公表すると

ともに、感染拡大の兆候が見られるときは、早期

に知事から県民の皆様への注意喚起を行うなど、

様々な方法で呼びかけてまいります。

　次に、２点目の帯状疱疹ワクチンの公費助成に

ついてお答えします。

　これまで、県では、国に対し、帯状疱疹ワクチ

ンについて、公費助成の対象となる定期接種化の

検討を行うよう要望をしてまいりました。その結

果、６月に開催された国の審議会において、ワク

チンの有効性、安全性、費用対効果の評価等を踏

まえ、技術的な観点からは、帯状疱疹ワクチンを

定期接種に用いてよいとの方向性が示されまし

た。

　これを受け、国において、接種の目的、対象年

齢、用いるワクチン等、さらに詳細な検討が続け

られています。県としましても、定期接種化の正

式決定に向けて行われる国の議論の動向を注視し

てまいります。

　　〔本田雄三君登壇〕

○本田雄三君　新型コロナについては、国策とし

ての方向性で運用されているのは理解できます。

しかし、５類移行後の１年間で、季節性インフル

エンザの約15倍の方が亡くなっていることや、私

たちは新種の株に抵抗できる抗体がないとの医学

的見地から、2019年の世界的流行時に比べ、どの

ような違いがあり、一般的な手洗いやマスクの着

用、人混みを避ける等の対策で大丈夫なのか、分

かりやすく県民の皆様へ周知することが必要では

ないかと思います。

　今答弁がありましたとおりでありますけれど

も、確認しましたところ、ウイルスの形態が違う

ので、2019年の頃と今のウイルスは強度が違うか

ら大丈夫ですというような見解でございます。し

かしながら、2019年と同じようなウイルスが出て

きたら同じことが発生する可能性もありますの

で、そこあたりは十分に情報として提供すること

も大事ではないかと思います。

　帯状疱疹ワクチンにつきましては、本年６月の

国の審議会において、ワクチンの有効性、安全性

等の技術的な観点からは、定期接種に用いてよい

との方向性が示されてあるということでございま

す。引き続き詳細検討が行われているようです

が、必要に応じ、先行的に助成を行っている自治

体も多くなっておりますので、可及的速やかに公

費助成が実現できるよう強く要望させていただき

ます。

　以上で、本日私が用意しました５項目の質問

は、全て終了をいたしました。

　これから県民の皆様の御期待にお応えできるよ

う誠心誠意尽くしてまいりますので、何とぞよろ

しくお願いを申し上げます。

　慌ただしい年末になりますが、皆様、どうか健

康な新年を迎えられますよう御祈念申し上げまし

て、質問を終わらせていただきます。

　御清聴ありがとうございました。(拍手)

○副議長(髙木健次君)　以上で本日の一般質問は

終了いたしました。

　明５日は、午前10時から会議を開きます。

　日程は、議席に配付の議事日程第３号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　午後２時２分散会





第 ３ 号 

（12月５日）
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令和６年12月５日(木曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第３号

　　令和６年12月５日(木曜日)午前10時開議

　第１　一般質問(議案に対する質疑並びに県の

　　一般事務について)

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　一般質問(議案に対する質疑並びに

　　県の一般事務について)

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(49人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君

　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(なし)

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名
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　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君　

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　上　田　哲　也　君

　　　　　　観光文化部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　　　　　　　辻　井　翔　太　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　城　内　智　昭　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開議

○副議長(髙木健次君)　これより本日の会議を開

きます。

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　一般質問

○副議長(髙木健次君)　日程に従いまして、日程

第１、昨日に引き続き一般質問を行います。

　髙井千歳さん。

　　〔髙井千歳さん登壇〕（拍手）

○髙井千歳さん　皆様、おはようございます。熊

本市第一選挙区選出・参政党の髙井千歳です。本

日、一般質問の機会をいただきました先輩議員、

同僚議員の皆様には心より感謝を申し上げます。

また、ふだんより熊本のために御尽力いただいて

おります知事はじめ職員の皆様方には感謝と敬意

を表しつつ、精いっぱい質問をさせていただきま

す。

　なお、昨日本田議員が質問されましたが、偶然

にも同じようなテーマが幾つかございました。切

り口が違う部分もございますが、多様な意見があ

ることこそが健全な議会だと捉えていただき、御

理解いただけますと幸いです。

　それでは、早速質問に移らせていただきます。

　まず、子供たちの１人１台端末について伺いま

す。

　国がＧＩＧＡスクール構想を進め、コロナ禍の

2020年から、教育現場にｉＰａｄなどのデジタル

デバイスが浸透、小中学生の１人１台端末は当た

り前になりました。

　2019年に計上したＧＩＧＡスクール構想の国の

予算は、１人１台端末の整備に約2,800億円、そ

の他通信整備なども含め、総額約4,800億円ほど

でした。

　それから約５年、今、小中学生の１人１台端末

の更新時期を迎えており、基準額は、１台5.5万

円、国全体で約2,600億円を拠出する時期を迎え

ています。

　本県でも、令和６年度当初予算において、国の

基金からではありますが、県内の市町村立学校の

１人１台端末更新費約26億円が計上されました。

　ＧＩＧＡスクール構想は国の事業です。しか

事務局次長
兼総務課長

人事委員会
事 務 局 長

病 院 事 業
管 理 者

食のみやこ
推 進 局 長
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し、県としても、小中学校においてさらなるＩＣ

Ｔの活用を進めています。

　第４期熊本県教育振興基本計画でも、１人１台

端末を授業でほぼ毎日活用している学校の割合

を、小中高校で100％となることを目標に掲げら

れると伺っております。

　ですが、ＯＥＣＤが2012年に行ったＩＣＴと学

力の調査によると、教育におけるＩＣＴ利用と数

学や読解力の得点との間には、弱いか、時には負

の関連性しかないという結果が出ています。

　この結果の原因について、ＯＥＣＤの教育局長

は、次のように述べています。

　一つの解釈として、高次の思考を育てるには、

教員と生徒との緊密なやり取りが必要だが、しば

しテクノロジーはそのような人間の関わりを阻害

すると考えられる、もう一つは、19世紀の学校組

織による20世紀の教育実践に21世紀のテクノロジ

ーを加えるだけでは、テクノロジーを最大限に活

用した教育は実現できないということであると述

べています。

　つまり、紙の教科書をただ単にデジタルに置き

換えたり、従来の宿題をただ単にデジタルに置き

換えるなど、デジタル機器の活用そのものが目的

化されてしまうと、結果的に効果が上がらないと

いうことです。

　スウェーデンでは、国を挙げて教育の超デジタ

ル化を推進し、2010年から１人１台端末を進め、

デジタル教科書に完全移行をしていました。

　しかし、現在、逆の流れが生まれています。

2023年８月の新学期からは、印刷された書籍に新

たな重点を置き、ＩＣＴを活用する時間を減らし

ています。

　この政策転換には、スウェーデン最大の教育機

関であるカロリンスカ研究所の「デジタルツール

が生徒の学習を向上させるのではなく、むしろ妨

げる」という声明が大きく影響をしています。

　声明では、デジタルメディアが生徒に利益をも

たらすのではなく、害を及ぼすことに疑いの余地

はない、画面上で読んだ内容の読解力と記憶力は

30％以下に低下し、インターネットで資料を検索

する生徒は、従来の教科書よりも明らかに劣ると

主張しています。

　もちろん、従来の学習方法ではなく、子供たち

が課題を見つけ、自ら調べ、まとめて発表するな

どの主体的な学びや探求型の学びにおいては、デ

ジタルデバイスは成果を上げている事例もあるよ

うです。

　しかし、現状では、家庭や教育現場から様々な

声が聞こえてくるのも事実です。

　例えば、書くことが減ったため、子供たちが字

を覚えにくくなったや、子供たちが考えることを

面倒くさがるようになった気がする、生活リズム

への影響、デジタルデバイスの家庭での指導が難

しい、視力や心理面に対する影響が不安などで

す。

　これからの時代、デジタルを避けて通るわけに

はいきません。しかし、子供たちのデジタル活用

には、健康、特に目やメンタルヘルス、体内時計

への影響、ネット依存やゲーム依存のリスクなど

もあります。

　令和５年のこども家庭庁の調査によると、イン

ターネットを利用すると回答した青少年の利用内

容の内訳は、高校生で「勉強をする」は78％に対

し、｢動画を見る」は95％、｢音楽を聴く」は93％

でした。中学生では、｢勉強をする」は73％に対

し、｢動画を見る」は94％、｢ゲームをする」は87

％。小学生では、｢勉強をする」は67％に対し、

｢動画を見る」は90％、｢ゲームをする」は87％

で、小中高いずれも、勉強よりもゲームや動画を

見るという利用内容のほうが高い結果にありまし
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た。

　また、インターネットを利用する平均利用時間

は、前年度と比べ増加傾向にあり、高校生は約６

時間14分、中学生は約４時間42分、10歳以上の小

学生は約３時間46分で、目的ごとの平均利用時間

は、趣味、娯楽が最も多く、約２時間57分でし

た。

　もちろん、趣味や娯楽に使ってはいけないとい

うことではありません。しかし、学習の妨げにな

ったり、生活リズムへの影響が出てくるデメリッ

トもはらんでいます。

　ＧＩＧＡスクール構想は国の事業です。しか

し、県でも教育現場でのさらなるデジタル化を進

め、さらに今後進めていく以上は、どのように現

場や家庭の声を収集していくのか、また、家庭で

の使い方をどのように指導しておられるのか、教

育長に伺います。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　県教育委員会におきまし

ては、国のＧＩＧＡスクール構想を踏まえて、１

人１台端末などのＩＣＴを活用した学校づくりを

推進するため、学校教育情報化推進基本方針を策

定するとともに、児童生徒の情報を活用する能力

の育成や端末を活用した授業づくりなどに取り組

んでいます。

　まず、デジタル化推進に当たっての教育現場等

からの意見聴取についてお答えいたします。

　現在、学校教育情報化推進基本方針を改定した

第２期計画の策定作業に取り組んでおり、学校教

育の情報化の推進に係る課題を踏まえた今後の方

向性や具体的な施策について検討を重ねていま

す。

　策定に当たっては、各校長会、ＰＴＡ団体等で

構成される外部有識者会議からの意見をいただく

とともに、今後、パブリックコメントを実施し、

広く県民の意見を聴くこととしています。

　また、ＩＣＴ活用に関して、学校を訪問し、教

職員との意見交換を通じ、成果と課題の両面につ

いて、児童生徒の声も含めた意見を聴きながら授

業の改善に生かしています。

　次に、家庭での使い方の指導についてお答えい

たします。

　デジタル化を推進していく上で、デジタル機器

を長時間利用した場合の児童生徒の健康面への影

響等が懸念されています。

　そのため、県教育委員会では、児童生徒や保護

者向けに、家庭における端末の利用時間に関する

ルールづくりなどに関するリーフレットを作成

し、周知を行っています。

　また、インターネットや端末の安全利用に関わ

る情報モラル教育の向上を図るため、出前講座や

中学校新入学生の保護者向けの講話などを実施

し、家庭への啓発にも取り組んでいます。

　さらに、来月には、全ての県立学校及び市町村

立学校を対象とした情報モラル教育に関する研修

会を実施することとしています。

　引き続き、学校現場の課題やニーズを適切に把

握するとともに、情報モラル教育の向上を図りな

がら、教育情報化の取組を推進してまいります。

　　〔髙井千歳さん登壇〕

○髙井千歳さん　教育長に御答弁をいただきまし

た。

　今後、様々な機会を通じて、意見の収集や情報

モラルの啓発を行っていかれるとのことでした。

　お酒は飲んでものまれるなではありませんが、

同様に、デジタル機器も使いこなせる人間を育成

すべきで、デジタルに使われる人間になってはい

けないと思います。私たち大人でも、自らを律し

つつ使うというのは難しいことです。子供たちは

なおさらだと思います。
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　これはあくまでも可能性の話ですが、私は、子

供たちの不登校の増加とデジタル機器というのは

無関係ではないような気がしています。

　以前、不登校対策の取組をされている株式会社

の方のお話を伺ったことがあります。その会社で

は、約３週間で子供たちが自ら再登校するという

のを目標とされていますが、約80％の子供たちが

再登校できるようになると、そういったプログラ

ムをされている会社です。

　その際、何をするかといいますと、１つは、親

子の関係を見直すということ、そしてもう一つ

は、デジタルデバイス断ちをさせるということで

した。やはり夜中までデジタル機器を使ってしま

い、朝起きれずに不登校になるケースも多くなっ

ているということでした。

　技術の革新はすばらしいことですが、一方で、

この急速なデジタル化は、人間がかつて直面した

ことのない環境でもあります。

　大人への影響は少ないと思われますが、子供た

ちは脳の発達の感受性期であり、やはり人と人と

の関わりや自然体験、その他様々な経験こそが、

子供たちの前頭前野の発達、人間の土台を形成す

る時期においては、最も大切な時期であるという

ことを私たち大人は忘れてはならないと思いま

す。

　デジタル機器を使うことだけを目的とするので

はなく、うまくどう活用するかということに引き

続き重きを置いていただいて取り組んでいただき

ますようお願いをいたしまして、次の質問に移ら

せていただきます。

　次に、農業と産業の均衡ある発展のための慎重

な農振除外や農地転用について伺います。

　半導体工場進出に伴い、周辺も含め164ヘクタ

ールの農地が工業用地や宅地に転用されていま

す。この農地減少は、地域の畜産業や農業全般に

深刻な影響を及ぼしており、特に飼料用トウモロ

コシなどの作付に支障を来し、畜産、酪農の生産

基盤が今後さらに縮小する可能性があります。

　また、農地の減少は、循環型農業の実施を困難

にし、畜産農家の約３割が排せつ物や堆肥の処理

について懸念を抱いているため、家畜排せつ物の

適正な処理や利用を含む具体策取りまとめのため

の調査に関する予算が、今11月定例議会でも示さ

れています。

　今年８月29日、本県は、半導体関連企業の進出

により減少している農業用地について、代替地を

早急に確保するため、農地整備に必要な手続の簡

略化や関連施設整備の補助率引上げなどを国に要

望しました。しかし、新たな農地の整備には多額

の費用と自然の開発等を伴います。

　そもそも、半導体工場が進出する際、農業振興

地域における農用地区域においての農地転用が慎

重に行われたのかは疑問が残るところです。

　もともとＪＡＳＭ第１工場の農地は、農振法に

おいては農用地区域、農地法においては甲種農地

及び第１種農地でした。また、第２工場において

は、農振法においては同じく農用地区域、農地法

においては第１種農地であり、原則として農地転

用はできない土地でした。

　この例外的な農地転用には、農村地域への産業

の導入の促進等に関する法律、いわゆる農村産業

法が適用されていますが、平成９年につくられた

熊本県農村地域工業等導入基本計画によります

と、｢工業等導入地区の設定に当たっては、国土

資源の合理的利用の見地に立つとともに集団的優

良農用地の保全の観点から、農業振興地域の整備

に関する法律第８条に基づき市町村が定めた」

｢農用地利用計画において農用地区域としている

区域に設定しないものとする。ただし、土地の地

形及び広がり等から工業等導入地区を農用地区域
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外の区域に設定することが困難であり、かつ、工

業等導入地区の設定に伴う農用地利用計画の変更

が将来的に農用地利用に支障を及ぼさないと認め

られた場合は、当該農用地利用計画の変更により

対処することもやむを得ないものとする｡」とあ

ります。

　この農村産業法というものは、農業と工業等の

均衡ある発展と雇用構造の高度化に資することを

目的として制定されたはずです。先ほど申したと

おり、｢工業等導入地区の設定に伴う農用地利用

計画の変更が将来的に農用地利用に支障を及ぼさ

ないと認められた場合は､」｢やむを得ないものと

する｡」と書いてあります。しかし、現状を見て

みますと、周囲の農業への影響は大きなものがあ

ります。

　冒頭で述べたとおり、周辺も含め164ヘクター

ルもの農地が工業用地や宅地に転用されており、

農地減少は、地域の畜産業や農業全般に深刻な影

響を及ぼしています。

　県が関係機関と合同で実施した農業者へのニー

ズ調査では、聞き取りを行った100戸の農家のう

ち42戸の方が代替農地を望まれているそうです

が、マッチングの成立に向けてはまだ調整中と伺

っています。

　周辺の農地転用も進んでおり、農地所有者の転

用期待も高まっています。今のままでは、産業と

農業の均衡ある発展とは言えない状況であり、今

後の農振除外や農地転用は慎重に運用すべきだと

考えますが、県のお考えを農林水産部長にお尋ね

いたします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　県では、農業振興

と企業進出の両立を目指すため、農地の集団化や

農業の効率化に支障がないよう、企業や住宅を農

地の基盤整備が行われていない区域に集約、誘導

することとしています。

　議員御紹介の農村産業法を活用して、産業を導

入すべき区域を設定する場合、同法に基づく県の

基本計画では、原則、広い優良農地、いわゆる集

団的農用地を保全する観点から、農業振興地域の

整備に関する法律、いわゆる農振法に基づく農用

地区域には設定しないこととしています。

　しかし、農用地区域外、農用地区域の外への設

定が困難であり、かつ将来的に農用地利用に支障

を及ぼさないと認められた場合、具体的には、都

市計画法に基づく市街化区域または用途地域など

農用地区域外での開発を優先すること、周辺の土

地の農業上の効率的かつ総合的な利用に支障が生

じないようにすること、面的整備を実施した農用

地を含めないことなど、５つの要件を全て満たす

場合に、例外として設定を認めています。

　また、市町村において、農村産業法に基づく実

施計画を策定した場合、農振法に基づく農用地区

域からの除外への同意及び農地法に基づく農地転

用の許可について、特例の適用が可能となりま

す。

　同実施計画の策定に当たっては、土地利用に関

する調整の状況や農業従事者等の意向、導入産業

の計画の実現性、事業の継続性の確認が求められ

ています。

　加えて、同実施計画では、農業従事者の安定し

た就業機会の確保に資すること、産業を導入した

場合に、農地や担い手等農業構造の改善が図られ

ると認められること及び農地保有の合理化が図ら

れると見込まれることが満たすべき要件とされて

います。

　県では、同実施計画が国の基本方針や県の基本

計画に適合しているのかを十分に確認し、同意の

是非を判断しているところです。

　今後も、法制度にのっとって、必要な手続を適
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切に行ってまいります。

　　〔髙井千歳さん登壇〕

○髙井千歳さん　農林水産部長に御答弁いただき

ました。

　先ほども申したとおり、この農村産業法という

のは、農業と工業の均衡ある発展のための法律で

あり、また、農林水産部長の御答弁にもあったよ

うに、農業構造の改善や農地の合理化が図られる

と見込まれることが満たすべき要件となっている

とのことでした。

　しかし、農地の集積という観点で、令和５年、

令和６年に変更された菊陽町の農村産業法実施計

画を見てみますと、令和５年と令和６年の認定農

業者等への農地の集積率の目標値は全く変わって

おりません。むしろ、令和元年に計画変更された

ときの目標集積率の70％の目標を下回っていま

す。農業構造の改善が図られるための法律にもか

かわらず、それが達成できていないということで

はないでしょうか。

　高齢化や後継者不足により、このまま農家を続

けるよりも農地を売ってしまったほうが楽だとい

うお声があることも承知しております。しかしな

がら、当たり前ですが、一度失われた農地を取り

戻すことはできません。

　また、代替農地を見つけたいと思っていらっし

ゃる42戸の農家の方々が、マッチング成立を待た

ずして、諦めて農家をやめてしまわれることのな

いよう、一日も早い御対応と御配慮をお願い申し

上げまして、次の質問に移らせていただきます。

　次に、熊本地域地下水総合保全管理計画の策定

について伺います。

　先日の新聞報道で、県は、11月14日、｢熊本地

域の地下水量の将来予測を本年度中に公表する」

との報道がありました。

　これは、ＴＳＭＣをはじめとする半導体関連企

業の集積や農地の減少に伴う涵養量の減少、取水

量の増加といった近年の地下水を取り巻く環境変

化を踏まえた将来予測になります。

　将来予測では、自然涵養と人工涵養を合わせた

流入量から、地下水の採取量、湧水量といった流

出量を差し引いた１年ごとの水収支が示される予

定と聞いています。

　その水収支は、今年度が最終年度となる熊本地

域地下水総合保全管理計画の新たな策定と環境基

本計画の見直しに生かされると理解しています。

　ところで、本計画の次期計画策定の検討に当た

って、その理念及び策定の手続に関して踏まえる

べき関係法令として、水循環基本法というものが

あります。

　同法第３条第２項では「水が国民共有の貴重な

財産であり、公共性の高いものであることに鑑

み、水については、その適正な利用が行われると

ともに、全ての国民がその恵沢を将来にわたって

享受できることが確保されなければならない｡」

とされています。

　また、第16条第２項では「国及び地方公共団体

は、流域の管理に関する施策に地域の住民の意見

が反映されるように、必要な措置を講ずるものと

する｡」とされています。

　水循環基本法に基づいて本年８月に閣議決定さ

れた水循環基本計画では「流域水循環計画の策定

に当たって、行政、有識者、事業者、団体、住民

等の関係者の様々な意見を調整し、反映するよう

努めるものとする｡」とされています。｢また、住

民等の意見が反映されるよう、住民代表の流域水

循環協議会への参画、アンケートの実施、シンポ

ジウムの開催その他の住民等の参画に必要な措置

を地域の実情に応じて講ずるよう努めるものとす

る｡」として、計画策定段階での住民参加の重要

性が述べられています。
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　熊本県民の宝として長年育まれてきた地下水

は、これからも、地域住民参加の下で、後世に引

き継がれるべき共有の財産であると認識していま

す。

　これまでの計画とは違い、現在急激な地下水需

要が高まり、県民の不安が高まる中での計画策定

です。たとえ計画策定の主体が行政であったとし

ても、県民は、策定された計画の目標達成のため

の行動計画の実践者として、その一翼を担い、責

任を負うことになります。

　次期地下水総合保全計画が、この先何年間を見

据えて立てられるのか、まだ不明ということです

が、前回の計画は16年間のものでした。

　このように、住民生活に直結する重要な地下水

の保全計画策定に当たり、住民の意見を反映する

ためにどのように取り組まれる予定でしょうか。

環境生活部長にお尋ねいたします。

　　〔環境生活部長小原雅之君登壇〕

○環境生活部長(小原雅之君)　熊本地域地下水総

合保全管理計画の次期計画策定の考え方について

お答えいたします。

　この計画は、熊本地域における地下水保全対策

を総合的かつ計画的に推進することを目的に、平

成20年度に、当時の熊本地域14市町村と県が共同

で策定したものでございます。

　大手半導体関連企業の進出以降、熊本の地下水

を取り巻く環境は大きく変動しており、今後の見

通しを踏まえて次期計画を策定する必要がござい

ます。

　また、最近は、ＳＮＳ等により様々な情報が発

信されていることから、県民の皆様に過剰な不安

を与えないためにも、科学的かつ客観的データに

基づき判断していくこと、そして情報発信してい

くことが重要と考えています。

　そこで、熊本大学等との連携により構築したシ

ミュレーションモデルを活用し、大規模取水や農

地等の減少による影響の評価を行っております。

　現在は、次期計画の策定に向け、データの集積

を行うとともに、長期的視点に立った将来像など

について、関係市町村と協議を行っているところ

です。

　計画の策定に向けた検討に当たっては、住民等

の意見が反映されるよう、地域住民や事業者の皆

様の声をより身近で把握している市町村としっか

りと連携して進めてまいります。

　本県の地下水は、熊本都市圏100万人の生活と

産業を支える熊本の宝です。地域住民、事業者、

行政それぞれが当事者意識を持ち、地下水を大切

にする機運の醸成につながるよう、今後とも県と

関係市町村が連携しながら、様々な取組を推進し

てまいります。

　　〔髙井千歳さん登壇〕

○髙井千歳さん　環境生活部長に御答弁いただき

ました。

　私も、県民の方々に過剰な不安を与えないた

め、県からの適切な情報発信が必要だと感じてお

ります。しかしながら、行政任せにしていても大

丈夫なのだろうかという方々の気持ちも少し理解

できます。

　なぜかと申しますと、１つ例を挙げますと、県

が行う公共事業に当たって実施される公共事業事

前評価における地下水の水量及び水質に関する影

響のチェックというものがありますが、特定公共

下水道事業に関して令和６年１月に作成された事

前評価表では、水資源への配慮の項目のうち、水

量、水質の保全に重大な影響を及ぼす水道水源等

の上流域に該当していないかに関して、該当なし

との判断がなされています。このように、事態の

捉え方が少し甘いのではないかと感じざるを得な

い部分もあるからです。
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　今後、地下水の需要はますます増大しますが、

一方で、地下水保全地域における面的開発が進

み、涵養地の減少はますます進むことは明らかで

す。

　加藤清正公が、私たちに400年の時を超えて熊

本の豊かな地下水を残してくださったように、私

たちも、数百年後も確実に熊本の地下水をつない

でいけるようにしなければなりません。

　そのためにも、やはり責任ある計画を立ててい

ただきますようお願いを申し上げまして、次の質

問に移らせていただきます。

　次に、災害に備えた再エネ施設の対応について

伺います。

　国は、2050年カーボンニュートラル、2030年度

の温室効果ガス46％削減の実現を目標とし、今後

10年間で官民合わせて150兆円を超える脱炭素投

資を進めることとしています。

　また、現在、本県においても、第２次熊本県総

合エネルギー計画に基づき、再生可能エネルギ

ー、省エネルギーの促進が行われています。

　私たちの暮らしに欠かせないエネルギーを考え

る上で重要なのは、電力の安定性、安全性、経済

性、環境調和性が極大化するように、エネルギー

のベストミックスバランスを追求することだと思

います。

　今年１月１日に発生した能登半島地震では、再

生可能エネルギーインフラに深刻な被害をもたら

しました。

　地震により、少なくとも19か所の太陽光発電施

設が破損または崩落。特に、穴水町由比ケ丘地区

では、斜面に設置された数百平方メートルの太陽

光パネルが地盤とともに崩落し、町道を塞ぎまし

た。この事故は、震度６強を観測した際に発生

し、撤去作業が終わるまで車両の通行ができない

状態が続いたそうです。

　また、破損したパネルは、感電や発火の危険性

を伴い、事業者からの報告が不十分なため、国は

被害の全容を把握できていない状況です。直後に

転売したため、現在の状況は不明と述べている事

業者もいるとのことで、責任の所在も不透明で

す。

　また、風力発電施設についても深刻な被害が報

告されています。能登半島地震によって、73基の

風力発電機全てが停止し、そのうち数機でブレー

ドが折れ曲がったり落下したりする事態が発生し

ました。特に、珠洲第２風力発電所では、ブレー

ドがタワーの真上で折れ曲がる破損もあったとい

うことです。

　調査によりますと、風力発電施設は、地震に対

して非常に脆弱であり、一旦壊れると周囲に危険

を及ぼす可能性があります。特に、大型化する風

車では、ブレードの長さが100メートルを超える

ものもあり、その落下や飛散による危険性が懸念

されています。

　熊本地震を経験している本県としては、やはり

地震が起こった際の対策などもしっかりと立てて

おく必要があると思います。

　また、地震だけでなく、火災の際も注意が必要

です。

　令和元年９月、台風15号が千葉県を襲った際に

は、千葉県市原市にあるダムの水上メガソーラー

が破損し、火災が発生しました。

　この水上メガソーラーは、５万枚の太陽光パネ

ルが使用され、面積はおよそ18ヘクタールと、水

上ソーラーとしては国内で最大規模だったようで

すが、未明に台風15号が千葉県を通過した影響に

より、太陽光パネルがめくれ上がり、火災が発生

したということです。

　一般的に、太陽光発電所は、稼働を停止しても

太陽光パネルに日が当たると電流が発生するた
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め、損壊による漏電などで発火する可能性があ

り、太陽電池モジュールが発電し続けることがあ

ります。

　また、太陽光パネル火災への放水では、棒状の

注水になった場合、消防員が感電するおそれがあ

るとされ、消防隊員の感電などの事故につながる

可能性が十分考えられます。

　また、今年４月には、宮城県仙台市にあるメガ

ソーラー発電所で火災が発生し、消防車50台以

上、消防隊員、団員200人以上が駆けつけました

が、感電のおそれがあるため、すぐには手が出せ

ず、22時間後の翌日になってようやく鎮火をした

ということでした。

　また、今年３月、鹿児島県伊佐市では、メガソ

ーラーの蓄電設備が入った建屋が爆発し、消防隊

員４人がやけどを負い、重傷者も出ています。

　そこで質問です。

　地震や台風など、太陽光発電施設では崩落や感

電リスクが高まり、風力発電では構造的な脆弱性

が露呈しました。また、平時においても火災の発

生するおそれもあり、その際には消火が難しいと

いう懸念もあります。

　本県においては、災害時における再エネ施設へ

の影響を最小限にするため、平時からどのような

対策を取っておられるのか、商工労働部長に伺い

ます。

　　〔商工労働部長上田哲也君登壇〕

○商工労働部長(上田哲也君)　近年、太陽光や風

力など、再エネ施設の設置が急速に進み、それに

伴い、全国各地で、地震、豪雨や台風等の自然災

害の影響による被害が発生しています。

　同様の被害の発生を防止するため、経済産業省

は、電気事業の所管官庁として、再エネ施設の構

造等に係る技術基準を見直すとともに、事業者に

対して安全管理の徹底を求めています。

　県としても、再エネ施設の被災によって生じる

地域への影響を最小限にするため、災害の予防、

適切な維持管理等が必要と考えています。

　まず、災害の予防については、県では、再エネ

施設を適地に誘導することを目的に、昨年９月、

ゾーニング図を公表いたしました。この中で、災

害の危険度が高い地域への再エネ施設の整備自体

が抑制されるよう、急傾斜地や土砂災害警戒区

域、保安林などを再エネ施設の設置を控える地域

に分類しています。

　次に、適切な維持管理については、県では、平

成22年度から、メガソーラー施設等に係る県、市

町村、事業者による３者協定の締結を推進してい

ます。この協定等を基に、土砂災害防止や火災の

予防、環境保全が図られるよう、適切な施設整備

や維持管理を促進しているところです。

　さらに、これらの協定締結事業者等に対して

は、梅雨入りや台風接近時など、災害の危険性が

高まる時期に、防災対策の徹底や事故発生時の備

えなどの注意喚起を行っております。

　2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、

さらなる再エネ導入が求められる中、再エネ施設

が地域と共生するためには、自然災害時の不安解

消に向けた取組は大変重要です。

　引き続き、再エネ施設の適地誘導や、防災や火

災の抑制につながる適切な維持管理を徹底し、再

エネ導入と環境、景観等の保全が両立できるよう

取り組んでまいります。

　　〔髙井千歳さん登壇〕

○髙井千歳さん　商工労働部長に御答弁いただき

ました。

　今回この質問をさせていただきましたのは、先

ほど申しましたように、電力というのは、安定

性、安全性、経済性、環境調和性が極大化するよ

うに、そのベストミックスを模索すべきだと先ほ
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ど言いましたけれども、しかしながら、第２次熊

本県総合エネルギー計画においても、2030年度の

県内電力消費のうち、再生可能エネルギー発電量

の割合を50％とする目標を掲げられており、とに

かく再エネを増やせばいいというような風潮とい

いますか、そういったものがあるのではないかと

いうふうに私は感じておりますけれども、では、

その目標を達成したら、気温上昇をどのぐらい抑

えられるのか、そういったところが少し曖昧では

ないかと感じられるからです。

　例えば、世界の約３％のＣＯ2を排出している

我が国が、10年で官民合わせて150兆円の投資を

行い、2050年までにカーボンニュートラルを達成

したとしても、世界の気温上昇を僅か0.006度し

か抑えられません。熊本が達成したとしても、残

念ながらごく僅かということになります。

　だからといって取り組まなくてもいいというこ

とを申しているわけではありませんが、やはり再

エネこそが万能というわけではなく、災害時の破

損の危険性や、山の保水力を低下させ、逆に土砂

災害の危険性が高まる可能性、また、2039年には

約78万トンの大量のパネルが廃棄されることなど

も多角的に考えておかなければならないと感じて

おります。

　御答弁にもあったように、引き続き、防災の観

点から、そして地域共生、環境との共生にも十分

御配慮をお願いいたしまして、最後の質問に移ら

せていただきます。

　最後に、コロナワクチン被害者救済制度のため

の情報発信について伺います。

　コロナワクチンについて、前回の一般質問でも

取り上げさせていただきましたが、今回もお伺い

いたします。

　コロナワクチンによる被害者のうち、予防接

種健康被害救済制度で認定された方は、全国で

8,432名です。これは、救済制度が始まった1977

年から約47年間の認定数3,693件を優に超えてい

ることになります。

　スクリーンを御覧ください。(資料を示す)

　こちらは、ワクチンの接種別に、過去47年間の

健康被害の認定件数を示したものです。

　青い棒グラフは、1977年から過去約47年間のワ

クチン別の健康被害の認定件数を示したものにな

ります。

　そして、右の赤い棒グラフは、2021年以降、現

在に至るまでの約３年９か月の間に、新型コロナ

ワクチンによる健康被害で認定を受けた方の認定

件数になります。認定を受けられた方々は8,432

人、このうちお亡くなりになられた方は、全国で

903名いらっしゃいます。

　本来であれば、総接種回数をならす必要があり

ますが、1977年から過去47年間のコロナワクチン

を除く全ての接種回数は約10億回、対して、コロ

ナワクチンの総接種回数は約４億回です。コロナ

ワクチンは、過去、ほかのワクチンの接種回数の

約半分以下にもかかわらず、コロナワクチンの健

康被害は２倍以上認定されていることになりま

す。

　また、死亡認定を受けた方に関しては、季節性

インフルエンザワクチンと新型コロナワクチンの

接種回数がほぼ同数となるよう、ならして比較す

ると、新型コロナワクチンによる接種後死亡者数

は、従来のインフルエンザワクチンと比較して、

約100倍多いことが分かります。

　そして、この救済制度に申請するも、まだ審

査未了の方は1,357件。申請件数は、毎月全国で

200件から300件ほどのペースで増えているようで

す。

　この熊本県においても、申請件数は、前回公表

の半年前より12件増加の164件、国の審査会で認
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定された件数は、半年前より16件増加の111件と

なっています。このうち、県内でお亡くなりに

なった方は14件となっています。そして、今年度

に入ってから申請をした県内の13件の方は、全て

審査待ちの状態です。

　新型コロナワクチン後遺症の会というものがあ

ります。既に1,000名以上の方が在籍されていま

すが、会がワクチン被害に遭った510名の方に救

済制度の申請状況について調査を行ったところ、

本当は救済制度に申請したいが、申請そのものが

困難で、申請に至っていないというケースが相当

多く、約３割程度の方しか申請に至っていないと

いうことでした。途中で申請すること自体を諦め

たり、それ以前に、体調が悪い中で制度のことを

調べることもできない方、申請する予定がない方

を合わせると約48％に上るということです。

　私も以前、県内在住の方で、コロナワクチン健

康被害により歩くことすらできなくなった方にお

話を伺いましたが、その方も体調の悪い中で書類

を集めて出すことは不可能と判断し、救済制度の

申請を諦めましたとおっしゃっていました。

　そもそも、この救済制度というものを御存じな

い方もまだまだいらっしゃいます。

　以前、街頭演説を行っていた際、じっと立って

聞いてくださっている方がいらっしゃいました。

終わってからお話を聞くと、実は、３回目の接種

を行った帰りのバスの中でもうろうとなり、その

後もいまだに体調が悪く、かかりつけ医に相談し

ても、単なる加齢ではないかと済まされて困って

いますと。そして、コロナ後遺症外来のある病院

に行ったら、ここはコロナ後遺症外来であって、

ワクチン後遺症外来ではないと、半ば叱責をされ

たということでした。

　また、その方は、コロナワクチン被害が、過去

のワクチンと比べ、それほど多いということも初

めて知ったと、救済制度というものがあることす

ら知らなかったとおっしゃっていました。

　私は、この方のように、接種後体調不良を抱え

ながらも、どのように対応していいか分からな

い、予防接種健康被害救済制度というものが存在

することすら知らない方がいまだにいらっしゃる

のではないかと思います。

　その理由の一つとして、新型コロナワクチン接

種後に生じる疾患や副反応が多岐にわたっている

点が挙げられると思います。

　スクリーンを御覧ください。(資料を示す)

　こちらは、日本の医学学会で報告されている、

国内においてコロナワクチン接種後に急に発症

し、学会報告された疾患の一部をまとめたものに

なります。

　心臓、皮膚、目の病気のほか、次の資料をお願

いいたします。脳や消化管の病気など、疾患が多

岐にわたっていることが分かります。

　また、2022年３月に、日本の厚生労働省に当た

る米国食品医薬局、ＦＤＡが公開したファイザー

社のコロナワクチン接種後に生じた有害事象報告

は、1,291種類にも上ります。

　このように、コロナワクチン接種後の健康被害

と一言で言っても、症状や疾患が多岐にわたって

いるため、病院を受診しても原因が分からないと

言われたり、ワクチンの健康被害であると気づい

ておられない事例もあるのかもしれません。

　科学は常に進歩しています。実際に、ポリオを

世界から根絶したポリオワクチンなどは、科学の

大きな功績だと言えると思います。

　そして、今回のコロナワクチンを接種しても全

く健康に影響はなかったという方がほとんどで

す。しかし、残念ながら、このように全国でも県

内でも被害を受けた方が出ています。

　ワクチンは、病気を抱えた患者さんに対してで
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はなく、健康な人に対して接種するものなので、

安全性の基準は桁違いに高く設定されるべきで

す。

　短期的な副反応だけでなく、生殖や世代を超え

て遺伝的リスクを含めた長期的リスクもきちんと

判断するために、これまでのワクチン開発には10

年を費やすというのが製薬業界の常識でした。

　しかし、今回のパンデミックでは、約半年で特

例承認された人類史上初のメッセンジャーＲＮＡ

ワクチンによって、これまで何不自由なく過ごし

てきた方々が健康被害を受けられています。

　今回のワクチン接種の健康被害救済制度は国の

事業です。しかし、やはり県民の健康に寄り添

い、適切な情報を県民に発信していく責任を県も

担っていると思います。ですが、本県のホームペ

ージを見ても、十分な情報発信を行っているとは

言い難い状況です。

　熊本県は、申請件数などを、半年に一度、報道

機関を通じて公表しています。しかし、例えば奈

良県では、救済制度の県内での申請件数や認定件

数などの進達状況を常時公開していますし、熊本

市や沖縄県、佐賀県のホームページでも行ってい

ます。

　さらには、奈良県は、予防接種健康被害救済制

度の申請に必要な書類の一つである受診証明書の

記載方法を示したマニュアルを掲載したり、新型

コロナワクチン接種後の副反応対応協力医療機関

を掲載しています。

　現在、新型コロナワクチンは、65歳以上の方が

定期接種になっていますが、今後、健康被害があ

った場合も踏まえ、適切な情報発信を行っていく

べきだと考えます。

　そこで質問です。

　県民の健康を預かる行政機関として、今後どの

ように情報発信を行っていかれるのか、健康福祉

部長にお尋ねいたします。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　予防接種は、感染

症を予防するために重要であり、国において、そ

の有効性、安全性等を確認の上、薬事承認された

ワクチンが用いられております。

　また、接種後、副反応の疑いがある場合、医療

機関からの報告を基に、国において安全性の評価

が常に行われるとともに、接種により健康被害が

生じた場合には、国が認定、救済するという制度

が設けられています。

　このため、県としては、県民の皆様にとって必

要な正しい情報を発信することがとても重要だと

考えています。

　これまでも、県では、県民の皆様に対し、新型

コロナワクチンを接種するかどうかを判断するた

めの情報として、県のホームページ等で、ワクチ

ンの目的、効果と併せて、副反応のリスクについ

ても発信してきました。

　そして、万が一健康被害が発生した場合の救済

制度の概要や手続などについても周知するととも

に、昨年度からは、認定者数についても、定期的

に報道機関を通じた公表を行っています。

　また、実際に健康被害の疑いが生じた場合に

は、まずは接種した医療機関またはかかりつけ医

を受診するよう、市町村や県から御案内している

ところです。

　引き続き、既に発信している情報に加えまし

て、認定者数や受診の御案内等についても、県の

ホームページやＳＮＳ等を活用した、より分かり

やすい情報発信に取り組んでまいります。

　　〔髙井千歳さん登壇〕

○髙井千歳さん　健康福祉部長に御答弁いただき

ました。

　重症化予防と副反応のリスクの両方を理解し
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て、本人の意思に基づき接種の判断をしてほしい

とのことでした。しかし、そもそも県民に接種す

るかしないかを判断するだけの適切な情報提供が

なされているのか、私は疑問に思っています。

　また、前回の一般質問の際も申しましたが、

2020年の年始から始まったコロナ禍ですが、コロ

ナ元年の2020年の超過死亡は、戦後初めて減少を

しています。しかし、2021年から現在に至るまで

は、死者数は毎年増えているのも疑問が残るとこ

ろです。そして、６回、７回と世界で唯一頻回接

種している我が国で、なかなか感染が収まらなか

ったことにも疑問が残ります。

　さて、今年９月、国内製薬メーカーの現役社員

の有志たちによって、ある一冊の本が出版されま

した。

　その本のタイトルは「私たちは売りたくない

！」というものです。発売から僅か３か月ほどで

すが、既に７度の重版を重ねています。

　その製薬メーカーは、従来のワクチンも、そし

てメッセンジャーＲＮＡタイプのワクチンも製造

している会社です。その現役社員たちが、解雇さ

れるかもしれない危険を冒してまで訴えたかった

理由、それは、同じ会社の26歳の優秀な仲間を突

然メッセンジャーＲＮＡワクチンで失ったことで

した。

　そこからこの安全性に疑問を持つようになった

社員たちが、これだけ被害が出ているにもかかわ

らず、中止しようとしない国の在り方に疑問を投

げ、さらに、自分たちの会社を告発するような異

常とも言える事態が起こっています。

　先ほどから申しているように、救済制度は国の

事業ですが、実際に県内でも被害を受けたりお亡

くなりになられていることを考えると、そこに手

を差し伸べるのが行政の役割ではないでしょう

か。

　よく誰一人取り残さないという言葉を耳にしま

す。しかし、果たしてこの状況が、誰一人取り残

していない状況と言えるのでしょうか。

　ぜひ、健康被害と一言で言っても、人生を台な

しにされた方々に少しでも寄り添っていただける

よう、適切な情報の発信をお願いいたします。

　以上で通告していた質問が全て終わりました。

　今後も、私も県民の皆様の声を代弁していける

よう精進してまいりますので、来年も引き続き御

指導、御鞭撻のほどよろしくお願いを申し上げま

して、私の一般質問とさせていただきます。

　ありがとうございました。（拍手）

○副議長(髙木健次君)　この際、５分間休憩いた

します。

　　午前11時休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午前11時10分開議

○副議長(髙木健次君)　休憩前に引き続き会議を

開きます。

　住永栄一郎君。

　　〔住永栄一郎君登壇〕（拍手）

○住永栄一郎君　皆さん、おはようございます。

上益城郡区選出・無所属の住永栄一郎でございま

す。今回２回目の質問となります。先輩議員の皆

様方には、この場を与えていただきましたこと、

本当にありがとうございます。そして、木村知事

に対しまして、今回初めてとなります。どうぞよ

ろしくお願いいたします。

　１回目は、私の愛読する熊本の新聞に新人議員

｢ゼロ回答」と書かれてしまいましたので、今回

は、せめて爪痕ぐらいは、せめて小指の爪痕ぐら

いは残したいなと思っております。どうぞよろし

くお願いいたします。

　それでは、早速１問目から行かせていただきま

す。
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　熊本の未来をつくるアリーナの必要性につい

て。

　前回は要望で終わりましたので、今回は１発目

に質問させていただきます。

　蒲島前知事は、任期中に取りまとめることが困

難になったと発言されながらも、スポーツ施設の

重要性を訴えられていました。あれから１年、４

月より木村新知事となり、心躍らせ期待していた

ものの、いまだに進まないこの議論。

　６月定例会の知事所信においては、スポーツ施

設の整備の方向性を検討しますと短いコメントで

した。９月の定例会一般質問でも、私の一存で決

めるべきものでもなく、決められるものでもない

との答弁でした。

　知事就任直後に行われた代表質問でも、お二人

の代表の方がこのことに関して質問され、これま

でも、定例会ごとに、議員の皆様が毎回のように

質問をされておられます。

　我々議員は、地域の代表です。この県議会議員

がこぞって質問し、お願いをしている、つまり、

県全体が望んでいる問題なのです。これに取り組

まなくてどうしますか。機運を見ながらとおっし

ゃっていますが、県民の気分は既に盛り上がって

います。

　私は、リーダーの仕事は、決めることと責任を

取ることだと思っています。そろそろ建てるの

か、建てないのか、知事自らの言葉ではっきりと

おっしゃっていただきたい。

　そこで、知事の答弁をよろしくお願いいたしま

す。

　私は、これまで10年間、全国のアリーナを見て

まいりました。スポーツにしても、コンサートに

しても、イベントにしても、どれを取ってもわく

わくします。会場は、みんな笑顔で活気にあふ

れ、町は活性化しています。

　九州内におきましても、３年前の沖縄アリーナ

から始まり、昨年のＳＡＧＡアリーナ、そして、

今年10月、長崎スタジアムシティHAPPINESSi

ARENAがグランドオープンいたしました。こけら

落としの福山雅治さんのコンサートには、残念な

がら行けませんでしたが、その翌日に、ライブ会

場の解体を見に行かせていただきました。アリー

ナに入った瞬間、わくわく、どきどき、圧巻の設

備です。福山さんのコンサートは、２万5,000人

の無料招待でしたが、周辺のホテルや飲食施設、

交通機関などの経済効果はいかばかりだったかと

思います。ちなみに、ＳＡＧＡアリーナのこけら

落とし、Ｂ'zのライブがありまして、経済効果は

３億9,000万とのことでした。

　長崎では、地元のタクシー運転手や複数の飲食

店オーナーに話を伺いました。こんなになるとは

思っていなかった、正直、長崎は終わってると思

っていたのでびっくりですと、口々におっしゃっ

ていました。

　長崎スタジアムシティは、年間来場者数850万

人を見込んであります。スタジアム、アリーナ、

商業施設、ホテル、オフィス棟での雇用創出は１

万3,000人です。まさに長崎新時代です。西九州

新幹線の開業も含めると、まちづくりのグランド

ビジョンがしっかりなされているなということを

感じました。アリーナ建設で地域は雇用が生ま

れ、経済が発展し、にぎわいが創出される、新し

いストーリーが始まっています。

　熊本県民の皆様が、他県で行われる日本最高峰

のスポーツやイベント、トップスターの歌や踊

り、劇などを見に行かれるときには、休暇を取

り、飛行機や新幹線などを利用の上、宿泊も伴え

ば、多額の費用と時間が必要となります。という

ことは、熊本県民は、お金と時間、そして得られ

るべき機会を喪失しているということになりま
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す。

　これだけ全国に続々と建設されているアリーナ

やスタジアムを、県は視察に行かれているとは思

いますが、ぜひ全部見に行っていただきたい。ア

リーナの利点、効果や問題点、何でも教えていた

だけると思います。実際に見て、聞いて、肌で感

じて体感した上で、県独自の調査分析を行い、県

としての一番よいアリーナ構想を立ててくださ

い。

　先日、県が主催するスポーツ施設整備に関する

検討会議に出席をさせていただきましたが、オー

ナーとしての県独自の考えを聞くことができませ

んでした。今後のスケジュールを見ると、スピー

ド感があるとは到底感じられません。

　市街中心地に建設できれば一番いいと思いま

す。重々理解はしておりますが、周辺の道路や公

共交通機関が整わないと、現状でもワーストワン

の渋滞王国熊本です。さらに県民の皆様に迷惑を

かけることになるでしょう。市街中心地で建設を

計画するのならば、インフラも含めたところで考

えなければなりません。

　新アリーナの整備を検討している八代市さんや

県営野球場の誘致を検討されている菊陽町など、

やる気のある自治体と協力することも一つの可能

性だと思います。そして、県がどのように支援を

するのかを検討した上で、早期の判断と決断が大

事です。

　プロスポーツは、子供たちの夢や憧れです。競

技への夢や憧れから、試練、修練を重ね、子供た

ちも大きく成長します。プロサッカーも、ロアッ

ソ熊本が発足したときに、専用スタジアムができ

ていれば、お隣の佐賀県よりもっと盛り上がって

ただろうし、多くの優秀な選手の流出を防げたか

もしれません。

　スポーツのみならず、次の世代を育てるには、

まず環境を整えることが重要だと思います。その

ためにも、土台となるアリーナ建設は最優先課題

です。

　100年に１度の大チャンス、今を逃していつで

きますか。機運醸成の今だからこそ、期限を設定

して、早く動く時期だと思います。

　そこで、知事に御決断をよろしくお願いいたし

ます。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　住永議員からの御質問にお答

え申し上げます。

　議員御案内のとおり、アリーナやスタジアム

は、スポーツの試合はもちろん、コンサート、イ

ベントの開催などにより、町がにぎわい、雇用が

生まれるなど、地域経済に大きな波及効果をもた

らします。

　そのため、全国各地で、近年、アリーナやスタ

ジアムの建設が進められており、また、多くの新

設、建て替えの構想も持ち上がっております。

　熊本県におきましても、このスポーツ施設の整

備については、長年この県議会でも多くの御質問

をいただきましたが、前蒲島県政では方向性を取

りまとめるに至りませんでした。

　そのため、私は、この３月の県知事選におい

て、県政の重要課題の一つとして、任期中に方向

性を決めることを公約にいたしました。

　そこで、７月に、まず、スポーツをする側、見

る側、支える側の視点、さらには、まちづくりや

地方創生、そのような観点から幅広く議論を行っ

ていただくため、有識者による検討会議を設置い

たしました。

　また、10月には組織改正を行い、スポーツ施設

整備の検討を行うための専任部署も新たに設置い

たしました。

　私も、整備主体や運営手法が異なりますＳＡＧ
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Ａアリーナと長崎スタジアムシティは拝見いたし

ました。施設のすばらしさはもちろん、地域への

影響なども肌で感じました。

　議員御指摘のように、私自身も、今後さらにほ

かのアリーナやスタジアムを見てまいりますし、

担当部署には、多くの施設を調査するよう指示を

しております。

　施設整備には、巨額の費用が必要となります。

また、日常的にスポーツ施設を利用されている多

くの県民がいらっしゃることも忘れてはなりませ

ん。

　そのため、スポーツ施設の整備の方針の決定に

当たっては、やはり県民的議論が不可欠であり、

丁寧に県民の皆様の理解を深めていくことが重要

であると考えております。

　検討会議での議論を重ね、プロスポーツチーム

や競技団体を含めた様々なスポーツ関係者などの

御意見もお聞きしないといけません。

　多くの県民、そして関係者の皆様の英知を集め

ながら、検討のスピードを上げて、まずは来年度

にかけて、整備方法や運用コスト、経済波及効果

などを踏まえた方向性の整理を行っていきたいと

考えております。

　　〔住永栄一郎君登壇〕

○住永栄一郎君　知事、御答弁ありがとうござい

ました。

　本当は、やりましょうと言っていただけるかと

思ったんですけれども、残念ですが、ある意味期

待どおりだったかもしれません。ですが、任期中

にというのはどうしても遅いと思います。ぜひ、

すぐにでもやっていただきたいのですが、いろい

ろと事情は分かっております。

　ＴＳＭＣが、３年で１兆円、実現をいたしまし

た。このスピード感を持って、ぜひ、町のにぎわ

いも創出をしていただきたい、そう思います。

　数十年この問題は取り組んでおりますので、副

知事時代からやっているのは知ってらっしゃると

思います。ぜひ早急にやっていただきたい。そし

てまた、今手を挙げていらっしゃる八代市、そし

て菊陽町のためにも、早期の判断と決断が必要で

す。多分方向性の４年間は待てないと思います。

ですので、ぜひ、そういった意味でも、早期の判

断をよろしくお願いいたします。

　もう１つ、プロスポーツチームのためにも環境

を整えることも考えていただきたい。どうしても

選手は、環境がどれだけ整っているかによってチ

ームを決めます。ヴォルターズが、残念ながら今

の成績では到底強くなるとは思えません。ほかの

地域は、アリーナができて、町ができて、そして

プロスポーツを育成する、そういった環境ができ

ているんです。ですので、そういった意味でも早

急にお願いしたいと思います。引き続きよろしく

お願いいたします。

　それでは、次の質問に移らせていただきます。

　子ども食堂の新しい価値と必要性について。

　熊本県内に約180か所ある子ども食堂は、コロ

ナの影響以降、現在も増え続け、今年度中には

200か所に届こうかという勢いでございます。全

国では約9,000か所あるとのことですが、もとも

とは、家庭内の様々な理由から、自宅で御飯が食

べられない子供たちに食事と温かい場所を提供し

ようと、地域の大人たちがボランティアで始めた

事業です。そして、その背景には、現代社会では

想像もつかない貧困という問題があります。

　最初に子ども食堂の存在を知ったとき、食事に

困っている子供が、御飯食べさせてくださいと言

えるのだろうかと心配をいたしました。ですが、

絶対にこの事業は必要だなとも確信をいたしまし

た。

　熊本においてこの活動が広がったのは、2016年
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の熊本地震以降だと感じております。被災された

方が、体育館や公民館で避難生活を送られる中、

食事を提供していただくために、みんなが並ぶと

いう体験をいたしました。私も、益城町在住でご

ざいますので、随分とお世話になりました。そう

いう経緯も踏まえて、困っている人に手を差し伸

べたいと思われる方々が、御苦労をされている子

供たちや親御さんたちのお手伝いができればと、

この子ども食堂という新しい支援の輪ができたの

ではないかと思います。

　しかしながら、地域によって温度差があるよう

にも思います。例えば、熊本市内の小学校校区別

に調べると、３割の校区にまだ子ども食堂がない

との話でした。

　運営状況も、大半が週に１回や月に１回であ

り、本当に食事が必要な子供たちのためにも、も

っと運営頻度を上げたいと思いますが、現在、県

が行っている子ども食堂に対しての支援は、１か

所につき年に最大15万円。内訳は、県が10万円、

各市町村が５万円とのことです。１か月に換算す

れば１万円強であり、ボランティアといえども、

なかなか厳しい現状だと思います。

　子ども食堂は、今や食事の提供の場だけではな

く、子供たちの勉強やコミュニケーションの場と

なりつつあります。中には、学校に行けない子供

が、子ども食堂には来るという子もおりますし、

学校や家では話せないことも、子ども食堂のおば

ちゃんや年上のお兄ちゃんたちには話せるという

ことも聞いています。要は、子ども食堂が、子供

たちにとって楽しい必要な場となっているので

す。

　不登校の子供たちが年々増加傾向にある中、虐

待、ネグレクト、ヤングケアラーなど、子供たち

を取り巻く問題はなかなか解決しません。学校や

家以外の安心できる居場所、頼れる大人の存在が

不可欠となります。

　子供は、家庭で、学校で、地域で育てる環境が

必要だと思います。そのためにも、さらなる行政

の支援が必要であり、地域企業からも支援の輪が

広がればと考えています。

　そのためには、まず現状を知ることが大事で

す。プライバシーの問題はありますが、子ども食

堂の運営事業者や学校とも連携をして、子供たち

の家庭事情、そして実態を把握することが必要で

はないでしょうか。

　また、子ども食堂があるということを知らない

家庭もまだまだあるようですし、不登校の子供た

ちをはじめ、広く周知することも必要です。

　子供に関わる全ての大人たちが連携をし、次代

を担う子供たちを育てる、誰一人取り残さない社

会、真のこどもまんなか熊本をつくるために、さ

らなる支援が必要と考えますが、県の現状の考え

方とこれからの支援について、健康福祉部長にお

尋ねいたします。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　子ども食堂は、Ｎ

ＰＯ法人や任意団体、個人など様々な実施主体

が、それぞれの思いを持って運営されています。

その活動は、食事の提供はもとより、学習支援や

農業等の体験活動、高齢者との交流など、地域に

応じた自発的な創意工夫による取組が展開されて

います。

　また、活動の中で、子供やその家庭が抱える困

難を把握した場合は、行政や民間の支援団体につ

なぐなど、地域における重要な役割を担っていた

だいています。

　県では、子ども食堂の取組が県内各地で展開さ

れるよう、運営費の補助を行っています。それに

加え、子ども食堂支援のためのコーディネーター

を配置し、新規立ち上げや応援していただける企
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業の掘り起こしなどの支援も行ってきました。さ

らに、企業が提供する支援物資の受け取り、配分

の調整など、関係者とのマッチングによる運営の

サポートも行っています。

　このような取組により、県内の子ども食堂は、

県が初めて調査を行った平成29年８月の31か所か

ら、本年８月までの７年間で、約６倍の185か所

に増加しました。

　国は、子ども食堂をはじめとした子供の安全、

安心な居場所づくりを進めるため、昨年12月に、

こどもの居場所づくりに関する指針を定めまし

た。この指針において、都道府県は、市町村の子

供の居場所づくりを支えることが求められていま

す。

　県としては、引き続き、市町村や民間団体など

の御意見を伺いながら、子ども食堂が、子供、若

者にとって安心できるよりよい居場所となるよう

取り組んでまいります。

　こうした取組を通して、子ども食堂に関わる方

々の連携が深まり、ひいては地域全体で子供の育

ちを応援する機運が醸成され、｢こども・若者が

キラキラ輝く」こどもまんなか熊本の実現を目指

してまいります。

　　〔住永栄一郎君登壇〕

○住永栄一郎君　御答弁ありがとうございまし

た。

　今や子ども食堂は、コミュニケーションステー

ションです。ぜひ積極的に取り組んでいただきた

い。現代社会が抱える、先ほど言いました不登

校、ネグレクト、育児放棄、虐待、いろんな問題

が山積みでございますけれども、まず、一件一件

の現状把握を、実態把握をもっとしていただきた

いと思います。

　不登校の子供たちも含め、ぜひ全員に案内する

方法も考えてください。コーディネーターの話も

伺いましたが、もっと連携が必要だと思います。

そして、具体的な支援を出していただきたい。新

しい仕組みをつくっていただきたいというふうに

思います。

　つい先日のニュースで見させていただきまし

た。味の素さんのニュースです。期限切れが間近

になった食品であったりとか箱が傷ついた商品

を、子ども食堂に連携をして配布をしているとい

うような話がありました。

　熊本にも食の台所田崎市場があります。そうい

ったところと連携するなど、ぜひ地域の企業とも

連携をし、そして新しい仕組みをつくっていただ

きたいというふうに思います。どうぞ今後とも御

支援をよろしくお願いいたします。

　続きまして、次の質問に移らせていただきま

す。

　県立高校の在り方の検討状況について。

　今年度は、令和３年３月に策定したあり方提言

に基づく魅力化の取組の最終年度となると聞いて

います。

　県教育委員会では、今年７月に、外部有識者会

議、県立高等学校あり方検討会を立ち上げ、募集

定員の見直しなどを含めた今後の県立高校の在り

方検討の方向性を検討会で議論し、現在、地域と

の意見交換を実施されている最中かと思います。

　この意見交換会、県内25か所で開催予定かと思

いますが、私も、10月には、矢部高校がある山都

町会場、先月11月には、御船高校がある御船町会

場に参加をさせていただきました。

　意見交換会には、大学教授、メディア、地元有

識者、高校の先生、生徒、保護者、そしてＯＢ、

行政、各議員、そして県の関係者、いろいろな立

場の方々が、それぞれの視点で考え方を発言され

ていました。

　地元高校の魅力の話、問題点、その地域の魅力
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の話、こうあったらいいという憧れ、理想の話な

ど、限られた時間の中で、全く話し足りない様子

で、非常によい会議だなと思いました。

　特に、地元の方々、高校のＯＢは、自分たちの

母校がなくなるのではないかと非常に危惧されて

おり、どうしたら地元に子供たちが残るか、そし

て、どうしたら自分たちの町に子供たちが来てく

れるか、熱い議論がなされており、真剣でござい

ました。

　私は、昨年来、地域でいろんな話を聞く中で、

私の活動範囲である山都町蘇陽地区の町がこのよ

うな状態になったのは、地元の高校、蘇陽高校が

なくなったからだと考えています。

　地元の高校がなくなると、まず高校生がいなく

なり、子供の世話をする親も一緒に出ていってし

まいます。そして、兄弟たちがついていき、若

者、子供がいなくなります。そうなると、町はよ

り活性化が失われ、町は廃れてしまいます。

　何としても、今ある高校は残さないといけな

い。その意味でも、地域に残すための魅力化がよ

り求められていると考えます。

　今一番成功している県立高森高校のマンガ学

科、そして水俣高校への半導体情報科の設置な

ど、全国にアピールできる仕組みだと思います。

よそにないオンリーワンが必要なのです。御船高

校は、ロボットや美術が日本トップクラスです。

矢部高校の二輪車競技部も日本一で、日本唯一で

す。もっとこの魅力を発信しましょう。

　また、課題となっている定員割れの問題につい

てですが、定員割れをしていない高校を含めた県

全体での再検討が必要と考えられます。

　そこで、10年後には少子化がさらに進展してい

く中で、現在開催されている地域意見交換会は非

常に重要な役割だと思いますが、その開催状況は

どういうふうになっているのか、また、今後、県

立高校の在り方検討をどのように進めていくの

か、教育長にお尋ねいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　まず、県立高校在り方検

討に係る地域意見交換会の開催状況についてお答

えいたします。

　県立高校在り方検討につきましては、７月に外

部有識者会議を立ち上げ、これまで７月と８月の

２回にわたり検討会を実施いたしました。

　検討会では、県立高校の現状や生徒数の減少と

いった課題を踏まえ、熊本市内の大規模校を含め

た県全体での定員の見直しや普通科の通学区域の

在り方などについて議論を行っているところでご

ざいます。

　地域意見交換会は、検討会の議論の状況を踏ま

えながら、人口減少時代における地域での高校の

在り方について、10年後、その地域にあってほし

い高校の姿を地元の方々と一緒に考えることを目

的として開催しています。

　これまで12か所で開催し、地元自治体をはじ

め、同窓会や保護者、生徒など、延べ約700人が

参加されており、いずれの会場も、県立高校の魅

力化や将来の在り方について、とても熱心に意見

交換が行われています。

　また、先月は、市長会や町村会との意見交換会

も開催しており、それぞれの首長さんからも様々

な意見をいただいているところでございます。

　次に、今後の進め方についてでございますが、

現在実施している地域意見交換会を来年２月頃ま

でに残り13か所程度で開催し、併せて市町村や高

校などにアンケートによる意見聴取を行うことと

しております。その後、いただいた意見を参考

に、今後の方向性や具体的な取組、魅力化の考え

方などをテーマとして、来年３月に第３回の検討

会を開催する予定としております。
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　県教育委員会といたしましては、専門的な知見

や地域の意見などを踏まえながら、引き続き、地

域に根差した魅力ある高校づくりに向けて、しっ

かり検討してまいります。

　　〔住永栄一郎君登壇〕

○住永栄一郎君　教育長に御答弁をいただきまし

た。

　子供がいなくなると、学校がなくなると、本当

に町が廃れてしまうんです。熊本は、日本一伸び

代がある県ですよね。ぜひ、今回の会議で、地域

の皆様、ＯＢの皆様、熱い議論、切実な願いだと

感じています。そして、間違いなく一緒にやって

くれると思っています。行政、学校、そして地域

が一体となって、学校を守り、町を支えていきた

いものです。

　そして、定員は、定員割れしているところだけ

ではなく、中心部の大規模校を含めた県全体での

定員の見直し、よろしくお願いいたします。

　魅力の学科のさらなる支援もお願いをいたしま

して、次の質問に移りたいと思います。

　国宝通潤橋と世界遺産を目指す阿蘇をつなぐ矢

部阿蘇公園線の実現について。

　昨年４月の当選以降、九州中央自動車道をはじ

め、三本松甲佐線、小川御船間道路、小川嘉島

線、阿蘇幹線道路、蘇陽五ヶ瀬道路、そして主要

地方道矢部阿蘇公園線など、県内各道路の期成会

総会に参加をさせていただいております。それぞ

れの完成に向けて、道路整備及び各種調査事業に

御尽力いただいておりますこと、改めて感謝を申

し上げます。

　さて、その中で、山都町と南阿蘇を結ぶルート

である矢部阿蘇公園線は、全長28.6キロのうち、

残り９キロが未事業区間であり、車両による通行

ができない路線となっています。大正９年に県道

に認定され、昭和57年に、国道を補完する幹線的

役割を持つ主要地方道に指定されていますが、こ

こ５年、全く事業が進んでいない状況です。

　今年10月、矢部阿蘇公園線整備促進期成会会長

である山都町の坂本町長をはじめ10数名で、県庁

に要望書を持って早期実現のお願いに上がりまし

た。

　会の最後に、私が質問をさせていただきまし

た。開始から40年余り、今まで造ってきて、途中

で中止になるようなことはありませんよね、完成

までやるんですよねと確認をしたところ、はいと

県の担当者から前向きなお答えをいただきまし

た。そうであれば、具体的にいつまでに完成させ

るのか、目標期限を定めて進めないと、これまで

道路に関わってこられたたくさんの方々の努力が

無駄になるとの思いから、期間や予算について、

具体的なプランを提示して話をしないと、毎年こ

の繰り返しで終わってしまうではないかと危惧し

ていることをお伝えいたしました。

　後日、多方面から道路の使用頻度や費用対効果

の話も伺いましたが、今の山都町は違います。昨

年９月に通潤橋が国宝に指定され、今年２月には

山都通潤橋インターが開通いたしました。また、

有機農業日本一の野菜やお米、全国有数の夏秋ト

マトなど、農産物のトップブランドの産地でもあ

ります。加えて、林業でも木材流通の活性化が期

待され、地域経済の底上げにもつながります。さ

らに、今年８月には南海トラフ地震臨時速報が発

令されるなど、地震や阿蘇山噴火の懸念が増える

中、防災拠点の重要なアクセス道路としての役割

を担うことができます。

　現在でも建設コストに見合うだけの便益が得ら

れているのかもしれませんが、この道路は、間違

いなく観光や産業の物流、防災などで役に立つ道

路と考えます。国宝通潤橋と世界遺産阿蘇を目指

すビクトリーロードでもあり、ありとあらゆる側
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面から、この矢部阿蘇公園線の早期完成が必要で

す。

　国においても、費用対効果等の評価手法の見直

しに向けて検討されているとお伺いいたしまし

た。また、実際のところ、令和２年以降工事は進

んでいませんが、調査費用の予算は、毎年数百万

から1,000万前後支出されているようです。

　そこで、土木部長にお尋ねいたします。

　これは、県が前向きに道路の完成に向けて調査

を実施されている費用だと思いますが、その調査

内容についてお聞かせください。あわせて、具体

的な実現の可能性についてお伺いいたします。

　　〔土木部長宮島哲哉君登壇〕

○土木部長(宮島哲哉君)　矢部阿蘇公園線は、上

益城地域と阿蘇地域を結び、両地域の観光や産業

の振興に寄与する道路と考えており、熊本地震以

降、災害発生時の避難路や復旧支援道路として期

待が高まっていることを承知しています。

　しかし、未開通区間においては、阿蘇外輪山の

駒返峠を挟む極めて急峻な地形から、多額の建設

コストが想定され、さらに、そのコストに見合う

道路利用が見込めないという大きな課題がありま

す。

　このため、県では、道路がつながることによる

効果について、多方面から調査、検証を進めるこ

ととし、地元自治体と連携して、様々な地域資源

を調査し、関係団体へのヒアリングやアンケート

を行ってまいりました。

　まず、１点目の調査内容についてお答えしま

す。

　上益城地域と阿蘇地域には、観光や文化資源、

農産物など８分野204の地域資源があり、関係団

体等へのヒアリングにより、両地域の往来が強化

されることで、複数の地域資源の融合による旅行

客や交流人口の増加、農産物の販路拡大などの効

果が見込まれることが分かってきました。

　昨年度は、観光や文化資源、温泉などの５分野

における効果の定量化に向けて、道路の利用意向

や目的、旅行費用などに関するアンケートを行

い、約500件の回答をいただいております。

　両地域を相互に行き来できる道路があれば、約

８割の方が利用したいと回答し、特に、文化資源

や温泉分野での観光の範囲や機会の拡大に期待す

る声が多く寄せられました。

　現在、この結果を基に、分野ごとの交流人口の

増加や観光消費額などの算出について検証を進め

ており、今後は、農作物や食、物産、林産品分野

についても同様に調査、検証を行ってまいりま

す。

　また、ルートを含む様々な事業手法についても

検討を進めており、地元自治体とともに、既設道

路などの現地調査や新たな観光資源の掘り起こし

に係る勉強会も行っております。

　次に、２点目の未開通区間の整備実施の可能性

についてお答えします。

　現在は、道路がつながることによる効果や様々

な事業手法について検討を進めている段階ですの

で、現時点では、未開通区間の整備実現に向けた

課題解決には至っておりません。

　一方で、２月に、九州中央自動車道の山都中島

西インターチェンジから山都通潤橋インターチェ

ンジが開通し、熊本市方面から山都町に行き来す

る交通量が約２割も増加しており、効果のさらな

る拡大も期待されます。

　現在、国において、道路事業における費用便益

分析に含まれない効果算定の検討が行われてお

り、その動向を注視するとともに、引き続き、地

元自治体と連携して、課題解決に向けた検討を着

実に進めてまいります。

　　〔住永栄一郎君登壇〕
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○住永栄一郎君　土木部長に答弁をいただきまし

た。

　厳しい状況は重々分かっております。ですが、

何が何でもそういう気持ちでおりますので、ぜひ

とも前向きに、そして、しっかりと県にも要望を

出していただいて取り組んでいただきたいと思い

ます。どうぞよろしくお願いいたします。

　次の質問に移らせていただきます。

　農林業を苦しめる野生鳥獣を増やさない取組に

ついて。

　私の住む上益城地域は、山間部が多く、農業と

林業がすごく盛んな地域です。気候がよく、きれ

いな水が流れ、すばらしい木材ととてもおいしい

農産物が豊富にできる自慢のふるさとですが、随

分前から頭を抱えている問題があります。野生鳥

獣問題です。しかも年々ひどくなっている。鹿、

イノシシ、最近では猿も増えてきたそうです。

　現状の対策としては、電気柵、ワイヤーメッシ

ュ、わな、そして猟ですが、それぞれに課題、問

題もあるようです。相手は生き物、県全体で相対

的に取り組む必要があると考えます。

　ようやくお米が高くなりました。農産物の価値

が評価され始め、農家の大切さが認識されるよう

になり出しました。ですが、現状は高齢化の波。

お父さん、お母さんも、これぐらいで売れるよう

になったのならば、もうちょっと頑張ろうと思っ

ている矢先に被害が拡大しています。

　山林も同様に、植林をした直後に頭のとっぱ先

の軟らかい部分だけ食べられて、成長途中で木が

駄目になってしまうそうです。山が育たない。災

害、水害、土砂崩れの原因となります。こちらも

深刻です。

　数年前から高校での出前授業を行うなど、県、

関係団体の協力で狩猟免許取得者も増え、若手も

育成されていると聞いていますが、狩猟者の高齢

化が進んでおり、新たな狩猟免許取得者の確保は

喫緊の課題と思われます。

　また、物価の高騰により、捕獲に要する経費も

上昇しており、捕獲者の負担軽減のため、捕獲補

助金の引上げが必要と考えます。

　いろいろな問題が山積みですが、入ってこさせ

ない、よけるという対策と、根本的に数を減らす

という対策が必要かと思います。以前、宇土半島

で大量発生したタイワンリス、推定生息数6,000

匹を約５年で数十匹まで減少させたというよいお

手本もあります。

　被害対策を推進するためには、捕獲対策の強化

に加え、担い手の対策などを総合的に取り組む必

要があります。

　これまでも、県では、電気柵の支援や捕獲報奨

金などの様々な対応を講じられていますが、鳥獣

被害が深刻化する中、新たなアイデアを取り入れ

るなど、さらなる捕獲対策を講じる必要があると

考えます。

　そこで、これ以上の被害を避けるため、野生鳥

獣を増やさない取組について、環境生活部長にお

尋ねいたします。

　　〔環境生活部長小原雅之君登壇〕

○環境生活部長(小原雅之君)　県では、有害鳥獣

捕獲に係る規制を緩和し、捕獲しやすい環境づく

りを行うとともに、国や九州５県、市町村と連携

し、一斉捕獲を行うなど、捕獲強化に取り組んで

おります。

　また、狩猟免許所持者の減少や高齢化も大きな

課題であるため、若手狩猟者確保に向け、高校生

を対象とした狩猟に関する出前講座や農業大学校

等の学生にも狩猟への関心を促す取組を進めてお

ります。

　その結果、5,000人を切っていた狩猟免許所持

者数は約6,000人まで回復し、昨年度の有害鳥獣
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の捕獲頭数も、鹿が２万6,000頭、イノシシが２

万9,000頭となるなど、着実に増加しておりま

す。

　議員御指摘の有害鳥獣の捕獲に対する補助金に

ついては、捕獲活動への支援単価を実態に即して

引き上げるよう、国に要望しているところでござ

います。

　さらに、捕獲に対する新たなアイデアについて

は、ＩＣＴ技術を活用したわな猟による捕獲な

ど、新技術を取り入れた捕獲の検討や実証を行う

ことにより、これまで以上に効果的な捕獲の取組

を推進してまいります。

　今後とも、市町村や猟友会などの関係団体、農

林業従事者など地域の方々との連携を図りなが

ら、有害鳥獣捕獲を着実に進めてまいります。

　　〔住永栄一郎君登壇〕

○住永栄一郎君　御答弁をいただきました。

　これは早くやらないと、イノシシは３倍、４倍

で増えますから、悠長に考えとってもいかぬと思

います。中山間地域は、農業の担い手もいないの

ですから、人がいなくなるとますます増えます。

県を挙げてやっていただきたい。市町村だけでは

無理。具体的な対策と支援を早めに出していただ

ければと思います。国も絡めて、早期の取組をよ

ろしくお願いいたします。

　それでは、最後の質問になります。

　御船町に建設予定の産業廃棄物処理施設の影響

について。

　上益城郡御船町に計画を予定されている産業廃

棄物中間処理施設について、我がふるさと上益城

郡の方々から多くの不安の声が寄せられていま

す。

　もともとは、上益城５町の一般廃棄物処理施設

の建設予定地として、上益城広域連合が土地を買

収されたとのことですが、その土地の地主や町民

が知らないうちに産業廃棄物処理施設に変更をさ

れていました。町民の皆様がこれを知ったのは、

３年前の2021年の９月、新聞報道でした。

　この施設が完成すると、１日400トンの廃棄物

の焼却処理を行う予定とのこと。これは、一般廃

棄物処理施設の計画のときの５倍の量になりま

す。この時代に焼却処理とは、ＣＯ2削減の流れ

に逆行しているのではないかと思います。しか

も、その産業廃棄物は九州一円から運ばれてくる

と聞いています。御船の山中を１日300往復トラ

ックが通行するという話も聞きました。

　御船町で開催されたお出かけ知事室の場でも、

参加者、質問者20名のうち４名が、この施設に関

する質問をされました。そこでの知事の回答は、

誘致はしていないが、仲介はしたとのこと。ま

た、現在環境アセスメントの手続を行っている最

中とのことでした。

　建設予定地は、熊本市を中心とした100万人の

命の水、生活を支える水、その世界に誇る地下水

の上流に位置しています。県は、そのようなこと

を認識した上で仲介されたのか、また、下流域の

熊本市には相談をされたのかと疑問を感じていま

す。

　廃棄物処理施設の必要性は十分に理解をしてい

ますが、その設置場所が問題です。熊本地震で

も、御船町では相当な被害が出ております。断層

もあるため、心配をしております。

　また、ＴＳＭＣを含む半導体関連企業やＰＦＡ

Ｓを使用する企業などから排出される産業廃棄物

が新施設に持ち込まれるのではないかと懸念をし

ているところです。

　水の安全性確保のため、行政でも様々な取組が

行われているとは思いますが、例えば、昨年11月

に井芹川で検出された有機フッ素化合物、ＰＦＯ

Ｓ、ＰＦＯＡについて、まだ原因特定に至ってお
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りません。また、今年７月には、ソニーセミコン

のフッ化水素の誤報告と県のチェックミスがあり

ました。これも２年間気づかれませんでした。さ

らに、つい先月も、南関町の産廃最終処分場の井

戸から有機フッ素化合物ＰＦＡＳの検出との報道

がされたところです。このような状態で本当に大

丈夫なのかと不安になります。

　そこで質問です。

　新施設の設置場所は、本当に現在の予定地で大

丈夫なのか、また、新施設の周辺環境への影響に

対するチェック機能、これはきちんと働くのか、

そして、万が一地下水が汚染されて使えなくなっ

たとき、事業者及び県は、どのように対処し、ど

のように責任を取るのでしょうか。知事にお尋ね

いたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　上益城郡５町にとって、老朽

化により住民生活に必要不可欠な一般廃棄物処理

施設の建て直しは急務でありますが、今回新たに

設置される施設について、議員御指摘の地下水を

はじめとした環境への影響を懸念される方がいら

っしゃることは承知しております。

　県では、環境アセスメントにおいて、これまで

も地下水の保全を含む知事意見を事業者に述べて

まいりましたが、この後、次の準備書の段階で

も、環境保全の観点からしっかりと意見を述べて

まいります。

　議員御質問の施設の設置場所については、５町

において、法的な規制の状況、立地条件、経済性

といった様々な観点から外部有識者などの評価を

得て整備を計画された土地であると聞いておりま

す。

　次に、施設の周辺環境への影響に対するチェッ

ク機能、これにつきましては、施設の設置前につ

いては、環境アセスメントに加え、廃棄物処理法

による設置許可に係る構造基準、施設の維持管理

基準などの審査を県がしっかり行います。

　また、施設設置後は、廃棄物処理法などに基づ

く定期的な検査を行うとともに、立入調査などを

通して、法令で定める基準が守られるよう、しっ

かりと監視してまいります。

　なお、この施設は、最終処分場ではありませ

ん。ですので、処理した廃棄物の埋立ては行われ

ません。

　また、方法書によれば、搬入される廃棄物の処

理で生じた水や施設の生活排水は、施設内で再利

用等が行われ、外に排出されない計画と聞いてお

ります。このため、議員御懸念の地下水の汚染に

ついては、構造的には発生しないと考えておりま

す。

　それでも万が一地下水汚染が生じた場合には、

その原因や結果に応じ、事業者等により適切な対

応を行うことになると考えますが、そのような事

態が生じないよう、事業者において、万全な運営

がなされるものと考えますし、県としても、法令

等に基づいて、的確な審査、監視を行ってまいり

ます。

　地下水を含め、本県のかけがえのない自然環境

を県民共有の財産として次の世代に引き継いでい

くことは、今を生きる私たちの重要な責務です。

引き続き、環境保全に向けた取組をしっかりと進

めてまいります。

○副議長(髙木健次君)　住永栄一郎君。──残り

時間が少なくなりましたので、発言を簡潔にお願

いします。

　　〔住永栄一郎君登壇〕

○住永栄一郎君　知事から答弁をいただきまし

た。

　地下水汚染が生じたときには、もう遅いんで

す。熊本県民の命の水、本当に大丈夫ですか。ぜ
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ひよろしくお願いいたします。

　チェック機能も心配しておりますので、今まで

問題が解決できなかったところも含めて、ぜひ、

市民、県民が分かるように説明をしていただきた

いというふうに思います。こんな大事な問題だか

らこそ、県民、住民の理解を得て、十分な話合い

の下遂行すべきではないかというふうに考えま

す。

　以上で私の質問は終わらせていただきます。時

間いっぱいになりました。

　これからも、地域の皆様の声の代弁者として、

しっかり県にいろいろと問答をしていきたいとい

うふうに思います。今後とも御指導をください。

よろしくお願いいたします。

　ありがとうございました。（拍手）

○副議長(髙木健次君)　昼食のため、午後１時15

分まで休憩いたします。

　　午後０時10分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午後１時14分開議

○議長(山口裕君)　休憩前に引き続き会議を開き

ます。

　岩本浩治君。

　　〔岩本浩治君登壇〕（拍手）

○岩本浩治君　皆さん、改めましてこんにちは。

10回目の質問になりますが、やはりここに立ちま

すと、非常に緊張しておるところでございます。

本来でしたら、木村知事が就任されて、私は初め

ての質問で、木村知事に真っ先にと思ったんです

が、ちょうど12月３日から12月９日まで障害者週

間で、全国で障害者のいろんな催物があっておる

ところでございます。

　熊本県でも、12月の６日には、農業と福祉連携

のハートフルがこの県庁の中であるようでござい

ます。その関係で、私は、49年近く障害者の方と

一緒に生活しておりますので、まず障害者のこと

を１番目に質問したいと思います。

　それでは、通告に従いまして、就労継続支援Ａ

型事業所の閉鎖及び障害者の解雇について質問を

させていただきます。

　東京商工リサーチが2021年３月に公表した「障

害者福祉事業」倒産と休廃業・解散調査による

と、2019年に倒産、休廃業、解散した障害者福祉

事業の数が前年比46.2％増の136件となり、過去

20年で最悪の件数となりました。2020年は、前年

比6.6％減の127件になりましたが、2019年に続き

２年連続で100件を上回ったとの調査結果が出て

おります。

　そのような中、今年８月、共同通信が実施した

全国自治体調査で、就労継続支援Ａ型事業所が今

年３月から７月に全国で329か所閉鎖され、働い

ていた障害者少なくとも約5,000人が解雇や退職

となったことが明らかになりました。

　就労継続支援Ａ型事業所は、障害者総合支援法

で定める障害福祉サービスの一種です。一般企業

で働くことが難しい障害者の方々が、働きながら

一般就労に必要な知識や技術を習得するための支

援を行っております。事業所と障害者は雇用契約

を結び、最低賃金など労働者としての権利が保障

され、全国に約4,600か所あり、精神、知的障害

者を中心に８万人強が働いております。閉鎖され

た329か所のうち４割強は、最低賃金が適用され

ないＢ型事業所に移行したとのことです。

　熊本県内には、約160事業所があります。今年

10月の熊日新聞では、県内では令和６年４月の報

酬改定を前にした３月から９月までに８事業所が

閉鎖され、少なくとも83人の利用者が退職を余儀

なくされ、｢福祉的な役割が軽視されている。働

こうと頑張る人の居場所がなくなってしまう」と

危ぶむ声が報道されておりました。
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　就労継続支援Ａ型事業所が国から受ける報酬

は、令和３年の報酬改定以降、利用者の就労状況

や福祉支援の内容のほか、生産活動収支の状況に

応じて加点されるスコア方式による評価に基づい

ています。

　今年４月の報酬改定では、平均労働時間の長い

事業所をより評価する一方で、事業収入が賃金支

払い額を下回る赤字事業所には、新たにマイナス

点が適用されることになりました。

　Ａ型事業所には、障害者の支援という福祉的役

割がある一方、その運営には収益性が求められて

おります。しかしながら、経済状況や物価高騰な

どを背景に、事業所の多くが収益確保に苦慮して

いる中、今回の報酬改定が引き金となり、事業所

閉鎖につながった可能性があります。

　ただ、経営状況の悪化だけでなく、そもそもの

事業所運営に問題があったところも多かったので

はないかと思います。

　本来、勤務時間は、一人一人の障害の特性に応

じて設定すべきところを、勤務時間を一律に短時

間にし、利用者を集めることで、多くの報酬を得

ようとする事業所や、中には、営利目的で安易に

Ａ型事業に参入する営利法人等もあったのではな

いかと思います。

　そこで質問いたします。

　１点目は、就労継続支援Ａ型事業所から廃止の

相談があった場合、利用者の雇用継続のために、

県は、事業所を運営する事業者に対して、どのよ

うな指導をされているのか、お尋ねします。

　２点目は、Ａ型事業所の指定に当たり、どのよ

うな基準に基づいて審査をされているのか、必要

書類だけで判断するのではなく、障害者支援と収

益確保の両面の観点で審査をされているのか、お

尋ねします。

　また、赤字が続く事業所は、経営改善計画を県

に提出する必要があり、各事業所も努力はしてお

りますが、物価高騰の影響もあり、収益の確保は

厳しい状況が続いています。

　そこで、３点目は、一般就労につながらない

方々の労働契約による雇用の場であり、社会的、

経済的自立支援の場であるＡ型事業所が事業を継

続していくために、県はどのような取組をされて

いるのか。

　以上３点について、健康福祉部長にお尋ねしま

す。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　就労継続支援Ａ型

事業所は、障害者への就労機会の提供という雇用

の側面と一般就労に向けた就業・生活面での訓練

という福祉の側面とがあり、雇用契約に基づく賃

金を支払える収益を確保しつつ、利用者の状態や

能力に応じた適切な支援を行うという重要な役割

を担っています。

　まず、１点目の事業者からの廃止の相談があっ

た場合の県の指導内容についてお答えします。

　Ａ型事業所を廃止しようとする事業者は、利用

者やその御家族に廃止することになった経緯を説

明し、全ての利用者の希望に応じて、近隣の事業

所の紹介や移行先との調整を行った上で、廃止の

１か月前までに指定権者に届出を行う必要があり

ます。

　県としては、事業者がそれらの責務を確実に果

たすよう指導するとともに、履行状況を確認した

上で、届出を受理することとしております。

　次に、２点目の事業所指定に当たっての審査に

ついてお答えします。

　Ａ型事業所の開設に当たっては、事前に事業計

画の提出を求め、指定基準に基づき、必要な人員

が確保されているか、適切な福祉サービスが提供

できる体制が整備されているか、また、生産活動
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による収益が利用者の賃金の総額を上回っている

かなどについて、詳細な審査をした上で指定を行

っています。

　最後に、３点目のＡ型事業所の継続的な運営に

向けた県の取組についてお答えします。

　まず、報酬改定等に関する情報は、県ホームペ

ージや集団指導などで速やかに周知を行い、事業

所が加算等を確実に算定できるよう努めていま

す。また、事業開始後、経営状況の変化等により

収益が賃金総額を下回ることとなった事業者に対

しては、収支の改善に資する実効策を盛り込んだ

計画の策定を求めるとともに、中小企業診断士に

よる経営診断等の支援を行ってきたところです。

　県としては、障害者の就労機会が確保され、一

般就労に向けた知識、能力の向上のための訓練が

継続的に行われるよう、引き続き、実地指導等の

機会を捉えて、Ａ型事業所の運営状況の把握に努

め、必要な助言、指導を行ってまいります。

　　〔岩本浩治君登壇〕

○岩本浩治君　健康福祉部長より大変すばらしい

答弁をいただきました。

　私の法人では、平成５年当時の知事でありまし

た――当時福島知事でございました。福島知事よ

り、県下には知的障害者の福祉工場がないという

ことで、当時の福島知事の肝煎りで、初めて知的

障害者の福祉工場の経営を始めました。当時、落

成式には福島知事も来られて、盛大に行われたの

を思い出しました。

　知的障害のある方々が、労基法に基づき、最低

賃金など労働者として権利が確立され、当時は、

知的障害者の方々は働くことができないとの概念

が強く、施設入所もしくは通所施設の利用でござ

いました。知的障害者の人が、私どもの福祉工場

で働くことによって初めて給料を手にし、男性は

焼酎や酒をたしなみ、女性は口紅や化粧品を買

い、おしゃれをすることができるようになりま

す。これは、私は、障害者も健常者も共に支え合

う社会に近づいた一歩ではないかと思った次第で

ございます。

　現在は、制度改正により就労継続支援Ａ型事業

と言いますが、答弁にありましたように、事業所

を廃止しようとする事業者は、障害労働者やその

家族に経緯をよく説明し、そして、その後失業保

険や健康保険の手続等の事業者が労基法による責

務を果たすように指導を行い、継続な運営に向

け、報酬改定に関する情報や、収益が賃金総額を

下回る事業所に対しては、収支改善策を盛り込ん

だ計画の策定を求め、中小企業診断士による経営

診断等の支援をしていただきたいと思うわけでご

ざいます。

　Ａ型事業の障害者は、労基法に基づいて働いて

いるために、廃止になっても失業しないよう、可

能な限り新たな雇用の場の開拓をしていただき、

就労機会が確保されるようにお願いをする次第で

ございます。

　次の質問に移ります。

　次の質問は、白川と阿蘇カルデラ内の水循環の

関係についてでございます。

　御存じのとおり、阿蘇は九州の水がめと言われ

ております。阿蘇カルデラと外輪山の広大な地形

は、九州４県の一級河川の源となっているからで

あります。熊本の白川、緑川、菊池川、そして福

岡の筑後川、大分の大野川、五ヶ瀬川、これら６

河川の源流は、阿蘇地域であります。その源流で

ある地域において、太古の昔から子々孫々の水源

涵養に尽くしてきたのは、阿蘇郡市の１市３町３

村であります。

　本日は、大津町、菊陽町、熊本市を経て有明海

へ流れる白川と阿蘇カルデラ内の水循環の関係に

ついて質問したいと思います。
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　熊本市及び周辺地域は、水道水のほぼ100％を

地下水に依存している関係で、地下水帯水層に関

する研究や地下水資源維持管理に積極的に取り組

んでおられます。

　20年以上にわたる地下水位変化記録によれば、

熊本平野では、緩やかな水位低減傾向が認められ

ました。地下水供給元と考えられている阿蘇西麓

台地では、より大きな水位の長期低減傾向が観察

されております。

　熊本地域の地下水帯水層は、第一帯水層と第二

帯水層があり、その間に水を通しにくい難透水層

が存在していると思われております。しかし、大

津町や菊陽町の白川中流域には、この難透水層が

存在しないため、この地域はざる田と呼ばれてい

ます。

　田んぼからの水の浸透量を表すのに減水深とい

うのがあります。一口に言うと、田んぼの水の地

下への漏れ具合と言えます。一般的な水田の減水

深は、日量１から２センチ程度ですが、この地域

は、多いときでは５センチから20センチで、いか

にこの地域の水田の減水深が大きいかが分かりま

す。翻って、これは水田としては好ましくない条

件であります。水田というぐらいですから、水を

ためて初めて稲作が成立します。しかし、ざる田

では稲作には不向きであります。

　この問題解決策として考えられたのが、白川か

らの用水路工事であります。現在、この地域の白

川には、主要なものとして６つのかんがい用の堰

が設けられております。上流から、上井手堰、下

井手堰、畑井手堰、迫・玉岡井手堰、津久礼堰、

馬場楠堰があります。

　上井手堰は、加藤清正時代に着工し、細川藩に

受け継がれて完成しております。この上井手は、

大津町の中心部を流れ、鉄砲塚小路付近で堀川と

なり、合志市を経由して坪井川に合流すると言わ

れております。極めて広範囲のかんがい用水であ

ります。この用水路は、別名南郷堀とも呼ばれて

おります。これはなぜかといいますと、阿蘇南郷

の人々が多くこの工事に使役されたことからこう

呼ばれているそうでございます。

　さて、これらの用水路の取水口である白川の豊

富な水流はどこから来ているかといえば、それは

阿蘇カルデラ内の湧水であります。阿蘇谷を流れ

る黒川と南郷谷を流れる白川の上流には無数の湧

水源があります。

　阿蘇谷では、外輪山からの支流が多くの湧水を

黒川に集め、阿蘇五岳の湧水は、東岳川や西岳川

から黒川に流れ込みます。阿蘇神社付近では、自

噴している地下水が有名であり、また各所に見ら

れます。

　南郷谷では、有名な白川水源が毎分60トン、南

阿蘇湧水群10か所では約150トン、高森湧水トン

ネル公園では32トンと、膨大な湧水が白川に流れ

込んでおります。

　話は戻りますが、最大の地下水受益地である熊

本市は、長期的な地下水位の低減傾向に危機感を

抱き、2004年から持続的な地下水の循環利用を目

指した政策に取り組み出しました。そこで取り組

まれるのが、さきのざる田を逆手に取ったざる田

利用の地下水涵養政策であります。

　熊本地域内の企業などから寄附を集め、白川流

域の転作田を一定期間借り上げ、転作田一面に水

を張り、地下浸透を促して地下水を涵養するとい

う政策です。

　地下水は公共のものであるとの理念の下で、熊

本市以外の大津町、菊陽町と行政境界の垣根を越

えた事業として注目されました。しかし、その地

下水の涵養田への水の供給源である黒川・白川流

域の阿蘇地域は、熊本県地下水保全条例の指定区

域にも重点区域にも入っておりません。
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　前回、このことについて質問しました。県から

の回答は、指定地域の要件である地下水の採取に

伴う障害が確認されていないため、指定地域にも

重点地域にも該当しないとのことでございまし

た。

　先日、令和６年10月31日、阿蘇地域の土地改良

区が主体となり、阿蘇カルデラ内の水環境と熊本

地域地下水と題して、地下水学・水資源学専門の

東海大学名誉教授市川勉先生の研究発表を兼ねた

勉強会が開催され、先生の許可をいただいて、研

究発表の内容を引用させていただきます。

　それには、阿蘇カルデラと熊本平野の地下水区

である熊本地域の接点は立野火口瀬です。ここを

通じて、阿蘇カルデラから水が白川として熊本平

野に流出します。

　しかし、立野火口瀬の下には立野層という礫層

があります。これまで、阿蘇カルデラから熊本地

域の地下水への直接の流入はないと考えられてき

ましたが、2020年、立野火口瀬の出口、大津町外

牧で地下水観測井戸を掘削し、地下水の存在を確

認しました。地下水位は、地表面下35メートルの

位置にあり、白川の水は川底から下へ浸透してい

ないことが確認されました。

　また、地下水の流速、流量を観測しました。そ

の結果、地下水流速は１日9.7メートル、流量は

日量４万立方メートル、年間約1,500万立方メー

トルの地下水流量が推定されました。この量は、

熊本地域年間地下水涵養量6.4億立方メートルの

2.3％程度になるそうです。

　阿蘇から熊本まで地下水がつながっていること

は大きな意味を持ちます。白川の河川水は、中流

域水田帯のかんがい用水として利用され、年間、

水田で5,000万立方メートル、湛水事業で2,000万

立方メートル、合計約7,000万立方メートルです

から、白川経由で8,500万立方メートルが阿蘇カ

ルデラから熊本地域地下水への涵養量になりま

す。

　そのほかに、阿蘇外輪山西側で熊本地域に供給

されている涵養量は約１億立方メートルと言われ

ていますので、熊本地域の地下水涵養の３分の１

は、阿蘇山の直接的な涵養と言えます。

　以上、長くなりましたが、市川名誉教授の研究

発表の一部を引用させていただきました。

　水源保全には、水田管理のほかに、草原、牧野

の管理や森林間伐、刈り草管理が欠かせません。

　例えば、白川流域を主体にした土地改良区で

は、黒川・白川河川流域水土里ネット連携協議会

を組織し、様々な涵養活動を行っています。

　その一つに、根子岳山麓に地下水涵養を促すた

めの山林原野を阿蘇市から借り受け、森林涵養活

動を行っています。阿蘇地域の地下水を守るとい

うことは、すなわち白川を守り、熊本地域の地下

水に貢献するということにほかならないというこ

とです。

　白川中流域における湛水事業が拡大していく

中、上流域である阿蘇地域の地下水保全の取組を

どのように評価されているのか、知事のお考えを

お尋ねいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　岩本議員からの白川と阿蘇カ

ルデラ内の水循環、そして阿蘇地域の地下水保全

に関する私の見解をお尋ねいただきましたので、

お答え申し上げます。

　半導体関連企業の集積が進む中、地下水に支え

られた経済発展と地下水の保全、その両立を実現

することが極めて重要でございます。

　このため、県では、地下水保全条例に基づく地

下水涵養指針を改正し、熊本地域について、取水

事業者の涵養目標を取水量の原則１割から10割へ

と強化した運用を昨年10月から行ったところでご
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ざいます。

　また、農家の方々をはじめ、関係者の方々の御

協力によりまして、水田湛水の取組が広がってお

り、白川中流域では、令和６年度の涵養量が、前

年度の約1,500万トンから約2,800万トンへと、

1.8倍に増加する見込みでございます。

　このような涵養を維持していくためには、阿蘇

地域を源とする白川の豊富な水量が水田湛水に

とって必要不可欠ですし、議員が御紹介いただき

ました東海大学の市川名誉教授の知見によれば、

阿蘇地域と熊本地域が地下水脈で一部つながりが

見られることや、阿蘇外輪山西側での地下水涵養

も熊本地域にとって重要であるということでござ

います。

　このように、阿蘇は、その地理的な特性から、

九州の水がめとして人々の生活を支えていること

は、これは明白でございまして、私も、８月に、

熊本市の大西市長と阿蘇地域の地下水保全にしっ

かり連携していくことを確認したところでござい

ます。

　阿蘇では、人々が1,000年以上もの長きにわた

り、広大なカルデラ地形を利用しながら日本の伝

統的な農業を営むことにより、草原をはじめとし

た独特の文化的景観が形成され、今日まで維持さ

れてまいりました。

　しかしながら、人口減少や高齢化の進行による

担い手不足で、阿蘇地域の草原、水田などの維持

は極めて厳しい状況にあります。

　このような状況を踏まえ、県では、阿蘇地域の

草原、水田や森林の水源涵養に果たす役割に着目

し、企業や住民など下流域の受益者が、阿蘇の草

原等を維持する活動を支援する仕組みをつくるべ

く、今関係機関との協議を進めているところでご

ざいます。

　白川を通じて、熊本地域の水循環の一端を担う

阿蘇地域の地下水は、熊本都市圏100万人の生活

と産業を支える貴重な宝であります。

　現在、ＪＡＳＭをはじめとする半導体関連産業

の集積に伴う地下水への影響が懸念されておりま

すが、ＪＡＳＭ第１工場の地下水取水予定量が年

間310万トンであるのに対し、熊本都市圏の住民

の水道のために取水される地下水は年間約１億ト

ンです。桁が２つ違います。

　このように、私たちが多くの地下水を使用して

いるという実態を考えれば、半導体企業のみなら

ず、その恩恵を受ける企業や住民の皆様で、熊本

の地下水を支えていくことが重要であります。

　繰り返しになりますが、熊本の地下水を守るた

めには、阿蘇地域の草原、水田、森林は宝物と言

えます。

　熊本都市圏を中心とする下流域の受益者である

企業や住民などによって、この宝物である阿蘇の

草原などを守る活動が持続可能なものとなる仕組

みを関係市町村と連携して構築してまいります。

　以上でございます。

　　〔岩本浩治君登壇〕

○岩本浩治君　知事より答弁いただきました。

　知事の答弁の中にありましたように、８月の19

日だったと思いますが、知事は、熊本市との協議

会において、阿蘇の地理的特性から、九州の水が

めとして人々の生活を支えていることで、地下水

保全対策の連携を熊本市と確認され、阿蘇の水、

地下水の重要性を深く認識されておられること

に、知事に感謝を申し上げる次第でございます。

　答弁にありましたように、半導体関連の企業の

集積が進む中、地下水に支えられた経済発展と地

下水保全の両立を実現することが重要で、県で

は、地下水保全条例に基づく地下水涵養指針を改

正し、熊本地域において、取水事業者の涵養目標

を取水量の原則１割から10割へと強化した運用を
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昨年10月より実施しておられるとのことでござい

ます。

　ＪＡＳＭ第１工場の地下水取水予定量が年間

310万トン、熊本都市圏の住民のための地下水取

水予定量は年間１億トン、私たちが多くの地下水

を使用している実態を考えれば、半導体企業を含

めた企業や住民等で熊本の地下水を支えていくこ

とが必要であると思います。

　また、熊本地域の水環境の一端を担う阿蘇の地

下水は、熊本都市圏の生活と産業を支える貴重な

宝であると認識されております。

　県では、阿蘇地域の草原、水田等の維持は、人

口減少や高齢化の進行による担い手不足などで厳

しい状況にある中、草原、水田や森林の水源涵養

を目的として、企業や住民など下流域の受益者

が、阿蘇の草原等を維持する活動を支援する仕組

みの構築に向け、関係機関と協議を進めていくと

いうことでございました。

　阿蘇の宝物である地下水涵養を守る活動が持続

可能なものであることをお願いし、次の質問に移

らせていただきます。

　阿蘇山上への観光客増加を見据えた火山防災の

取組について質問をいたします。

　令和６年10月26日、阿蘇山上ビジターセンター

において、入場者200万人達成セレモニーが開催

されました。

　当センターは、2016年の熊本地震からの復興を

目的に、環境省によって2019年３月に設置された

施設で、開設から５年８か月で入場者200万人を

記録しました。コロナ禍にもかかわらず達成でき

たのは、インバウンド効果とともに、阿蘇カルデ

ラを目的とする観光客の急増によるものと思われ

ます。

　入場者は、2022年35万5,000人、23年49万5,000

人、今年の24年には54万人が予想されておりま

す。

　観光客の増加は、熊本県の発展に多大なる貢献

となり、国際観光地としての熊本を世界に売り出

す絶好の機会でもあります。

　世界的に有名な阿蘇観光ですが、この人気を継

続していくためには、忘れてはならない大きなも

のがあります。それは、阿蘇山観光の売りである

火口を直接見ることができるといった体験は、危

険との隣り合わせでもあると言えます。一たび噴

火等による人身火山災害が発生したら、長年かけ

て築き上げてきた安全神話も根底から崩れ去り、

それを取り返すことは至難の業となるのは明白で

あります。

　安全、安心は、観光の大前提であります。噴火

は自然現象ですので、それを防ぐことはできませ

ん。また、その噴火を伴う火山がなければ、阿蘇

観光の魅力と発展は考えられません。

　かつて噴煙で火口立入り規制が実施されたとき

の観光フレーズは、生きている阿蘇を見に行こう

でした。火山と共生した安全、安心の阿蘇観光を

世界にＰＲしていかなければならないと考えてい

ます。

　死者58人、行方不明者５人を出した2014年９月

27日の御嶽山噴火災害から10年目を迎え、信濃毎

日新聞は、長野県内外の犠牲者の遺族らを対象に

したアンケートの結果をまとめました。

　その中で、火山防災で国や県に強化してほしい

ことは、異変を知らせる情報伝達の体制づくり、

観測・監視体制、気象庁、研究機関、地元の連携

というのが上位を占めておりました。自由記載で

は、県主導で設立された御嶽山ビジターセンター

を評価する声が多く寄せられました。

　このビジターセンターは、長野県が、2017年２

月に、長野県火山防災のあり方検討会報告書で、

木曽町と王滝村、そして長野県での基本構想とし
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て決定されたものです。

　設置の目的は、噴火記録と教訓の伝承、登山者

が安全に登山できるよう、適時適切な情報の提

供、修学旅行や社会見学などに利用し、正しい火

山防災知識を学び、体験できる場所の提供、火山

と共生した地域づくりの拠点確立等が挙げられて

おります。

　県内では、国が阿蘇山上ビジターセンターを開

設しています。また、阿蘇市、高森町、南阿蘇

村、阿蘇くじゅう国立公園管理事務所、阿蘇火山

博物館、自然公園財団阿蘇支部、熊本県で構成す

る阿蘇山上ビジターセンター運営協議会が設置さ

れ、阿蘇山上ビジターセンターの適切な利用及び

円滑な運営を図っております。

　しかし、最近の観光客の増加、特に外国人観光

客の増加への防災対策が心配されております。さ

らには、御嶽山噴火災害の教訓を踏まえ、私は、

次のような阿蘇山火山防災対策を行ってはどうか

と考えております。

　まず、噴火時の避難先について、阿蘇市地域防

災計画書では、避難促進施設として阿蘇山上ター

ミナルを指定してありますが、激増する阿蘇観光

客の非常災害時収容人員を確保するため、阿蘇山

上ビジターセンターの追加指定も必要になると考

えます。

　次に、異変を知らせる非常警報用広報スピーカ

ー等の設置や外国人観光客への対応を踏まえたス

マートフォン等への非常通報システムの構築、さ

らには、火口周辺、草千里周辺の広域モニターカ

メラの設置に加え、非常時の観光客や登山者の状

況把握にデジタル技術を活用することも重要と考

えます。

　その上で、将来的には、阿蘇山上ビジターセン

ター、震災ミュージアム、旧立野小学校防災施設

を東西に結ぶ阿蘇カルデラ東西観光防災ラインと

して整備していくことが理想であると考えます。

　日本列島には110の火山が集中しております。

自然災害、特に火山噴火は予知するのが困難で

す。

　私たちは、火山から豊かな土壌、温泉といった

自然の恵みを授かって、農林業や観光を営み、暮

らしや文化を育んできました。ただ、その恩恵

は、噴火という驚異と隣り合わせであることを忘

れてはならないと思います。そのためには、防災

に対する正しい知識を備え、万全の体制で世界中

の観光客を熊本に迎えたいと思います。

　以上のことを踏まえ、阿蘇山観光の防災対策の

推進に向けた阿蘇山上ビジターセンターの避難促

進施設としての追加指定やデジタル技術を活用し

た阿蘇山の非常時情報の発信と把握について、知

事公室長にお尋ねします。

　　〔知事公室長内田清之君登壇〕

○知事公室長(内田清之君)　阿蘇山上は、本県に

とって重要な観光資源の一つであり、中岳火口や

草千里などには、国内外から多くの観光客が訪れ

ています。

　阿蘇は、火口近くまで観光客や登山者が近づく

ことができるという魅力がある一方、活火山であ

り、観光客等の安全をいかに確保していくか、そ

ういう点が非常に重要でございます。

　議員御指摘のとおり、阿蘇山上における観光客

等の安全を確保するためには、避難施設の充実が

不可欠です。

　県では、国立公園満喫プロジェクトの取組の一

つとして、国や阿蘇市と連携し、中岳火口見学エ

リアに退避ごう等を整備するなど、観光客等が噴

火直後の噴石等から身を守るための対策に取り組

んでおります。

　そのような中、現在阿蘇山上ターミナルが避難

促進施設として指定されていますが、観光客の増
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加を見据えれば、阿蘇山上ビジターセンターが位

置する草千里周辺における追加指定の必要性も高

まっていると認識しております。

　避難促進施設の指定には、施設が所在する阿蘇

市において地域防災計画に定めるとともに、施設

管理者等において避難確保計画を作成する必要が

ございます。

　県といたしましては、阿蘇市や阿蘇山上ビジタ

ーセンターの施設管理者等の意向を踏まえた上

で、計画策定の支援を通じて、避難体制の確保を

後押ししたいと考えております。

　次に、デジタル技術を活用した阿蘇山上の非常

時情報の提供と把握についてお答えいたします。

　県では、気象庁や観光客の安全確保等を行って

いる阿蘇火山防災会議協議会と連携し、噴火警報

や立入り規制情報をエリアメールやＳＮＳ、ホー

ムページ等を活用して観光客に発信しておりま

す。

　また、令和４年８月には、登山者向けアプリを

運営する株式会社ヤマップと県警を含めた３者に

よる連携協定を締結し、アプリの普及を通じた登

山計画の事前届出や避難時の位置把握にも取り組

んでおります。

　さらに、近年、住民がＳＮＳに投稿した災害情

報を集約、分析するＳＮＳ情報収集サービスの活

用にも積極的に取り組んでおります。このサービ

スの導入により、本年の出水期には、河川の増水

や冠水した道路の映像等をリアルタイムで把握で

きたという成果も上がってきており、今後、火山

防災情報の把握力向上にも期待をしているところ

でございます。

　引き続き、新たなデジタル技術を活用した非常

時情報の提供や把握手段の多重化を進め、阿蘇山

上への観光客や登山者の安全を確保する取組を推

進してまいります。

　本年10月には、組織改正により、危機管理防災

課を所管する知事公室に国際課が移管されまし

た。その両課の相乗効果を発揮し、災害発生時に

おける外国人避難者の情報収集や多言語での情報

発信等、在住外国人の皆さんの支援に加え、海外

からの観光客の防災対策にも一層力を入れて取り

組んでまいります。

　　〔岩本浩治君登壇〕

○岩本浩治君　知事公室長に答弁いただきまし

た。

　観光客の増加、特に外国人が増加し、山上ビジ

ターセンターが位置する草千里周辺における避難

促進施設の追加指定の必要性が高まっているとい

う認識をされておられます。また、県では、阿蘇

市や阿蘇山上ビジターセンターの意向を踏まえた

上で、避難体制の確立を後押ししたいとのことで

ありました。

　県では、気象庁や阿蘇火山防災協議会と連携

し、噴火警報や立入規制情報をエリアメールやＳ

ＮＳ、ホームページ等を活用して観光客に発信し

ているとのことでございました。

　さらには、登山者向けアプリや住民がＳＮＳに

投稿した災害情報を集約及び分析を行い、ＳＮＳ

情報収集サービスの活用に積極的に取り組んでい

くということでございました。新たなデジタル技

術を活用した非常時情報の提供や把握手段の多様

化を進め、阿蘇山上への観光客や登山者の安全を

確保する取組を推進していくということでござい

ます。

　また、本年10月の組織改正により、危機管理防

災課を所管する知事公室に国際課が移管され、両

課の相乗効果により、海外からの観光客の防災対

策にも一層取り組んでいくとのことでありまし

た。

　万全な体制で、世界中から来られる観光客を安
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心、安全で迎えたいと思います。よろしくお願い

いたします。

　最後の質問になります。

　阿蘇地域の農業問題についてでございます。

　本県は、全国有数の農業県であり、基幹産業で

ある農業の発展が熊本の成長につながると考えて

おります。

　農林水産省生産農業所得統計によれば、令和２

年農業産出額が全国で５位、生産農業所得は全国

３位であることから、その重要性については、皆

さんも御承知のとおりと思います。

　さらに、農業につきましては、産業としてでな

く、地下水の保全といった生活インフラにも寄与

しているところであります。

　特に、広大な草原につきましては、田畑や森林

などの水が浸透しやすい土地、涵養域の中でも、

より優れた水源涵養機能を有していることが指摘

されております。

　この地下水につきましては、飲料水としてだけ

でなく、農業者が農業を行うために必要不可欠な

資源であります。この涵養域の減少や台湾の大手

企業、ＴＳＭＣの進出により大量の地下水が必要

なことから、涵養量の低下、水位の低下が最も懸

念されております。

　阿蘇地域においても、かんがい用に地下水を利

用していることから、涵養量について、今後の動

向に注視していこうと考えております。

　このように、県民の生活にとって重要な農業で

すが、農業を取り巻く現状は、非常に厳しいもの

があります。

　農業従事者の高齢化による労働力の低下、後継

者不在に起因する農業耕作地の減少など、従来か

らの課題がますます心配な状況になっておりま

す。

　数年前からの燃料、資材、肥料、飼料の高騰で

農業経営を圧迫しております。

　農業産出額に占める品目別の割合の上位である

米、畜産について、もう少し申しますと、今年の

米については、農林水産省が取りまとめをし、10

月18日に公表した令和６年産米の取引価格、数

量、令和６年９月では、熊本県のコシヒカリ60キ

ログラムが２万3,311円で、昨年産の１万5,237円

と比較して8,074円の増加となっており、農業者

からは、今年の米の価格が当然であり、後継者の

意欲、励みになるとの声がある一方、今般の価格

高騰による買い控えや将来の人口減少による米需

要の減少など、今後の動向への不安の声も聞かれ

ます。

　畜産につきましては、今年の米と違い、子牛価

格の下落や飼料等の多年高騰で二重苦の状況で

す。

　本県の子牛の価格は、平成24年以降高値で推移

し、年間平均では平成28年がピークで、黒毛和牛

が78万8,000円で、褐毛和牛が73万7,000円でした

が、令和２年度第４四半期頃から再び価格が低下

に転じました。

　最新の子牛価格データでは、褐毛和牛について

は68万6,000円まで回復していますが、黒毛和種

では、令和３年４月の82万2,000円が、令和６年

９月には49万4,000円に、約６割まで下落してい

ます。

　先日の熊本県家畜市場での黒毛子牛平均価格

は、雌で44万5,814円、去勢で59万1,164円でした

が、地元畜産農家に聞くと、飼育日数が増加する

分、赤字が膨らんでいく状況とのことでした。

　さきに触れましたが、大変優れた水源涵養機能

を有している広大な阿蘇の草原を先人から受け継

いで維持してきたのも農業者であります。畜産業

を含めた農業の衰退は、草原の保全を困難としま

す。先日の記事でも、草原は地下水涵養に貢献と
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大きく掲載されていました。

　阿蘇地域における米及び畜産について、これか

らの担い手農家や高齢者農家の安定した所得の確

保に向けた取組について、県の考えを農林水産部

長にお尋ねいたします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　初めに、米につい

てお答えします。

　阿蘇地域では、豊富な水資源により、古くから

米の生産が盛んで、特に冷涼な気候を生かし、農

薬を減らした米の栽培に地域を挙げて取り組んで

おられます。

　近年、環境や食の安全、安心に対する消費者の

関心が高まっている中、県では、現状よりさらに

農薬を減らすため、米の品質に最も影響をもたら

す害虫に特化した防除方法を導入するなど、ＪＡ

と連携して取り組んでいます。

　また、ＪＡ阿蘇では、10月に温度や湿度を一定

に保つことができる大型の米倉庫を整備されまし

た。これにより、年間を通じて品質の良い米を出

荷する体制が整い、消費者や取引先からの信頼が

高まり、さらなるブランド力の強化が期待されて

います。

　このような市場のニーズをしっかり捉えた生産

と販売は、阿蘇地域の米の評価を高め、安定した

需要の確保と農家の所得向上につながるものと考

えています。

　次に、畜産についてお答えします。

　阿蘇地域は、子牛を産む母牛が約１万2,000頭

飼養される県内最大の肉用牛の生産地帯であり、

広大な草原での放牧風景は、地域特有の景観を形

成しています。

　肉用子牛の価格が低迷し、飼料価格等が高止ま

りする中、草原を活用した放牧や牧草の生産は、

コストの削減に有効な手段です。

　そのため、県では、放牧している牛の管理のた

めのＩＣＴ機器の導入や牧柵の整備、牧草の生産

資材の購入等を通じ、放牧を支援しています。

　このように、畜産経営に草原を利活用すること

は、草原の適切な保全にもつながっています。

　また、優良な子牛の生産による販売価格の向上

を図るため、満10歳以上の母牛から優れた若い雌

牛への更新も支援しています。

　さらに、経営安定対策として、国は、子牛の販

売価格と再生産可能な価格との差額を補塡する制

度を措置しているところです。

　阿蘇地域は、平成25年５月に世界農業遺産とし

て認定されました。県では、市町村、農業団体な

ど関係者と一体となって、草原を活用した持続的

な農業の価値や農耕祭事などの文化の県内外への

ＰＲとともに、阿蘇の農畜産物のブランド力の向

上に取り組んでいるところです。

　県としては、引き続き関係団体と連携し、米農

家及び畜産農家の所得の向上と持続的な経営発展

に向けて支援してまいります。

○議長(山口裕君)　岩本浩治君。――残り時間が

少なくなりましたので、発言を簡潔に願います。

　　〔岩本浩治君登壇〕

○岩本浩治君　農林水産部長より答弁いただきま

した。

　県では、ＪＡ阿蘇などの関係団体と連携し、

米、畜産について、今後とも提案をしていきたい

ということでございました。

　また、特に阿蘇地域は、平成25年５月に世界農

業遺産として認定され、県では、草原を活用した

持続的な農業の価値などの県内外へのＰＲととも

に、阿蘇の農畜産物のブランド力の向上に取り組

み、引き続き関係団体と連携し、米農家及び畜産

農家の所得向上と持続的な経営発展に支援してい

くとの答弁をいただきまして、大変ありがたく思
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う次第でございます。

　最後に、ＪＲ豊肥本線の複線化について要望を

させていただきます。

　本年９月11日の熊日新聞紙上に、県と――残り

時間がなくなりました。この要望につきまして

は、次の機会に、要望ではなくて質問をさせてい

ただきたいと思います。

　ちょっと目が最近悪うなりまして、午前中、参

政党の髙井さんからの――俺は、コロナの影響

じゃないかなと思いながら、涙を拭き拭き、目を

悪くしております。

　本日は、最後まで御清聴いただきまして、次の

機会に複線化については質問に……

○議長(山口裕君)　所定の時間を超えております

ので、質問を終結願います。

○岩本浩治君(続)　変えさせていただきます。

（拍手）

○議長(山口裕君)　以上で本日の一般質問は終了

いたしました。

　明６日は、午前10時から会議を開きます。

　日程は、議席に配付の議事日程第４号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　午後２時15分散会





第 ４ 号 

（12月６日）
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令和６年12月６日(金曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第４号

　　令和６年12月６日(金曜日)午前10時開議

　第１　一般質問(議案に対する質疑並びに県の

　　一般事務について)

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　一般質問(議案に対する質疑並びに

　　県の一般事務について)

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(49人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君

　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(なし)

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名
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　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君　

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　上　田　哲　也　君

　　　　　　観光文化部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　　　　　　　辻　井　翔　太　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　城　内　智　昭　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開議

○議長(山口裕君)　これより本日の会議を開きま

す。

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　一般質問

○議長(山口裕君)　日程に従いまして、日程第

１、昨日に引き続き一般質問を行います。

　斎藤陽子さん。

　　〔斎藤陽子さん登壇〕(拍手)

○斎藤陽子さん　皆様、おはようございます。菊

池郡選出・自由民主党の斎藤陽子です。本日、２

回目の一般質問の機会をいただきましたことに、

心から感謝を申し上げます。

　また、前回の反省を踏まえまして、今回は時間

いっぱいの質問を用意してまいりました。全力で

チャレンジをさせていただきたいと思いますの

で、その辺もお含みおきいただきまして、皆様方

の御協力をお願い申し上げまして、早速１問目の

質問に入りたいと思います。

　まず、熊本の地方創生の取組について御質問を

いたします。

　今年４月、民間の有識者グループである人口戦

略会議から、消滅する可能性のある自治体が発表

されました。

　熊本県では、18市町村が、2050年にかけて、20

代から30代の子供を産む女性が50％以上減少し、

いわゆる消滅可能性自治体に分類をされていま

す。地元紙でも大きく報じられ、県内に大きな衝

撃を与えるとともに、地方創生の喫緊の課題を再

認識させるものとなりました。

　また、100年後も若年女性が半分近く残るとさ

れる自立持続可能性自治体は、県北部の７自治体

に限定されていることも分析されており、半導体

関連産業が集積する県北地域では、人口減少に歯

止めがかかる影響が見られるとされる一方で、中

山間地域では、役場や学校の統合が地域の中心部

へと集約されたことが人口減少を加速させた要因

とも言われています。

　このような人口減少下にあっても、安定的な成

長を目指して、地域で住み暮らす住民の幸せを大

切にするウエルビーイングな社会の重要性が強調

事務局次長
兼総務課長

人事委員会
事 務 局 長

病 院 事 業
管 理 者

食のみやこ
推 進 局 長
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されています。

　このウエルビーイングとは、皆様御存じだとは

思いますが、身体的、精神的、そして社会的に良

好で全てが満たされた状態であり、地域の幸福度

としても数値化されており、地域の暮らしやすさ

と住民の幸福感を数値化、可視化した指標で表さ

れており、地方創生の鍵としても注目をされてい

ます。

　木村知事が掲げられるくまもと新時代において

は、経済ももちろん重要でありますが、心の豊か

さや幸福を重視する視点や価値観もとても重要な

要素であると考えています。

　県内の各地域においても、それぞれの地域の特

性を生かしたウエルビーイングを追求し、誰一人

取り残さない社会の実現に向け、市町村が果たす

べき地方創生の取組が行われており、このこと

は、熊本県の地方創生にとても重要であると考え

られます。

　このような背景の中、木村知事は、半導体関連

産業の進出をくまもと新時代のチャンスと捉え、

県内全体への波及効果を目指す中で、熊本の魅力

を掘り起こし、市町村との連携強化にも取り組ん

でおられます。

　また、地方創生のプロとして、今まで届かなか

った小さき声、弱き声に耳を傾ける姿勢を示さ

れ、地方創生会議やワーキンググループ、お出か

け知事室、地域未来創造会議など、多岐にわたる

取組を推進されています。

　また、喫緊の課題には、推進本部を立ち上げ、

さらに機構改革にも着手されるなど、精力的に取

り組まれていることには、大変期待をするところ

でもあります。

　木村知事のマニフェストでは、10の政策を掲げ

られておりますが、私は、その中でも特にスポー

ツの部分に大きな可能性を感じております。

　皆様も記憶に新しいことだと思いますが、今年

開催されましたパリ・オリンピック・パラリンピ

ックにおいては、熊本出身の選手が大活躍し、そ

の姿は熊本県民に夢と感動を与え、熊本全体を元

気にしてくれた出来事であったと思います。

　今定例会においても、パリ・オリンピック・パ

ラリンピックにて活躍された選手に、熊本県民栄

誉賞、そして熊本県スポーツ特別功労賞が贈られ

ることが報告され、県民の皆様にも喜んでいただ

けるニュースであると思います。

　熊本が新時代を迎える今、時代の変化による課

題が大きく報道される中であっても、毎日、スポ

ーツや文化芸術のニュース、またはその活動その

ものが、私たちの心をより豊かに元気づけてくれ

ています。

　こういった視点から、私は、今回、地方創生と

スポーツという視点で２点質問をさせていただき

ます。

　今回私が取り上げたいスポーツには、健康、教

育、福祉への効果は既に認識されておりました

が、最近では、スポーツ大会などの開催や合宿の

誘致で、観光、経済、まちづくりにつながる地域

活性化への効果も認識されています。まさにスポ

ーツは、地方創生に確実に貢献するものであり、

その中で、スポーツコミッションの存在はとても

重要であると私は考えております。

　熊本県においても、令和４年に、くまもっと旅

スポコミッションを設立し、その効果として、県

内においても、上天草市、阿蘇市、八代市、水俣

市、南関町、大津町の７地域においてスポーツコ

ミッションが設立されており、コミッション以外

でも、様々なスポーツによる地域活性化の取組が

進められています。

　また、県内においては、今年もツール・ド・九

州、熊本マスターズジャパンなど大会が開催され
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ましたが、地域においては、単なる大規模大会や

合宿の誘致だけにとどまることなく、大会や合宿

の開催を契機としたまちづくりや地域のグランド

デザインの再構築など、地域活性化、地方創生に

つながる効果が現れています。

　例えば、水上村においては、平成29年にクロス

カントリーコース、水上スカイヴィレッジがオー

プンして以降、スポーツによる地域活性化に取り

組まれており、その成果の一つとして、今年３月

には、駅伝の名門校であります青山学院大学陸上

部の合宿が行われました。

　しかし、合宿だけにとどまらず、合宿をしてい

る選手が参加して、地域の児童生徒を対象とした

陸上教室が行われました。参加した子供たちにと

っては、貴重な体験となり、子供たちの夢や希

望、地域愛が育まれる機会であると同時に、地域

活性化につながる取組であると思います。

　また、木村知事は、スポーツ施設についても積

極的に取り組まれる御意思を示しておられます

が、施設の検討には、必ず運営をセットとした考

えを示していただく必要があると思います。

　県内にはすばらしいスポーツ施設がたくさんあ

ります。スポーツ施設には、それぞれの特異性が

あり、例えば体育館で言えば、何の種目を主体的

に考慮して造られているのか、見ればすぐに分か

ります。バスケットボールやバドミントン、バレ

ーボールなど、コートの大きさはそれぞれ違いま

すが、一番使われる種目のラインを一番分かりや

すく引いてあります。施設を見れば、どんな競技

を主軸に考えられているのかがすぐに分かりま

す。

　さらに、地域の皆様のためにある施設なのか、

それとも外から呼び込んで使ってもらいたい施設

なのか、また、その両方を考えている施設であれ

ば、運営はとても難しくなります。

　さらに、スポーツの側面だけでなく、体育館の

施設は、地域住民のニーズに沿って多様な使われ

方がなされており、防災拠点の一つとしても重要

な施設であると言えます。

　このように、地域において様々な活用がなされ

る重要な施設として、熊本県の運動公園周辺に

は、益城町、西原村、菊陽町、大津町において、

体育館やスポーツ施設がとても充実しており、地

元住民以外の利用も多く、特に土日は混雑をして

います。施設運営の現場においては、施設の空き

時間を活用する施設同士の連携も発生していると

聞いています。

　このような取組は、これまでの熊本県スポーツ

ツーリズム推進戦略において、集客力のある大規

模スポーツ大会の誘致、体験型プログラムの開

発、地域スポーツの掘り起こしを基本方針に掲

げ、事業に取り組んでこられたこと、また、戦略

を県内に示すことで、市町村や競技団体との連携

を推進してきた成果でもあると言えます。

　これからも、県が先頭となって市町村や競技団

体との連携を一層強化し、支援することにより、

スポーツの持つ効果を最大限に発揮する地域活性

化ができるのではないかと、大きな期待を持って

います。

　木村知事は、就任後半年のスピードで観光戦略

部の機構改革に取り組まれ、新たに観光文化部を

創設されました。コミッションもこの中に位置づ

けられるのだと思いますが、このことにも、私

は、今後のスポーツコミッションの磨き上げに寄

与できる執行体制であると大いに期待をしていま

す。

　今後、これまで策定されていた方針をさらに発

展させ、新たな方向性を示していくことは、熊本

県や連携する市町村、さらには県民にとって、と

ても重要であると思います。
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　今定例会で示されております県の最上位計画で

ある基本方針及び総合戦略においても、スポーツ

の推進は組み込まれておりますが、世界に開かれ

た熊本、世界へ羽ばたく熊本の実現に大きく貢献

できるスポーツコミッションについても、熊本県

の具体的な方向性を示し、リーダーシップを発揮

していくべきだと考えますが、いかがお考えでし

ょうか。木村知事の思いをお尋ねいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　斎藤議員から、熊本の地方創

生、中でもスポーツコミッションの磨き上げにつ

いて御質問いただきました。

　まさに、今日、この議会が終わった後、午後

に、熊本県スポーツ特別功労賞を、先ほど議員の

御質問でも取り上げていただきましたが、女子バ

ドミントンダブルスの再春館製薬のシダマツペ

ア、志田千陽選手、松山奈未選手に、ちょうど今

日授与させていただく記念の日に、こういう形で

御質問いただけたことをありがたく思っておりま

す。

　熊本県では、議員の御質問にも入れていただき

ましたが、令和４年１月に、熊本版のスポーツコ

ミッションであるくまもっと旅スポコミッション

を設立いたしました。スポーツ大会の誘致など、

交流人口の拡大に向けた様々な活動に、そのコミ

ッションで取り組んでいるところでございます。

　特に、昨年度から開催されているツール・ド・

九州では約４万人、そして、国際バドミントン大

会の熊本マスターズジャパンでは約２万人もの観

戦者を集めるなど、その効果を実感しているとこ

ろでございます。

　また、現在、大会誘致などを進めているアーバ

ンスポーツは、若者に非常に人気が高く、県外か

らの誘客はもちろん、県内在住の若者にとって

も、熊本を好きになる魅力的なコンテンツになる

のではないかと期待しています。

　また、議員が例に挙げていただきました水上村

の陸上競技のキャンプ誘致につきましては、私が

内閣府で地方創生を担当した際に、村長から御相

談を受けて支援をしてきた事例です。今や全国か

らのキャンプ誘致に成功して、地元の宿泊施設の

にぎわいにもつながっており、大変感慨深いもの

があります。

　私自身、このようなスポーツによる効果やその

ポテンシャルを感じているからこそ、コミッショ

ンの活動をこれまで以上に強力に推進したいと考

えており、そのスポーツを通じた交流促進を専任

するスポーツ交流企画課を新設したところでござ

います。

　県のコミッションでは、現在開催している国際

スポーツ大会の継続開催に加え、県内各地のスポ

ーツ施設を生かした大会開催や合宿誘致を進めて

いきたいと考えております。

　大会の開催や誘致に当たっては、議員から御指

摘いただきましたとおり、地元の市町村、それか

ら競技団体などと十分に連携をしてまいります。

　また、県外からの誘客が複数年にわたって継続

的に見込まれるように、スポーツと観光資源を組

み合わせた体験型のプログラムの拡充にも取り組

んでまいります。

　スポーツは、県民に夢や希望、誇りをもたらす

だけでなく、活力あるまちづくりにとっても大き

く寄与する力があると思っています。

　その力が地域に根差すように、水上村のような

全国の優良事例のノウハウを関係者で共有するな

ど、地域でスポーツツーリズムを支える人材育成

も進めてまいりたいと思います。

　さらに、地域や関係者の方々との定期的な意見

交換の実施、そして、大会、合宿誘致に向けた競

技団体と県内の市町村との調整など、このコミッ
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ションとしてのプラットフォーム機能の充実を

図って、スポーツがもたらす波及効果の最大化を

目指していきたいと考えております。

　以上でございます。

　　〔斎藤陽子さん登壇〕

○斎藤陽子さん　観光文化部のスポーツ交流企画

課は、スポーツを通じた交流促進を専任する組織

であるとの知事のお話は大変頼もしく、これから

の熊本県のコミッションにますます磨きがかかる

ものと、大きな希望を感じました。

　さらに、今後は、人材育成を進めていかれると

のことで、その効果により、スポーツが様々な分

野と融和して相乗効果が生み出されるような機運

が県内各地で高まっていくことを期待したいと思

います。

　また、競技団体と県内市町村との調整などを円

滑に進めるためには、知事のおっしゃるとおり、

まさにプラットフォームの機能の充実が必要不可

欠であります。にぎわいの創出、世代間の交流、

インバウンドなど、スポーツの持つ力を最大限に

発揮できるようなくまもと新時代となるよう、引

き続きよろしくお願いいたします。

　それでは、次の質問に入りたいと思います。

　次に、熊本のスポーツの大きな課題の一つであ

る中学校部活動の地域移行について御質問をいた

します。

　これまで部活動は、スポーツや文化活動を通じ

て、子供たちが様々な体験や学ぶことのできる場

として役割を果たしてきました。さらに、地域資

源の掘り起こしや地域活力の創造につながる取組

であり、熊本の地方創生の礎ともなり得る取組と

して、これまで多くのトップアスリートの輩出や

国際大会をする、見る、支えるの力で盛り上げた

ことも、その成果であると私は考えています。

　一方で、全国的な課題である少子化や教員の働

き方改革による影響は、熊本においても課題であ

り、今まで当たり前だった部活動の仕組みや放課

後の活動が大きく変化するこの課題については、

子供たちだけの課題ではなく、私たち大人が自分

事として捉え、社会全体の課題として、子供たち

の成長に必要な学びや体験ができる環境をつくっ

ていくことが必要であると思います。

　各地域には、それぞれの背景があるでしょう

し、地域資源もそれぞれだと思います。地域の子

供たちは地域で育てるという考え方の下、各地域

が主体的に取り組めるように、ぜひ、熊本県が中

心となり、市町村と連携して、覚悟を持って取り

組んでいただきたいと思います。それなくして子

供たちが幸せな地域移行は実現しないと思いま

す。

　文部科学省の部活動改革実行会議の地域スポー

ツクラブ活動ワーキンググループにおいての中間

報告によると、令和８年度以降を改革実行期間と

され、子供たちの活動を地域の関係者全体で支え

ていくという部活動改革の理念をより明確化する

ために、地域移行から地域展開という新名称に変

更されるようですが、どのように展開していくの

か、現状では見通しが立たないようにも感じてい

ます。言葉が変わったところで、何も現状は変わ

らないと思いますし、何より国から示される方向

性が熊本に合っているのか、疑問もあります。

　熊本県内の地域によっては、チーム編成ができ

ないほど子供の数が減っている現状もあり、部活

動改革の理念に沿った地域移行を進めるに当たっ

ては、地域の力を最大限に発揮し、先行して地域

の実情に合わせた取組を進めていく必要がありま

す。

　先日、熊本市では、中学校部活動を新たな仕組

みで継続していく方向性が示されました。これ

は、地域の実情に合わせて議論され、子供たちの
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実態に向き合った覚悟のある政策だと私は思いま

す。また、熊本市以外でも、南関町と大津町で

は、重点地域における政策課題への対応として、

実証事業に取り組まれています。

　このように、各地域の実情に合わせて地域の取

組が進む中で、熊本県としての役割は非常に重要

であると言えます。その一つは、競技大会の開催

です。

　熊本においては、中体連の大会が開催されてお

り、部活動の地域移行に合わせて、競技大会の仕

組みにも変化が必要になってきています。

　日頃の活動は当然ですが、大会等においては、

地域枠での大会の出場も新たに認められていると

ころではありますが、現状ではまだ学校部活動が

継続しているため、チームによって大会に出場す

る条件に格差がある競技もあり、保護者や児童生

徒から不満の声も聞かれています。

　この条件の格差により、地域移行が進まない要

因にもなっているとの指摘もあります。地域移行

を進めていく上でも、地域から出てくるチームを

しっかりと認めていくことは重要であり、県とし

て早急に対応していく必要があると考えます。

　また、この中学校部活動の地域移行という熊本

のスポーツの大改革は、地域の力とともに、これ

まで熊本のスポーツを牽引していただいているス

ポーツ組織や各競技団体の協力が必要不可欠とな

ります。

　こういうパートナーとなり得る団体があるとい

うことは、熊本の強みであると言えますが、今ス

ポーツが抱える課題は、中学校部活動の地域移行

だけにとどまらず、国スポの在り方、県民体育祭

の開催についても大きな変化を迎えており、熊本

県のパートナーとして現在でも全力で取り組んで

いただいているところでもありますが、現状で

は、地域スポーツクラブや競技団体のマンパワー

も不足し、組織の持つ本来の力が十分に発揮でき

ていないものと思われます。

　そこで、熊本のスポーツの礎とも言える部活動

をよりよく改革していくために、現状での課題を

踏まえ、スポーツ協会や競技団体などとの連携強

化などの取組を含め、県として今後どのように進

めていかれるのか、教育長にお尋ねいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　中学校の部活動は、近

年、少子化の進展や学校における働き方改革など

の観点から、従前と同様の体制では維持運営する

ことが難しくなってきています。

　こうしたことから、県教育委員会では、国の実

証事業等を活用しながら、市町村教育委員会と連

携し、学校単位から地域単位の活動に移行するた

めの取組を進めています。

　しかしながら、部活動の地域移行を進めるに当

たっては、地域クラブが中体連大会に出場する際

の条件整備や子供たちのニーズに合ったスポーツ

活動の受皿づくりなど、様々な課題があるのも事

実でございます。

　そこで、県教育委員会では、県スポーツ協会や

競技団体等と連携しながら、課題解決に向けた取

組を進めています。

　具体的には、これまで学校単位で参加していた

中体連大会は、昨年度から地域クラブも参加でき

るようになりました。現在、県中体連において

は、引き続き、大会への参加条件や生徒、保護者

等への周知方法などの課題について、見直しを進

められているところでございます。

　また、子供たちのニーズに応じた受皿づくりに

ついては、多くの子供たちが勝ち負けを気にせず

活動することができる部活動やスポーツクラブな

ら参加したいと回答しているアンケート調査の結

果なども踏まえ、引き続き、市町村と連携し、ス
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ポーツの楽しさや喜びを味わうことができる地域

クラブ活動の設置を進めてまいります。

　さらに、地域移行を進めるためには、議員御指

摘のとおり、県スポーツ協会や競技団体等との連

携強化は不可欠でございます。現在、県教育委員

会では、県スポーツ協会と連携し、指導者研修会

を開催するなどして、指導者の資質向上を図って

います。

　また、競技団体と連携して、子供たちが将来に

わたってスポーツに親しめるよう、専門的な指導

者の派遣をはじめ、多様なスポーツを体験するた

めの機会の提供や自主的な活動を支えるための動

画コンテンツの作成など、様々な取組を行ってい

ます。

　県教育委員会といたしましては、引き続き、県

スポーツ協会及び競技団体等と課題を共有しなが

ら、部活動の地域移行を含めた、誰もが気軽にス

ポーツに参加できるスポーツ環境の整備を着実に

進めてまいります。

　　〔斎藤陽子さん登壇〕

○斎藤陽子さん　熊本県は、全国で見ても、多く

の市町村が地域移行のモデル事業に取り組んでい

る県であります。今後、各地域があらゆる視点で

部活動の在り方を検討し、多様な環境づくりに取

り組まれるものと思います。御回答いただきまし

た地域との連携とは、県が地域の多様な在り方を

認めて支援していくことだと思います。

　また、中体連の大会については、地域枠を認め

ているとのことでしたが、そもそも枠を設け、チ

ームを区別することが必要なのかどうかについて

も、さらなる議論が必要だと思います。

　勝ち負けにこだわらないからこそ、大会の在り

方には検討が必要であることと同時に、スポーツ

が好きで、上手になりたい、大会で勝ちたいと思

うことが悪いわけではないと思います。もちろ

ん、勝ちにこだわり過ぎて、成長に合わない長時

間の練習や暴力を受けるなど、子供たちが犠牲に

なることは問題であり、決してあってはならない

ことです。

　子供たちの成長の過程で、何かに一生懸命にな

り、仲間ができ、共に泣いたり笑ったりする経験

は貴重であると思います。勝ち負けがあること

で、ますますスポーツに熱を持つ子もいるし、こ

だわらないからこそスポーツを楽しめる子もいま

す。今後の部活動の地域移行には、このような多

様なスポーツの在り方が広く認められるべきだと

思います。

　引き続き、現場の声に耳を傾けながら、全力で

取り組んでいただきたいと思います。よろしくお

願いいたします。

　それでは、次の質問に移りたいと思います。

　半導体関連企業の進出に伴う地域課題について

御質問をいたします。

　１点目です。

　今後の営農継続に向けた取組について御質問を

いたします。

　今年６月の議会答弁の中で、ＴＳＭＣ進出が決

まった2021年10月以降、菊池地域の２市２町で約

164ヘクタールの農地が別の用途に転用されたこ

とが明らかになりました。今後も半導体関連企業

の進出によって農地がさらに減少していくことに

ついて、私は大きな危機感を抱いています。

　この開発による農地そのものの減少は、私の地

元大津町でも大きな課題として取り上げられ、議

論が進められている状況にある一方で、全国的な

農業の課題となっている担い手不足も深刻な状況

であり、大津町では、その両方の側面で、町の基

幹産業である農業とこれからの新たな産業をどう

進めていくかが議論をされているところでありま

す。
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　農家の方々からは、担い手が減少しているこ

と、農地が減少していくこと、耕作放棄地が増え

てきていることなどへの心配の声や農業よりも進

出企業への配慮が優先されているのではないかと

の不安の声が数多く寄せられています。私自身

も、改めて農業と産業のバランスをどう考えてい

くのかということがとても重要であると感じてい

るところです。

　熊本県においては、半導体関連企業の進出に当

たり、農業の振興と企業進出の両立を掲げ、取組

を進められており、企業進出に当たっては、農業

を守る観点から、農林水産部に半導体拠点推進調

整会議を設置し、土地利用調整などを行う一方

で、営農継続支援ＰＴ会議や市町村連絡会議を設

置するなど、まさにベストバランスを目指した取

組が行われているものと思います。

　ここ数年の間に、世界的な半導体企業の進出に

よって巨大な工場が完成し、広大な農地が広がる

景色が一変する様相に、地元住民からは、期待と

不安の両方の意見が聞こえているところでもあり

ます。

　一般的には、これほど大規模な農地をほかの用

途に変えるには、とても長い時間をかけていろん

な手続を得る必要があると思います。その手続の

一つとして、地元市町村での農振除外の手続を行

う必要がありますが、熊本県では、農振除外や農

地転用を行うに当たっては、民間開発のスピード

感も意識し、農村産業法や地域未来投資促進法な

どの特例法を活用した土地利用調整を行っている

と聞いています。

　熊本県において、基幹産業である農業を守って

いくという考え方を基に、農振除外等に特例法を

活用する意義と現在の活用状況を農林水産部長に

お尋ねいたします。

　また、企業進出の影響を受ける農家の営農継続

に向けては、さきに述べた営農継続支援ＰＴ会議

や市町村連絡会議を設置されるとともに、今年の

夏には影響を受ける農業者へのニーズ調査が行わ

れたと聞いており、率先して動いていただいてい

ることは大変ありがたいことであると思っていま

す。

　これらのことを踏まえて、今後、農業者が営農

継続していくためにも、熊本県としてどのような

取組をされるのか、併せて農林水産部長にお尋ね

いたします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　１点目の農業振興

地域の整備に関する法律、いわゆる農振法に基づ

く農用地区域からの除外等に特例法を活用する意

義と現在の活用状況についてお答えします。

　特例法の一つである農村地域への産業の導入の

促進等に関する法律、いわゆる農村産業法は、地

域への産業の導入による農業従事者の就業機会の

確保や、農地や担い手等農業構造の改善に取り組

むことで、農業と産業の均衡ある発展と雇用構造

の高度化を図ることを目的としています。

　産業を導入する区域に農用地を含める場合、市

町村がこの農村産業法を活用し、実施計画を策定

することで、農振法に基づく農用地区域からの除

外への同意や農地法に基づく農地転用の許可につ

いて、特例の適用が可能となります。

　また、周辺の土地の農業上の効率的かつ総合的

な利用に支障が生じないようにすること、面的整

備を実施した農用地を含めないことなどの要件を

満たすよう、地域の実情を踏まえた調整が求めら

れることから、県では、農村地域への産業導入に

関し、同法など特例法の活用を働きかけていま

す。

　あわせて、県では、農用地区域への半導体関連

企業の進出に当たり、一元的相談窓口として半導
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体拠点推進調整会議を設け、企業進出に係る土地

利用調整を行っています。その中で、都市計画法

など関係法令の許認可手続等を並行して進行管理

することで、期間の短縮を図っています。

　このような状況の中、県が同会議を設置した令

和４年12月以降、市町村から、農用地区域への企

業進出に関し、特例法の活用について26件の相談

がありました。このうち、菊池市、合志市、菊陽

町、西原村、益城町で、計７件の農村産業法に基

づく実施計画が策定されています。

　県としては、今後も市町村と連携し、農村産業

法等特例法を活用しながら、農業振興と企業進出

の両立に向け、取組を進めてまいります。

　次に、２点目の今後の営農継続に向けた取組に

ついてお答えします。

　これまで、県では、営農継続支援プロジェクト

チームや市町村連絡会議で情報共有を図りなが

ら、農家と農地のマッチングなど支援を実施して

まいりました。

　代替農地を求められている農家に対しては、貸

借可能な農地の調査を実施した上で、マッチング

や簡易な整備を行い、約4.8ヘクタールの農地を

確保見込みです。

　本年夏には、影響を受ける農家の方々を対象に

ニーズ調査を行った結果、122ヘクタールの代替

農地のニーズを把握しました。これを踏まえ、国

に対し、農地確保対策と畜産農家の営農継続対策

について緊急要望を行ったところです。現在、ニ

ーズ調査の結果を基に、関係市町村や農業団体と

今後の取組について検討、協議を行っています。

　今後のさらなる農地の整備については、整備手

法などの課題を整理し、市町村が策定する地域計

画など、将来の営農の状況や農家、地権者の意向

を丁寧に酌み取りながら、関係市町村と連携し、

検討を進めることとしています。

　さらに、畜産農家の営農継続に向けては、周辺

環境との関係を含め、地域全体の営農環境の整備

が必要なことから、家畜排せつ物の適正処理や利

用方法の検討を中心とした全体構想の策定に係る

予算を今定例会に提案しています。

　このような取組を進めながら、引き続き、西日

本最大の酪農地帯であり、多様な農業生産が展開

されている菊池地域の営農継続を支援してまいり

ます。

　　〔斎藤陽子さん登壇〕

○斎藤陽子さん　半導体産業の集積が進む中で、

基幹産業である農業と産業のベストバランスを

図っていくことは重要であり、大変難しい課題で

ありますが、振興を進めていくという視点で、農

産法の適切な運用に努めていただいていることを

御説明いただきました。

　農産法の目的は、農業と産業の均衡ある発展で

あり、農業振興と企業進出は、一方を立てれば一

方が立たないといった図式で捉えるべきものでは

ないということを改めて認識する機会となりまし

た。

　また、ＰＴ会議や市町村との連携会議、さらに

農家へのニーズ調査にも取り組んでいただき、き

め細やかに対応していただいていることが分かり

ました。

　農家の担い手不足も課題とされておりますが、

私は、実際に農業高校や県立農業大学校を何度も

視察をさせていただき、学生の皆様は、大変幅広

い視野で農業を専門的に学んでおられることを知

りました。熊本の農業を担っていただける人材

に、大変期待をしているところでもあります。

　菊池地域は、酪農をはじめ畜産が大変盛んな地

域であり、稲作はもとより、大津のサツマイモ、

菊陽のニンジンなど、様々な根菜類の宝庫でもあ

ります。菊池地域は、知事が提唱される食のみや
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こ熊本を支える重要な生産拠点です。

　引き続き、農業と産業のベストバランスを追求

しながら、その上で、熊本の誇れる農業を固く守

り抜き、発展させていけるようお力を発揮してい

ただきたく思います。どうぞよろしくお願いいた

します。

　それでは、次の質問に移りたいと思います。

　セミコンテクノパークから東側の渋滞対策と肥

後大津駅周辺のまちづくりについて御質問をいた

します。

　熊本都市圏の渋滞は、政令指定都市で３大都市

圏を除いた中で全国ワーストワンと言われる熊本

市や半導体関連産業が集積して著しく交通量が増

加しているセミコンテクノパーク周辺などでは、

とても重要な問題となっています。

　私は、先日、建設常任委員会の管内視察に地元

議員として参加をいたしました。国が進める中九

州横断道路の工事現場では、高架橋などが設置さ

れる様子を近くで視察させていただき、大規模な

工事が着実に進められていることがよく分かりま

した。

　また、県が進める空港とセミコンテクノパーク

のアクセスを強化する県道新山原水線の現場で

も、令和８年度の供用開始に向けて、豊肥本線を

またがる橋梁の工事が進められていました。

　そのほかにも、大津植木線の多車線化、合志イ

ンターアクセス道路などについても整備状況の説

明を伺い、セミコンテクノパーク周辺の交通アク

セスの整備は着実に進められていることが分かり

ました。

　セミコンテクノパークから東側に位置する大津

町においても、交通渋滞は大きな課題であり、県

が多車線化の整備を進める大津植木線とともに、

大津町では、これに接続する三吉原北出口線の４

車線化を表明しました。さらに、南北方向の新た

な町道も整備することを掲げています。

　私としては、中九州道路を軸とした幹線道路ネ

ットワークの将来像がしっかりと示されており、

県においても、国の交付金を活用して道路整備を

集中的に進められるなど、交通環境が大きく改善

されていくものと、大変期待をしているところで

あります。

　しかしながら、私の地元大津町では、ＴＳＭＣ

の進出公表を契機として、国道57号線沿い、325

号線沿いなどに多くのマンション、ホテルの建設

や開発の申請が急増しており、企業進出や住宅開

発申請も加速しています。

　セミコンテクノパーク周辺から東側において

も、これまでにないような車の増加を目の当たり

にして、交通渋滞の影響を受ける住民からは、幹

線道路やその周辺の交通渋滞がひどいので何とか

してほしい、将来的に企業や住宅の建設が進む

と、さらに渋滞が加速するのではないかと心配だ

など不安の声も多く寄せられ、深刻な課題となっ

ています。

　また、町の交通の拠点になっている肥後大津駅

の周辺では、駅から左右２か所の踏切がボトルネ

ックとなっていて、朝夕の混雑もひどい状況で

す。

　公共交通であるＪＲ利用者も急増している中、

肥後大津駅北口の県道停車場線においては、通学

や通勤の時間帯に送迎車が連なり、駅周辺が混雑

している状況であり、それにつながる県道大津植

木線についても渋滞が増えています。

　このような状況から、大津町においては、肥後

大津駅周辺まちづくり計画の策定作業なども進め

ており、また、10月からは、町や本田技研工業が

連携した通勤バスの運用も開始されるなど、渋滞

解消に向けた取組も進めているところですが、今

後も交通量がさらに増えることが予想される中、
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地元住民の不安は募るばかりです。

　そこで、土木部長に２点お尋ねいたします。

　１点目は、今後も人口の増加や半導体関連企業

の進出によって渋滞がさらに激しくなることが予

想されますが、セミコンテクノパークから東側の

地域における将来を見据えた渋滞対策について、

道路整備の状況と今後の取組についてどのように

考えているのかをお尋ねいたします。

　２点目は、肥後大津駅周辺のまちづくりについ

て、駅周辺には県道大津植木線や大津停車場線も

あり、県と町が連携して取り組んでいくことが重

要だと思っています。

　将来的に、肥後大津駅は、阿蘇くまもと空港と

つながり、重要な拠点となります。交通結節点と

しての機能強化やにぎわいの創出のための強化な

ど、取り組むべき課題はたくさんありますが、そ

の中でも、歩行者や車などが安全、安心して円滑

に移動できるような道路整備など、町とともにど

のように取り組んでいかれるのか。

　以上、土木部長にお尋ねいたします。

　　〔土木部長宮島哲哉君登壇〕

○土木部長(宮島哲哉君)　まず、セミコンテクノ

パークから東側の渋滞対策についてお答えしま

す。

　この地域においては、企業の立地に加えて住宅

開発が急速に進展しており、朝夕の通勤時間帯を

中心に、国道325号や県道大津植木線、町道三吉

原北出口線などの幹線道路や市街地の道路で交通

渋滞が発生しています。

　このため、県では、新たな交通需要に対応する

将来の基幹的な道路ネットワークの中から、県道

新山原水線のバイパスや県道大津植木線の多車線

化などを優先的に取り組んでおり、特に渋滞の著

しい室北交差点では、町道三吉原北出口線の約

250メートルの整備も、県道大津植木線と一体的

に進めております。

　現在、県道新山原水線は、令和８年度の供用に

向けて、ＪＲ豊肥本線をまたぐ橋梁工事を行って

おり、県道大津植木線は、９月に都市計画事業の

認可を受け、10月からは用地契約を進めていると

ころです。

　これらの県道整備に加えて、国が進める中九州

横断道路の整備や大津町が行う三吉原北出口線の

４車線化により、市街地内を目的としない通過交

通が幹線道路に転換する効果も期待されます。

　セミコンテクノパークから東側の渋滞解消に向

けては、事業中の道路整備に全力で取り組むとと

もに、中九州横断道路の整備促進や町道三吉原北

出口線整備への技術的支援について、国、県、地

元自治体と連携して、しっかりと取り組んでまい

ります。

　次に、肥後大津駅周辺のまちづくりについてお

答えします。

　肥後大津駅は、中心市街地のほぼ中央に位置し

ており、北口と南口は、それぞれ都市の骨格とな

る県道大津植木線と国道57号に近接しています。

このことに加え、空港アクセス鉄道との結節も計

画していることから、今後、さらに交通結節点と

しての機能、役割が高まっていくことが期待され

ます。

　しかし、北口は、県道大津停車場線につながる

駅前広場が手狭であり、駅周辺のアクセスを担う

県道大津植木線も、歩道が未整備で、主要交差点

に右折車線がないなど、中心市街地の幹線道路と

しての機能が不足しております。

　このため、議員御指摘のとおり、通学通勤の時

間帯は駅周辺が混雑し、大津植木線の渋滞原因と

もなっております。

　このようなことから、大津町では、住民参加型

の肥後大津駅周辺まちづくり会議を設置し、町の



－ 95 －

令和６年11月定例会　熊本県議会会議録　第４号（12月６日）

中心拠点としての機能を高めるための検討が進め

られています。

　現在、ウォーカブルな歩行空間や駅前広場の整

備、駅へのアクセス道路の改良、町なか駐車場の

設置などについて議論されており、今後、具体的

な方向性が示される予定でございます。

　この取組は、交通結節点としての交通円滑化や

乗換え機能の向上、生活利便性の高い地区への居

住誘導など、県が都市計画区域マスタープランに

定めたコンパクトなまちづくりに即したものとな

っております。

　また、市街地の内外で急速に土地利用が進展し

ている状況も踏まえて、県では、構想の検討段階

からまちづくり会議に参加するなど、まちづくり

計画策定の促進を図ってきたところです。

　今後も、県道の区域となる北口駅前広場やアク

セス道路計画について、地区内の土地利用や市街

地の整備計画と整合を図り、安全、安心で快適に

利用できる公共空間となるよう、大津町と連携し

て検討を進めてまいります。

　　〔斎藤陽子さん登壇〕

○斎藤陽子さん　渋滞対策について、具体的に大

変詳しく御説明をいただきました。

　今月よりＴＳＭＣの第１工場が本格稼働し、第

２工場の建設も進んでいきます。また、関連企業

の集積も加速する中で、交流人口の予測は流動的

であると考えられます。

　こうしたことを背景に、今後、予想以上に人が

増え、渋滞がますます深刻化する懸念もありま

す。今ある渋滞を解消するだけでなく、今後の発

生を予見した上での早めの対策、見逃しのない迅

速な対応をお願いしたいと思います。

　また、まちづくりについては、御答弁をいただ

いたとおり、今後、大津町がより具体的に駅を中

心とした方向性を示していく中で、熊本県との連

携が重要となってまいります。交通への影響や再

開発などの事業手法や手続、都市計画に関わる様

々な課題など、引き続き町への情報提供や技術的

支援をよろしくお願いしたいと思います。

　また、北口駅前広場とアクセス道路について検

討を進めるという大変ありがたい答弁をいただき

ました。肥後大津駅周辺が、多くの観光客でにぎ

わい、地域に愛される町となるよう、引き続き町

と連携して取り組んでいただきたいと思います。

　最後の質問になります。

　空港アクセス鉄道の開業に向けた肥後大津駅の

役割について御質問をいたします。

　肥後大津駅と阿蘇くまもと空港を結び、豊肥本

線からも乗り入れ可能となる空港アクセス鉄道計

画が、令和４年に整備方針として決定をされまし

た。

　熊本県においては、空港アクセス鉄道概略設計

や費用対効果などについて、有識者から意見を聴

きながら事業推進を図られるのと併せて、環境ア

セスメントや都市計画決定に向けての手続も進め

られているところであります。

　現在、セミコンテクノパークへの最寄り駅を有

する菊陽町においては、半導体企業集積に伴う経

済発展や人口増加に対応するための区画整理事業

を計画され、新たな交通拠点となる新駅を整備さ

れる予定です。

　一方、大津町においては、空港の最寄り駅であ

るＪＲ肥後大津駅の取組として、2011年10月に、

空港と駅を結ぶ空港ライナーが試験運行を開始

し、これまで多くの皆様に御利用をいただいてい

るところです。

　また、2017年３月には、熊本県と協力し、ＪＲ

肥後大津駅が熊本空港の最寄り駅としての機能を

強化していくために、阿蘇くまもと空港駅との愛

称が付与され、県外、海外の方にも広く知られる
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ようになりました。

　さらに、昨年３月には、くまモンの秘密基地を

コンセプトにした観光施設くまモンベースが駅南

口にオープンし、駅の機能だけではなく、観光資

源としても活用されていることなど、駅を中心と

する活性化の取組を行ってきました。

　大津町独自でも、駅の機能向上に資する取組と

して、ＪＲに請願し、肥後大津駅南口を開設し、

その改札口運営のために年間1,000万円を拠出し

ています。

　南口は、空港からの二次交通の拠点として、機

能向上に向けたハード整備も行い、タクシー、空

港ライナー、阿蘇や大分に向かうバスの乗降口で

もあります。さらに、北口においても、菊池や山

鹿方面への路線バスや本田技研と結ぶシャトルバ

ス、タクシーの乗降口、駐輪場も備えるなど、こ

れまで町が所要経費を支出して駅の改良を進めて

きた経緯もあります。

　大津町では、肥後大津駅が阿蘇くまもと空港と

結ばれることにより、今後多くの利用増が見込ま

れるとして、駅周辺の活性化や駅の機能強化につ

ながるよう、地元住民と意見交換をしながら将来

ビジョンの検討を行っており、都市計画マスター

プランの改定も進めています。

　そのような中、県からは、いまだ空港アクセス

鉄道に関する具体的なルートも示されておらず、

肥後大津駅の将来の姿が描きづらい状況でありま

す。

　今後、肥後大津駅が熊本県にとって空の玄関口

の重要な拠点となるよう、県と町は連携協力し

て、駅の役割や機能、ふさわしいデザインなどに

ついてＪＲ九州と協議を行い、早い段階で具体的

に計画を示していくべきではないでしょうか。

　先ほど土木部長へも質問をさせていただきまし

たが、肥後大津駅周辺の交通結節点としての機能

強化やにぎわいの創出のための強化など、積極的

に取り組んでいく必要もあると思います。

　空港アクセス鉄道は、都市計画の手続を今後進

められるとは聞いていますが、それとは別に、地

元において、空港アクセスの主要な結節点として

肥後大津駅を中心としたまちづくりを進めるため

にも、肥後大津駅に求めるその役割についてどの

ようにお考えか、企画振興部長にお尋ねいたしま

す。

　　〔企画振興部長富永隼行君登壇〕

○企画振興部長(富永隼行君)　ＪＲ豊肥本線の肥

後大津駅は、地元住人の通勤通学や国内外からの

阿蘇方面等の観光地へのアクセス、さらには、Ｊ

ＡＳＭをはじめとした半導体関連企業の活動にお

ける利用など、様々な場面で多くの人々が行き交

う場と考えています。

　この重要な交通結節点である肥後大津駅の拠点

性を生かすためにも、県では、定時性、速達性、

大量輸送性に優れた阿蘇くまもと空港へのアクセ

ス鉄道整備と半導体関連企業の集積を踏まえたＪ

Ｒ豊肥本線の輸送力強化の実現に向けた取組を進

めております。

　ＪＲ豊肥本線の輸送力強化については、先日、

車両の増結、運行本数の増加による輸送力の強化

等の実施について、ＪＲ九州に対して要望を行っ

たところです。

　肥後大津駅周辺に目を向けますと、阿蘇くまも

と空港においては、国際線で５路線、週43便の就

航が決定し、今後さらなる航空旅客数の増加が見

込まれます。

　空港旅客数の増加に合わせ、肥後大津駅南口を

発着する空港ライナーも着実に利用者を伸ばして

おります。また、10月には、空港内にそらよかエ

リアも開業し、にぎわいを見せております。

　これらのことから、阿蘇くまもと空港と空港ア
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クセス鉄道でつながる肥後大津駅は、国内外から

より多くの人々が集う広域の交流拠点として、熊

本都市圏東部における交通の要所となる役割が求

められます。

　このため、地元大津町は、肥後大津駅周辺のま

ちづくりに向けて、今年度内に基本計画の策定を

目指しています。

　基本計画に基づき、二次交通の充実化や魅力的

なまちづくりを行うことにより、駅利用者の利便

性の向上が図られ、周辺地域の活動や交流の活発

化による経済の活性化も図ることができると考え

ます。

　県としましては、地元自治体との連携を深め、

肥後大津駅の拠点性向上を目指し、空港アクセス

鉄道整備、そしてＪＲ豊肥本線の輸送力強化の実

現に向けて、取組を着実に進めてまいります。

　　〔斎藤陽子さん登壇〕

○斎藤陽子さん　肥後大津駅の持つポテンシャル

について、アクセス鉄道の開業を見据えた角度か

ら御説明をいただきました。

　灯台下暗しの例えがあるように、地元にいなが

らも、地域資源の魅力や可能性に気づかないため

に、まちづくりに向けた議論が深まらない場合も

あります。今回、富永企画振興部長より、肥後大

津駅の拠点性向上、豊肥本線の輸送力強化を進め

るという御答弁をいただきましたことに、大変心

強く思っております。

　空港アクセス鉄道の開業に向けて、より具体化

していくために、これからも県からの助言や必要

な情報の提供を引き続きお願いしたいと思いま

す。

　皆様の御協力によりまして、私の一般質問、ど

うにか無事に時間内に終わることができました。

富永部長、ありがとうございました。

　今後も、ふるさと熊本県のために、皆様ととも

に全力を尽くしてまいりたいと思います。

　御清聴ありがとうございました。(拍手)

○議長(山口裕君)　この際、５分間休憩いたしま

す。

　　午前10時59分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午前11時10分開議

○議長(山口裕君)　休憩前に引き続き会議を開き

ます。

　西聖一君。

　　〔西聖一君登壇〕(拍手)

○西聖一君　おはようございます。熊本市第一選

挙区・会派立憲民主連合の西聖一でございます。

　本日で通算27回目の質問となりますが、今年度

は、６月に続いて２回目となります。前回、代表

質問ということで木村知事に多くの答弁をいただ

きましたので、今回は知事にお休みをいただい

て、各担当部長に答弁をいただきたいと思いま

す。議会答弁に忙しい知事にとって、至福の１時

間となれば幸いです。もちろん、質問内容には知

事に答えていただきたい点もあるのですが、その

点は後日感想をいただければと考えております。

　さて、今回の質問に当たって、10月の衆議院選

挙後１か月余りしかなく、慌ただしい中ではあり

ましたが、いろいろ考えているうちに質問項目が

７項目にもわたりましたので、早速通告に基づい

て質問をさせていただきます。

　まず、カスタマーハラスメント対策についてで

す。

　ハラスメントにも様々ありますが、近年、カス

タマーハラスメントが話題となり、県庁職員にも

大きく関係がありますので、その対策についてお

尋ねします。

　特に、窓口業務や電話対応において、この問題

は深刻化しているようです。自治労の調査では、
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１万9,000人に配布して１万4,213人から回答があ

り、過去３年間に住民から迷惑行為や悪質クレー

ムを受けた人は46％いるとなっています。職場と

しては、生活保護で76.8％、児童相談所で61.4％

と際立っています。

　実際に、長時間にわたって悪質なカスハラを受

けた職員は、出勤したくないという気持ちを抱く

ようになり、眠れなくなったという精神的な問題

が出ています。中には、休職や退職に追い込まれ

てしまう職員もいるなど、厳しい状況がうかがえ

ます。

　また、私も、県庁の若い職員から、知事や議員

に対する批判が話題となると、県民からのクレー

ム電話対応で30分以上、場合によっては１時間近

く電話にかかりきりになり、ただでさえ人員が少

なく業務が多忙になっている中で、どうにかなら

ないのだろうかという相談も受けています。

　これは、本県だけではなく、各自治体職場も同

様であり、既に対応している事例があります。例

えば、福岡県では、直近の２年間の職員アンケー

ト調査結果を受けて、カスタマーハラスメント防

止に対する取組を今年の４月から始めています

し、東京都や北海道では、カスタマーハラスメン

ト防止条例を定めて、令和７年４月から施行する

とされています。

　本県では、熊本市でカスタマーハラスメントに

ついて議会で取り上げられ、対応に着手をされて

いると伺っていますし、山鹿市では、今年の４月

から、職員の名札表記について、顔写真及びフル

ネームから名字のみへの改善を行っています。

　東京都の条例を調べてみましたが、カスタマー

ハラスメントの定義に苦慮している点がうかがえ

るものの、都民に理解を得て都庁職員のカスタマ

ーハラスメントの改善に取り組まざるを得ない状

況を鑑みると、先ほどの県内事例も挙げました

が、県庁の職場環境改善のために、同様に取り組

むべきではないでしょうか。

　そこで、職場の実態をどう捉えているのか、ま

た、他県、市の改善事例を踏まえ、カスタマーハ

ラスメントに対して今後どのように対応していく

のか、総務部長にお尋ねいたします。

　　〔総務部長小金丸健君登壇〕

○総務部長(小金丸健君)　県職員へのカスタマー

ハラスメント対策についてお答えします。

　職員に対する人格否定などの暴言や侮辱、明ら

かに妥当性を欠く要求を行うなどのいわゆるカス

タマーハラスメントについては、その対応により

業務の遅延を余儀なくされるなど、適切な職務遂

行の妨げになるとともに、職員の健康にも悪影響

を及ぼしかねないものと認識しています。

　県民からの要望や苦情等に対し、職員が丁寧か

つ誠実な対応に努めることは大前提ですが、質の

高い県民サービスを提供していくためには、カス

タマーハラスメントから職員を守り、働きやすい

職場をつくっていくことが不可欠と認識していま

す。

　昨年９月、知事部局の全所属に対し、電話応対

に苦慮しているケースを把握するための実態調査

を行いました。

　この調査では、複数の所属から、同じ主張の繰

り返しによる長時間の拘束や暴言など、カスタマ

ーハラスメントと考えられる事例が上げられまし

た。

　また、本年９月には、知事部局の職員を対象

に、電話応対以外を含め、より詳細なアンケート

調査を実施しました。

　この調査については、現在取りまとめ中です

が、本庁、出先機関を問わず、様々な所属におい

て、職員がカスタマーハラスメントに悩んでいる

実態が見えてきたところです。



－ 99 －

令和６年11月定例会　熊本県議会会議録　第４号（12月６日）

　今後、この結果を分析した上で、他県の取組も

参考にしながら、例えば、対応マニュアルの整備

や電話の録音告知機能設備の導入など、組織的、

効果的にカスタマーハラスメントから職員を守る

対策について、検討を進めてまいります。

　　〔西聖一君登壇〕

○西聖一君　総務部長の答弁にありましたとお

り、県庁職員に対するアンケート調査や当面の対

策を伺い、改善が進むことを期待いたします。

　最近は、様々なハラスメントが取り上げられ、

人事管理担当部局もその対応に苦慮することが多

くなりました。

　今回取り上げたカスタマーハラスメント問題

は、本来であれば、県民からの県庁業務への利便

性の向上や職員の気づかない点などへの指摘であ

り、より県民に寄り添う業務改善に結びつく結果

となるべきところですが、最近はとにかく一方的

に文句や言いがかりをつける県民が増えており、

本来業務に支障を来していることが問題だと考え

ます。

　職員も生身の人間ですから、幾ら仕事上のこと

とはいえ、クレーム対応にも一定の限度があると

思います。今回は県庁内で一定程度の対策を設け

ますが、今後は、他県と同様に、カスタマーハラ

スメント防止の条例を定めることが求められるか

もしれません。

　私は、そうならないように、県民にもカスタマ

ーハラスメントに対する良識ある理解も求めてい

かなければならないのではと申し添えて、次の質

問をさせていただきます。

　指定管理者制度における人件費等の見直しにつ

いてです。

　ロシア・ウクライナ戦争に端を発した小麦や石

油の物資不足に加えて、急激な円安が加わり、輸

入に頼る日本は、原材料費の価格高騰から、現在

大変な物価高となっています。

　この物価高対策のために、政府は、電気代やガ

ソリン代の補助金を出していますが、これがなく

なると、さらなる物価高になることが論議され、

その対策に追われています。

　また、日本は、世界経済から30年間遅れている

とやゆされ、賃金水準が世界より下回っているこ

とから、政府を挙げて賃金の上昇政策に取り組ん

でいます。

　この政府の姿勢を受けて、賃金が上がりやすい

ように、製品等の適正価格への転嫁の取組を、経

団連や連合を中心とした労働組合団体も取り組ん

でいるところです。

　さて、公務員の賃金は民間準拠で、若干民間か

ら遅れるものの、人事院や人事委員会の勧告の

下、賃金上昇の流れに同調していますが、公共サ

ービスを提供している指定管理者制度下での職員

の賃金は、その流れに乗りにくいという話を伺っ

ています。

　具体的に申し上げると、県、市のスポーツ施設

や県立劇場、県立美術館等は、官から民への行革

推進の中で指定管理者制度が導入され、３年、５

年等の期間を定めた指定管理者の公募が行われ、

運営されるようになりました。

　この制度導入により、これまで働いていた職員

の雇用環境は不安定なものとなることから、私

は、指定管理期間の延長をして職員の雇用安定に

資するよう議会で取り上げたところであり、結果

として、３年の指定期間から、５年、10年と指定

期間が延長になったところもあります。

　しかしながら、期間中の人件費等管理運営費

は、公募時点での判断となるため、管理指定後、

近年のような急激な物価高による経済動向の変化

があると、賃金や光熱費の上昇が経営を圧迫する

ので、そこで勤務している職員の賃金上昇はなか
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なか厳しいと伺っています。

　また、継続して指定を受ける管理者が多いと思

いますが、勤務年数等の職員の賃金のベースアッ

プ分を見込むことで、人件費は自然に増加しま

す。

　公募の目的は、事業が適切に処理され、できる

だけ安価であることが望ましいところも採択の大

きなポイントです。そのため、運営経費、特に人

件費や一般管理費を抑えることが採択に大きく関

わってきます。

　しかし、低賃金で人件費を抑えた新たな管理者

が公募で入札を落札しても、事業継続困難で、指

定管理期間を満了せずに撤退する管理者も各地で

見られるようになってきました。

　このようなことから、安定的な指定管理制度の

運用のため、経済の激変緩和措置として、人件費

等は毎年見直しを行い、当初契約金の見直しがで

きるような仕組みや協定を導入して、指定管理者

の努力だけではなく、自治体側も配慮することが

必要ではないかと考えます。

　聞くところによりますと、国交省では、資材単

価表を基に毎年の見直しができているようです。

総務省や文科省関係の指定管理機関の関係では、

その点が十分機能できていないのではないかと思

いますので、改善に向けて、指定管理者制度を所

管する総務部長にお尋ねをいたします。

　　〔総務部長小金丸健君登壇〕

○総務部長(小金丸健君)　本県の指定管理者制度

における人件費等の取扱いについてお答えしま

す。

　指定管理者が安定的に施設の管理運営を行うた

めには、県が支払う管理運営委託費として、必要

な経費を適切に算定することが重要であると考え

ています。

　そのため、指定管理者の募集に当たっては、直

近の民間給与実態調査や企業物価指数の伸びなど

を踏まえ、管理運営委託費の上限となる基準価格

を設定しています。

　このように、直近の物価変動の動向等を踏まえ

た基準価格を設定していることや民間の能力を活

用した施設管理運営の観点から、指定期間中に物

価変動に伴う経費が増加した場合のリスク分担に

ついて、物価の上昇、下落にかかわらず指定管理

者が負担するものとして募集し、指定管理者の選

定後に協定書を締結しています。

　一方、議員御指摘のとおり、近年の急激な物価

高騰により、施設の管理運営に支障が生じる事例

があることも事実です。

　本県では、災害等の不可抗力により、あらかじ

め定められた管理業務以外の経費が増加するなど

の特殊事情が発生した場合には、県と指定管理者

で協議の上対応する取扱いとしています。

　実際に、昨年度には、最大の利用料金値上げを

行ってもなお光熱費が不足する指定管理者に対

し、必要な支援を行ったところです。

　今後とも、物価変動の動向を的確に捉えた基準

価格を設定するとともに、指定管理者の管理運営

の実態把握に努め、その運営状況を踏まえた物価

変動に伴うリスク分担の在り方について検討して

まいります。

　　〔西聖一君登壇〕

○西聖一君　総務部長から、人件費のリスク分担

は、物価の上昇、下落にかかわらず、指定管理者

が負担するものとして募集をし、協定書を締結し

ているとありましたが、今回の質問で、実態を踏

まえ検討していただけるということなので、関係

職場において早急に対応ができることを期待した

いと思います。

　官から民への流れは、決して間違いではなかっ

たと考えますが、指定管理職場は利益を追求でき
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ないために、管理運営費の人件費確保が厳しいと

いう話は以前からありました。

　これまでは、労働力が過剰な時代であり、低賃

金でも一定人員の確保ができていましたが、物の

本によりますと、人口減少社会の中、これからの

企業は、働き方の改革や賃金のアップをして、い

かに労働者を確保していくのかということが大き

な業務管理のテーマになっているようです。

　公務員や公共サービスの職場も同様で、ＡＩや

ロボットによる人員削減が可能だとしても、業務

に精通した職員が確保できなければ業務が回らな

いわけですから、適正な賃金水準を保つこともこ

れから重要だと考え、今回の質問に至ったところ

です。

　国のほうでも、一般経費に指定管理者制度分の

賃金上昇分の予算枠を一定程度確保している国会

答弁もありますので、県もその点を踏まえて、今

後も指定管理制度の運用を行っていただきますよ

うお願いいたします。

　次に、食のみやこ推進局の取組についてお尋ね

いたします。

　この10月に、木村知事のマニフェストを具現化

するために、商工労働部と農林水産部による共管

局として、食のみやこ推進局が設置されました。

農林水産県として全国に誇る熊本の農林畜水産物

をさらにブラッシュアップして、県経済の発展に

寄与するものと、その成果が期待されます。

　そこで、私からは、推進局の取組に当たって、

次の２点について質問をしたいと考えています。

　まず１点目は、食の都と呼ばれる国の都市と連

携した取組の考えはあるかということです。

　他県での取組を調べてみますと、京都の丹後に

ある丹後王国「食のみやこ」がインターネットで

は一番にヒットします。これは西日本一の規模を

誇る道の駅ですが、このような施設を造ること

は、本県の目指すものとは異なると思います。

　参考になるのは、鳥取県の取組です。鳥取県で

は、平成20年から食のみやこ鳥取県推進サポータ

ー制度を導入し、地産地消をはじめとした様々な

事業を展開していますが、令和５年にはバージョ

ンアップして、食パラダイス鳥取県として取り組

まれているようです。

　本県も、基本的には鳥取県の取組と類似してく

ると考えますが、私は、本県の独自性を出すため

に、さらに世界の食の都と連携する事業に取り組

んではと提案をいたします。

　先日、中国四川省の成都農業科技職業学院大学

校からの視察一行が県農業大学校を訪れた際、意

見交換を行いました。

　その中で、中国側から、熊本県知事は農業施策

にどれほどの力を入れているんですかという質問

があり、私のほうから、今年度からは食のみやこ

熊本とうたって農林水産業振興に力を入れていき

ますと答えたところ、成都も三国志の時代から食

の都とうたわれていますという返事をいただき、

それではこれから食の都つながりの交流もできそ

うですねという意見交換を行ったところから、先

ほどの提案に至ったところです。

　ちなみに、世界の食の都はどんなところがある

のか調べてみましたが、フランスのリヨン、スペ

インのサンセバスチャン、ベルギーのブリュッセ

ルなどヨーロッパをはじめ、タイのバンコク、オ

ーストラリアのメルボルン、アメリカの各都市な

ど、有名都市がずらりと並びます。

　そういう都市と熊本が連携し、肩を並べるぐら

い著名となり、インバウンド効果をもたらすよう

になれば、知事の目指すところに近づくのではな

いかと私は考えているところです。

　２点目は、農林畜水産物や県産酒などの県産品

を、国内外の流通販売業者や飲食店等に対しての
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売り込みをどのように取り組んでいくのかという

ことです。

　今回、農林水産部と商工労働部の共管局である

食のみやこ推進局は、これまでも販路拡大を支援

してきた流通アグリビジネス課と販路拡大ビジネ

ス課を所管しています。

　これまでも、両課において、国内外の量販店や

百貨店などで、熊本フェアや商談会、ＰＲイベン

トなどを実施し、農林畜水産物や食品加工業者の

販路拡大につなげてきたと思いますが、今回、食

のみやこ推進局が共管局になったことから、さら

なる販路拡大につながる取組を期待しているとこ

ろです。

　以上の２点を、新たに食のみやこ推進局長とな

った辻井局長に、今後の取組についてお尋ねいた

します。

　　〔食のみやこ推進局長辻井翔太君登壇〕

○食のみやこ推進局長(辻井翔太君)　まず、１点

目の食の都と呼ばれる国の都市と連携した取組に

ついてお答えさせていただきます。

　議員御紹介のとおり、世界には、中国の成都や

スペインのサンセバスチャン、また、フランスの

リヨンなど、食の都と呼ばれる都市が多数ござい

ます。

　例えば、スペインのサンセバスチャンは、人口

18万人の地方都市であるものの、観光客を呼び込

もうと、地域ぐるみで食に関するレシピ共有や料

理研究など、食のレベルを上げる取組を行った結

果、近年では、ヨーロッパの美食の都と称され、

世界中から多くの観光客が訪れる場所となってお

ります。

　国内におきましても、千葉県や三重県の市や町

において、サンセバスチャンのような食をテーマ

としたまちづくりを進めているように聞いており

ます。

　国内外でも様々な食の都への取組がある中で、

今後、当局におきましては、本県の特徴を生かし

た食のみやこ熊本県の創造に向けたビジョンを策

定する予定です。

　海外との連携も重要であると認識しております

ので、このビジョンの策定の過程において、既に

熊本県として連携を行っておりますフランスのデ

ィジョンメトロポールを含めて、国内外の取組を

しっかり分析し、各都市との連携の可能性を検討

してまいります。

　次に、２点目の農林畜水産物や県産酒など県産

品の国内外における流通販売業者や飲食店等への

売り込みに関する取組についてお答えさせていた

だきます。

　国内におきましては、これまで、大都市圏にお

いて、関係機関と連携した知事トップセールスや

ホテルでのレストランフェア、全国の食品流通業

界バイヤーが参加する商談会への出展支援、ま

た、大阪・梅田や福岡・天神といった百貨店と連

携した大規模な熊本フェアなどに取り組んできた

ところです。

　その結果、百貨店や量販店での継続販売や飲食

店での新規取引など、大都市圏における県産品の

販路拡大において、着実に成果を上げています。

　また、海外におきましては、輸出のハードルが

比較的低い香港やシンガポールを中心に県産品の

輸出促進に取り組んでまいりました。

　その結果、昨年度の農林畜水産物等の輸出額は

122億4,000万円となり、11年連続で過去最高を更

新、同年度の輸出目標額であった110億円を達成

したところでございます。

　今後は、香港などでの日本産品の競争激化等を

踏まえ、これから輸出拡大が見込める新たな輸出

先の開拓などにも取り組んでまいります。

　当局では、食のみやこ熊本県の創造に向けて、
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農林水産部と商工労働部のノウハウやネットワー

クを相互に活用することで、農林畜水産業から食

品加工業まで、食を切り口に、一体的かつ広がり

をもって国内外へ販路拡大ができるよう、相乗効

果を最大限発揮してまいります。

　　〔西聖一君登壇〕

○西聖一君　一般質問の初日、松田議員からの今

後の取組の姿勢の質問に対して、皿を割っても積

極的に取組を行うと回答されたとおり、辻井局長

から積極的な答弁をいただいたと思います。

　これから有識者会議を設け、ビジョンを策定さ

れるそうですが、答弁にありましたように、私か

らの提案もぜひとものみ込んでいただければあり

がたいと思います。

　また、昨日、ユネスコで伝統的酒造りが無形文

化遺産に登録されたことは、海外に向けての県産

酒の販売促進に大変な追い風になりましたので、

しっかりこれも活用していただきたいと思いま

す。

　ただ、食のみやこ熊本の実現は、すばらしい素

材と豊富な生産量の農畜産物があってのことで

す。今後の本県農林水産業の担い手の減少の状況

は、その点からすると心細いものがあります。

　そのため、県農政の生産対策では、担い手不足

を補うため、ＡＩやロボット、大型機械等の最先

端技術を導入することにも取り組んでいますが、

その導入費用は大変な額であり、家族農業が主体

の中小規模農家にとっては、なかなか手が出ませ

ん。

　もしそのような先端技術機械等が導入しやすい

価格帯であれば、生産者はすぐにでも利用するで

しょう。また、機械メーカーも、ニーズに応えら

れるような販売価格とするためには、技術開発費

や材料費の負担を抑える必要がありますが、農林

水産省の予算枠も乏しい中、そこまで補助金が行

き渡らないのが現状です。そのため、経済産業省

の補助金をうまく活用できないかなと私は考えて

います。

　今回、食のみやこ推進局の辻井局長は、経済産

業省の出身と伺っていますから、国の予算をうま

く活用できる体制を構築できるものと期待をして

おりますので、よろしくお願いいたします。

　次に、マンガ県くまもとの取組の現状と今後の

展望についてお尋ねいたします。

　このテーマでは通算８回目となりますが、私の

政策テーマとしていますので、今回もその取組等

についてお尋ねをいたします。

　私は、2010年の議会質問において、漫画『ONE 

PIECE』をはじめとする本県出身の著名な漫画家

がいかに多いのかということを紹介し、本県の活

性化に生かせるのではないかということを前蒲島

知事に質問させていただいたことがきっかけで、

今日のマンガ県くまもとの取組が進んできたもの

と認識しています。

　既に14年が経過しましたが、この間、2016

年の熊本地震からの復興を契機に、漫画『ONE

PIECE』の作者、尾田栄一郎さんをはじめ、多く

の関係者の協力や尽力もあって、フィギュアやコ

ラボ商品の販売、清和文楽や南阿蘇鉄道とのコラ

ボなど、様々な取組が展開されていることを大変

うれしく思います。

　県庁プロムナードの『ONE PIECE』ルフィの銅

像は、2018年11月に建立され、６年経過しまし

た。多くの外国人観光客や家族連れでの写真撮影

を目にしているところです。

　また、本県出身の緑川ゆきさんの原作で、人吉

をモデルにしたアニメ「夏目友人帳」があります

が、今、そのモデル地周遊で、人吉を中心とした

観光ブームが起きていると伺っています。令和２

年の水害で被害を受けた人吉・球磨地域の復興に

年の熊本地震からの復興を契機に、漫画『ONE
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も寄与するとして、県行政も様々な取組をした結

果ではないかと思います。

　さらに、｢クレヨンしんちゃん」と連携して、

熊本県、埼玉県、秋田県と３県共同の事業を展開

していると、前回の質問でも答弁をいただきまし

た。

　以前から、私は、アニメコンテンツ課設置を提

唱してきましたが、令和４年度にコンテンツ推進

班ができ、今回の組織改正により観光国際政策課

から観光振興課に所管が移ったことで、他の観光

施策とも連携して、さらに事業展開が進むものと

期待しております。

　そこで、｢ONE PIECE』｢夏目友人帳」｢クレヨン

しんちゃん」という熊本ゆかりの漫画・アニメコ

ンテンツの活用状況とその成果、今後の展望につ

いて、観光文化部長にお尋ねいたします。

　　〔観光文化部長倉光麻里子さん登壇〕

○観光文化部長(倉光麻里子さん)　まず『ONE

PIECE』についてお答えします。

　熊本地震からの創造的復興を後押ししてきた

ONE PIECE熊本復興プロジェクトでは、県内各地

に設置した麦わらの一味の銅像を起点とする周遊

観光促進に取り組んでおり、国内外から数多くの

観光客が訪れています。

　先日、ナビタイムジャパンから発表された外国

人観光客の周遊動態分析調査では、コロナ前の

2019年度と昨年度の比較において、ジンベエ像が

ある宇土市は7.33倍、サンジ像がある益城町は

6.75倍など、銅像が設置された９市町村に来訪す

る外国人観光客が軒並み増加していました。結

果、都道府県別の増加率でも、本県が全国１位を

記録し、改めてコンテンツの力を感じたところで

す。

　また、２日には、阿蘇くまもと空港のコンコー

ス壁面に、縦５メートル、横18メートルの大きな

イラスト「大海賊百景」を設置させていただきま

した。

　引き続き、熊本地震から10年の節目を意識しな

がら、これまで整備してきた周遊ＡＲアプリなど

を最大限に活用し、県内各地の復興が進んだ姿を

国内外に発信してまいります。

　次に、｢夏目友人帳」については、令和２年７

月豪雨からの観光復興の目玉として、本格的な取

組を始めました。

　人吉・球磨地域のアニメのモデル地を周遊する

タクシープランやデジタルスタンプラリーなどを

実施し、こちらも国内外から多くの観光客にお越

しいただいています。

　例えば、６月からスタートしたスタンプラリー

で人吉、球磨を周遊された方は、10月末で既に

6,000人を超えています。また、アンケート調査

に基づく観光消費額は１億円を超えるものと推定

され、｢夏目友人帳」が地域にもたらす経済効果

は大変大きいものと実感しています。

　最後に、｢クレヨンしんちゃん」についてです

が、ゆかりのある埼玉県、秋田県、熊本県による

家族都市協定を令和４年に締結し、観光ＰＲ等に

取り組んでいます。

　海外向けの情報発信も積極的に行っており、特

に人気の高い中国においては、９月に中国・広州

国際博覧会でブースを出展し、ライブ配信視聴者

を含め、50万人以上の方に本県の魅力をＰＲしま

した。

　今後も、｢ONE PIECE』｢夏目友人帳」｢クレヨン

しんちゃん」に加え、本県ゆかりの漫画・アニメ

作品の活用可能性を検討し、熊本ならではの観光

コンテンツの造成、充実を図り、さらなる誘客促

進に取り組んでまいります。

　　〔西聖一君登壇〕

○西聖一君　答弁にありましたとおり、マンガ県

『

『
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くまもとは着実に成果を上げており、さらなる可

能性を秘めていると感じます。

　この漫画コンテンツによる熊本の活性化を提唱

したのは、15年前に鳥取県の「ゲゲゲの鬼太郎」

の著者である水木しげるさんの水木しげるロード

を視察して、アニメコンテンツでまちおこしがで

きると確信したからです。

　そして、何とこの水木しげるロードの施策を提

言、実現したのが、当時の鳥取県の財政課長で

あった木村知事であるということの記事を目にし

て、私は驚きました。また、先ほど食のみやこ熊

本の質問も行いましたが、食のみやこ鳥取の施策

も、木村知事が鳥取県に在籍していたときに手が

けておられます。

　それから考えますと、鳥取県での種が熊本でも

花開いているのかなと思っております。そして、

知事の着眼点と私の着眼点は一致していると感じ

ておりますので、今後もマンガ県くまもとの施策

はしっかり進めていただけるものと思います。

　さて、中国国内では、くまモンと「クレヨンし

んちゃん」は知らない人がいないぐらい有名だそ

うです。既に、本県は、くまモンと「クレヨンし

んちゃん」をコラボしたデザインマークもできて

いますので、先ほど取り上げました食の都四川省

成都と連携すれば、また面白い取組ができるので

はないでしょうか。

　また、先日、この質問に当たり、｢夏目友人

帳」の展覧会や声優を招いてのイベントを実施し

ている湯前まんが美術館を実際に見学してまいり

ました。早朝からコスプレーヤーや家族連れなど

大変な人出であり、駐車場誘導やテントでの物販

など、地元の方の対応も大わらわの状況でありま

した。

　このように、アニメコンテンツは、地域おこし

の力が大変あると感じましたので、県下各地でも

マンガ県くまもとの取組の進展を期待したいと思

います。

　続いて、消防職員の処遇改善等についてお尋ね

いたします。

　消防職員は、御存じのとおり、火災の消火活動

をはじめ、大規模災害等での救難支援業務や患者

等の病院への救急搬送業務など、危険が伴う中、

懸命に私たちの生命、財産を守る崇高な業務に従

事されています。

　それは、日常のたゆみない訓練等のたまもので

あり、その業務がスムーズに行われるよう、職場

環境や給与等の処遇も改善していかなければなら

ないと私は考えています。

　さて、そのような消防職員との意見交換をさせ

ていただく中で、改善を要すると感じる点があり

ましたので、お尋ねします。

　１点目は、県の消防学校施設の利用についてで

す。

　県の消防学校では、消防職員や消防団員の技術

向上のため、講義や実務訓練を行っています。熊

本地震では、震源に近かったため、体育館等が大

きく被災し、現在は大規模な改修も進んで、新た

な消防学校施設へと生まれ変わってきています。

　その訓練施設の一つに、実際の火災を想定した

実践的訓練施設があり、新たな施設も新設されて

いますが、各地域消防本部からの利用の要請があ

れば、利用は可能なのでしょうか。

　近年の建物様式の変化に伴い、火災の様相も変

化していると伺っています。この数年で、消防隊

での殉職事故の報道もよく目にするようになりま

した。消防職員にとっては、これからの安全活動

に関わる訓練施設であるため、このような訓練施

設の活用には、県としても積極的に支援していた

だきたいと考えるからです。

　さらに、施設を使用する際に必要となる燃焼物
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等の負担などは、要請した消防本部が準備するこ

とになっていると伺いましたが、燃焼物などの廃

材の木製パレットの手配や費用などは県が負担

し、各地域消防本部の負担を軽減することは可能

でしょうか。

　消防学校では、費用と施設運営の安全管理上の

問題を抱えていると伺いますが、消防職員にとっ

て有益な訓練施設を、もっと使用しやすい環境を

整えて、安全向上に寄与していただけないのか、

今後の対応についてお尋ねします。

　２点目は、大規模災害出動に関する手当のこと

です。

　近年は、大規模災害が多く発生しており、その

たびに応援に駆けつける広域防災体制が構築され

ています。

　当然、災害救助支援に駆けつければ、特別勤務

手当や災害用の手当が支給されるものだと思いま

す。しかし、総務省消防庁の支給状況調査結果で

は、消防本部によって対応は様々であり、県内で

は、阿蘇広域消防本部だけが条例化されていると

伺いました。

　この調査結果を受け、令和６年８月に、総務省

消防庁から、緊急消防援助隊として出動した消防

職員に対する手当の支給について、消防消第247

号として通知がされています。

　通知には、支給されていない場合には、新たに

手当の創設をすること、支給されていても、金額

が適当なのかを適切に対応するようにとされてい

ます。

　また、消防職員の方々は、新型コロナ感染症対

策においても、医療従事者や保健所よりも処遇に

おいて差が生じていたことも伺いました。

　この感染症が発生したときには、消防職員も救

急搬送の役割を多く担いました。特に、感染した

と思われる患者との初期対応は、緊急性と安全性

に大変気を遣い、防護服等の装備品には多額の費

用を要したと考えられます。

　しかし、感染対策や手当などの経費負担に関わ

る地方創生臨時交付金を直接申請できないため、

本部の予算を切り詰めて対応された消防本部もあ

ると伺いました。

　このように、消防職員の手当や活動における現

状を伺うと、改善が急務であると感じます。新型

コロナ感染症対策については、今さら仕方がない

としましても、災害派遣に係る特殊勤務手当など

については、今後にも影響することになります。

　災害派遣は、県単位で活動されるようなので、

各消防本部での手当の支給要件や支給額に差が生

じれば、現場に派遣される消防職員の士気にも影

響しかねません。手当支給に関しては、各自治体

の対応になると思いますが、県から格差が生じな

いように助言等はできないものでしょうか。

　以上、現場が抱える２点の問題について、県下

の消防本部体制の維持強化を担っている県として

どのように考えているのか、総務部長にお尋ねい

たします。

　　〔総務部長小金丸健君登壇〕

○総務部長(小金丸健君)　県では、令和３年度

に、消防学校に実火災体験型施設であるＨＴ、模

擬火災訓練施設であるＡＦＴを、昨年度には新訓

練塔を整備し、初任科等の消防職員の日々の訓練

に役立てています。

　新訓練塔については、既に消防本部への貸出し

を行っていますが、ＨＴ、ＡＦＴについては、炎

や煙を発生させ、実際の火災現場と同じような状

況で熱や煙の実体験を通じた訓練を行うことか

ら、消防学校の教官を含め、４名から５名の安全

管理要員の配置が必要となります。また、ＡＦＴ

は、多機能ゆえに複雑な操作が必要で、操作には

習熟が求められます。
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　消防学校では、これら安全管理体制を踏まえた

上で、ＨＴ及びＡＦＴの施設貸出しに向けた検討

を進めています。今後、試験的な貸出しを実施

し、その利用状況も見ながら、取扱要領の整備や

燃焼物等の実費相当分の負担の検討を行っていき

ます。

　これらの施設は、県の消防力強化に有益な訓練

施設であることから、安全上の対策を十分に講じ

た上で、消防本部の利用を進めてまいります。

　次に、大規模災害出動に関する手当についてで

すが、消防職員が緊急消防援助隊として出動し、

重大な災害現場で救助活動等に従事した場合、消

防本部の関係条例に基づき手当が支給されること

になります。

　この手当支給について、消防庁では、４月時点

の調査を行っています。この結果を受けて、消防

庁から、災害対応時に類似の活動に従事している

国家公務員や警察職員との待遇の均衡を考慮し、

支給の検討を行うよう助言があったところです。

　これを受けて、県としては、手当支給に関する

検討が進むよう通知を行い、現在、それぞれの消

防本部で検討が行われているところです。

　今後も引き続き、県として、各消防本部の手当

支給の整備検討について、適切に助言してまいり

ます。

　　〔西聖一君登壇〕

○西聖一君　総務部長から改善に向けての取組が

答弁でありましたので、県内の全ての広域消防本

部には、年度内に条例等の改正ができるように助

言、指導をしていただき、消防職員の士気が高ま

るよう、処遇改善をよろしくお願いいたします。

　また、消防学校での実践的火災訓練施設の利用

も、いろいろ問題点はあるのかと思いますが、消

防職員の技術向上、そして、何よりも命を守るた

めには大事なことだと考えておりますので、併せ

てよろしくお願いをしたいと思います。

　次に、定時制高校における生徒の就学環境の改

善についてお尋ねをいたしたいと思います。

　定時制、通信制の問題も何回か取り上げている

ところですが、2024年度熊本県定時制・通信制高

校生徒生活実態白書並びに教育委員会との意見交

換の中で、特に気になり、改善を要すると思われ

る２点を質問いたします。

　１点目は、定時制生徒への夜間給食の問題で

す。

　県立の定時制高校は８校あり、県立湧心館高

校、県立熊本工業高校では完全給食が実施されて

います。法律で夜間給食は努力義務として定めら

れていますが、さきの２校以外は、パンと牛乳の

補食給食となっています。

　近年の物価高の中、以前は１食当たり99円で、

100円の壁がありましたが、関係者の努力によ

り、2024年では、112.39円の単価まで対応をして

いただいています。

　しかし、ここにその単価で支給されるパンを提

示させていただきますが……(資料を示す)以前は

40グラムあったものが、このように僅か30グラム

のパンとなっています。パンと牛乳で112円相当

ですかね。食べ盛りの高校生に、これはないので

はないかというふうに思います。ぜひとも単価を

見直し、もう少しボリュームのあるパンの支給を

お願いしたいと思います。

　２点目は、体育の授業でけがをしたときの医療

費負担の問題です。

　定時制高校ですから、体育の授業もあります。

そこでけがをすると、病院を受診することになり

ますが、夜間診療ということで、選定療養に伴う

費用として、7,700円以上を診療費とは別に負担

をしなければならないと伺っています。

　昼間であれば、その費用はかからないことか
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ら、翌日に受診をする生徒もあり、頭部を負傷し

た場合や目では分からない骨折などがあっていた

場合を想定すると、この受診時の定額の自己負担

を何とか捻出できないのかという現場からの要望

があります。

　学校管理下で発生した負傷等については、日本

スポーツ振興センターの災害給付を受けられるよ

うですが、この選定療養に伴う費用は給付対象に

ならないようです。実際、ある定時制高校では後

頭部打撲の事例があったため、今後のことも考え

て対応してもらいたいということです。

　授業の一環であれば、担当教師も、事後措置は

心配になり、負担を感じるところです。適切に治

療を受けられるよう、生徒の選定療養に伴う費用

負担の配慮を県として対応できないでしょうか。

　以上、２点を教育長にお尋ねいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　まず、定時制高校の生徒

への夜間給食についてお答えいたします。

　県教育委員会では、定時制高校８校のうち、調

理施設のある２校で給食費の一部を生徒から徴収

して完全給食を実施しています。それ以外の６校

では、令和元年度に実施したアンケート調査で、

費用を負担してまで内容の充実を望む生徒、学校

は少なかったことも踏まえ、生徒の負担なしで補

食給食を実施しています。

　今年度の補食給食１食当たりの補助額の単価は

112円で、ここ数年、物価の状況等に応じて増額

しており、九州各県の中では最も高い水準となっ

ています。

　しかしながら、物価がさらに高騰しており、夜

間給食の内容に影響が出ている状況です。今後、

物価の状況や現場のニーズを把握しながら、対応

を検討してまいりたいと考えております。

　次に、定時制高校の生徒の選定療養に伴う費用

負担についてお答えいたします。

　議員御指摘のとおり、定時制高校の生徒が、体

育の授業中に負傷し、夜間に病院を受診する際、

医療機関によっては、診療費とは別に選定療養に

伴う費用が必要となる場合があります。

　現在、学校で起こったけがなどには、主に加入

している共済で対応しており、それを運営する日

本スポーツ振興センターより医療費の給付が行わ

れますが、選定療養に伴う費用については、同セ

ンターの給付の対象外となっております。

　なお、この選定療養に伴う費用は、定時制高校

の生徒だけでなく、全日制高校の生徒でも、部活

動や学校行事などでのけがで休日や夜間に病院を

受診する際に求められる場合があります。

　そのため、県教育委員会では、病状やけがの状

況に応じて、保護者が受診のタイミングや受入れ

可能な医療機関の情報等を相談できる救急安心セ

ンターのダイヤル、シャープ7119を各県立高校に

対して周知しているところです。

　今後、定時制高校の生徒に係る選定療養に伴う

費用負担の実態を把握するとともに、必要に応じ

て、日本スポーツ振興センターなど関係機関と協

議してまいります。

　　〔西聖一君登壇〕

○西聖一君　補食単価が九州の中では最も高い水

準だそうですが、物価高の中でも、食べ盛りの高

校生ですので、教育長から答弁にありましたとお

り、ぜひとも早急に改善に取り組んでいただきた

いと思います。

　また、選定療養に伴う費用について、日本スポ

ーツ振興センターへ対象になるような働きかけは

当然のこととして、当面はあまり費用を要しない

わけですから、予備費等で対応できるのではない

かと思います。

　昨今の物価高とは違い、診療報酬等医療費用の
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体制が変化してきたから、このような対応が教育

の場面でも必要になっているのだと思います。

　今回はほんの一例だと思いますが、社会環境の

変化に合わせて、教育環境も様々に見直しをして

いただくことで、本県の大事な子供たちの教育に

資すると考えますので、よろしくお願いをいたし

ます。

　最後になりますが、高齢者の防犯対策につい

て、匿名・流動型犯罪グループによる事件を受け

てということで質問させていただきます。

　この質問事項は、６月議会でも内野議員によっ

て取り上げられております。その後も数多く事件

が全国的に発生しており、特にその多くが高齢者

が狙われていることから、県民からも不安の声を

いただいていますので、改めて県警の取組につい

てお尋ねをしたいと思います。

　匿名・流動型犯罪グループの特徴は、主犯者が

直接犯罪を行うのではなく、指示役となり、実際

に犯罪を実行する実行役をＳＮＳなどで募集し、

その応募者は、一般人の、特に若い人が多いとい

うことです。そのため、警察でも、犯人の特定や

犯罪の予防が困難になっていると考えます。

　また、その手口も巧妙で、劇場型的に事前に電

話等で危機感をあおり、その後警察官や銀行員に

成り済ました者が現れ、対象者に安心感をもたら

し、堂々と犯罪をするために、だまされたことに

気づくのが遅れる傾向にあると聞いております

し、劇場型の詐欺だけではなく、関東では強盗事

件も多発しています。

　高齢社会が進展している日本ですが、11月13日

の熊日新聞の記事によると、国立社会保障・人口

問題研究所の推計では、2050年には単身世帯が40

％を超える県が27都道府県であり、熊本県も入っ

ています。

　推計では、本県の一人暮らしの世帯が26万世帯

に増え、そのうち65歳以上の一人暮らしは13万世

帯と推計されていますから、ますます匿名・流動

型犯罪グループから狙われる対象者が増えてくる

ことが容易に想像できます。

　現在、このような犯罪に対して、県警でゆっぴ

ー安心メール等による啓発活動がされています

が、まだまだ高齢者への登録呼びかけの余地があ

るのではと感じています。

　最後に、闇バイト対策として、県警では、学生

向けに「闇バイト 絶対 ダメ！」のチラシを作る

などして啓発活動にも取り組む一方、指定暴力団

の本部にも捜査を実施するなど、犯罪の予防と検

挙の両面に積極的に取り組んでおられ、犯罪を元

から断つということは、非常に重要な取組だと考

えます。

　以上を申し上げ、今後、高齢者の安全、安心を

守る県警の取組をどのように進めていかれるの

か、県警本部長にお尋ねいたします。

　　〔警察本部長宮内彰久君登壇〕

○警察本部長(宮内彰久君)　首都圏を中心に連続

発生しております、いわゆる闇バイト応募者を実

行犯とする強盗事件につきましては、現在まで県

内での発生はありませんが、11月には、闇バイト

関連の事件として指定暴力団道仁会系組幹部らを

検挙しているところであり、本県においても予断

を許さない状況にあると考えております。

　また、被害者の多くが高齢者であります電話で

｢お金」詐欺やＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺につ

きましては、県内でも多発しているところでござ

いまして、高齢者の防犯対策は、県警察の重要課

題であると認識しております。

　県警察におきましては、ゆっぴー安心メール、

県警公式ＳＮＳ、地域安全ニュースなどによる情

報発信や電話で「お金」詐欺被害防止コールセン

ター、通称むさし安心コールによる注意喚起、高
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齢者を対象とした防犯講話、防犯電話機購入支援

キャンペーンによる防犯機能付電話機の普及促進

など、様々な高齢者の防犯対策を推進していると

ころでございます。

　このうち、ゆっぴー安心メールにつきまして

は、11月末現在で４万3,940人の方に登録してい

ただいているところでございまして、また、７月

16日から開始しております防犯電話機購入支援キ

ャンペーンにつきましても、2,400件を超える申

込みをいただいているところでございます。

　また、電話で「お金」詐欺などの検挙対策につ

きましては、組織犯罪対策を担当する刑事部参事

官を司令塔とする部門横断的な体制を構築しまし

て、犯罪の実行役に加えて、その上位者の検挙に

向けた捜査を進めているところでございます。

　県警察としましては、今後もあらゆる活動を通

じて警察が行っている防犯対策の周知を図ります

とともに、電話で「お金」詐欺をはじめとする各

種犯罪の取締りを推進しまして、高齢者の安全の

確保に努めてまいります。

　　〔西聖一君登壇〕

○西聖一君　県警本部長から答弁をいただきまし

たが、指定暴力団への捜査や学生に対する啓発指

導等の報道が大変目に留まるようになり、県警

が、答弁にあったとおり、しっかりされているこ

とがうかがえます。

　また、ゆっぴー安心メールですが、以前私はＰ

ＴＡの役員をしていましたので、このアプリは子

供たちの防犯ツールというイメージしか持ち合わ

せていませんでしたが、改めてゆっぴー安心メー

ルに登録してみますと、注意事項が大きな文字サ

イズで送られてきますので、高齢者にとっても分

かりやすく、防犯の注意喚起には大変よいツール

だと、改めて感じているところです。

　今、地域の自治会による防犯協会では、朝夕の

子供たちの見守り活動を行っていますが、防犯の

緑の帽子をかぶって立っている方が至るところに

いることが、犯罪をしようとする者に対して、一

番の抑止力になることを伺っています。

　このことから、熊本県では、高齢者がゆっぴー

安心メールに皆登録しているということが実現す

れば、その情報網が大きな犯罪抑止につながると

思います。これから年末年始にかけて防犯強化の

時期になると思いますが、さらなる県警の取組を

お願いしたいというふうに思います。

　以上で本日の質問を終わります。７項目という

ことで、時間が足りるかなと思っておりました

ら、意外と余りました。で、最後に一言申し上げ

ます。

　今年の流行語大賞は「ふてほど」だそうです。

｢不適切にもほどがある！」というドラマのタイ

トルを略しているそうですが、最初にこの言葉を

聞いて、不適切な報道やふてぶてしさもほどほど

を略したものかなと私は思いましたが、そうでは

なかったところです。

　昭和の時代では当たり前であった表現や対応

が、令和の時代には通じなくなったことをドラマ

化したもので、その意味するところは、私たち

は、世代間の価値観の違いを考え、よりよい社会

の在り方を模索することが大事だという意味だそ

うです。個人的にはあまりぴんとこない流行語大

賞かなと思います。よっぽど50－50のほうがよか

ったかなと思いますが、まあ、そういう「ふてほ

ど」という観点から本日の質問になったのかなと

思っています。カスタマーハラスメントや定時制

高校、指定管理者制度の問題等も、時代の変化に

追いついていないことから生じている問題だった

かなと考えています。

　来年は、私も、2025年で65歳となります。いわ

ゆる高齢者になり、認知症と隣り合わせとなりま
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す。「ふてほど」と言われないよう、世代間の価

値観の違いに追いついていけるよう、さらに自分

磨きをし、県民の声を受け止めて、また次回質問

の登壇をできるように頑張りたいと思っておりま

す。

　以上を申し上げて本日の質問を終わりますが、

最後まで御清聴いただきました皆様に感謝を申し

上げ、これで質問を終わります。

　ありがとうございました。(拍手)

○議長(山口裕君)　昼食のため、午後１時10分ま

で休憩いたします。

　　午後０時８分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午後１時９分開議

○副議長(髙木健次君)　休憩前に引き続き会議を

開きます。

　西村尚武君。

　　〔西村尚武君登壇〕(拍手)

○西村尚武君　天草市・郡選出の自由民主党・西

村尚武でございます。

　本日は、通告に従いまして一般質問をさせてい

ただきます。どうぞよろしくお願いいたします。

　まず、１番目の質問といたしまして、牛深―蔵

之元航路の維持及びフェリー乗り場の整備につい

て質問いたします。

　天草市の牛深港と鹿児島県長島町の蔵之元港を

結ぶフェリー航路につきましては、これまでも、

令和３年２月定例会及び令和４年12月定例会にお

きまして一般質問をさせていただきました。｢地

元自治体とともにしっかりと支えて」いくとの心

強い答弁をいただいたところでございます。

　新型コロナウイルス感染症や燃料費高騰による

航路利用者の減少は、航路事業者であります三和

商船株式会社の経営へ大きな影響を与えました

が、交付金などによる支援を受けまして、航路の

維持につながっているところであります。私とい

たしましても、大変ありがたく感じております。

　一方で、国庫補助の対象となる離島航路の認定

に向けた動きとしましても、国、県、関係自治体

等により構成される牛深・蔵之元航路対策協議会

におきまして、まずは、地域の住民が日常生活ま

たは社会生活を営むために必要な船舶による輸送

が確保されるべき区間として、国による指定区間

の指定に向けた動きが加速していると伺っており

ます。

　さらに、牛深漁港周辺が国により海業の推進に

取り組む地区に選定されたことにより、今後、牛

深漁港は大きな発展が見込まれます。

　本フェリー航路が担う役割は、地域のにぎわい

創出という観点からも、大きな期待が寄せられて

いることからいたしましても、継続して漁港施設

の整備は必要なものとなるものと考えておりま

す。

　以上を踏まえまして、２点につきましてお尋ね

いたします。

　１点目は、本フェリー航路に係ります国の指定

区間の指定に向けた現在の動向と、指定区間とな

ることでどのようなメリットがあるのか、また、

その先に国庫補助航路としての認定がどのように

関わってくるのかを企画振興部長に質問いたしま

す。

　また、２点目といたしまして、牛深漁港内の老

朽化したフェリー乗り場の防舷材の改修について

でございます。

　本フェリー航路につきましては、地域住民の暮

らしを支えるかけがえのない海の国道として機能

していることを鑑みますと、国、県、関係自治体

の役割分担により施設の維持がなされるべきもの

であります。

　施設のうち、牛深港フェリー乗り場について
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は、フェリーを係留する際、船体が損傷しないよ

うに岸壁に設置されている防舷材の老朽化が進行

しています。

　そのような中、地元天草市においては、長島町

と連携しながら、航路事業者が所有する可動橋に

設置された防舷材等の改修経費について、本年９

月市議会定例会で関係する補正予算が可決された

ところでございます。

　県においても、フェリー乗り場の機能維持とし

て、県が岸壁に設置した防舷材の改修予定につい

て、農林水産部長に質問いたします。

　　〔企画振興部長富永隼行君登壇〕

○企画振興部長(富永隼行君)　まず、１点目の牛

深―蔵之元航路の指定区間の指定についてお答え

します。

　指定区間に指定されると、船舶の運航に当た

り、１日の運航回数や最低輸送能力など、区間ご

とに定められたサービス水準を満たすことが必要

になります。また、運賃については、国が認可す

る上限額の範囲内での設定となり、航路の休廃止

に当たっては、早期の事前届出制が適用されるな

ど、利用者の利便性の確保を図り、航路の過当競

争を防ぐことで、生活航路の維持につながるとい

うメリットがあります。

　現在、牛深―蔵之元航路の早期の指定に向け

て、国や天草市、航路事業者とサービス基準の設

定等について協議を進めているところです。

　また、国庫補助の対象となる離島航路の認定に

向けては、昨年８月に、国、県、地元自治体、航

路事業者等による協議会を設置し、航路改善計画

を策定するなど、認定に向けた課題の整理等を進

めています。

　指定区間の指定と国庫補助航路の認定について

は、目的及び要件等が異なるため、それぞれの手

続が直接的につながるものではありませんが、ま

ずは指定区間の指定を受け、維持すべき航路とし

てより明確に位置づけることは、国庫補助航路の

認定に向けてもプラスになるものと認識していま

す。

　県としても、指定区間の指定や国庫補助航路の

認定の手続が円滑に進むよう、引き続き必要な助

言や調整を行ってまいります。

　牛深―蔵之元航路は、地域の日常生活に不可欠

な交通手段であるとともに、物流により地域経済

を支える重要な航路と認識しています。今後も航

路の維持が図られるよう、地元自治体とともにし

っかりと支えてまいります。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　フェリー乗り場の

整備についてお答えします。

　牛深港フェリー乗り場は、平成３年度に着手し

た牛深ハイヤ大橋の整備に伴い、漁港区域内の現

在の位置に移設したものです。

　その際、航路事業者がフェリー用の可動橋を、

県はフェリーなどの船舶が接岸する岸壁及び防舷

材を整備し、平成５年度から供用が開始されまし

た。

　岸壁の防舷材については、令和２年度に修繕工

事を実施しましたが、整備から約30年が経過し、

その機能が低下したため、対策が必要と認識して

います。

　このため、航路事業者と工事の実施時期等を調

整の上、早期に防舷材の更新を実施したいと考え

ています。

　県としては、本航路は、地域住民の交通手段の

みならず、海業を含めた水産業の振興にも重要な

交通インフラと考えており、今後も引き続き、牛

深港フェリー乗り場を含む牛深漁港の機能維持に

努めてまいります。

　　〔西村尚武君登壇〕
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○西村尚武君　御答弁をいただきました。

　フェリーに関しましては、建造後30年を超える

船体の更新が喫緊の課題であるため、地元自治体

のみならず、県としても御支援をいただけますよ

うお願いいたします。

　先日、報道によりますと、天草地域の歴史的背

景の側面から見た三県架橋建設の重要性がコラム

に取り上げられておりました。内容としては、こ

の架橋建設の「最大の目的は、交通利便性から見

放された地域を活性化すること」と述べられてい

ました。

　私も三県架橋の早期完成について訴えてまいり

ましたが、実現には相当の期間が必要であること

は間違いありません。その間にも、地域の過疎化

や少子高齢化が進むことは間違いないと思いま

す。だからこそ、海上国道としての役割を担う本

フェリー航路の維持が、天草、長島の住民の生活

や各種産業の事業、さらには観光振興の面からも

重要であることは言うまでもありません。今後と

もしっかりと御支援をいただきますようお願いを

いたします。

　次に、介護人材の確保について質問いたしま

す。

　超高齢化社会と言われる中で、介護業界では、

人手不足によるサービス低下や介護職員の負担の

増加、さらには、介護事業者の経営悪化が危惧さ

れているところです。

　令和６年７月に厚生労働省が発表している第９

期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数に

ついてによりますと、2022年、令和４年度との比

較において、2026年度には全国で約25万人、2040

年度には約57万人の介護職員がさらに必要になる

との推計が示されております。

　また、公益財団法人介護労働安定センターが実

施している令和５年度介護労働実態調査によりま

すと、64.7％の事業所が職員不足を感じていると

の結果も出ております。

　私の地元天草市におきましても、合併しました

10市町のうち８市町が高齢化率50％を超えている

現状の中で、市が昨年度実施した事業所実態調査

によりますと、介護人材の確保ができていない、

あまりできていないと回答した事業所の合計が５

割を超えているという現状が浮き彫りとなってい

ます。

　このように、介護人材の確保がますます難しく

なる中で、天草地域をはじめ県内の事業所におい

て、外国人介護人材を受け入れる動きも増えてい

るようです。

　そのような中で、国においては、職場環境の改

善など、介護現場の生産性向上に向けた取組を重

点的に進めており、令和６年度の介護報酬改定に

おいても、介護テクノロジーの導入や業務改善の

取組を要件とする生産性向上推進体制加算が新設

されたところです。

　介護人材不足の解消が求められる中、外国人介

護職員の確保や介護現場の生産性向上を含め、介

護人材の確保に向けて、県としてどのように取り

組んでいかれるのか、健康福祉部長にお尋ねしま

す。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　介護人材の確保に

ついてお答えします。

　本年３月に策定した第９期熊本県高齢者福祉計

画・介護保険事業支援計画において、令和８年度

時点の介護職員数の推計では、必要とされる人数

を4,820人下回ると見込んでおり、介護人材の確

保は、県としても喫緊の課題であると認識してい

ます。

　県では、学生等を対象にした就職フェアの開催

や介護福祉士の資格取得に向けた支援等を行って
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きたところですが、引き続き、多様な人材の参入

促進や介護現場の生産性向上など、様々な対策を

講じる必要があると考えています。

　議員御指摘の外国人の介護職員につきまして

は、令和元年度から５年間で約1,000人増加して

おり、県内の介護現場において重要な担い手とな

っています。

　これまで県では、介護福祉士を目指す留学生や

技能実習生の日本語学習の支援等に取り組んでき

たところであり、今年度は、新たに外国人介護職

員を雇用する事業所に対する家賃の助成に取り組

むなど、さらなる受入れ環境の整備を図っていま

す。

　また、介護現場の生産性向上については、介護

ロボットやＩＣＴ機器を導入する事業者を支援

し、介護職員の身体的・心理的負担の軽減や業務

効率化を図っています。

　国においても、介護現場への介護ロボット等の

導入を促進しており、県としても、国と歩調を合

わせ、それぞれの介護現場の課題に対応した機器

の導入や活用の支援など、生産性向上に向けて積

極的に取り組んでまいります。

　このほか、県内では、人材確保対策として、資

格を必要とする業務とそれ以外の業務を切り分け

ることで、障害のある方や高齢の方など、多様な

人材が活躍できる場を提供している介護施設もあ

ります。

　県としても、このような柔軟な勤務環境の整備

による人材確保の取組を、広く県内に周知したい

と考えています。

　今後も、介護現場の方から御意見を伺いなが

ら、市町村や関係団体と連携して、介護人材の確

保に粘り強く取り組んでまいります。

　　〔西村尚武君登壇〕

○西村尚武君　御答弁をいただきました。

　一朝一夕で人材不足を改善することは難しいか

もしれません。答弁において、外国人介護職員に

ついての支援、助成についての話もありました。

現場では、言葉の違い、また文化の違いからくる

摩擦もあるように聞いております。また、介護現

場での生産性向上、介護職員の負担の軽減等への

取組の話もありました。これからも、介護業界の

人手不足解消の成功事例等がありましたら、御紹

介いただきたいと思います。

　次に、中学校の部活動地域移行について質問い

たします。

　中学校の部活動地域移行につきましては、一昨

年12月に一般質問をさせていただきました。国の

ガイドラインを踏まえて県の推進計画を策定し、

市町村等への説明や推進体制の整備を進めるとの

答弁をいただいたところです。

　早速、その翌年には推進計画を策定され、学

校、家庭、地域、行政が連携、連動しながら推進

いただいておりますことに感謝を申し上げます。

　県内では、知恵を絞りながら、地域スポーツク

ラブや拠点校との合同部活などにより地域移行が

順調に進められている自治体もある一方で、熊本

市では、指導者不足で地域移行を断念し、教員や

希望者が指導する前提で現状のまま部活動を存続

するという方針が検討委員会から示され、その方

向で検討がなされているとのことであります。

　令和７年度までとする改革推進期間の中で、ど

れだけの自治体が予定どおりに地域移行を進める

ことができるかを考えたときに、やはり課題感と

してあるのは、指導人材の確保と経費負担の２点

ではないかと考えます。

　そこでお尋ねいたします。

　熊本県では、人材確保の取組として、県地域ク

ラブサポーターバンクを設けていますが、このバ

ンクの登録者数と運用状況についてお尋ねしま
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す。

　また、人材確保は、都市部を離れるほど困難と

なることが予想され、なかなか自治体だけでは対

応が難しい部分も出てきていると思われますが、

その点について、県としてどのように関わってい

くのかについてもお聞かせいただきたいと思いま

す。

　さらに、天草市では、中学校部活動移行コーデ

ィネーターを配置して、人材確保に苦慮しながら

も、指導員を10名ほど確保しながら進められてい

るようですが、その人件費――謝金、報酬などで

すが、人件費や広い市域を移動するに当たり、必

要となる交通費などの経費負担が大きな課題とな

っているとも聞いています。

　このような経費に対する支援がなされることで

地域移行が進む部分もあるのではないかと考えま

すが、県の支援についていかがお考えかを、以

上、教育長にお伺いします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　まず、人材確保の取組に

ついてお答えいたします。

　県教育委員会では、県内に68ある総合型地域ス

ポーツクラブの指導者やスポーツ推進委員等を対

象とした研修会を複数回開催し、指導者の資質向

上を図るとともに、新たな指導者の人材発掘にも

取り組んできたところでございます。

　その結果、昨年12月に設置した熊本県地域クラ

ブサポーターバンクの登録者数は、11月末現在で

165人となっています。

　また、本バンクへの登録情報については、定期

的に市町村に提供し、人材確保に向けた取組に活

用していただいているところでございます。

　一方、都市部から離れた地域では、議員御指摘

のとおり、自治体だけでは人材確保が困難な状況

にあります。

　そこで、県教育委員会では、市町村へのヒアリ

ング等を実施し、そのニーズを踏まえた上で、ク

ラブサポーターバンク登録者が都市部以外でも活

動できる地域の確認も行っています。さらに、競

技団体や大学等へも、サポーターバンクへの登録

や地域への指導者派遣について働きかけを行って

います。

　引き続き、自治体と連携し、新たな人材発掘や

人材確保に取り組んでまいります。

　次に、中学校の部活動地域移行に係る経費支援

についてお答えします。

　現在、県教育委員会では、市町村と連携し、国

の事業を活用しながら、指導者の人件費や移動に

係る交通費等を含めた必要経費を補助する実証事

業を実施しています。

　今年度は、県内16市町村が本事業に取り組み、

持続的な地域移行の運営に係るコストや受益者負

担の在り方について検証しています。

　例えば、玉名市では、指導者の謝金や会場使用

料は運営主体の負担、指導者の旅費や大会参加費

については受益者負担とするなど、それぞれで経

費を賄いながら運営を行っています。

　県教育委員会としましては、今後も、多くの市

町村にこの実証事業の活用を促すとともに、実証

事業の成果を広く県内に周知してまいります。

　また、国が来年春に示す予定である今後の財政

支援等の方向性を踏まえながら、熊本県中学校部

活動の地域移行に係る推進協議会において、支援

の在り方を検討してまいります。

　　〔西村尚武君登壇〕

○西村尚武君　御答弁をいただきました。

　県教育委員会では、市町村と連携し、指導者の

人件費や移動に係る交通費等を含めた必要経費を

補助する実証事業を実施している、今年度は、県

内16市町村が本事業に取り組み、持続的な地域移
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行の運営に係るコストや受益者負担の在り方につ

いて検証している、県として、今後も多くの市町

村に実証事業の活用を促すとともに、実証事業の

成果を広く県内に周知していくということであり

ました。

　生徒さんにとって、部活動の経験は、人生に大

きな影響がある教育であると思っています。その

生徒さんに重心を置きながら、生徒さんを中心

に、中学校の部活地域移行に慎重に取り組んでい

ただきたいと思います。

　次に、多様な学びの場整備事業と特別支援教育

支援員の配置について質問させていただきます。

　まずは、小中学校の特別支援教育についてでご

ざいますが、教員の確保につきましては、昨年12

月の一般質問におきまして、教員の成り手が不足

している中で、教職の魅力発信や働き方改革をど

のように行っていくのかとの質問をさせていただ

きました。

　教育長からは、あらゆる手段により人材の確保

に努める、ＩＣＴや外部人材の活用により教員の

負担軽減につなげるとの御答弁もいただきまし

た。

　今回は、特別支援教育に特化してお尋ねしたい

と思います。

　社会情勢の変化に伴い、障害の捉え方も変わっ

ていく中で、特別支援教育を要必要としたり求め

たりする児童生徒数が増えているようでございま

す。

　私の地元天草市に確認したところでは、特別支

援学級数と児童生徒数の直近の推移を５月１日の

時点で見ると、令和４年度が62学級226人、令和

５年度が63学級242人、令和６年度が63学級255人

と、年々増加傾向にあるようです。

　同様に、県全体を確認しましたところ、令和４

年度が7,432人、令和５年度が7,866人、令和６年

度が8,387人と、本県全体も増加し続けている状

況です。

　このような現状を踏まえ、令和５年９月議会で

は、教育長から、多様な学びの場整備事業を実施

し、教員が複数の学校を巡回して対象の児童生徒

を指導する巡回型通級指導教室の段階的な整備、

障害のある子供の最適な学びの場の検討、判断に

おける共通の考え方を整理することや全ての教員

の特別支援教育に係る専門性の向上を図ることに

取り組む等の説明があり、約１年が経過いたしま

した。

　そこで、１点目の質問ですが、多様な学びの場

整備事業の現在の検討状況や今後の見通しについ

て、教育長にお尋ねします。

　また、先ほども申し上げたとおり、特別支援教

育の対象となる児童生徒数が増加傾向にある中

で、天草市独自で教育活動等の補助を行う特別支

援教育支援員20名を配置しているようですが、令

和６年度におきましては約5,000万円の予算措置

がなされており、年々増額しながら対応している

とのことでした。

　その財源としては、国の地方財政措置が見込ま

れているようですが、結論として、市の財政負担

が大きいものとなっているのが実情のようです。

　そこで、２点目の質問になりますが、このよう

な財政負担の大きさから、市町村の財政状況によ

り特別支援教育支援員等の配置に格差が生じるこ

とも考えられるため、県としてどのような支援を

考えられているのか、以上、教育長にお尋ねいた

します。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　まず、多様な学びの場整

備事業の３つの主な取組の進捗と今後の見通しに

ついてお答え申し上げます。

　１つ目は、巡回型の通級指導教室についてです
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が、現在、モデル地域を設定し、１人の担当者が

複数の学校を巡回して指導を行う取組を進めてい

ます。

　この取組を通して、通級による指導を受けなが

ら通常の学級で学ぶことを希望する児童が増えて

おります。また、学校間の連携方法など、巡回型

の通級指導教室を効率的に運営するための工夫等

も明らかになってきており、一定の有効性が確認

できたところでございます。

　引き続き、巡回型の通級指導教室の充実に向け

て取り組んでまいります。

　２つ目は、障害のある子供の最適な学びの場の

検討についてでございます。

　学びの場の検討では、障害の状況や現在の支援

内容などを把握した上で、必要な教育内容や支援

をどのように提供するのかを検討することが重要

です。

　そこで、県教育委員会では、市町村教育委員会

が子供の実態をより正確に把握し、判断するため

の具体的な視点等について、外部の専門家等に意

見を伺いながら研究、検討を進めています。

　来年度は、一部の市町村で試行的に実施し、課

題を整理した上で、各市町村に広げていくことと

しています。

　３つ目は、教員の特別支援教育に係る専門性向

上の取組についてです。

　昨年度から、教員相互の研究授業参観等を通し

て、実践力を高める研修に取り組んでいます。さ

らに、来年度からは、通常学級の担任対象のオン

デマンド研修や特別支援学級・通級による指導担

当者の日頃の悩みに即した内容の新たな研修を実

施してまいります。

　次に、特別支援教育支援員配置に係る市町村へ

の支援についてお答え申し上げます。

　小中学校等の支援員の配置につきましては、市

町村教育委員会が各学校の実情に応じて配置を行

っており、その費用については地方交付税措置が

あります。しかしながら、議員御指摘のとおり、

国の財政措置はあるものの、市町村によっては財

政の負担が大きくなっているとの話もお聞きして

います。

　県教育委員会といたしましては、これまでも、

市町村の支援員について、国に対し、地方財政措

置額の拡充を繰り返し求めてきたところでござい

ます。その結果、国の措置額は年々拡充されては

いますが、まだ実態との乖離が見られることか

ら、引き続きその拡充を要望してまいります。

　今後も、県全体の特別支援教育の充実に向け

て、市町村教育委員会と連携しながら取組を進め

てまいります。

　　〔西村尚武君登壇〕

○西村尚武君　御答弁をいただきました。

　多様な学びの場整備事業については、巡回型指

導教室について、学びの場の検討、教員の専門性

向上の取組ということで答弁をいただきました。

　また、特別支援教育支援員配置に係る市町村へ

の支援につきましては、国に対し、地方財政措置

額の拡充に関し、引き続き要望をしていくとの答

弁がありました。どうぞよろしくお願いいたしま

す。

　次に、人手不足解消のための雇用対策について

質問いたします。

　少子高齢化や過疎化が進む中で、県内産業界に

おける人手不足は深刻化しており、特に中小零細

企業にとっては、働き手が確保できないことによ

って倒産を心配するような声も聞こえてきており

ます。地域経済にとって、雇用対策は喫緊の課題

となっています。

　そのような中、県においては、今年８月に、知

事をトップとする「くまもとで働こう」推進本部
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を設置されました。私も本部会議の資料を拝見い

たしましたが、８月20日に開催された第１回本部

会議資料において、本県の人手不足の現状が示さ

れています。

　熊本商工会議所などによる熊本県下の中小・

小規模事業者100社アンケートの調査結果による

と、75％の企業が人手不足感があると回答し、人

手不足の原因として最も多いのが、応募そのもの

がないが60％、次いで高齢化による退職増と回答

されています。

　また、熊本労働局の公表データを見てみると、

令和５年度から令和６年度にかけて、企業の求人

に対して、求職者が毎月7,000人程度不足してい

るとのことです。

　そして、職業別に見ると、建築・土木・測量技

術者、医療技術者、介護サービス職業、接客・給

仕職業、輸送・機械運転従事者、土木作業といっ

た職業の求人倍率が特に高く、県民の皆様の生活

を支える上で欠かせないような職業分野を中心と

して、働き手が足りないという深刻な状況になっ

ています。

　このような県内の人手不足を解消するために

は、就職の際に、若者に県内企業に就職してもら

う、女性や高齢者など誰もが働きやすい環境を整

備する、在職者のスキルアップや将来の熊本を担

う人材を育成するといった取組を強化していく必

要があるのではないでしょうか。

　本県の産業界を支える人材の確保を図るため、

｢くまもとで働こう」本部会議における議論を踏

まえて、県として、今後人手不足に対してどのよ

うに取り組んでいかれるのか、商工労働部長にお

尋ねします。

　　〔商工労働部長上田哲也君登壇〕

○商工労働部長(上田哲也君)　議員御指摘のとお

り、建設、運輸、医療、福祉など、様々な分野に

おいて深刻な人手不足の状況にあり、この課題に

対しては、全庁的な取組が必要であると認識して

います。

　そこで、各産業の人材育成、確保に向けて、関

係部局による課題共有や連携体制を構築し、課題

解決に向けた取組を進めるため、８月に、知事を

本部長とする「くまもとで働こう」推進本部を設

置いたしました。

　10月の第２回本部会議では、関係部局の現在の

取組や既に成果を上げている県内の企業や各団体

の好事例を共有し、今後の施策の方向性を議論い

たしました。

　この好事例について御紹介しますと、ある介護

サービス事業者では、有資格者にしかできない業

務と資格が不要な業務を切り分け、細分化するこ

とで、介護職の業務負担軽減を図るとともに、障

害者やアクティブシニアといった多様な人材の雇

用にもつなげられています。

　また、採用活動に関して、自社が選ばれない理

由をしっかりと調査、分析をし、一人暮らし手当

を拡充するなど、福利厚生を見直したことで、遠

方の高校から応募する生徒が増え、求める人材の

獲得につながったという事例もございました。

　今回収集した好事例には、分野を超えて活用で

きるような様々なヒントやアイデアが多く含まれ

ています。これらの取組が、多くの企業や様々な

業界に広がることで、熊本で働く魅力を高めるこ

とにもつながっていくと考えています。

　県では、現在、企業の採用力向上への支援やマ

ッチングイベントによる雇用・就業機会の創出、

職業訓練をはじめとした産業人材の育成など、様

々な取組を進めています。

　これまで２回の本部会議で整理いたしました課

題や共有した好事例からは、賃金以外で魅力を高

めることも人材獲得の大きな訴求力となることや
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従業員を大切にしていることが選ばれる企業につ

ながるという、改めての発見や気づきもございま

した。

　これらを踏まえながら、今後、より実効性のあ

る施策について検討を重ねてまいります。また、

同時に、好事例を積極的に情報発信することで、

企業とも一体となって、本県で働こうという機運

を高めてまいります。

　　〔西村尚武君登壇〕

○西村尚武君　御答弁をいただきました。

　現在、中小零細企業では、人手不足と併せて、

燃油をはじめ諸物価の高騰のために、経営が非常

に厳しくなっています。特に、2024年４月からの

働き方改革以降に厳しさが増したという声が最近

聞こえてくるようになりました。それに伴い、人

件費も上昇してきております。これも経営を圧迫

している要因ではあります。

　求人募集してもなかなか応募自体がないという

現状を見ましても、その企業の魅力を高めていく

ということも大事だと思います。本来、経営は自

助努力が基本です。しかし、今、自助努力だけで

は克服できない局面に来ていると思います。どう

ぞ成功事例等の情報を共有していただきたいと思

います。よろしくお願いいたします。

　では、次の質問に移りたいと思います。

　次に、人口減少地域における保育所の運営につ

いて質問いたします。

　過疎化の進展が著しい中で、地理的条件が不利

な地域において、保育園の運営が困難となり、休

園するケースが出てきています。

　天草市においては、入所児童の減少による休園

が６園、また、最少定員20名に満たない保育園が

６園という現状であり、地域で安心して子供を育

てられる環境維持が難しくなっています。

　この影響は移住にも関係しており、人口急減地

域への子育て世帯の移住を推進する際にも、保育

園がないことで移住を諦めるケースもあり、人口

減少の負の連鎖を引き起こしているところです。

　過疎地におけるこれらの現状を踏まえ、国にお

いては、こども家庭庁が来年度以降の新方針をま

とめるとの話もあっているところです。

　県においても、現在策定を進められており、先

日、パブリックコメントにかけられていたこども

まんなか熊本・実現計画において「人口減少地域

においても安定的に保育所等を運営できるよう支

援制度の拡充を国に引き続き要望して」いくとの

文言が記載されているところではございます。

　そこで、少子化の影響のみならず、社会情勢の

変化による影響も相まって、定員割れとならざる

を得なくなっている保育所の運営費に対する支援

制度の創設などにより、過疎地における子育て環

境の維持につなげる取組ができないか、健康福祉

部長にお伺いします。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　議員御指摘のとお

り、地域において安全で質の高い保育機能を維持

していくことは、子育て当事者にとってはもちろ

んのこと、地域にとっても、若年層の流出を防

ぎ、地域が存続していく上で大変重要であると認

識しています。

　本県の保育施設を利用する児童数は、平成31年

４月の５万6,436人以降毎年減少しており、令和

６年４月には５万1,166人と、５年で１割減少し

ています。

　一方、本県の保育施設数の推移を見てみます

と、保育所と認定こども園の数は、約660園と横

ばいになっています。

　したがって、本県の保育施設の定員充足率は年

々減少しており、定員を下回ることが常態化した

施設では、運営を維持することが難しくなりま
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す。

　また、これ以上は定員を下げることができない

という保育所等の定員は20名ですが、この最少定

員で運営する保育所等の数は、令和３年の17園か

ら令和６年には26園に増えています。

　こうした現状から、地域によっては経営が厳し

い保育所等が増加していると認識しています。

　人口減少地域においても、保育機能を維持させ

るためには、保育所等の運営費に係る公定価格を

規定している国が適切な対応をすべきものと考え

ております。

　そのため、県では、国に対し、公定価格が地域

において保育機能を維持していくために十分な設

定になっているか再度点検を行い、必要な加算制

度を拡充することについて要望したところです。

　また、今後、市町村においては、地域インフラ

としての保育機能を確保しながら、保育所等にお

ける子育てに関する相談対応等に取り組む多機能

化や他の福祉関係機関との連携についても、検討

を進めていくことが重要となると考えます。

　県としては、市町村の検討が進むよう、利用可

能な制度の説明や事例提供を行うこととしていま

す。

　引き続き、保育所等が地域の中でその役割を十

分に発揮できるよう、国や市町村と連携しながら

取り組んでまいります。

　　〔西村尚武君登壇〕

○西村尚武君　御答弁をいただきました。

　私も、最近、幼児教育の重要性、必要性を、年

を取るにしたがって感じてまいりました。

　人の成長の中で一番基本となるのは、０から１

歳児のときに、親との、また、守ってくれる人の

存在がその後の人格形成に大きく影響があるとの

話を聞く機会がありました。精神的に壁にぶつか

ったときに、逃げ込める場所、シェルターになる

親や守ってくれる人が必要だということです。

　私は、保育園の場合は、共稼ぎなり、両親が働

く中で一時期預かってくれる場所という捉え方を

しておりました。まさに、目からうろこの話であ

りました。そのような意味でも、保育所の存在は

大きいと思います。

　天草市におきましては、休園する保育所も増加

傾向にあります。過疎化の進展が著しい中で、地

域で安心して子供を育てられる環境維持が難しく

なっています。大きな課題ではありますが、県の

ほうでも、指導を含めて対応いただきますようお

願いいたします。

　以上、６問を質問させていただきました。

　本年４月に、民間の有識者でつくる人口戦略会

議が、全国1,729自治体の持続可能性を分析した

結果を発表した件は、皆さん記憶されているとこ

ろと存じます。

　この結果の中で、熊本県におきましては、消滅

可能性自治体とされたのが18自治体、自立持続の

可能性がある自治体とされたのが７自治体でし

た。残念ながら、私の住む天草２市１町は、消滅

可能性自治体とされています。

　その中でも、ＴＳＭＣの進出などから、今後も

人口の増加が見込まれる合志市をはじめとする近

隣地域におきましては、自立持続の可能性がある

という分析結果でございました。

　人口減少や依存度の高い普通交付税の減少など

を考えますと、今回消滅の可能性があるとされた

自治体は、厳しい財政のかじ取りを余儀なくされ

るものと思われます。

　さらに、合併後の有利な財源として活用されて

きた合併特例債の活用期限を今年度から来年度に

迎え、自治体は自主財源で対応しなければならな

くなることや、広域な合併を行った自治体ほど抱

える施設の数も多いことに加え、特に、敷設後数
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十年を迎え、敷設替えが喫緊の課題となっている

上下水道管の維持経費をどのように捻出していく

かについては、今後ますます深刻な問題となって

くるものと危惧しているところです。

　今回の一般質問におきましては、財政的な支援

を求める内容を主にお聞きいたしましたのは、厳

しい財政状況の中でも、創意工夫の下、事業を展

開する自治体の今後を見据えた切実な財政事情を

かいま見たからでございます。

　木村知事は、熊本の新時代を県民とともに創る

として、県内自治体の独自振興策の実現を図ると

した地域未来創造会議の立ち上げや、県民から直

接意見を伺い、県の政策に速やかにつなげるお出

かけ知事室を着実に実行されておられます。

　引き続き、力強く県政を牽引いただくことをお

願いしまして、一般質問を終わりたいと思いま

す。

　少々時間が余りましたが、御清聴ありがとうご

ざいました。(拍手)

○副議長(髙木健次君)　以上で本日の一般質問は

終了いたしました。

　明７日及び８日は、県の休日のため、休会であ

りますので、次の会議は、来る９日午前10時から

開きます。

　日程は、議席に配付の議事日程第５号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　午後１時59分散会
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令和６年12月９日(月曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第５号

　　令和６年12月９日(月曜日)午前10時開議

　第１　一般質問(議案に対する質疑並びに県の

　　一般事務について)

　第２　議案等に対する質疑(第１号から第33号

　　まで)

　第３　知事提出議案の委員会付託(第１号から

　　第33号まで)

　第４　請願の委員会付託

　第５　休会の件

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　一般質問(議案に対する質疑並びに

　　県の一般事務について)

　日程第２　議案等に対する質疑(第１号から第

　　33号まで)

　知事提出議案の上程(第34号から第44号まで)

　日程第３　知事提出議案の委員会付託(第１号

　　から第44号まで)

　日程第４　請願の委員会付託

　知事提出議案の上程(第45号)

　日程第５　休会の件

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(48人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君
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　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(１人)

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名

　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君　

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　上　田　哲　也　君

　　　　　　観光文化部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　　　　　　　辻　井　翔　太　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　出　田　孝　一　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開議

○議長(山口裕君)　これより本日の会議を開きま

す。

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　一般質問

○議長(山口裕君)　日程に従いまして、日程第

１、６日に引き続き一般質問を行います。

　荒川知章君。

　　〔荒川知章君登壇〕(拍手)

○荒川知章君　皆様、おはようございます。自由

民主党・葦北郡選出・荒川知章です。本年２月の

定例会に続き、６回目の一般質問となります。質

問の機会を与えてくださいました先輩議員、同僚

議員の皆様、心より感謝を申し上げます。

　私にとりまして、木村知事が就任されまして初

めての一般質問となります。知事はじめ、答弁を

いただく教育長、部長におかれましては、どうぞ

明快な答弁をよろしくお願いいたします。

　それでは、質問のほうに入っていきたいと思い

ます。

　まず初めに、大規模災害の教訓を踏まえた防災

力の強化についてお尋ねをいたします。

　能登半島地域では、今年１月１日に大規模地震

が発生し、甚大な被害に見舞われました。その

後、９月の豪雨災害も重なった現地では、今なお

多くの方が復旧に当たられています。

　また、８月には、宮崎県日向灘で発生した地震

病 院 事 業
管 理 者

事務局次長
兼総務課長

人事委員会
委  員  長

食のみやこ
推 進 局 長
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に伴い、南海トラフ地震臨時情報が発表され、改

めて、大規模災害への備えの必要性を認識させら

れました。

　そして、本県においても、平成24年熊本広域大

水害、平成28年熊本地震、令和２年７月豪雨な

ど、数々の大規模災害に見舞われてきました。

　災害からの復旧、復興の道のりは大変なものが

ありましたが、災害のたびに、これまでの災害対

応を振り返り、着実に防災力の強化が進んでいる

と私は思っております。

　本県では、防災センターの整備や大災害の経験

を踏まえた防災体制の強化、今年度は「世界津波

の日」高校生サミットや、ぼうさいこくたいとい

った防災イベントの実施など、全国に先駆けた取

組が行われています。

　しかしながら、防災力の強化は、どれだけやっ

ても完璧とはならず、将来の万が一への備えとし

て、市町村など関係機関と連携し、日々進化させ

ていかなければならないものだと考えています。

　石破総理は、臨時国会冒頭の所信表明演説にお

いて、防災へのさらなる対応を重要政策課題に掲

げられました。また、今年度の経済対策において

も、防災・減災、国土強靱化の推進が盛り込まれ

ています。

　災害は、いつ、どこで発生するか分かりません

し、近年の異常気象を考えても、激甚化、頻発化

する災害への備えは、日本全国、どの地域でも平

時から行うべき課題であると考えます。

　そのため、これまで本県が培った経験や教訓を

踏まえた防災力強化の取組を全国に発信すること

は、日本各地で今後想定される大規模災害に備え

る意味で重要な役割を果たすのではないかと考え

ています。

　大規模災害を経験した本県だからこそ、他県に

先んじて、防災力を高める先進的取組を、他県の

模範となるように取り組みつつ、さらにそのこと

を発信していくことが重要です。

　そこで質問です。

　県では、これまで防災力の強化を進めてこられ

ましたが、改めて、大規模災害の教訓を踏まえ、

今後防災力の強化にどのように取り組んでいかれ

るのか、また、大規模災害を経験してきた本県だ

からこそ、全国的な課題である防災力強化に対し

てどのように関わっていく考えなのか、知事にお

尋ねいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　荒川議員から、大規模災害の

教訓を踏まえた防災力の強化について御質問いた

だきました。

　私は、平成28年の熊本地震、そして令和２年７

月豪雨、これらのこれまで甚大な被害を受けてき

た熊本県の知事として、防災に対する強い思いを

持っております。

　災害は、いつ、どこで起きるか分かりません

が、あらかじめ可能な限りの備えを行っていくこ

とにより、被害の最小化、そして被害に遭われた

方々の一刻も早い再建につながることができま

す。

　このため、今定例会に提案させていただきまし

た、くまもと新時代共創基本方針の中で、取組の

基本的方向性の４つのうちの一つに「県民の命、

健康、安全・安心を守る｣、これを掲げておりま

す。防災、減災を含む災害に強い県土づくりを進

めることとしております。

　既に実施しております全市町村が参加しての豪

雨対応訓練、また、物資等の確保や移送に関する

民間企業との協定の締結、ＫＶＯＡＤなどのよう

な民間ボランティア団体との連携など、大きな災

害を経験したからこその本県の取組は、今、国や

全国の自治体から高い評価をいただいておりま
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す。

　例えば、私がかつて所属しておりました総務省

消防庁では、本県の訓練をモデルとした内容で、

小規模な自治体と都道府県が連携した訓練を展開

してくださっているところでございます。

　また、議員も御紹介いただきました、本年10月

に本県で開催いたしました防災推進国民大会と

｢世界津波の日」高校生サミットは、ともに過去

最大の参加者数となりました。この２つの防災の

ビッグイベントを通じて、本県の取組や創造的復

興の状況を強力に発信し、防災意識の向上に大き

く寄与したと考えております。

　さらに、今月12月19日に、能登半島地震での教

訓を踏まえ、天草・水俣地域における孤立対応を

想定した総合防災訓練の実動訓練を行わせていた

だきます。天草地域における海上自衛隊の艦艇に

よる揚陸訓練や水俣市における陸上自衛隊のヘリ

コプターによる緊急車両の輸送訓練などを行いま

して、実践的な災害対応力の向上を図るととも

に、孤立への県民の不安の解消に努めてまいりた

いと考えております。

　国は、能登半島地震、豪雨での教訓を踏まえ、

平時から、被災者支援のための備蓄などを拡充す

る事前防災の考えを改めて示したところです。

　この事前防災は、本県がこれまでも推進してき

たことでありまして、熊本県としても、市町村な

どと連携して、この事前防災の考え方の下、必要

な資機材、物資の整備を進めるなど、県民の安

心、安全の確保のため、さらなる防災力の強化に

努めてまいりたいと考えております。

　また、これまでの災害の経験、教訓を生かし、

国全体の防災力の強化に貢献することは、熊本県

の使命であると考えております。

　特に、本県は、九州を支える広域防災拠点構想

を掲げ、南海トラフ地震などが発生した際には、

大きな被害が想定される宮崎県、大分県などへの

支援を行うことができるよう、訓練の実施や拠点

機能の強化を進めているところであります。

　県民の皆様の生命、財産はもちろんのこと、九

州、そして全国の皆様の生命、財産を守ることに

貢献していくことが、これまで大災害で全国から

御支援をいただいた熊本県の責務であり、恩返し

であるという思いも込めて、最大限の努力を重ね

てまいりたいと考えております。

　以上でございます。

　　〔荒川知章君登壇〕

○荒川知章君　南海トラフ地震臨時情報が発表さ

れたとき、対応できた自治体は20％だけだったと

のアンケート結果が出ています。国全体の防災力

の強化に貢献することは、知事がおっしゃるよう

に、本県の使命であります。知事の力強い思いを

確認することができました。ぜひよろしくお願い

いたします。

　私の地元には、県内で唯一の防災道の駅とし

て、道の駅たのうらが指定されています。今後

も、防災拠点として、しっかりとした役割を果た

す必要があります。

　国でも、今年度補正予算や来年度当初予算で、

関係予算が手厚く確保していただけるものと思い

ますので、ぜひ県におかれましては、国の補正予

算や来年度当初予算をうまく活用し、大規模災害

を経験してきた本県だからこそ、他県の一歩先を

行く取組を積極的に進めていただきたいと思いま

す。

　次に、食のみやこ熊本の実現に向けて質問をい

たします。

　木村知事は、さきの知事選挙において「｢食の

みやこ熊本県」の創造！」を公約に掲げ、選挙戦

を進められました。その公約を実現すべく、10月

には、食のみやこ推進局を設置されました。県産
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品のさらなる販路拡大に向け、熊本の豊かな食文

化を生かした農林畜水産物の高付加価値化を進め

ることを狙いとして、新たな組織がスタートして

います。

　一方、市場では、今年、米の販売価格が大きく

上昇しました。また、コロナ禍を思い出してみま

すと、当初は、東京都内のデパートの地下食料品

の店先から野菜や果物など生鮮食品が消え、食料

品の確保が困難になるという報道を目にするな

ど、食料を輸入に頼る我が国の脆弱性が露呈して

しまいました。

　そのような経験を踏まえて申し上げますと、知

事が常々おっしゃっている、熊本の最大の産業は

農業である、熊本から日本人の胃袋をつかみたい

という言葉は大変意義深いものであるとともに、

食料安全保障という観点でも、私も大いに賛同す

るところであります。

　私が住む水俣・芦北地域では、温暖な気候の

下、山と海の幸やかんきつ類など豊富な農林畜水

産物に恵まれており、県南フードバレー構想に基

づき、地元で生産された農林畜水産物を活用した

商品開発、流通の取組が積極的に行われていま

す。

　特に、最近では、和紅茶の生産が盛んに行われ

ており、令和４年度には、芦北町のお茶のカジハ

ラさんが生産された紅茶が、イギリスの国際品評

会で世界一に輝いておられますし、芦北高校で

は、ジビエを使った商品開発も行われておりま

す。

　また、津奈木町では、酒蔵・亀萬酒造さんが農

業に参入され、自ら酒米を生産されておられます

し、地元小学校の児童が、地元ＪＡ青壮年部の皆

さんと協力の下、特産のサラダタマネギを民間事

業者と連携して、生産から加工、商品開発、流通

まで取り組むなど、食に関する様々な取組が展開

されています。

　知事が目指しておられる食のみやこ熊本県の創

造は、県南地域においては、こうした県南フード

バレーの取組をさらに進化させていくものではな

いかと思います。

　そこで、まず１点目に、今後、食のみやこ熊本

を実現していく中で、県南フードバレー構想をど

のように推進していくかについて、知事の思いを

お尋ねいたします。

　次に、農林水産業の現場では、担い手不足に直

面しているという現実があります。国は、農業経

営体の数が2030年に半減するとの試算も出されて

います。農業は、ほかの仕事と違い、自然相手の

労働環境で、収入や休みの不安定さがあるなど様

々な課題があることは地元でも聞いています。こ

の産業には本当に魅力がないのでしょうか。そう

ではないと私は信じています。

　そのような中、知事は、親元就農に熱心である

と聞いています。親元就農の方々には、営農に当

たって必要となるトラクターや田植機など農機

具、ハウスなどの施設、田畑などの経営資源がそ

ろっており、就農が比較的スムーズにできると考

えられ、親元就農を支援するという考えは、担い

手不足を解消するため、とてもよい方向であると

私も思っています。このような知事の思いを聞い

たとき、熊本の農業の未来はとても明るいものに

なっていくと思っています。

　また、知事は、就農者を増やすためにも、休み

が取れる農業を実現したいとの思いも口にされて

おり、このような考えが、今後担い手確保を行う

上で重要性を増していくと私も感じています。

　一方で、農業が天候や作物の生育に左右される

仕事であることを考えると、その実現が簡単では

ないことは理解しているつもりですが、とはい

え、どうにかならないものかと考えるところであ
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ります。

　そこで、２点目として、農業の担い手を確保す

るため、親元就農を進めたいと考える理由とその

支援の方向性について、また、休みが取れる農業

の実現に向け、どのように取組を進めていかれる

のか、知事の考えをお尋ねいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　食のみやこ熊本県の実現に向

けて御質問いただきました。

　まず１点目に、くまもと県南フードバレー構想

の推進についてお答え申し上げます。

　くまもと県南フードバレー構想は、県南地域の

豊かな農林畜水産物の資源を活用し、食関連産業

などを集積させるフードバレーを形成することに

よって県南地域の活性化を目指すものでありまし

て、平成25年３月の構想策定から、昨年で10年を

迎えました。

　私は、副知事時代に、構想の推進母体であるフ

ードバレー推進協議会の会長として、市町村や食

関連事業者などと連携して、様々な取組を行って

まいりました。特に、令和２年７月豪雨とコロナ

禍の後は、当時のフードバレーの施策を見直しま

して、都市圏などでの商談会や県南フェア、そう

いったものの開催、または、ＥＣサイトでの販売

促進キャンペーンの実施などで食関連産業の売上

げの回復を図る、それらとともに、フードバレー

経営塾というものを創設しまして、食関連の人材

育成に全力を注いできたところでございます。

　ただ、これまでの取組を総括しますと、一定の

成果は出ているものの、やはりさらなる施策の推

進により県南地域の一層の活性化につなげる必要

があると私は認識しております。

　議員御紹介のとおり、県南地域は、日本一の生

産量を誇るトマトをはじめ、デコポンなどの農林

畜水産物に恵まれています。こうした産地の特性

を生かしながら、農産物として出荷するだけでは

なく、加工して販売することで、単価や収益性の

アップが見込まれます。また、農家単独で加工に

取り組むとなると、これは非常に大変なことであ

りますが、フードバレーのネットワークの下に地

域で連携すれば、ビジネスの可能性は広がってい

くものと考えています。

　また、これらの加工品の販売においても、民間

企業とのコラボレーションでありますとか、地元

の商工団体などとしっかりと連携することで、今

後、会員の活動支援に幅や厚みが出るものと期待

しております。

　さらに、八代港には海外クルーズ船が多く寄港

いたします。それらのインバウンド客向けにツア

ーを企画するなど、県南地域の特産品のＰＲや農

業体験を通して地域の魅力を感じてもらうこと

で、輸出も見据えた新たな販路につなげたいと考

えております。

　この10年間で、フードバレー構想実現に向けた

機運は着実に高まっております。そこで、これま

でに蓄積した情報やノウハウなどの経験を生かし

て、核となる人材の育成と販路開拓に取り組みな

がら、県南の地域資源である農産物や食文化を生

かした新商品の開発などによって、農産物やお酒

などの高付加価値化を図るとともに、食関連産業

の育成や誘致もしっかりと推進していきたいと考

えております。

　フードバレー構想は、今後策定予定の食のみや

こ熊本県の創造に向けたビジョン、この中核に位

置づけ、フードバレー構想ステージ２として、さ

らなる展開を図るため、具体的な取組を検討して

まいります。

　県南地域の活性化は、県土の均衡ある発展とい

う意味で県政の重要課題であり、知事として、県

南フードバレー構想の実現に向け、しっかり取り
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組んでまいります。

　次に、担い手確保対策についてお答え申し上げ

ます。

　担い手の確保、育成は、熊本県の農業政策の喫

緊の課題でございます。

　私は、選挙期間中、または知事就任後も、各地

を回る中で、産地として格段の活気がある地域に

出会いました。そこでは、多くの後継者が自身の

地元で就農し、仲間とともに切磋琢磨しながら農

業を営んでおり、改めて、地域農業の中核として

未来を支える担い手は親元就農だというその思い

を強くしたところでございます。

　そこで、知事就任後、アンケート調査を行いま

した。その結果においても、やはり親元就農者の

多くは、地域への愛着が強く、地域の担い手とし

て高い志を有するとの意見をいただいておりま

す。熊本県の農業の未来を支える人材として、そ

の確保に向けた具体的な施策を現在検討させてお

ります。

　また、休みが取れる農業、議員御指摘いただき

ましたが、この点につきましては、後継者が地元

で就職する上でも大変重要です。後継者が多く残

っている雇用型の経営では、必要な労働力を確保

し、交代制による休みの取得を実現されたり、ま

た、家族経営であられても、スケジュール管理の

アプリなどを活用するとか、栽培時期の分散を図

って労働力の平準化を図ることで、休みが取れる

農業経営を実践されている事例もございます。

　ベビーリーフを生産する益城町の農業法人で

は、完全週休２日制を導入した結果、生産性の向

上や求職者数の増加など、まさに休みが取れる農

業経営を実現され、今年度、農林水産祭におい

て、内閣総理大臣賞を受賞されました。

　しかし、農業は自然相手のなりわいでございま

す。休みが取れる農業の実現には、まだまだ多く

の課題があると承知しております。

　今後は、外国人材や農福連携などを通じた労働

力の確保と併せて、休みが取れる優良事例の分析

と普及を図り、農業経営者の思いに応えられるよ

う、積極的に施策を推進してまいります。

　私の掲げる食のみやこ熊本県も、そして稼げる

農林畜水産業も、全ては担い手が確保されてこそ

実現できるものと考えています。今後も、関係機

関一体となり、担い手の確保に全力を注いでまい

ります。

　　〔荒川知章君登壇〕

○荒川知章君　県南地域の活性化は、県政の重要

課題であるという知事の言葉を大変うれしく思い

ます。私の恩師である故山本秀久先生が常におっ

しゃられてたのは、八代が県の第二の都市となら

なければならないということでした。

　県南フードバレー構想もステージ２に入りま

す。食のみやこ熊本の実現と併せて、さらなる進

化を期待しています。

　また、親元就農については、元気のある農村地

域を知事自ら確認し、知事の気づきに基づく支援

の強化ということで、知事の強い思いを確認する

ことができました。支援の強化を期待しておりま

す。

　休みが取れる農業については、農家の方からす

れば、むちゃくちゃなことを言うなという批判の

声があるだろうことも重々承知の上で私も申し上

げましたが、後継者の確保の観点では大変重要な

ポイントだと思いますので、積極的に進めていた

だきますようお願いいたします。

　私の地元芦北地域は、農林畜水産業が大きな柱

であるべきだと考えます。我が国の食料自給率向

上の一助となるほどの農林畜水産業の振興に努め

なければなりません。農林畜水産業全てにおいて

の担い手の育成をお願いいたします。
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　次に、こどもまんなか熊本・実現計画について

お尋ねいたします。

　昨年４月、政府において、こども家庭庁が創設

され、こどもまんなか社会の実現に向けた取組が

本格的にスタートし、様々な取組が展開されてい

ます。

　本県においても、令和５年度から、こどもまん

なか熊本の取組をスタートされました。今年度

は、木村知事の下、県政の重要課題の一つとして

｢こどもまんなか熊本」推進本部を設置し、全庁

挙げての取組が進められています。加えて、現

在、こどもまんなか熊本・実現計画を策定中であ

ります。

　９月定例会では、策定に向けた中間整理の報告

がなされ、その後、パブリックコメントやこども

未来創造会議において、子供、若者をはじめ、子

育て当事者、保育、教育の現場で働く人など、多

くの方から意見を聴いてこられました。

　私は、こどもまんなか熊本の実現は、県民の皆

さんと同じ方向を向いて一緒に取り組まなければ

成し遂げられないものであると考えます。その意

味では、計画の策定に当たっても、多くの県民の

方々とともにつくり上げていくことが極めて重要

であります。

　そこで質問ですが、パブリックコメントやこど

も未来創造会議で出された意見にはどのような意

見があったのでしょうか。そして、その意見を現

在策定中の計画にどのように反映していかれるの

でしょうか。

　また、中間整理の段階では、計画の理念や方向

性、施策の柱立てが実現計画の中心でしたが、県

民の意見を踏まえ、今後どのような取組を進めて

いかれるおつもりでしょうか。

　今後の取組の方向性及び計画策定のスケジュー

ルについてお尋ねをいたします。

　以上、健康福祉部長に答弁をお願いいたしま

す。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　まず、１点目の計

画の中間整理に対する意見やその反映についてで

すが、10月４日から11月３日までパブリックコメ

ントを実施し、合計82人から御意見が寄せられま

した。

　あわせて、子供や若者、子育て世代等から直接

意見をお聴きするこども未来創造会議を県内５か

所で開催し、合計141人から御意見をいただきま

した。その中で、知事は、中学生、高校生と直接

対話したところです。

　主な御意見として、まず、子供、若者からは、

学校におけるいじめ・不登校問題への取組強化、

通学路の安全確保、様々な体験活動の充実、先生

の児童生徒と向き合う時間の創出、公共交通の利

便性向上、さらに、就職先としての地元企業の魅

力向上などがありました。

　次に、子育て世代など一般の方からは、不妊治

療への不安、保育、教育の質の向上、安心して働

き続けられる職場環境の整備などについて御意見

がありました。

　このように、非常に多岐にわたり、ふだんの学

校生活や子育て環境、地域活動の中からの切実な

生の声をいただきました。これらの貴重な御意見

については、計画の基本方針編において、子供施

策に関する重要事項として反映してまいります。

　２点目の取組の方向性については、計画策定の

みならず、施策の推進においても、子供、若者、

子育て世代等の御意見を大切にしながら、県内市

町村や企業、団体等とも連携の上、全庁を挙げて

進めてまいります。

　早速検討したい主なものとして、まずは、子

供、若者から意見が多かった安全、安心に過ごせ
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る学校づくりとして、いじめや不登校等の諸問題

が挙げられます。これらは教育委員会を中心とす

る取組となりますが、子供、若者の置かれた状況

やその背景を踏まえ、健康福祉部も連携して対応

してまいります。

　さらに、一般の方から御意見の多かった不妊治

療への支援拡充の検討を進め、保育環境の充実を

図るとともに、子育てしやすい職場環境づくりの

推進にも取り組みます。

　計画策定のスケジュールとしては、来年１月に

有識者会議で審議の上、｢こどもまんなか熊本」

推進本部を経て、次期定例会において県議会の皆

様にも御報告し、今年度中に計画を策定いたしま

す。

　県としては、県民の皆様の御意見を踏まえて策

定するこどもまんなか熊本・実現計画を基に、オ

ール熊本で子供政策をしっかりと進めてまいりま

す。

　　〔荒川知章君登壇〕

○荒川知章君　国は、こども基本法により、子

供、若者に関する政策決定の際、当事者である子

供、若者の意見を聴くことを義務づけています。

　県では、今回計画を策定されるに当たり、中学

生、高校生との対話や子育て世代の方々からの意

見など、多くの声を聴いていただきました。関係

者の意見を聴くことは計画策定段階でも必要です

し、今後施策を実行していく段階でも必要なこと

です。

　今後も、常に関係者の意見を聴いていただき、

その意見を施策に反映する、その繰り返しをして

いただき、関係者が同じ方向を向いて、一体的な

取組として、子供や若者、そして子育て世代の皆

様が笑顔で暮らせる熊本を実現していただきます

ようお願いいたします。

　次に、子供たちが笑顔で育つ熊本の実現に向け

てお尋ねいたします。

　先月文部科学省が発表した不登校の子供の数

は、昨年、全国で34万人、本県も6,700人で、過

去最多という状況です。

　不登校には、幾つか原因があると思っていま

す。不登校の子供の中には、学ぶ意味や目的が十

分理解できず、不登校となっている子供がいると

思います。また、学ぶ意味や目的が理解できたと

しても、学びたいと思ったときに学ぶことができ

る環境も必要だと思います。誰一人取り残さない

教育を実現するためには、学校で学ぶ意味につい

て考えることが必要でしょうし、学びたいと思っ

たときに学ぶことができる環境づくりが重要では

ないでしょうか。

　そこで質問です。

　県教育委員会では、これまでも、不登校対策と

して、教育支援センターの充実などに取り組んで

こられましたが、今後どのような取組を展開して

いかれるのか、教育長にお尋ねいたします。

　次に、英語教育の充実、特に今回は、英語によ

るコミュニケーション能力の向上について質問を

いたします。

　本州からフェリーで30分、瀬戸内海に浮かぶ大

崎上島という島の中に、広島叡智学園高校という

広島県立の高校があります。平成31年４月に開校

した、まだ新しい全寮制の中高一貫校で、国際バ

カロレアの認定校でもあります。

　中でも私が衝撃を受けたのは、数学の授業が英

語で展開されているということでした。英語の授

業を英語で行うのは一般的に見かける光景です

が、数学の授業を英語で行うことは、私の想像を

絶するものでした。授業を受ける生徒にある程度

の英語力が必要な上に、日頃から英語に親しみ、

当たり前に、公用語のように授業の中で活用しな

がらの教育は、ある意味新鮮でもあり、これぞ現
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代のグローバル社会が求めている英語教育の在り

方ではないかと思ったところです。

　現在の日本を取り巻く環境を考えたとき、英語

教育は欠かすことのできないものであり、特に英

語を話せることは、これから世界に伍する日本の

若者、とりわけ半導体の外資系企業が進出して以

降、グローバル化が急速に進んでいる熊本の若者

にとっては、とても重要なことだと思っていま

す。

　そこで質問です。

　この英語教育の充実強化、英語によるコミュニ

ケーション能力の向上については、教育委員会と

しても強力に進める必要があると考えますが、教

育長の考えをお尋ねいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　１点目の不登校の子供た

ちに対する支援についてお答えいたします。

　令和５年度文部科学省調査結果によると、不登

校児童生徒の状況としましては、学校生活にやる

気が出ない、不安、抑鬱、生活のリズムの不調の

項目が多くなっています。

　県教育委員会では、不登校児童生徒の学びの場

を確保するため、スクールカウンセラー等の専門

家を活用したカウンセリングの充実や教育支援セ

ンター設置など、様々な取組を行っているところ

でございます。

　また、対人関係の不安やストレス等が原因で、

自宅から出ることが難しく、教育支援センターや

フリースクールのような施設に通えない子供もい

ることから、学びたいときに学ぶことができる環

境づくりも重要であると考えています。

　そのため、県教育委員会では、不登校児童生徒

への支援に関する協力者会議を設置し、具体的な

協議を進めています。今後、家から出ることがで

きない子供への学びの場を確保するため、１人１

台端末やオンラインを活用した学習支援の方策な

どについても議論することとしております。

　また、今月には、不登校児童生徒及びその保護

者を対象に、必要な支援や要望等に関するアンケ

ートを実施し、不登校対策に活用していく予定で

ございます。

　引き続き、誰一人取り残さない教育を実現する

ため、不登校児童生徒に寄り添った学びの環境づ

くりに努めてまいります。

　２点目の英語によるコミュニケーション能力の

向上についてお答えします。

　議員御指摘のとおり、グローバル化が急速に進

んでいる中、将来を担う児童生徒の英語によるコ

ミュニケーション能力、とりわけ話す力を高める

ことは大変重要だと考えています。

　県教育委員会では、英語を話す力を育成するた

め、義務教育段階から、英語によるスピーチや対

話などを重視した授業への転換を図っています。

今年度は、新たに県内中学生1,200人に対し英語

スピーキングテストを実施しており、結果を分析

して授業力の向上に生かすこととしています。ま

た、英語による話す力を強化するとともに、英語

学習の意欲を高めることを目的として、児童生徒

がＡＬＴと英語でコミュニケーションを図るイベ

ントを行っています。この取組は、県内の市町村

独自の国際交流の取組へと広がっています。

　高校段階では、英語ディベート等を通した授業

づくりのほか、探求活動の成果を英語で発表して

議論を行ったり、理科などの学習内容を英語でも

学ぶ取組も進めています。また、国際バカロレア

を導入予定の八代高校では、英語とそれ以外の１

教科の授業を英語で行うことを検討しています。

　さらに、10月に開催された「世界津波の日」

2024高校生サミットIN熊本においては、県内の高

校生が国内外から集まった多くの高校生と英語で
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対話し、防災に関する議論を深めるなど、これま

での英語教育の成果が表れているものと考えてい

ます。

　県教育委員会としましては、引き続き、英語に

よるコミュニケーション能力の向上のため、教科

指導だけでなく、様々な場面において英語教育の

充実を図ることで、グローバル社会を担う児童生

徒の育成に努めてまいります。

　　〔荒川知章君登壇〕

○荒川知章君　不登校については、その生徒数が

年々上昇するなど非常に深刻な問題であり、これ

だけテクノロジーが発達した現代においてオンラ

インを活用することは必須であると考えます。コ

ロナ禍では、オンライン授業が積極的に展開され

ました。この取組は、学校に行きづらい子供たち

にとっては、とてもよい取組だったと思います

が、コロナ収束後には、オンライン授業をあまり

活用しないコロナ前の状況に戻りつつあるように

感じています。できれば、簡単な単元は自宅など

でのオンライン授業を取り入れた上で、学習意欲

が高まったところで学校への登校を促すなど、様

々な取組が必要だと考えます。引き続き検討をお

願いしたいと思います。

　また、英語によるコミュニケーション能力の向

上については、現状、スピーキングの試験が大学

受験でないため、大学受験だけを考えると、スピ

ーキングを積極的に取り入れることはバランスが

必要な面もあると思うのですが、コミュニケーシ

ョン能力を高めることで異文化交流を深め、その

結果、英語そのものへの学習意欲が高まると思い

ますので、よろしくお願いいたします。

　次に、外国人労働力の確保、活用について質問

いたします。

　現在、日本全国、あらゆる産業で人材不足が深

刻化しており、担い手としての外国人労働者は貴

重な存在となっています。

　県内の在住外国人の数は、近年、半導体関連の

外資系企業の進出などを背景として年々上昇して

おり、令和６年６月末時点で約２万7,000人とな

り、過去最高を記録し、全国でも上位の伸び率と

なっています。

　人口減少が進む中、外国人が地域社会の担い手

として熊本で働くことを選択していただき、外国

人労働者を熊本に取り込むことは、熊本がこれか

らも発展し続け、その活力を維持していく上で極

めて重要であると考えています。

　外国人労働者を雇用するに当たっては、人手不

足の解消ができるなど、よい面もありますが、一

方で、文化や習慣の違いを理解しないとトラブル

につながることや、外国人の日本語レベルによっ

てはコミュニケーションがうまく取れないこと、

また、雇用に当たっては経費面での負担が大きい

など、課題も多くあるのが現状です。

　県では、今年９月、外国人材との共生推進本部

を立ち上げ、外国人も県民も、共に働きやすく、

暮らしやすい町にしていくための議論がスタート

しています。

　また、10月には、外国人材受入企業支援センタ

ーが開設され、専門家による相談対応、マッチン

グ支援など、県内企業の外国人材受入れへの支援

が始まっています。

　一方で、令和９年６月までには、全国で現行の

技能実習制度に代わる育成就労制度がスタートす

ることになっています。これまでの技能実習制度

で認められていなかった外国人労働者の転籍が育

成就労制度で可能になるため、この制度が始まる

と、賃金の高い都市部への人材の流出に拍車がか

かることが懸念されています。

　地方の企業においては、初期段階での指導、教

育を行い、労働者として育成した挙げ句、これか
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ら戦力として活躍していただく段階になって、給

料の高い都市部の大企業に転職する例が、これま

で以上に発生するのではないかと心配をしていま

す。

　さらに大きな視点で言えば、諸外国の経済発展

による待遇の向上、日本における賃金の伸び悩み

によって、優秀な外国人労働者の採用が難しくな

りつつあります。

　また、雇用する方の中には、外国人労働者を単

なる労働力として認識し、いまだ、安く雇用で

き、労働環境が多少悪くても働いてもらえると考

えている雇用者も少なくありません。

　給与水準が高い国が増える中、安く雇おうとい

う考えでは、外国人はほかの国で働くことを選択

してしまいます。日本人と同様の労働条件、給与

水準で雇用する必要があることは言うまでもあり

ません。

　今後は、ますます外国人にとって働きやすい労

働環境をつくらなければ、より多くの外国人労働

者が、日本、もしくは熊本で活躍することはでき

ないと思っています。

　そこで質問ですが、現在、各分野で人材不足が

深刻化している中、外国人労働者を貴重な労働力

として頼らざるを得ない状況にありますが、県で

は、企業における受入れ環境の整備や受入れに係

る負担軽減など、外国人労働者の受入れ、確保に

ついてどのように取り組んでいかれるのか、商工

労働部長にお尋ねいたします。

　　〔商工労働部長上田哲也君登壇〕

○商工労働部長(上田哲也君)　各産業における人

手不足が深刻となっている本県において、外国人

材は、地域経済を支える重要な存在であると認識

をしています。

　また、世界的な半導体関連企業の進出を契機と

して、本県の国際化の流れが加速する中、外国人

材に選ばれ、長く活躍していただくことは、本県

産業の競争力強化にもつながるものと考えており

ます。

　議員御指摘のとおり、外国人材の受入れと確保

は、企業にとって、在留資格取得に伴うハードル

をはじめ、社内の受入れ環境整備や生活面のサポ

ートなど、様々な課題がございます。

　加えて、本人意向で転籍が可能となる育成就労

制度が今後開始されることを踏まえますと、職場

や地域への定着につながる取組も大変重要になっ

てまいります。

　そこで、県では、企業を対象とした外国人材活

用ノウハウに関するセミナーや、日本人従業員向

けに、職場においてやさしく日本語を伝えるため

の講座を開催しています。また、10月には、議員

御紹介いただきました外国人材受入れに関する企

業向けの相談支援窓口を新たに設置するなど、県

内企業の負担軽減にも取り組んでまいります。

　９月に設置しました知事を本部長とします外国

人材との共生推進本部では、外国人材受入れに関

する諸課題の解決につながる好事例を収集し、横

展開を図るなど、外国人材にとって働きやすい環

境を整備することとしています。

　県としても、外国人材の県内就労や定着促進に

つながるよう、県内企業へのきめ細かな相談対応

やオンラインイベントによるマッチング機会の提

供を行ってまいります。

　また、海外の外国人材に対して、ベトナムやカ

ンボジアなど５か国語で作成するＰＲ動画を活用

するなど、熊本で働く魅力の情報発信を行い、外

国人材に選ばれる熊本に向けた取組を充実させる

ことで、人手不足の解消と地域経済の維持発展に

つなげてまいります。

　　〔荒川知章君登壇〕

○荒川知章君　外国人材は、これから獲得競争の
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時代だと思います。特に建設業や福祉施設におい

ては、外国人材の方々の資格取得が望まれます

が、現在試験が日本語で行われ、難しい漢字が読

めず、資格取得が困難となっています。広島県で

は、民間団体が主体となり、母国語での試験問題

が用意される例も見受けられます。ぜひ本県でも

早急に対応していただきたいと思います。

　また、働きやすく、暮らしやすい熊本をいかに

実現し、発信していけるか、このことも今後の課

題であると思います。多くの産業で人材不足が起

こっている現状において、外国人材を欲しいタイ

ミングで欲しい能力の方をしっかり確保でき、各

産業の生産性を高めていくためにも、今年度から

スタートした外国人材との共生推進本部での議論

をはじめ、様々な機会を通じて、外国人労働者に

選ばれる熊本となるよう、県を挙げての支援をよ

ろしくお願いいたします。

　最後に、深刻さを増している鳥獣被害に関しま

して、その対策についてお尋ねをいたします。

　令和４年度の野生鳥獣による農作物の被害状況

は、県全体の被害額が約５億9,000万円で、イノ

シシ、鹿による被害が増加しており、依然高い水

準となっています。

　地元芦北地域でも、鹿による果樹への被害が深

刻であり、地域の基幹作物であるかんきつ類への

被害は喫緊の課題です。

　私も、地元でお話を伺うと、鳥獣被害に対する

悩みの声が多く寄せられます。特に、農家では高

齢化が進んでおり、侵入防止柵の設置や修繕が負

担になっていること、狩猟者においては、捕獲後

のイノシシや鹿の運搬、埋設に係る掘削、埋め戻

しなどの作業が負担になっていること、さらに

は、捕獲した鳥獣を埋設する場所を探すのが大

変、捕獲したイノシシや鹿を処理する施設を建設

してほしいなどの要望をお聞きいたします。

　鳥獣対策としては、１つは、鳥獣の田畑などへ

の侵入防止、２つ目には、鳥獣を捕獲することが

大きな柱になると思いますが、防護柵の設置だけ

では、完全にシャットアウトすることはできませ

んし、鳥獣の数自体が膨大である昨今では、今の

ペースで捕獲しても、被害を防ぐための捕獲には

ならないのが実情であります。

　その上で、今私が最も課題と考えているのが、

捕獲した後の鳥獣の処理についてでございます。

この処理の仕組みを構築しなければ、捕獲そのも

のもうまく進まず、鳥獣被害対策全体がうまく進

まないと思います。

　県では、これまでも様々な対策を講じていただ

いておりますが、今日まで抜本的な解決に至って

いない現状を考えると、引き続き対策を継続しつ

つも、さらなる対策の強化が必要と考えます。

　捕獲数も多いため、捕獲後の運搬の負担軽減や

捕獲した鳥獣の処理をどう進めるのかを考えたと

き、捕獲した鳥獣を処理施設まで運搬し、解体処

分し、加工して商品化する、そして利益を上げ、

その利益を、運搬から解体処理、加工、商品流通

に至るまでの財源の一部に活用できるようにす

る、この仕組みを構築した上で施設を整備するこ

とが極めて有効と考えます。

　解体加工施設では、単に解体処分をするだけで

はなく、売れる商品に商品化すること、かつ利益

につながる仕組みを構築すること、その生まれた

利益を施設の人件費や施設整備、技術力向上に要

する費用に活用できるようにすること、この仕組

みづくりにより、捕獲から加工、そして加工品の

商品流通の流れができ、好循環が生まれ、鳥獣被

害対策の全体がうまく回っていくものと確信をし

ています。

　そこで、１点目に、鳥獣被害対策として、県で

は、これまで様々な支援を講じてこられました
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が、これまでの対策をどう評価しておられるの

か。依然として課題もあると思いますが、どのよ

うな課題があり、その課題に今後どのように対応

していかれるのでしょうか、まずお尋ねいたしま

す。

　次に、２点目に、捕獲した後の鳥獣の取扱いを

考えるに当たって、将来的に持続可能な解体処

理、加工を行う施設を整備し、加工品を商品化

し、流通させる必要があると考えますが、この点

についてどのように考えておられるのでしょう

か、農林水産部長にお尋ねをいたします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　１点目の鳥獣被害

対策についてお答えします。

　農作物への鳥獣被害は、被害そのものにとどま

らず、農家の生産意欲の減退を招くなど、重要な

問題と認識しています。

　このため、県では、収穫後に残った作物の除去

や草刈りによる潜み場の解消など、野生鳥獣が生

息しにくい環境の整備と管理を地域ぐるみで行う

｢えづけＳＴＯＰ！」対策を基本として、侵入防

止柵の設置等を組み合わせた総合的な対策を進め

ています。

　これらの取組により、農作物の被害は、平成22

年の約８億円から近年は約５億円台に抑えられて

います。特に、沿岸部のカモ被害については、関

係者一丸で対策に取り組んだ結果、大きく被害が

減少しており、一定の成果が見られています。

　一方、高齢化等により、柵の設置、管理や捕獲

に係る負担を懸念する声が聞かれることから、県

では、ＩＣＴ技術を活用し、電気柵の電圧の低下

やわなでの捕獲情報をスマートフォンで確認する

システムの導入など、対策の効率化、省力化を図

っています。

　引き続き、市町村などの関係者と連携しなが

ら、持続可能な対策が講じられるよう支援してま

いります。

　２点目の捕獲した鳥獣の処理についてお答えし

ます。

　捕獲した鳥獣を加工し、ジビエなどに活用する

ことは、農村における所得向上にもつながる取組

です。

　県では、ジビエの利活用を推進するため、平成

30年に、県内のジビエの処理加工業者や関係市町

村、県などで構成するくまもとジビエコンソーシ

アムを設立し、加工技術の向上のための研修会や

ジビエフェアを開催するなど、関係者が一体とな

って品質向上や安定供給、ブランド化に取り組ん

でいます。このような取組の結果、イノシシと

鹿のジビエとしての活用頭数は、平成28年度の

2,978頭から令和４年度には4,038頭まで増加して

います。

　一方、処理施設の新規設置については、捕獲個

体の種類や頭数によって、ジビエの処理加工施設

とするのか、分解、圧縮する減容化施設とするの

かなど、関係者の意向を尊重し、地域の実情を考

慮の上、検討する必要があります。

　芦北地域では、鳥獣被害防止対策広域連絡協議

会において、効率的な処理方法の検討を進めてい

るところです。設置や運営に係るコスト、設置場

所など解決すべき課題は多くありますが、関係者

と連携して対応してまいります。

　今後も、関係団体と一丸となって、捕獲した鳥

獣の処理が持続的に行うことができるよう、処理

施設の設置に向けた支援やジビエのブランド化に

取り組んでまいります。

　　〔荒川知章君登壇〕

○荒川知章君　鳥獣被害は、抜本的な対策を講じ

ない限り減ることはないと思っています。

　鳥獣の侵入防止は対策の基本でありますが、鳥
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獣そのものの数が増え続ければ、幾ら侵入防止対

策を頑張っても追いつきません。やはり、併せて

捕獲を強化することが必要になってきます。捕獲

を強化するためには、捕獲した鳥獣の取扱いを確

立しないと、持続可能で効果的な捕獲にはつなが

らないと思います。

　ジビエの処理加工施設とするか、減容化施設と

するか、２つに１つではなく、肥料やペットフー

ドなど、可能なことは全て取り組む道も選択肢に

入れることが必要です。

　ぜひ、県におかれましては、捕獲した鳥獣を運

搬、解体、加工、そして加工品を商品化し、流通

に回し、利益を上げるこの仕組みづくりをスピー

ド感を持って主体的に進めていただき、他県に先

んじて、全国のモデルとなるような取組をぜひ早

急にお願いいたします。

　以上をもちまして、私の質問は全て終了をいた

しました。

　今後も、地域の皆様の安全、安心な生活のため

に、そして若者が希望を持てる地域づくりのため

に、そして県政発展のために誠心誠意全力で取り

組んでまいります。

　御清聴、誠にありがとうございました。(拍手)

○議長(山口裕君)　この際、５分間休憩いたしま

す。

　　午前10時58分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午前11時８分開議

○議長(山口裕君)　休憩前に引き続き会議を開き

ます。

　西山宗孝君。

　　〔西山宗孝君登壇〕(拍手)

○西山宗孝君　皆さん、おはようございます。自

由民主党・宇土市選出・西山宗孝でございます。

今回で10回目の質問の機会をいただきました。あ

りがとうございます。

　先ほど質問しました荒川県議の爽やかな質問の

後ですので、びしっと行けという先輩からのアド

バイスありましたけれども、相変わらず緊張して

おります。心地よい緊張感の中で、しっかりと質

問をさせていただきたいと思います。

　今年も、県議会、常任委員会、特別委員会や自

民党の各部会の政策会議に加えて、多くの議員連

盟での政務活動をはじめ、コロナ後の国内外への

視察などを通して大変忙しい１年となりました。

同志議員の皆さんと一緒にたくさんの研さんを積

ませていただきました。地元宇土市におきまして

も、政務活動の中で、団体や市民の皆様より多く

の声をいただいてまいりました。

　限られた時間ではありますけれども、６点につ

いて、要望１点を加えて質問をさせていただきた

いと思います。

　いよいよ一般質問の最終日となります。本年最

後の一般質問の締めにふさわしい論議となります

ように、市民、県民の声について、木村知事をは

じめ、しっかりと答弁をお願いしたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。

　私は、去る10月６日から11日までの６日間、ベ

トナム、カンボジア両国の視察に、坂田団長をは

じめ、精鋭県議13名の視察団の一員として参加さ

せていただきました。

　今回の視察の目的でもあります、県内の多くの

企業が人手不足に苦しんでいることから、県内企

業への最多の人材を送っているベトナムと今後な

お一層の増加が期待されますカンボジア両国での

研修では、領事館やＪＩＣＡをはじめ日本への送

り出し機関や日本語学校など、多くの視察をさせ

ていただきました。

　スクリーンを御覧いただきたいと思います。

(資料を示す)
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　一生懸命勉学に励む若者たちのきらきらした目

が輝く印象が今でも残っております。法律上顔写

真が御覧いただけないのが残念なんですけれど

も、非常に若い方々が目を輝かせて――御覧のス

クリーンは、朝昼晩、１日３回のラジオ体操をや

って、気合を入れて勉強に励んでおられる姿でご

ざいます。

　卒業後、彼らの多くは、技能実習生として、生

まれて初めて祖国を後にし、日本、そして熊本に

来られます。その多くの若者は、借金をしなが

ら、日本へ行くことを夢見て、日本語や日本の文

化、マナーなどについて勉強されております。

　実習先として熊本を選ばれた方々は、人材不足

に悩む熊本の事業者の貴重な戦力となって、県経

済をしっかりと支えていただいております。

　一方で、来日後に、当初抱いていたイメージと

実際の生活のギャップを感じて、一部の方々がド

ロップアウトする、行方不明になるという現状も

あります。法務省によりますと、令和５年の技能

実習生の失踪者数は全国で9,753名と、これまで

で最も多い数字となりました。そのうち、熊本県

における失踪者数は221名となっています。

　菊陽町へのＴＳＭＣ進出や人材不足などの影響

により、県内の外国人住民の数は増加を続けてい

ます。(資料を示す)スクリーンにありますよう

に、法務省の最新統計によれば、県内在住外国

人は２万7,407名と、過去最高を更新いたしまし

た。

　私の地元である宇土市においても、実際に外国

人の方を目にすることが珍しくなくなってまいり

ました。私は、数ある選択肢の中から熊本を選

び、来られた方々が生き生きと楽しく暮らしてい

くことによって、さらに多くの優秀な人材が熊本

を選んでくれるようになるのではないかと考えま

す。また、そうしなければ、熊本は選ばれなくな

ると思っております。そのためには、外国人の方

たちを地域でどのように温かく受け入れ、地域の

方々とともに暮らしていける共生社会を我々は真

剣に考えなければならないと思っています。

　そこで、県が市町村や企業、民間団体と連携

し、外国人との共生の取組を進めることが大変重

要だと思っております。外国人から選ばれる熊本

を標榜されている熊本県として、今後どのように

取り組んでいかれるのか、木村知事にお尋ねをい

たします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　西山議員から、選ばれる熊本

に向けた外国人材との共生推進について御質問い

ただきました。

　議員御紹介のとおり、県内にお住まいの外国人

の数は、６月末時点で２万7,407人と、過去最高

を更新しております。地域社会や各産業において

人手不足が深刻化する中、文化や習慣が異なる外

国人とともに暮らす、多文化共生社会の実現は急

務になっております。

　先ほど、先生から、ドロップアウトの話も御指

摘いただきましたが、これまでの反省も含め、そ

のようなことが少なくなるように私たちはしなけ

ればいけません。

　熊本が外国人材から選ばれ続けるためにも、外

国人材を地域住民の一員として受け入れ、孤立し

ない環境を整えていくことが必要であると考えて

おります。

　そこで、９月に、私を本部長といたします熊本

県外国人材との共生推進本部を新たに設置いたし

ました。県庁だけでなく、市町村や民間団体など

とともに、多文化共生を推進する体制を整えてお

ります。これまで２回の推進本部会議を開催いた

しました。まずは、地域や各産業における課題や

優良事例を共有したところでございます。
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　例えば、八代市では、市民向けに外国人材が活

躍する職場の見学会を実施されておられます。こ

の見学会が、地域住民が多文化共生に目を向ける

きっかけとなっておられます。また、美里町や山

都町などの民間事業者では、日本の運転免許証を

持たない外国人従業員が困らないよう、社員が休

日に買物を手伝うなど、生活面を支援する取組が

進んでいます。

　こうした取組は、まだ始まったばかりではあり

ますが、今後、推進本部の参加者同士による横の

ネットワークを強化することで、県全体に波及さ

せていきたいと考えております。

　先月、私は、多文化共生社会の実現を目指す熊

本の民間団体、ＫＵＭＡＭＯＴＯ ＫＵＲＡＳＵ

のシンポジウムに出席いたしましたが、多くの出

席者の方々が熱心に話に聞き入る様子を拝見し、

多文化共生への関心の高まりを感じたところで

す。こうした多文化共生を支える民間団体などの

新たな動きも県として支援してまいります。

　市町村や民間団体の方々ともしっかり連携しな

がら、外国人材に選ばれる熊本に向けた取組を充

実させていくことで、外国人のみならず、日本人

を含めた全ての住民にとって働きやすく、暮らし

やすい環境づくりを進めてまいります。

　以上でございます。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　視察いたしました送り出し機関で

の教育と実際に日本で就職された生活環境のギャ

ップについては、執行部も把握されていると思い

ます。

　このベトナム、カンボジア両国、６日間滞在中

に、この国民性、非常に親日派で、日本が好きな

国民性であることは皆さんも御承知かと思いま

す。日本人も、こういった方々と地域の住民とし

て一緒に手を取り合っていける体制、環境ができ

ればいいなと常々視察先で思ったところでもござ

いました。

　就職されていかれる事業体、管理団体等もあり

ますけれども、事業体によって極端にやっぱり対

応が違う、運が悪ければ非常に悪質な環境の中で

働く方もいらっしゃると伺っております。外国

で、送り出し機関での現地での勉強、思いと日本

におけるあまりにも大きなギャップに悩む方々も

たくさんいらっしゃるようです。その辺りは、送

り出し機関等々と熊本県が、そういったギャップ

も含めた課題を共有しながら、これから日本に行

ったらいいなと、少しぐらいは給与が安くても日

本がいいんだという思いを地域住民とつくり上げ

ていただきたいと思います。

　行政と民間の連携をするということで知事から

お話がありましたけれども、やはり市町村内にお

けるしっかりとした組織を持っている、例えばＪ

Ａであるとか、あるいは商工会議所であるとか、

あるいは福祉団体であるとか、そういったのを行

政と併せて、大体市町村の中にそういった相談機

関があればいいと思うんです。そういったところ

とも連携を取りながら、いつでも気持ちよく受け

入れてくれる、そういった環境をぜひつくってい

ただきたいと思います。

　知事が本部長、外国人材との共生推進本部会議

の中で課題をしっかり検討されて、そういった日

本の熊本の住民であると、市民である、県民であ

るという認識の下で、そういった環境をぜひつく

っていただきたいと思いますし、また、地域住民

への理解についても、やっぱり進めていかなけれ

ばならない課題だと思っておりますので、どうか

よろしくお願いしておきたいと思います。

　次に、宇城地域における水産業の支援体制につ

いてお尋ねをいたします。

　宇城地域では、特性が異なる有明海、八代海に
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おいて、多種多様な漁業が営まれています。とり

わけ、広大な干潟を利用したノリ養殖業やアサ

リ、ハマグリの採貝業などが盛んであり、令和５

年度漁期の県内生産量に占める割合は、ノリが約

16％、アサリが34％と主要な産地となっていま

す。

　これまで、県では、宇城地域をはじめ、地域の

特性に応じた水産振興を進めるに当たり、効率的

な支援体制を整備されてきたと認識しておりま

す。その支援体制は、平成２年に、玉名、熊飽地

域、宇城、八代、芦北、天草事務所の水産業改良

普及員を現在の県北、県南、天草の３か所に集約

されて、今の支援体制になったと聞いておりま

す。

　私の地元の宇土市は、県北広域本部水産課の所

管となっていますが、その事務所があるのは玉名

市、この玉名市から宇土市まで車で１時間以上か

かる距離にあります。地元の漁業者からは、特に

若い担い手からは、日常的に身近なところで水産

業の経営、新たな事業展開に向けた相談窓口、こ

ういった体制が求められているのが現状でござい

ます。

　また、県では、水産業の六次産業化を推進する

に当たり、平成24年に水産研究センターにオープ

ンラボを整備し、漁業者、漁協、加工業者、市町

による加工品開発を支援されています。

　農産物の六次産業化については、加工品試作や

商品開発などの支援を、先ほどもありました八代

のフードバレーアグリビジネスセンターで行っ

て、昨年度は、農業者や食品加工業者から296件

の相談などを受けて、相応の成果が見られていま

す。一方の水産研究センターのオープンラボの相

談件数については、13件と伺っております。

　それぞれ特性、歴史も違いますので、ただ単に

比較するわけにはいきませんけれども、宇城地域

におきましては、水産業の課題を把握して、六次

産業化や高付加価値化による振興を図っていくこ

とは、水産業の経営に大きく寄与するものである

と思います。さらに地元に密着したきめ細かな支

援体制が必要ではないかと思います。

　そこで、宇城地域における水産業の支援状況、

水産業の六次産業化に向けた水産研究センターの

取組状況、そして、今後の宇城地域における水産

業の支援体制について、農林水産部長にお尋ねを

いたします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　まず、ノリ養殖業

やアサリ採貝業などが盛んな宇城地域の水産業の

支援についてお答えします。

　県では、県北、県南の２つの広域本部にそれぞ

れ複数人配置された水産業普及指導員と水産研究

センターの研究員が、地域や業務を分担し、漁業

者からの相談に対する助言や技術指導などを行っ

ています。

　ノリ養殖業については、温暖化に伴う最適な生

産スケジュールの提案や高性能摘み取り船の導入

に向けた計画策定等の支援を行ってまいりまし

た。その結果、１経営体当たりの生産額は、平成

26年の1,894万円から令和５年には4,941万円とな

るなど、着実に向上しています。

　アサリ採貝業については、資源の回復に向け、

網袋による母貝団地の造成や被覆網による食害生

物からの保護などを支援してまいりました。その

結果、令和２年に0.2トンであった漁獲量は、令

和５年には43.2トンにまで増加し、資源回復の兆

しが見られています。

　次に、水産業の六次産業化に向けた水産研究セ

ンターの取組状況については、平成24年度に急速

凍結機や冷風乾燥機などを導入し、オープンラボ

の機能拡充を図りました。令和５年度までの12年
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間で、合計491件の相談があり、72件の加工品が

商品化されました。宇城地域では、住吉漁協の女

性部が風味豊かなノリのつくだ煮を商品化され、

今では直売所の看板商品となっています。

　引き続き、オープンラボを積極的に活用しても

らえるよう、漁協、市町との会議や普及活動を通

じて、加工品開発の成功事例などを発信してまい

ります。

　最後に、今後の宇城地域における水産業の支援

体制については、漁業者が抱える課題解決に向

け、関係者の連携を強化する必要があると感じて

います。そこで、担当する水産業普及指導員が一

目で分かる連絡網を漁協等の関係機関に配付する

など、漁業者が気軽に相談できる関係を構築して

まいります。

　さらに、漁業者の所得向上を目的とした浜の活

力再生プランの達成のため、漁協、市町により組

織された地域再生委員会などと水産業普及指導員

がこれまで以上に連携し、地域が抱える課題の解

決に取り組みます。

　これらの取組を着実に実施し、宇城地域の水産

業の振興にしっかりと取り組んでまいります。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　今、部長から、宇城地域、宇土市

における住吉漁協の例を取って、一例、ノリの加

工等々の話がありましたが、あまり例を挙げる

と、少ないのかなと私自身が認識しておりました

ので、一例ではありましたけれども、もっともっ

とこの加工とか六次産業に向けては、伸び代があ

る地域であると、産業であると思っています。

　生産者の方から、農林畜水産、この関係のマッ

チングによって新商品の開発はまだまだ多くの可

能性があると伺っております。

　食の都推進には、これらの素材をさらに発展さ

せるためにも、有明海域水産物の活用にスポット

を当てていただき、さらに付加価値をつけていく

ことが、この地域に住まれる水産業の経営安定の

ためには絶対必要であると私は考えております。

引き続き御支援を賜ればと思います。

　また、従来、宇城振興局にありました水産の指

導普及員の制度が随分前にあったと伺っておりま

すが、そのことをすぐつくるということではなし

としても、やっぱりそういった体制が身近にある

ということが非常に大事だと思いますので、これ

からも、その体制についても、この宇土市のみな

らず、漁業関係では二部会、宇土、熊本市の一部

にかかりますけれども、二部会においてもそうい

ったお気持ちを持っておられるということを認識

していただければと思っています。どうかよろし

くお願い申し上げます。

　本年１月に発生しました能登半島地震では、多

くのインフラ施設に甚大な被害を及ぼしたことは

まだ記憶に新しいところですが、道路は至るとこ

ろで通行止めとなり、半島の地形の特性から奥能

登へのアクセスルートが遮断され、奥能登全体が

孤立状態となりました。また、多くの河川や港、

農業用施設など、広範囲に甚大な被害が発生いた

しました。その後、９月の奥能登豪雨でも、被害

はさらに拡大したところであります。

　私の地元であります宇土市においても同じ半島

地形を有しており、能登半島と同様な被害が発生

することを地元住民も大変不安を抱いておりま

す。宇土半島の道路事情としましては、宇土市側

の国道57号、宇城市側の国道266号は既に改良済

みであります。この２つの国道を南北に結ぶ主要

地方道宇土不知火線及び一般県道郡浦網田線は、

沿線住民の重要な道路であるとともに、大規模災

害が発生した場合の重要な避難道路でもあり、命

の道でもあります。

　この宇土不知火線及び郡浦網田線の改良率を見
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てみますと、それぞれ59％、43％であり、宇城管

内の県道改良率の74％と比べますと、非常に低い

改良率となっています。

　宇土半島を抜け、天草に通じる道は、ただいま

説明しましたような状況にあり、ここが寸断され

たら、熊本都市圏から陸路による天草への道は完

全に閉ざされることにもなります。先ほど天草で

の防災訓練大会があったとお話がありましたけれ

ども、能登半島と本当に全く変わらないような環

境になっていることは、知事も認識があると思い

ます。

　また、この半島域には、県の河川、潤川、網津

川については、それぞれ国道とＪＲによって下流

域への流下能力が小さく、毎年のように頻繁に氾

濫が生じています。潤川については、現在河道の

バイパス工事が鋭意進められておりますが、一日

も早い工事完成が待たれるところです。さらに、

上流域の対策も今後課題となっています。

　また、網田川の下流域については、県の防潮水

門を境に、上流には県河川、下流には宇土市管理

の漁港があります。この周辺には多くの人家が密

集していますし、天井川という関係もあって、本

当にこの数センチの範囲で大変な災害がある感じ

も、いつも思っております。

　近年の気象変動に伴い、潮位上昇、降雨量増大

により、さらに被害が拡大することを懸念してお

り、地区一帯の浸水被害減に向けては、やはり

県、市の関係もあって、県の強いリーダーシッ

プ、あるいは市の主体性が私は不可欠であると常

々思っておりました。

　これらの河川は、河川改修促進期成会などを通

じて、県や国に対して継続的に早期の治水対策の

推進を要望するなど、地元の熱意は非常に強く、

私も毎回同行して、整備の必要性など、地元の声

をお伝えしているところです。

　そこで、地元宇土市の県道宇土不知火線と郡浦

網田線及び潤川、網津川、網田川の整備の状況と

今後の取組について、土木部長にお尋ねをいたし

ます。

　続いて、県管理赤瀬漁港の安全対策についてお

尋ねをします。

　私の地元である宇土市の有明海沿岸では、ノリ

養殖をはじめ漁業が地域の主要産業であり、干満

の影響を受けないで利用できる県管理赤瀬漁港は

生産拠点となる漁港で、地域の漁業者からは、安

全性の確保と利便性の向上をこれまで求められて

きました。

　スクリーンを御覧いただきたいと思います。

(資料を示す）

　赤瀬漁港は、船だまりが広く、風向きによって

は波が発生しやすいため、台風接近時には、波の

影響を受けにくい近くの市管理漁港、網田漁港に

漁船の避難を余儀なくされております。

　安全対策については、私は、これまで、平成28

年12月議会と令和２年２月議会時に一般質問をさ

せていただきました。令和２年２月議会では、県

から、漁港内の風や波の調査、観測を詳細に行っ

た結果、台風接近時には、波の高さが漁船を安全

に係留できる基準を一部超えていることが確認さ

れたため、漁船の安全を確保するとともに、陸揚

げ作業を円滑に行うことができるよう、防波堤や

物揚げ場などの整備に取り組むこととして、安全

対策、課題解決に向け、国と協議を進めていくと

答弁をいただきました。

　県営の赤瀬漁港は、24時間、１年間を通して利

用できる地域の水産業の拠点として設置をされて

います。通常時だけでなく、台風、地震、豪雨等

の災害時においても、広域的に活用可能な漁港と

しての活用を願っているところであります。

　前回の質問から４年が経過しております。県営
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赤瀬漁港の安全対策や利便性向上対策の現状と今

後の見通しについて、農林水産部長にお尋ねをい

たします。

　　〔土木部長宮島哲哉君登壇〕

○土木部長(宮島哲哉君)　まず、宇土半島におけ

る避難道路ネットワークの強化についてお答えし

ます。

　主要地方道宇土不知火線及び一般県道郡浦網田

線は、国道57号及び国道266号とともに宇土半島

における幹線道路ネットワークを形成し、地域の

生活や経済活動を支え、発災時には、避難や災害

支援活動に寄与する重要な路線であると認識して

おります。

　宇土不知火線については、現在、網津川沿いの

家屋が連檐している地区を迂回する延長約2.3キ

ロメートルのバイパス整備に取り組んでおり、こ

れまでに約1.3キロメートルを供用しています。

　このバイパス区間の整備により、網津川の洪水

による通行止め等のリスクが軽減され、指定避難

所である防災センターへのアクセスが向上しま

す。

　郡浦網田線については、網田小学校の通学路の

うち、幅員が狭く急カーブとなっている網田工区

約660メーターの改良を進めており、これまでに

約160メーターが完成しています。

　この区間の整備により、児童の安全確保に加

え、災害時には、指定避難所である小学校へのア

クセス向上や円滑な支援活動等に寄与するものと

考えています。

　この２つの路線については、宇土半島の道路ネ

ットワーク強化に向け、まずは事業中区間の早期

整備を図るとともに、未着手区間についても、地

形条件や災害リスク、幅員、線形などの実情を踏

まえ、効率的な整備手法を検討してまいります。

　次に、主要河川整備の促進についてお答えしま

す。

　潤川については、現在、熊本市と宇土市の境付

近から上流約400メートルの区間において、河川

バイパス整備を進めており、これまでに約300メ

ートルがおおむね完成しています。残りの区間も

整備を進め、河川バイパスへの早期の切替えを目

指して、全力で取り組んでまいります。

　また、この上流区間についても、測量、設計に

着手しており、順次整備を推進してまいります。

　網津川については、治水上のネックとなってい

るＪＲ三角線の橋梁部より上流において、これま

で、遊水機能を確保するための土地の整備や河川

掘削などを行ってきました。

　今後は、流域治水の考え方に基づき、宇土市と

連携して、遊水機能の拡大や雨水貯留浸透施設の

設置などの治水対策を取りまとめ、浸水被害の軽

減に努めてまいります。

　網田川については、これまでの水位計の設置や

局部的に狭くなっている箇所の拡幅、定期的な河

川掘削などを行ってきたところです。

　下流域の浸水被害を軽減するためには、議員御

指摘のとおり、網田漁港を管理する宇土市と連携

した取組が不可欠であり、対策の検討に当たって

は、県がリーダーシップを取って進めることが重

要と考えています。

　今後は、河口部の漁港を含む地区一帯におい

て、内水や潮位の影響を含めた浸水被害のメカニ

ズムを県が調査し、宇土市とともに効果的な治水

対策を検討してまいります。

　引き続き、宇土半島の防災力強化に向けて、幹

線道路ネットワークの整備と流域治水の推進にし

っかりと取り組んでまいります。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　赤瀬漁港の安全対

策についてお答えします。
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　議員から御紹介がありましたとおり、赤瀬漁港

は、船だまりで波が発生しやすく、台風接近時に

は、漁業者は、近隣の網田漁港に漁船を避難させ

ている状況です。

　そのため、強風時にも漁船を安全に係留できる

よう、漁港の開口部に、沖からの波浪を低減する

防波堤を新たに整備することとしました。

　令和２年度に事業採択を受け、測量、設計を行

い、令和３年度に工事に着手しました。工事に当

たっては、ノリ養殖への影響を考慮し、海上で施

工する期間を制限したため時間を要しましたが、

本年６月には、防波堤の土台となる基礎の設置を

完了しました。

　現在、最終工程となる防波堤本体工事の発注準

備を進めており、来年度上期の完成を目指してい

ます。

　また、赤瀬漁港は、宇土半島北部で唯一潮の干

満の影響を受けず利用可能な漁港であり、地域の

拠点として漁業者の利用が増加しており、漁船を

係留する施設が不足しています。

　そのため、安全対策に加え、漁業者の意見も伺

いながら、令和４年度から、拠点性や利便性の向

上を目的として、物揚げ場や浮き桟橋の増設に取

り組んでいるところです。

　県としましては、今後も、水産振興のため、安

全で利用しやすい漁港の整備を進めてまいりま

す。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　宇土半島のこの道路ネットワーク

については、先ほども説明差し上げましたよう

に、未整備区間の整備を進めることで、天草への

行く道、宇土側、宇城側を複線でつなぐこのネッ

トワーク化が早急に必要だと思いますので、どう

かよろしくお願いしておきたいと思います。

　また、市域内の３つの河川がありますが、潤川

については、今鋭意事業を促進していただいてお

りますけれども、上流の設計にも入ったと聞いて

おります。引き続き事業の推進をお願いしたいと

思います。

　また、網津川についても、取りまとめをこれか

ら宇土市と連携して行うというお話が具体的に初

めてありました。ぜひともスピード感を持って取

りまとめをして、地域住民の皆様も、地元には期

成会がもうできておるようでありますので、ぜひ

進めていただきたいと思います。

　また、同じく網田川については、もう当初から

県の河川、そして橋を挟んで宇土市の漁港という

ことで、協議会なるものまではなかったんですけ

れども、現場にはもう何回も地域の方と立ち会い

ました。川も天井川になっておりますので、一つ

あふれたらもう本当に大災害が出るところでもあ

ります。寛永年間には、随分と時代は遡りますけ

れども、高潮等々で大きな被害があった中心的場

所でもあります。ぜひとも宇土市と連携して、特

に県がリーダーシップを取ってということ、非常

に心強い御答弁をいただきました。ぜひとも強い

リーダーシップでその調査に入っていただきたい

というふうに思っております。

　また、赤瀬漁港につきましては、いつでも安全

に利用しやすい漁港として、いよいよ来年度に向

けた最終の工事が動き出したと伺っております。

引き続きの安全で利活用できる赤瀬漁港として整

備を進めていただきたいというふうに思います。

　少子化の波や学校部活動の地域社会など社会構

造の変化の中、少年スポーツ人口は減少の一途が

進んでいます。現在、スポーツ施設の老朽化に伴

う新設など、県政の重要な課題として論議をされ

ていますが、その中で、私は、野球場の新設も大

きな期待が寄せられていると思います。民間主導

の野球場構想の提案もあり、注目を集めていると
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ころであります。

　本日は、将来を担う少年野球人口の減少に焦点

を合わせて質問をさせていただきたいと思いま

す。

　全国の少年野球、男子加盟校数を2002年から

2022年の20年間で比較しますと、全体で7.8％減

少しており、その中で、軟式野球は11％の減少で

あり、高い減少率となっています。同様に、加盟

の部員数を比較しますと、全体が8.7％の減少に

対して、軟式野球は56.3％の大きな減少となって

います。

　このことは、将来、硬式野球、高校野球や大学

野球、社会人野球といった硬式の野球に向かう子

供たちの数が将来的にどれだけ減っていくのか、

なかなかこの野球人口の増加には、非常に厳しい

数字が出ていると思います。

　(資料を示す)本県の小中学校及び高等学校の野

球登録については、今年度、軟式野球で小学生登

録数が3,400人、中学生が2,100人であり、高校生

においては、軟式、硬式合わせて2,200人となっ

ています。令和２年と比べ、小学生から高校生ま

で合わせると、４年間で300名以上の減少が進ん

でいます。

　野球は、ほかのスポーツと比べて長い歴史の中

で、日本において特別な地位を築いてきたと思っ

ております。注目度も高く、幼少期から親しみ、

多くの若者にとって、夢や希望を抱くことのでき

る競技の一つであります。本県においても、世代

を超えた多くの県民に親しまれ、本県関係選手や

チームなどの活躍が、多くの県民に元気と活力を

与えてきた競技でもあります。

　現実に目を向けますと、本県は、九州各県と比

較しても、硬式野球大会が開催できる野球場の数

が少ない。これは、九州では下位に位置すると聞

いております。練習や試合を行うための場所は限

られていますし、また、高校野球では、県内３か

所で主に高校野球予選等々やっていただいていま

すけれども、九州の中でこの３か所を利用する県

は、やっぱり熊本が一番少ない。もっともっと、

沖縄、福岡を含めては、もっと数が多いんです。

　高校野球につきましても、こういった底辺人口

――少年野球や人口が少ない背景もあって、最近

は全国レベルでの活躍が少ない状況でもあり、全

国的に強いとは言えない状況であります。

　村上宗隆選手を代表として、少年たちが目指す

ヒーローとなる存在を生み出し、野球を続けやす

い環境を整えるためにも、また、野球場の新設推

進に合わせて、減少する競技人口を増やすこと

も、その施策も大変重要であると思っています。

県全体で野球の機運を盛り上げていくことが急務

ではないかと思います。

　そこで、県教育委員会として、少年野球の競技

人口の減少、部活動の地域移行が進む中、この課

題についてどのような取組をされていくのか、あ

るいは考えを持っておられるのか、教育長にお伺

いいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　少年野球の競技人口減少

の現状と課題についてお答えいたします。

　本県は、これまで多くのプロ野球選手を輩出し

ており、その選手の活躍する姿は、県民に夢や希

望を与えてきました。しかしながら、議員御指摘

のとおり、本県の小中学校及び高等学校の野球登

録者数については、年々減少傾向にあります。そ

の背景としては、少子化の影響はもとより、スポ

ーツ活動における選択肢の多様化など、様々な要

因が考えられます。

　県教育委員会としましては、学習指導要領で全

ての小中学校で実施することとなっておりますソ

フトボールやティーボールなどのベースボール型
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の授業を、より安全に、楽しく実施できるよう、

体育の授業の指導方法や好事例について学ぶため

の研修会の充実を図っております。

　また、子供たちが野球の楽しさを知り、競技を

始めるきっかけとなるよう、令和４年度から、毎

年、県高等学校野球連盟と連携し、県内の未就学

児及び小学校低学年の児童を対象としたちびっ子

べースボールフェスティバルを開催し、野球競技

人口の増加につながる取組も行っております。

　さらに、中学校部活動の地域移行を進める中

で、受皿となる地域スポーツクラブの充実を図る

とともに、指導者の育成にも取り組んでいるとこ

ろでございます。

　加えまして、昨年９月には、競技人口の減少防

止や環境改善などを目的として、県軟式野球連盟

や県高等学校野球連盟をはじめとする12団体で構

成される熊本県野球・ソフトボール連絡協議会が

設置され、様々なイベントや情報発信が行われて

おります。

　県教育委員会としましては、これまでの取組を

継続して実施するとともに、熊本県野球・ソフト

ボール連絡協議会などとの連携をより一層図りな

がら、野球競技人口の増加に向けた機運醸成に取

り組んでまいります。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　私は、この質問の前に、野球関係

団体の方、複数にお会いしてお話を聞きました。

今、12団体で連絡協議会をつくっているとお話が

ありましたけれども、これは、スポーツの振興と

いう観点だろうと思うんですが、これから野球場

建設を進めていく、検討していくという中に、や

っぱり子供たちがそれに向けて頑張ろうという環

境をつくっていく、そのためには、底辺人口を増

やしていくことしかないと思うんです。

　そうしますと、今検討の中で、新しい野球場を

どこに造る、方法はどうだということも必要であ

りますが、そこの背景には、やはり子供たちのス

ポーツ、野球人口の減少、あるいは学生野球の強

化とか、そういったことも視野に入れながら進め

ていくということが大変必要であると思っており

ます。

　これについて、やっぱり熊本県が、教育長、声

を出していかないと、考えを示していかないと、

やはりどうも、それぞれの方にお伺いしたんです

けれども、組織、それぞればらばらの感もありま

すので、どうかひとつ、ぜひともそういったこと

も考えながら、団体の皆様からの意見の集約であ

るとか、県の考え方を進めていただければと思っ

ておりますので、どうかよろしくお願いします。

　近い将来、子供たちが希望を持ってこの野球場

の建設を楽しみにプレーをする、そういった姿を

心から願っておりますので、どうかよろしくお願

いいたします。

　次の質問に入らせていただきます。

　私どもの世代では、幼少より活発であった地域

婦人会の皆さんに、地域の行事、学校行事など、

多方面にわたってたくさんの貢献をいただき、愛

情もいただいてまいりました。

　近年、その婦人会の存続が危ぶまれている、こ

のことから、このテーマについて質問をさせてい

ただきたいと思います。

　地域婦人会は、地域社会の発展と住民の福祉向

上を目的として設立された団体です。熊本県で

は、昭和22年に熊本県婦人連盟が結成され、地域

の女性たちが中心となって様々な分野で活動を展

開し、地域のつながりを強める役割を担ってこら

れました。

　青少年の健全育成、環境保全、交通安全活動、

清掃活動やリサイクルキャンペーン、子供たちへ

の交通安全指導、高齢者向けの健康相談会などな



－ 147 －

令和６年11月定例会　熊本県議会会議録　第５号（12月９日）

ど、多岐にわたる活動を行っておられます。地域

住民の生活の質を向上させ、地域全体の発展に寄

与されたということは言うまでもありません。

　また、熊本地震の際には、多くの地域で婦人会

の方々が中心となって炊き出しや物資の配布、さ

らには、精神的なサポートなどを通して地域の絆

も深めていただきました。

　熊本県地域婦人会は、昭和25年には22万人ほど

あった会員数が、昨年の令和５年度にはどれぐら

いに減っているか、皆さん御認識ありますか。25

年に22万人あったのが、令和５年度には6,873人

になっているそうです。

　近年の地域コミュニティーの希薄化や人口減

少、あるいは高齢化等の影響で、会員の減少や会

の解散といったこともよく聞かれるようになりま

した。

　婦人会だけでなく、様々な社会教育関係団体に

おいても同じことが挙げられます。地域の人口減

少と高齢化が進行する中、これらの団体が持続的

な活動を続けることが難しくなってまいりまし

た。

　これまで地域を支えてきた婦人会は、このまま

では消滅するのではないかと危惧しております。

婦人会が消滅することで、住民同士の助け合いの

精神が薄れることも懸念されます。

　こうした減少する地域婦人会の現状と課題への

行政の役割は大変重要であると考えます。

　そこで、減少する地域婦人会の現状認識と今後

の対応について、教育長にお尋ねをいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　減少する地域婦人会の現

状認識と今後の対応についてお答え申し上げま

す。

　地域婦人会は、豊かな地域づくりを目指し、青

少年の健全育成、環境問題など地域に根差した活

動を展開することで、社会教育や地域活動に大き

く貢献してきた団体でございます。

　例えば、学校における登下校での安全見守りや

花壇の手入れ、ミシンを使った授業や伝承遊びで

の支援など、子供たちの安全、安心で豊かな学び

の環境づくりに貢献いただいております。

　また、熊本地震の際には、県内各地で地域婦人

会が炊き出しや物資の配布などを行うとともに、

その経験を踏まえた防災教育など、地域に根差し

た共助を育む活動は、青少年の健全育成を図る社

会教育の推進においても、重要な役割を担ってい

ただいたところでございます。

　しかしながら、議員御指摘のとおり、地域コミ

ュニティーの希薄化や人口減少、高齢化等の影響

による会員の減少などから、持続的な活動を続け

ることが難しくなっており、このままでは、地域

婦人会の存続さえ危惧される状況となっておりま

す。

　そのため、県教育委員会としましては、これま

での地域婦人会の活動内容や果たしてきた役割、

その必要性などを県のホームページや広報紙で広

く周知するなどして、より多くの県民の方々に地

域婦人会への理解を深めていただけるよう取り組

んでまいりたいと思っております。

　また、地域婦人会へのアンケートや意見聴取を

通しまして会員の声を聴くことにより、具体的な

現状や課題を把握し、組織の活性化に向けてどの

ようなことができるか、各市町村等とも連携を図

りながら、検討してまいります。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　婦人会入会については、もちろん

自由意思に基づくものであり、義務や強制ではな

いということは重々承知しておりますが、やっぱ

り婦人会の歴史を振り返りますと、本当にこれほ

ど地域に貢献を長年続けてきた団体はそんなに多
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くはない、少ないと思います。

　私の地元では、婦人会の名前を女性会に変え

て、そして、内部の改革も、どういった女性の会

にしようかという研究もされているところもあり

ますし、また、解散の話も出ているところもあり

ます。

　県のほうで今お話がありましたように、やっぱ

り婦人会の現状を把握すること、アンケート等を

通して、ぜひとも現状を把握していただいて、こ

れからの新しい、新しいといいますか、これから

の婦人会の在り方についても十分検討していただ

き、地域の行政も含めたところで支援をして、検

討していかなければならない大変重要な組織です

ので、どうかよろしくお願いいたします。

　最後に、県民の芸術文化活動と後継者育成につ

いてお尋ねをします。

　私の地元である宇土市では、毎年、宇土市芸術

文化祭が開催され、お琴や太鼓、日本舞踊、民謡

など舞台発表や書道、陶芸の展示など、各種文化

の発表の場となっています。

　私も毎回楽しみに会場を訪れていますが、今年

は、これまでと違うところがありました。いつも

会場を彩っている生け花やお茶の席がありません

でした。伺ったところによりますと、高齢化や担

い手の減少で参加が厳しくなったとのお話であり

ました。大変寂しく思うとともに、伝統文化の担

い手が減少している現状を肌で感じたところでも

ありました。

　県が令和３年度から４年度にかけて実施した伝

統文化実態調査では、県内で活動する団体として

487団体を確認していますが、この16年前の同様

の調査では767団体とありました。30％以上も減

少しています。

　また、調査では、団体から、若い世代の参加率

の低さや後継者の不在が課題であるとの意見も寄

せられております。これまで脈々と受け継がれて

きた伝統文化の継承が危ぶまれている状況になっ

ていることに対して強い危機感を抱いています。

今後も伝統文化を持続可能なものにするために

は、広く県民の芸術文化活動を通して、次世代の

担い手育成など、何らかの手だてを講じることが

必要ではないかと思います。

　そこで、県民の芸術文化活動や後継者の育成

に、現状を踏まえて、県としてどのような取組を

されていくのか、観光文化部長にお願いをいたし

ます。

　　〔観光文化部長倉光麻里子さん登壇〕

○観光文化部長(倉光麻里子さん)　議員御指摘の

とおり、本県においても、文化、中でも伝統文化

の担い手が減少し、その継承が難しくなっていま

す。

　伝統文化の振興や継承には、特に感性豊かな子

供の頃から伝統文化に慣れ親しみ、継続的に関わ

っていくことが極めて大切です。

　そこで、県では、子供たちを対象にした取組を

通じて、後継者の育成を進めています。その一つ

が、子供たちを主役とする子ども芸術文化祭で

す。今年度は８月に宇土市で開催し、国の重要有

形民俗文化財である宇土市の雨乞い大太鼓など、

13団体が伝統文化等を披露しました。

　また、今年度から新たに、同じ分野の伝統文化

に取り組む異なる地域の子供たち同士が専門家の

アドバイスを受けながら交流を行う子ども芸術文

化活動支援事業に取り組んでいます。

　県では、これからも、県文化協会や市町村と連

携し、地域に根づく伝統文化の振興や後継者育成

に取り組み、地域の活力につなげてまいります。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　ただいま紹介がありました、今年

８月に、くまもと子ども芸術祭が宇土市で開催さ
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れました。県内各地区を回っていくイベントなん

ですけれども、ただいまお話ありましたように、

宇土市の伝統芸能でもあります、この中には、宇

土の御獅子舞保存会、そして宇土雨乞い太鼓、松

山の花棒踊り保存会なども披露されました。いず

れの伝統芸能も存続の危機を経て、地域の方によ

り、その灯が引き継がれてきたものであります

し、今も子供たちもその一環を担っている団体で

もございます。

　答弁を観光部長からいただきましたが、未来を

担う子供たちの教育に当たられている教育委員会

との私は連携が不可欠であると思います。この子

ども芸術祭についても、行政、市長部局あるいは

教育委員会あるんですけれども、やっぱり教育委

員会の協力がなければ、子ども芸術祭なるものは

なかなか実現できないという、そういった背景も

ありますので、しっかりとこの20年先、30年先を

踏まえて、今の子供たちにこの伝統芸能、芸術を

継承するような環境も共同でつくっていただきた

いと思います。教育長もよろしくお願いいたしま

す。

　以上で質問を全て終わりました。

　１つだけ最後に要望をさせていただきます。

　公共インフラ整備に係る予算の確保と配分につ

いて要望いたします。

　これまで、国においては、国土強靱化の考えに

基づき、全国各地の公共インフラ整備強化に取り

組んできているところでありますが、県内に目を

向けますと、半導体関連産業への対応もあり、県

北地域に偏っているような感も見受けられます。

　ＴＳＭＣの進出に伴う県北地域の渋滞対策、道

路整備等々については、私も、議員の一人とし

て、チーム熊本の一員として、国や関係団体への

要望も行い、その結果として、地域産業構造転換

インフラ整備推進交付金なる、いわゆるインフラ

交付金が創設されたところでもあります。通常の

公共インフラ工事とは別枠で交付金が措置されて

いるわけでありますが、この県北以外の地域との

格差が生じることを非常に懸念いたしておりま

す。

　そこで、地域の防災、減災の観点からも、より

一層、県北の促進もありますが、これ以外の地域

にも御配慮いただき、県全体の均衡ある発展に尽

力をいただきますように、改めまして予算の確

保、配分について要望させていただきます。どう

かよろしくお願いします。

　以上、質問、要望終わりました。御清聴、誠に

ありがとうございました。

　いよいよあと１週間ほどで議会も終わります。

また来年も、皆さんとともに勉強して、研さんを

重ねて県議会活動していきたいと思います。

　また、執行部の皆様におかれましても、問題山

積でございます。来年に向けてしっかりと、木村

知事の下で、力を合わせて頑張っていただきたい

と思います。

　御清聴、誠にありがとうございました。(拍手)

○議長(山口裕君)　以上で通告されました一般質

問は全部終了いたしました。

　これをもって一般質問を終結いたします。

　　　　 ――――――――――――

　日程第２　議案等に対する質疑(第１号から第

　　33号まで)

○議長(山口裕君)　次に、日程第２、目下議題と

なっております議案第１号から第33号まで等に対

する質疑を行いますが、ただいままで通告はあり

ません。よって、質疑なしと認めます。

　　　　 ――――――――――――

　知事提出議案の上程(第34号から第44号まで)

○議長(山口裕君)　次に、お諮りいたします。

　知事提出議案第34号から第44号までが提出され
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ましたので、この際、これを日程に追加し、一括

して議題といたしたいと思います。これに御異議

ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、知事提出議案第34号から第44号までを日程に

追加し、一括して議題とすることに決定いたしま

した。

　知事提出議案第34号から第44号までを一括して

議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――

　第34号　令和６年度熊本県一般会計補正予算

　　(第６号)

　第35号　令和６年度熊本県港湾整備事業特別会

　　計補正予算(第３号)

　第36号　令和６年度熊本県育英資金等貸与特別

　　会計補正予算(第１号)

　第37号　令和６年度熊本県国民健康保険事業特

　　別会計補正予算(第１号)

　第38号　令和６年度熊本県下水道事業会計補正

　　予算(第２号)

　第39号　令和６年度熊本県電気事業会計補正予

　　算(第３号)

　第40号　令和６年度熊本県工業用水道事業会計

　　補正予算(第１号)

　第41号　令和６年度熊本県有料駐車場事業会計

　　補正予算(第１号)

　第42号　令和６年度熊本県病院事業会計補正予

　　算(第３号)

　第43号　熊本県一般職の職員等の給与に関する

　　条例等の一部を改正する条例の制定について

　第44号　熊本県知事等の給与及び旅費に関する

　　条例等の一部を改正する条例の制定について

　　 ―――――――――――――――――

○議長(山口裕君)　次に、ただいま議題といたし

ました議案に対する知事の説明を求めます。

　知事木村敬君。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　本日追加提案いたしました議

案について御説明申し上げます。

　まず、一般会計補正予算については、10月11日

に県人事委員会から勧告のありました職員の給与

改定の実施に伴い、給料、期末・勤勉手当などの

額を引き上げるものでございます。

　これにより、一般会計は、冒頭提案分と合わせ

て113億円の増額補正となり、補正後の一般会計

予算額は8,741億円となります。

　あわせて、この給与改定等に伴う条例改正も提

案しております。

　このほか、本日は、人事案件についても提案し

ております。

　これらの議案について、よろしく御審議くださ

るようお願い申し上げます。

○議長(山口裕君)　次に、ただいま議題といたし

ました議案のうち、第43号につきましては、職員

に関する条例案であり、地方公務員法第５条第２

項の規定により、人事委員会の意見を聴く必要が

ありますので、ただいまから人事委員会の意見を

求めます。

　人事委員会委員長出田孝一君。

　　〔人事委員会委員長出田孝一君登壇〕

○人事委員会委員長(出田孝一君)　本議会に追加

提案されました議案第43号について、地方公務員

法第５条第２項の規定に基づき、人事委員会の意

見を申し述べます。

　議案第43号につきましては、本委員会が本年10

月に当議会及び知事に対して行いました職員の給

与等に関する報告及び勧告に沿って、勧告のう

ち、本年の給与改定に係る部分について、地域の

民間給与との均衡を図るため、給料表や扶養手当
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等の引上げを行うものであり、適当であると考え

ます。

○議長(山口裕君)　次に、ただいま議題といたし

ました議案第34号から第44号までに対する質疑を

行いますが、ただいままで通告はありません。よ

って、質疑なしと認めます。

　　　　 ――――――――――――

　日程第３　知事提出議案の委員会付託(第１号

　　から第44号まで)

○議長(山口裕君)　次に、日程第３、目下議題と

なっております議案第１号から第33号までにつき

ましては、さきに配付の令和６年11月熊本県議会

定例会議案各委員会別一覧表のとおり、議案第34

号から第44号までにつきましては、さきに配付の

同一覧表(追号)のとおり、それぞれ所管の常任委

員会に付託して審査することといたします。

　　〔各委員会別一覧表は付録に掲載〕

　　　　 ――――――――――――

　日程第４　請願の委員会付託

○議長(山口裕君)　次に、日程第４、今期定例会

において受理いたしました請願は、議席に配付の

請願文書表のとおりであります。

　これを総務常任委員会に付託して審査すること

といたします。

　　〔請願文書表は付録に掲載〕

　　　　 ――――――――――――

　知事提出議案の上程(第45号)

○議長(山口裕君)　次に、お諮りいたします。

　知事提出議案第45号が提出されましたので、こ

の際、これを日程に追加し、議題といたしたいと

思います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、知事提出議案第45号を日程に追加し、議題と

することに決定いたしました。

　知事提出議案第45号を議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――

　第45号　教育委員会委員の任命について

　　 ―――――――――――――――――

○議長(山口裕君)　お諮りいたします。

　ただいま議題といたしました議案に対する提出

者の説明は省略いたしたいと思います。これに御

異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、そのように取り計らうことに決定いたしまし

た。

　　　　 ――――――――――――

　日程第５　休会の件

○議長(山口裕君)　次に、日程第５、休会の件を

議題といたします。

　お諮りいたします。

　明10日は、各特別委員会開会のため、11日から

13日までは、各常任委員会開会のため、16日は、

議事整理のため、それぞれ休会いたしたいと思い

ます。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、明10日から13日まで及び16日は休会すること

に決定いたしました。

　なお、14日及び15日は、県の休日のため、休会

であります。

　　　　 ――――――――――――

○議長(山口裕君)　以上で本日の日程は全部終了

いたしました。

　次の会議は、来る17日午前10時から開きます。

　日程は、議席に配付の議事日程第６号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　午後０時15分散会





第 ６ 号 

（12月17日）
 





－ 153 －

　　令和６年　   熊本県議会11月定例会会議録    　　　第６号

令和６年11月定例会　熊本県議会会議録　第６号（12月17日）

令和６年12月17日(火曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第６号

　　令和６年12月17日(火曜日)午前10時開議

　第１　決算特別委員長報告　質疑　討論　議決

　第２　各常任委員長報告　質疑　討論　議決

　第３　閉会中の継続審査の件

　第４　熊本県選挙管理委員及び補充員の選挙

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　決算特別委員長報告　質疑　討論　  

    議決

　日程第２　各常任委員長報告　質疑　討論　議

　　決

　日程第３　閉会中の継続審査の件

　知事提出議案(第45号)　質疑　討論　議決

　日程第４　熊本県選挙管理委員及び補充員の選

　　挙

　議員派遣の件

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(49人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君

　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君
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　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(なし)

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名

　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君　

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　上　田　哲　也　君

　　　　　　観光文化部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　　　　　　　辻　井　翔　太　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　城　内　智　昭　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開議

○議長(山口裕君)　これより本日の会議を開きま

す。

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　決算特別委員長報告

○議長(山口裕君)　日程に従いまして、日程第

１、去る９月定例会において決算特別委員会に審

査を付託いたしました議案第41号から第61号まで

について、決算特別委員長から審査結果の報告が

あっておりますので、これを一括して議題といた

します。

　ただいまから、委員会における審査の経過並び

に結果について、決算特別委員長の報告を求めま

す。

　内野幸喜君。

　　〔内野幸喜君登壇〕

○内野幸喜君　おはようございます。

　去る９月定例会において決算特別委員会に付託

されました令和５年度熊本県一般会計歳入歳出決

算、各特別会計歳入歳出決算、流域下水道事業会

計決算、病院事業会計決算及び企業局３事業会計

決算の認定等に係る議案第41号から第61号までの

審査の経過並びに結果について御報告申し上げま

す。

第１　審査方針

　本委員会は、令和５年度予算の執行状況等につ

いて、次のような審査方針の下で、執行部の説明

及び監査委員の意見を聴取しながら、慎重に審査

を行いました。

　１　予算の執行は、議決の趣旨に沿って、合理

　　的かつ効率的に行われ、所期の目的が達成さ

　　れたか。

病 院 事 業
管 理 者

事務局次長
兼総務課長

人事委員会
事 務 局 長

食のみやこ
推 進 局 長
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　 (1)　歳入は適正に確保されたか。

　 (2)　歳出の執行に遺憾な点はなかったか。

　 (3)　主要な施策はいかに達成されたか。

　２　財産管理は十分であったか。

　３　執行体制に問題はなかったか。

　４　法令違反等はなかったか。

　５　前年度決算特別委員会の指摘事項は、どの

　　ように処理されたか。

　以上が本委員会の審査方針であります。

第２　決算の概要

　次に、決算の概要について申し上げます。

　まず、一般会計及び特別会計合わせて、歳入予

算現額１兆4,572億6,500万円余に対し、収入済額

は１兆3,016億6,000万円余、また、歳出予算現額

１兆4,572億6,500万円余に対し、支出済額は１兆

2,399億5,300万円余となっております。

　その結果、歳入歳出差引き額は617億600万円余

で、さらに翌年度へ繰り越すべき財源151億1,500

万円余を差し引いた実質収支額は465億9,000万円

余となっております。

　次に、流域下水道事業会計では、総収益31億

6,900万円余に対し、総費用は30億2,100万円余

で、差引き１億4,800万円余の純利益となってお

ります。

　病院事業会計では、総収益16億3,000万円余に

対し、総費用は14億8,700万円余で、差引き１億

4,200万円余の純利益となっております。

　電気事業会計では、総収益39億9,500万円余に

対し、総費用は19億6,600万円余で、差引き20億

2,900万円余の純利益となっております。

　工業用水道事業会計では、総収益９億4,900万

円余に対し、総費用は11億5,600万円余で、差引

き２億600万円余の純損失となっております。そ

の結果、令和５年度末の累積欠損金は55億3,000

万円余となっております。

　有料駐車場事業会計では、総収益１億1,200万

円余に対し、総費用は2,700万円余で、差引き

8,400万円余の純利益となっております。

　以上が決算の概要であります。

第３　歳入確保と予算執行

　次に、歳入確保と予算執行について申し上げま

す。

　まず、歳入確保のうち、収入未済については、

一般会計で前年度比約２億3,300万円の増、特別

会計で約1,800万円の増であり、一般会計で約25

億円、特別会計全体で約32億円が収入未済となっ

ております。

　引き続き、貴重な自主財源の確保と県民負担の

公平、公正の維持の観点から、費用対効果も踏ま

え、効率的な徴収の促進に取り組むよう指摘した

ところであります。

　次に、予算の執行については、厳しい財政状況

の中、おおむね所期の目的を達成したものと認め

られます。

　しかしながら、各部局において、事務的経費の

節減以外にも不用額を出している事業が見受けら

れますので、限られた財源をより効果的に活用す

るためにも、次年度の予算編成及び執行に当たっ

ては、現場の状況を的確に把握するとともに、さ

らに工夫を重ねるよう指摘、要望したところであ

ります。

　以上、令和５年度決算の全般的な事項について

申し上げましたが、本県財政については、県債残

高、経常収支比率、実質公債費比率及び将来負担

比率全てにおいて昨年度よりも増加している状況

です。

　本県が令和３年10月に公表した中期的な財政収

支の試算では、令和７年度の財源不足額を14億円

と見込んでいたところ、公共施設等の老朽化対策

等の推進や物価高騰に伴う光熱費の増加による施
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設の維持管理経費の増加等により、見込みを上回

る財源不足が予想されており、今後も厳しい財政

運営を強いられることが予想されます。

　そのような中、くまもと新時代共創基本方針の

下、熊本のさらなる発展に必要な取組を着実に推

進していくためにも、真に必要な事業への選択と

集中、スクラップ・アンド・ビルドを徹底した予

算編成を行うなど、持続可能な財政運営に取り組

んでいくことを求めるものであります。

　さらに、歳入面では、税収の確保、未収金の早

期解消等に、歳出面では、一層の事務事業の見直

しと効率的、計画的な執行に取り組み、併せて国

に対して財政支援を継続的に働きかけるなど、財

源確保に努めるよう求めるものであります。

第４　施策推進上改善または検討を要する事項等

　審査の過程において各委員から出されました施

策推進上改善または検討を要する事項等について

申し上げます。

　（共通)

　１　未収金対策について、公平性の観点から、

　　法的措置を取ることも含めて、引き続き適正

　　な債権管理と徴収対策の推進に努めるととも

　　に、外部機関の活用を図るなど、職員の負担

　　軽減を図ること。(総務部、商工労働部、教

　　育委員会、警察本部)

　２　車検切れの公用車の使用は、大変な事態で

　　ある。

　　　今回は土木部の事例であるが、このことは

　　県庁全体でも起こり得るので、県庁全体で再

　　発防止となるような管理方法を考えること。

　　（土木部)

　（総務部)

　３　新たな職員定員管理方針では、職員を増や

　　す方向であるが、中途退職者も増加してい　

　　る。今後、職員数を維持していくに当たり、

　　定員管理基本方針に沿って、引き続き、必要

　　な人員確保の方法を検討していくこと。

　（企画振興部)

　４　世界文化遺産登録推進事業について、執行

　　残による不用額が発生しているが、阿蘇の世

　　界文化遺産登録を目指して、事業をさらに効

　　果的に進めること。

　（健康福祉部)

　５　近年の最低賃金の大幅な上昇がある中で、

　　外部団体に委託している業務におけるその人

　　件費の積算が、それらを反映した妥当なもの

　　であるか検証すること。

　（観光文化部)

　６　熊本地震震災ミュージアムＫＩＯＫＵの来

　　場者数について、当初の見込みを下回ってい

　　るが、防災教育、防災面の啓発に大事な施設

　　であるので、関係機関と連携して来場者数の

　　増加に取り組むこと。

　７　台湾インバウンド誘客強化事業について　

　　は、県の現地代理人である観光レップを活用

　　し、一定の成果を上げているが、台湾との関

　　係構築に意欲のある市町村との連携もさらに

　　図りながら、誘客強化に取り組むこと。

　（農林水産部)

　８　新規就農者ハウス継承緊急支援事業費補助

　　金、農業次世代人材投資事業等補助金につい

　　て、資材高騰などで苦しい経営状況にある生

　　産者や新しく農業を始めようとする若い人に

　　もっと積極的に活用してもらうよう、市町村

　　と連携し、さらにその周知に努めること。

　（出納局)

　９　デジタル化が進む中で、収入証紙に代わる

　　収納方法として、今後どのような制度とする

　　のか、キャッシュレス決済に対応できない利

　　用者の状況も踏まえて、その制度の在り方を

す方向であるが、中途退職者も増加してい
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　　検討すること。

　（警察本部)

　10　警察施設費について、老朽化した警察宿舎

　　の改修は、実際に働いている人の働きやすい

　　環境の整備につながる重要な事業であるの　

　　で、なるべく早期に改修を行うこと。

第５　結論

　本委員会は、慎重に審査を重ねた結果、本委員

会に付託されました令和５年度熊本県一般会計歳

入歳出決算、各特別会計歳入歳出決算、流域下水

道事業会計決算、病院事業会計決算及び企業局３

事業会計決算の認定等に係る議案のうち、議案第

41号から第56号まで、第59号及び第61号について

は、全員賛成をもってそれぞれ原案のとおり認定

することに決定し、議案第57号、第58号及び第60

号については、全員賛成をもってそれぞれ原案の

とおり可決及び認定することに決定いたしまし

た。

　議員各位におかれましては、本委員会の決定の

とおりよろしく御賛同賜りますようお願い申し上

げまして、決算特別委員長の報告を終わります。

○議長(山口裕君)　以上で決算特別委員長の報告

は終わりました。

　これより質疑に入ります。

　質疑はありませんか。

　　〔｢なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　質疑なしと認めます。

　次に、討論に入りますが、ただいままで通告は

ありません。よって、討論なしと認めます。

　これよりまず、９月定例会提出議案のうち、議

案第42号から第56号まで、第59号及び第61号を一

括して採決いたします。

　ただいまの決算特別委員長の報告は、各議案と

も認定であります。決算特別委員長の報告のとお

り認定することに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、議案第42号外16件は、決算特別委員長の報告

のとおり認定することに決定いたしました。

　次に、議案第57号、第58号及び第60号を一括し

て採決いたします。

　ただいまの決算特別委員長の報告は、各議案と

も原案可決及び認定であります。決算特別委員長

の報告のとおり原案可決及び認定することに御異

議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、議案第57号外２件は、決算特別委員長の報告

のとおり原案可決及び認定することに決定いたし

ました。

　次に、議案第41号を起立または挙手により採決

いたします。

　ただいまの決算特別委員長の報告は、認定であ

ります。決算特別委員長の報告のとおり認定する

ことに賛成の諸君の起立または挙手を求めます。

　　〔賛成者起立または挙手〕

○議長(山口裕君)　起立または挙手多数と認めま

す。よって、議案第41号は、決算特別委員長の報

告のとおり認定することに決定いたしました。

　　〔委員会審査報告書は付録に掲載〕

　　　　 ――――――――――――

　日程第２　各常任委員長報告

○議長(山口裕君)　次に、日程第２、去る９日の

会議において審査を付託いたしました議案第１号

から第44号まで及び請願について、各常任委員長

から審査結果の報告があっておりますので、これ

を一括して議題といたします。

　ただいまから、各常任委員会における審査の経

過並びに結果について、各常任委員長の報告を求

めます。

環境の整備につながる重要な事業であるの
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　まず、厚生常任委員長の報告を求めます。

　髙島和男君。

　　〔髙島和男君登壇〕

○髙島和男君　厚生常任委員会に付託されました

案件につきまして、委員会における審査の経過並

びに結果を御報告申し上げます。

　本委員会に付託されました案件は、予算関係５

議案及び条例等関係２議案であります。

　まず、予算関係議案の概要について申し上げま

す。

　今回提出された健康福祉部の11月補正予算は、

公費負担医療費制度における医療機関のオンライ

ン資格確認に係るシステム改修に対する助成に要

する経費、人事委員会勧告に基づく職員給与改定

関係の経費等、６億6,100万円余の増額補正であ

り、補正後の予算総額は、一般会計、特別会計合

わせて3,634億8,200万円余であります。

　あわせまして、来年度の年間委託業務等に係る

債務負担行為の追加及び繰越明許費の追加であり

ます。

　病院局の11月補正予算は、来年度の年間委託業

務に係る債務負担行為の追加及び職員給与改定関

係の経費、3,100万円余の増額補正であり、補正

後の収益的収支の予算総額は16億8,800万円余で

あります。

　次に、条例等関係議案についてでありますが、

熊本県保護施設等の設備及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例の制定について外１議

案であります。

　議案の審査の過程において論議されました主な

ものを要約して御報告申し上げます。

　まず、委員から、今回提案されている熊本県幼

保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定

要件に関する条例等の一部改正により保育士の配

置基準が厳しくなるが、保育士が不足している

中、その基準を満たさない場合の罰則等はあるの

かとの質疑があり、執行部から、改正条例では、

経過措置として、当分の間は改正前の基準で保育

士の配置ができるようにしている、改正後の基準

を満たさない場合であっても、当分の間は罰則等

はない、今後、改正条例の内容については、関係

者に対して周知徹底を図っていくとの答弁があり

ました。

　次に、委員から、こころの医療センターについ

て、医師の確保が課題となっている中、運営の現

状及び今後の方向性についてどのように考えてい

るのかとの質疑があり、執行部から、現在、常勤

医師１名、非常勤医師11名で入院及び外来患者を

積極的に診ており、目標数に近い患者を受け入

れ、病院を運営している状況である、引き続き、

熊本大学からの支援をいただくとともに、九州内

の大学等にスポットでの支援を依頼することなど

により、思春期外来診療の設置を目指したい、ま

た、病院ではひきこもり外来診療も行っており、

こうした特徴的な取組をアピールしながら、当病

院で働きたいという医師を募集していきたいと考

えているとの答弁がありました。

　以上が論議されました主な内容でありますが、

本委員会に付託されました議案については、全員

賛成をもって原案のとおり可決することに決定い

たしました。

　最後に、本委員会所管事務の継続審査事件につ

いては、議席に配付のとおり決定いたしました。

　議員各位におかれましては、本委員会の決定の

とおりよろしく御賛同賜りますようお願い申し上

げまして、厚生常任委員長の報告を終わります。

○議長(山口裕君)　次に、経済環境常任委員長の

報告を求めます。

　西山宗孝君。

　　〔西山宗孝君登壇〕
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○西山宗孝君　経済環境常任委員会に付託されま

した案件につきまして、委員会における審査の経

過並びに結果を御報告申し上げます。

　本委員会に付託されました案件は、予算関係６

議案であります。

　議案の概要について申し上げます。

　今回提出された環境生活部の11月補正予算は、

初期投資ゼロモデルにより県有施設に再エネ設備

導入を行う事業者に対する補助に要する経費や人

事委員会勧告に基づく職員給与改定関係の経費

等、１億700万円余の増額補正であり、補正後の

予算総額は、一般会計、特別会計合わせて176億

1,600万円余であります。

　あわせまして、繰越明許費の設定及び債務負担

行為の追加であります。

　商工労働部の11月補正予算は、国家戦略特区を

活用した外国人材の在留資格審査の迅速化に係る

経費や人事委員会勧告に基づく職員給与改定関係

の経費等、6,700万円余の増額補正であり、補正

後の予算総額は、一般会計、特別会計合わせて

749億5,800万円余であります。

　あわせまして、繰越明許費の設定及び債務負担

行為の追加等であります。

　観光文化部の11月補正予算は、ＪＲグループと

連携した熊本デスティネーションキャンペーンの

実施に向けた事務局設置等に要する経費及び人事

委員会勧告に基づく職員給与改定関係の経費、

1,800万円余の増額補正であり、補正後の予算総

額は31億2,100万円余であります。

　あわせまして、繰越明許費の設定及び債務負担

行為の追加であります。

　企業局の11月補正予算は、人事委員会勧告に基

づく職員給与改定関係の経費、2,300万円余の増

額補正であり、補正後の電気事業、工業用水道事

業、有料駐車場事業の３事業会計の支出予算総

額は、収益的収支及び資本的収支合わせて72億

7,400万円余であります。

　あわせまして、債務負担行為の追加でありま

す。

　労働委員会の11月補正予算は、人事委員会勧告

に基づく職員給与改定関係の経費、100万円余の

増額補正であり、補正後の予算総額は１億1,400

万円余であります。

　議案の審査の過程において論議されました主な

ものを要約して御報告申し上げます。

　まず、委員から、２０５０くまもとゼロカーボ

ン推進事業について、県有施設に再エネ設備導入

を行う事業者に対し、どのように補助を行うのか

との質疑があり、執行部から、県の施設に太陽光

パネルを設置する民間事業者に国が補助し、当該

設備により発電された電気を県で買い取るもので

あるとの答弁がありました。

　さらに、委員から、これまでに幾つの県有施設

に設置されているのかとの質疑があり、執行部か

ら、この事業は令和５年度から始まり、本年度ま

でに、球磨総合庁舎等、計６か所に設置を進めて

いるとの答弁がありました。

　次に、委員から、観光誘客プロモーション推進

事業について、どのようにＪＲグループと連携し

て誘客につなげていくのかとの質疑があり、執行

部から、この事業は、ＪＲグループ６社、市町村

及び地域の観光関係者と連携しながら、本県の観

光情報の発信及び旅行商品の造成を行い、併せて

ＪＲが有する鉄道網を生かした送客を推進するも

のであるとの答弁がありました。

　さらに、委員から、ＪＲの軌道から離れた地域

には事業の効果があまり及ばないのではないかと

の懸念が生じるが、観光においても均衡ある県土

の発展が重要であるという観点から、どのように

考えているのかとの質疑がありました。
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　執行部から、ＪＲの鉄道網から離れた地域につ

いては、交通事業者及び関係機関等と連携しなが

ら、ＪＲ駅などの交通結節点からの二次交通を充

実させたいとの答弁がありました。

　次に、委員から、エコアくまもとをはじめ、最

終処分場周辺におけるＰＦＯＳ及びＰＦＯＡの調

査結果について、今回のように迅速かつ適切に対

応していくことが大事であり、県民が安心できる

よう、今後も正しい情報を適切に提供してほしい

との要望がありました。

　次に、委員から、熊本県産業成長ビジョンの改

定素案の概要に関連して、阿蘇くまもと空港の路

線拡大のスピードと産業成長ビジョンとの歩調は

合っているのかとの質疑があり、執行部から、想

定以上に航空路線拡大のスピードが速いため、現

時点では産業への影響について測りかねており、

３年後の産業成長ビジョンの見直しの機会に反映

させたいとの答弁がありました。

　以上が論議されました主な内容でありますが、

本委員会に付託されました議案につきましては、

全員賛成をもって原案のとおり可決することに決

定いたしました。

　最後に、本委員会所管事務の継続審査事件につ

いては、議席に配付のとおり決定いたしました。

　議員各位におかれましては、本委員会の決定の

とおりよろしく御賛同賜りますようお願い申し上

げまして、経済環境常任委員長の報告を終わりま

す。

○議長(山口裕君)　次に、農林水産常任委員長の

報告を求めます。

　吉田孝平君。

　　〔吉田孝平君登壇〕

○吉田孝平君　農林水産常任委員会に付託されま

した案件につきまして、委員会における審査の経

過並びに結果を御報告申し上げます。

　本委員会に付託されました案件は、予算関係２

議案、条例等関係２議案及び報告１件でありま

す。

　まず、予算関係議案の概要について申し上げま

す。

　今回提出された農林水産部の11月補正予算は、

食のみやこ熊本県の創造に向けたビジョン策定や

畜産営農継続に向けた取組、令和６年台風第10号

等による災害復旧に要する経費等、21億3,800万

円余の増額補正及び人事委員会勧告に基づく職員

給与改定関係の経費、３億9,400万円余の増額補

正であり、補正後の予算総額は、一般会計、特別

会計合わせて786億2,000万円余であります。

　あわせまして、ゼロ国債を含む債務負担行為の

追加等及び繰越明許費の追加等であります。

　次に、条例等関係議案についてでありますが、

工事請負契約の締結について外１議案でありま

す。

　議案等の審査の過程において論議されました主

なものを要約して御報告申し上げます。

　まず、委員から、食のみやこ熊本県創造推進事

業について、これから食のみやこ熊本県の創造に

向けたビジョンを策定していくということだが、

その策定に向けた思いについて教えてほしいとの

質疑があり、執行部から、まずは、これまで県が

行ってきた農業と食、農業と観光を絡めた取組な

どを振り返り、ビジョン策定に生かしていきた

い、また、熊本の強みの検証や高付加価値化も重

要なポイントと考えており、さらには、ＥＣサイ

トなどによる販売を含め、県産品を売り込んでい

く新たな方法を考えていきたい、県政史上初めて

農林水産部と商工労働部の共管局が新設されたこ

とを生かし、具体的な取組をビジョンに反映して

いきたいとの答弁がありました。

　さらに、委員から、一次産業が厳しいと言われ
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る要因に、生産原価が価格に反映されない、また

は生産原価が分からないということがあるので、

このビジョンの中で、生産原価についてしっかり

示してほしい、また、策定段階から生産、加工、

販売など広範囲の関係者に意見を聴きながら、実

現可能なビジョンにしてほしいとの要望がありま

した。

　次に、委員から、大切畑地区県営農地等災害復

旧工事について、これまでに何度か契約金額の増

額変更、工期延長がなされている、やむを得ない

事情があったかもしれないが、契約金額が倍増す

る事業はあまり聞いたことがないので、こうなっ

た原因について、県民、特に受益者に向けて説明

が必要ではないかとの質疑があり、執行部から、

この工事は、契約金額を４回変更しているが、災

害復旧事業として急ぐ必要があり、通常は調査や

計画策定に７～８年かかるところを３年程度で着

工したこと、また、掘削をしてみないと分からな

い想定外の湧水等があったことなどが原因と考え

ている、今後は、早く地元の方が水を使えるよう

に、誠意を持って現状や今後の対応策を説明しな

がら、令和８年度の供用開始に向けて取り組んで

いきたいとの答弁がありました。

　以上が論議されました主な内容でありますが、

本委員会に付託されました議案については、全員

賛成をもって原案のとおり可決することに決定い

たしました。

　最後に、本委員会所管事務の継続審査事件につ

いては、議席に配付のとおり決定いたしました。

　議員各位におかれましては、本委員会の決定の

とおりよろしく御賛同賜りますようお願い申し上

げまして、農林水産常任委員長の報告を終わりま

す。

○議長(山口裕君)　次に、建設常任委員長の報告

を求めます。

　竹﨑和虎君。

　　〔竹﨑和虎君登壇〕

○竹﨑和虎君　建設常任委員会に付託されました

案件につきまして、委員会における審査の経過並

びに結果を御報告申し上げます。

　本委員会に付託されました案件は、予算関係６

議案、条例等関係11議案及び報告２件でありま

す。

　まず、予算関係議案の概要について申し上げま

す。

　今回提出された土木部の11月補正予算は、災害

復旧関連事業に要する経費、25億7,700万円余の

増額補正及び人事委員会勧告に基づく職員給与

改定関係の経費、２億500万円余の増額補正であ

り、補正後の予算総額は、一般会計、特別会計等

合わせて1,234億6,900万円余であります。

　あわせまして、ゼロ県債を含む債務負担行為の

追加等及び繰越明許費の追加等であります。

　次に、条例等関係議案についてでありますが、

熊本県港湾管理条例の一部を改正する条例の制定

について外10議案であります。

　議案等の審査の過程において論議されました主

なものを要約して御報告申し上げます。

　まず、委員から、令和６年度の繰越明許費に関

連して、災害等により事業量が増加する中で、土

木部においては、現在でも限られた人員で一生懸

命事業を推進していると認識しているが、どのよ

うに取り組んでいるのかとの質疑があり、執行部

から、近年事業量が多い状況が続いている中、事

業の執行については、現在事務の見直しに力を入

れている、工事の遅れは、地域の安全、安心や振

興の遅れにつながるという認識の下、出先機関と

連携しながら事務改善を図っていきたいとの答弁

がありました。

　次に、委員から、今定例会においても、道路の
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管理瑕疵によって発生した損害賠償に係る専決処

分の報告及び承認が議案として上がっているが、

道路補修はどのような状況かとの質疑があり、執

行部から、道路の維持管理については、地域振興

局において計画的に行っているが、さらに細やか

な対応が必要と認識しており、今年７月からは、

ＡＩを活用した道路パトロールを導入して、損傷

箇所の早期発見に取り組んでいる、道路の損傷等

による事故を少しでも減らせるように取り組んで

いきたいとの答弁がありました。

　さらに、委員から、大変だとは思うが、道路の

損傷によって大きな事故につながることもあるの

で、しっかり対応してほしいとの要望がありまし

た。

　関連して、委員から、市町村や路線管理を行っ

ている業者とも連携して取り組んでほしいとの要

望がありました。

　次に、委員から、建設産業若手人材確保対策事

業について、高卒者の建設業界への就職はどのよ

うな状況かとの質疑があり、執行部から、ここ数

年の就職者は、年間200人程度で推移しており、

建設業界の学校訪問などによるＰＲ効果もあり、

若干の増加傾向にあるものと認識しているとの答

弁がありました。

　さらに、委員から、人材の確保、育成について

は、県は推進本部を設置して全庁的に取り組んで

いると思うが、建設業界がほかの産業のよい部分

を取り入れ、就職希望者が増えるよう取り組んで

ほしい、また、県の土木技術職員の確保に向けて

も、若手技術者から選ばれるような職場づくりを

進めてほしいとの要望がありました。

　次に、委員から、県が作成した県内における津

波到達時間の調査結果については、関係市町は当

然だが、広く県民に対しても広報、周知を徹底し

てほしいとの要望がありました。

　以上が論議されました主な内容でありますが、

本委員会に付託されました議案につきましては、

全員賛成をもって原案のとおり可決または承認す

ることに決定いたしました。

　最後に、本委員会所管事務の継続審査事件につ

いては、議席に配付のとおり決定いたしました。

　議員各位におかれましては、本委員会の決定の

とおりよろしく御賛同賜りますようお願い申し上

げまして、建設常任委員長の報告を終わります。

○議長(山口裕君)　次に、教育警察常任委員長の

報告を求めます。

　中村亮彦君。

　　〔中村亮彦君登壇〕

○中村亮彦君　教育警察常任委員会に付託されま

した案件につきまして、委員会における審査の経

過並びに結果を御報告申し上げます。

　本委員会に付託されました案件は、予算関係３

議案、条例等関係２議案及び報告１件でありま

す。

　まず、予算関係議案の概要について申し上げま

す。

　今回提出された教育委員会の11月補正予算は、

教育委員会事務局職員の時間外勤務手当の不足分

や人事委員会勧告に基づく職員給与改定関係の経

費等、29億9,100万円余の増額補正であり、補正

後の予算総額は、一般会計、特別会計合わせて

1,369億7,700万円余であります。

　あわせまして、県立学校や県有施設の改修工事

等に係る繰越明許費の追加及び来年度の年間委託

契約等に係る債務負担行為の追加等であります。

　警察本部の11月補正予算は、職員の時間外勤務

手当の不足分や人事委員会勧告に基づく職員給与

改定関係の経費、12億5,600万円余の増額補正で

あり、補正後の予算総額は441億6,800万円余であ

ります。
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　あわせまして、警察棟空調設備更新工事等に係

る繰越明許費の追加及び来年度の年間委託契約等

に係る債務負担行為の変更であります。

　次に、条例等関係議案についてでありますが、

指定管理者の指定について外１議案であります。

　議案等の審査の過程において論議されました主

なものを要約して御報告申し上げます。

　まず、委員から、県立鹿本高校サッカー部落雷

事故調査委員会の設置について、事故から８か月

経過しているが、もっと早く設置することができ

なかったのか、また、この委員会を設置する意義

は何かとの質疑があり、執行部から、被害生徒の

回復状況を見ながら、また、保護者からの調査委

員会設置についての要望を受け設置することとな

った、なお、この委員会は、今回のような重大事

故の再発防止に向け検証を行うために設置するも

のであるとの答弁がありました。

　さらに、委員から、御家族の意向も踏まえて、

どういったことがあったのか、会議の場で明らか

にしてほしい、また、他の部活動も含めて、しっ

かりと事故防止を図り、指導者や生徒が安心して

活動ができる環境をつくってほしいとの要望があ

りました。

　次に、委員から、県立高校の改築工事等の繰越

明許費追加について、入札不調、不落が繰越しの

理由となっているが、入札不調、不落は全体で何

件あり、その割合はここ数年高くなってきている

のかとの質疑があり、執行部から、今年度は、75

件の発注工事のうち19件が入札不調、不落となっ

ている、また、土木部等の建築工事では、今年度

の入札不調、不落は全体の約30％、前年度は約18

％であり、昨年度よりも約10ポイントほど増えて

いるとの答弁がありました。

　さらに、委員から、入札不調、不落が継続する

ということは、何かの原因があると思われるの

で、関係の土木部と協議しながら改善してほしい

との要望がありました。

　次に、委員から、宇城警察署電気設備改修工事

で契約変更手続を経ないまま追加工事が行われた

件について、再発防止対策に関してどのように考

えているのかとの質疑があり、執行部から、発注

者、受注者、監理会社相互の連携が図れていなか

ったことが原因にあると思われるため、今後は、

設計変更の必要が生じた際は、まずは受注者に対

し、打合せの場での情報共有や発注者の指示を受

けて変更の施工を行うことを周知するとともに、

発注者は、変更の大小、監理会社の認識にかかわ

らず、設計変更等の所要の手続を行うことを徹底

し、再発防止に努めるとの答弁がありました。

　さらに、委員から、受注者が困らないように、

しっかりした設計の中で工事を行い、追加工事が

あれば、契約変更の手続も徹底してほしいとの要

望がありました。

　以上が論議されました主な内容でありますが、

本委員会に付託されました議案については、全員

賛成をもって原案のとおり可決または承認するこ

とに決定いたしました。

　最後に、本委員会所管事務の継続審査事件につ

いては、議席に配付のとおり決定いたしました。

　議員各位におかれましては、本委員会の決定の

とおりよろしく御賛同賜りますようお願い申し上

げまして、教育警察常任委員長の報告を終わりま

す。

○議長(山口裕君)　最後に、総務常任委員長の報

告を求めます。

　末松直洋君。

　　〔末松直洋君登壇〕

○末松直洋君　総務常任委員会に付託されました

案件につきまして、委員会における審査の経過並

びに結果を御報告申し上げます。
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　本委員会に付託されました案件は、予算関係３

議案、条例等関係12議案及び請願１件でありま

す。

　まず、予算関係議案の概要について申し上げま

す。

　今回提出された令和６年度11月補正予算は、災

害復旧関連事業や知事マニフェストの実現に向け

て取り組む事業に要する経費のほか、人事委員会

勧告に基づく職員給与改定関係の経費等、112億

8,200万円余の増額補正であり、補正後の令和６

年度の一般会計の予算総額は8,740億9,500万円余

であります。

　あわせまして、繰越明許費の追加及び債務負担

行為の追加等であります。

　また、衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官

国民審査の実施に要する経費で、令和６年度10月

補正予算として行った12億8,200万円余の増額補

正に係る専決処分の報告及び承認であります。

　次に、条例等関係議案についてでありますが、

熊本県知事の権限に属する事務処理の特例に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について外11

議案であります。

　議案等の審査の過程において論議されました主

なものを要約して御報告申し上げます。

　まず、委員から、熊本県知事の権限に属する事

務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

について、宅地造成等に関する工事の許可申請等

の受付に関する事務は、熊本市を除く44市町村が

移譲先となっているが、どのようにして移譲市町

村を決定したのかとの質疑があり、執行部から、

県から市町村へ事務の説明を行い、44市町村から

同意を得られたため、市町村へ権限を移譲するこ

とになったものであるとの答弁がありました。

　さらに、委員から、申請受付を行う市町村へ

は、県の手数料条例に基づく手数料も入るのかと

の質疑があり、執行部から、手数料は、許可を行

う県に支払われるものであるため、市町村には入

らない、市町村へは、処理した件数の実績に応じ

て権限移譲交付金を支払っているとの答弁があり

ました。

　次に、委員から、先日、知事の記者会見で、い

わゆる103万円の壁の見直しに伴い、約485億円の

減収があるという話があったが、その内訳はどう

なのかとの質疑があり、執行部から、個人住民税

の基礎控除額を75万円引き上げた場合、減収額が

県全体で約485億円になり、内訳は、県分が約150

億円、市町村分が約335億円であるとの答弁があ

りました。

　さらに、委員から、働き控えや人手不足の問題

の解消というよい面もある一方で、全国の自治体

にとっては大幅な減収が見込まれ、住民サービス

の低下につながる場合もあり、この場合の対応に

ついて、全国知事会などで要望されていると思う

が、何か情報はあるのかとの質疑があり、執行部

から、全国知事会では、恒久的な減税となる場合

には、臨時財政対策債などの借金ではなく、国か

ら現金で補塡してほしい旨を要望している、県で

は、県、市町村で引き続き行政サービスが図られ

るよう、適時適切に県議会や知事会などの協力を

得ながら要望していきたいとの答弁がありまし

た。

　次に、委員から、川辺川ダムの建設に関する基

本計画の廃止に対する意見を述べることについ

て、令和４年に流水型ダムを位置づけた河川整備

計画が作成されており、その時点で、基本計画の

廃止をする必要があったのではないかとの質疑が

あり、執行部から、令和４年に基本計画の廃止に

係る意見照会が国から県になされたが、その時点

では環境アセスメントが継続されており、また、

ダムの影響を大きく受ける五木村及び相良村の振
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興について協議がなされている状況であったた

め、回答を保留していた、今般、環境アセスメン

トが完了し、五木村及び相良村の振興が着実に進

捗している状況を踏まえ、知事意見を述べる環境

が整ったと判断したことから、意見に係る議案を

提出したとの答弁がありました。

　以上が論議されました主な内容でありますが、

本委員会に付託されました議案については、全員

賛成をもって原案のとおり可決または承認するこ

とに決定いたしました。

　なお、請願については、議席に配付の請願委員

会審査報告一覧表のとおりであります。

　最後に、本委員会所管事務の継続審査事件につ

きましては、議席に配付のとおり決定いたしまし

た。

　議員各位におかれましては、本委員会の決定の

とおりよろしく御賛同賜りますようにお願いを申

し上げまして、総務常任委員長の報告を終わりま

す。

○議長(山口裕君)　以上で各常任委員長の報告は

終わりました。

　これより質疑に入ります。

　質疑はありませんか。

　　〔｢なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　質疑なしと認めます。

　次に、討論に入ります。

　討論の通告があっておりますので、発言を許し

ます。

　なお、発言時間は１人10分以内でありますの

で、さよう御承知願います。

　星野愛斗君。

　　〔星野愛斗君登壇〕

○星野愛斗君　皆さん、おはようございます。熊

本維新の会・星野愛斗でございます。

　熊本県知事等の給与及び旅費に関する条例等の

一部を改正する条例の制定について、反対の立場

で討論いたします。

　本議案は、知事や我々議員を含む特別職の期末

手当の引上げを目的とした条例改正案でありま

す。

　我が会派としては、これらの手当を引き下げる

べきだと考えており、引上げ案には賛成できませ

ん。

　昨年、一昨年に引き続き、これらを慣例的に引

き上げるのではなく、物価高騰による県民生活の

厳しさが増す今だからこそ、この引上げを踏みと

どまり、その姿勢をもって、また、他の改革も進

めながら、少しでも財源を生み出し、県民の皆様

のためになる施策を一つでも実行するべきではな

いでしょうか。

　現在、熊本県では、様々な施策を財政上の理由

で後回しにしております。このような中で、我々

議員を含む特別職の報酬を増額改定することは、

県民の皆様の理解を得られるとは到底思えませ

ん。

　以上の理由から、本議案に反対をいたします。

　最後に、昨年は、一般職や特別職の給与や報酬

の改定が一つの議案でしたので、やむを得ず反対

をいたしましたが、今回は、一般職、特別職がそ

れぞれ分かれて議案化され、個別に賛成、反対を

示せる機会をいただきました。

　執行部におかれましては、この際、この点につ

いて感謝を申し上げ、私の討論を終わります。

○議長(山口裕君)　幸村香代子君。

　　〔幸村香代子君登壇〕

○幸村香代子君　皆様、おはようございます。

　請願24号、教育費負担の公私間格差をなくし、

子どもたちにゆきとどいた教育を求める請願は、

付託されました総務常任委員会では不採択となり

ました。この不採択に対し、反対の立場で討論を
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いたします。

　2023年度、熊本県内の私立高校生の割合は、全

日制高校全体の38.8％に上っています。これは、

全国でも５番目に高い割合です。この背景には、

高校無償化や就学支援制度が拡充されてきたこと

も大きな要因であると思います。これにより、子

供たちが夢と希望を持ち、高校の進路選択肢が増

えてきていることは喜ばしいことであると思いま

す。

　しかし、私学に通う生徒の支援は十分とは言え

ず、公立に通う生徒と比較しても重い負担があり

ます。この格差を解消するために、他の都道府県

では、私立高校に通う生徒に対し、単独の支援措

置が行われています。現在この措置が行われてい

ないのは僅か９県であり、熊本県もその一つで

す。

　先日、請願を提出された皆さんが議長へ申入れ

をされました。その場に同席をさせていただきま

した。先生、保護者、生徒さん方から、それぞれ

の実情や思いを聞かせていただきました。

　一部を紹介しますと、学校は楽しいが、親に負

担をかけていることが心苦しい、私学を選択する

ことは親不孝だと言われた、学費のことで私学を

諦めた後輩がいる、自分のことだけではなく、後

に続く後輩たちのためにも支援をお願いしたいな

どがありました。そして、生徒たちが自主的に行

った署名活動で集まった9,313筆の署名も提出さ

れています。

　日本では、1994年に子供の権利条約を批准して

います。子供の権利条約には４つの原則があり、

差別されない権利、子供の最善が第一に考えられ

る権利、生存していく権利、自分の意見を述べ、

重視される権利です。

　生徒たちの署名活動は、この権利条約に基づい

て自らの意見をしっかりと主張し、安心して学べ

る環境を整えてほしいという活動です。この思い

に応える必要が私たち議会にはあるのではないか

と考えます。

　また、９月定例議会において、私学助成に関す

る意見書の提出を求める請願が満場一致で採択さ

れています。その趣旨は、今回の請願と変わりま

せん。９月の請願は、国への意見書の提出を求め

るものでしたが、国の対応が決まるまで、県単独

での支援に取り組むべきではないでしょうか。

　こどもまんなかを標榜し、くまもと新時代共創

総合戦略にも、｢こどもたちが笑顔で育つ熊本」

の施策３、｢質の高い教育・未来を担う人材の育

成」が掲げられ、私学の振興も明記されておりま

す。

　議員の皆様におかれましては、請願の趣旨を御

理解いただき、総務常任委員会の不採択に対し反

対いただきますことをお願い申し上げ、討論とい

たします。

　よろしくお願いいたします。

○議長(山口裕君)　以上で通告による討論は終了

いたしました。

　これをもって討論を終結いたします。

　これよりまず、議案第１号から第43号までを一

括して採決いたします。

　ただいまの各常任委員長の報告は、各議案とも

原案可決または承認であります。各常任委員長の

報告のとおり原案を可決または承認することに御

異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、議案第１号外42件は、原案のとおり可決また

は承認いたしました。

　次に、議案第44号を起立または挙手により採決

いたします。

　ただいまの総務常任委員長の報告は、原案可決
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であります。総務常任委員長の報告のとおり原案

を可決することに賛成の諸君の起立または挙手を

求めます。

　　〔賛成者起立または挙手〕

○議長(山口裕君)　起立または挙手多数と認めま

す。よって、議案第44号は、原案のとおり可決い

たしました。

　次に、請願に対する総務常任委員会の審査結果

は、議席に配付の委員会審査報告一覧表のとおり

であります。

　これより、請第24号を起立または挙手により採

決いたします。

　ただいまの総務常任委員長の報告のとおり決定

することに賛成の諸君の起立または挙手を求めま

す。

　　〔賛成者起立または挙手〕

○議長(山口裕君)　起立または挙手多数と認めま

す。よって、請第24号は、総務常任委員長の報告

のとおり決定いたしました。

　　〔委員会審査報告書及び請願委員会審査報告

　　　一覧表は付録に掲載〕

　　　　 ――――――――――――

　日程第３　閉会中の継続審査の件

○議長(山口裕君)　次に、日程第３、閉会中の継

続審査の件を議題といたします。

　各特別委員長から付託中の調査事件について、

議会運営委員長及び各常任委員長から事務調査に

ついて、議席に配付の閉会中の継続審査申出一覧

表のとおり申出があっております。

　お諮りいたします。

　各特別委員長、議会運営委員長及び各常任委員

長から申出のとおり、閉会中の継続審査とするこ

とに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、各特別委員長、議会運営委員長及び各常任委

員長から申出のとおり決定いたしました。

　　〔閉会中の継続審査申出一覧表は付録に掲　

　　　載〕

　　　　 ――――――――――――

　知事提出議案(第45号)

○議長(山口裕君)　次に、お諮りいたします。

　去る９日の会議において提出されました知事提

出議案第45号を日程に追加し、議題といたしたい

と思います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、知事提出議案第45号を日程に追加し、議題と

することに決定いたしました。

　知事提出議案第45号を議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――　　 

　第45号　教育委員会委員の任命について

　　 ―――――――――――――――――　　 

○議長(山口裕君)　お諮りいたします。

　ただいま議題といたしました議案については、

委員会付託は省略して会議で議決いたしたいと思

います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、委員会付託は省略して会議で議決することに

決定いたしました。

　これより質疑に入りますが、ただいままで通告

はありません。よって、質疑なしと認めます。

　次に、討論に入りますが、ただいままで通告は

ありません。よって、討論なしと認めます。

　これより、議案第45号を採決いたします。

　原案のとおり同意することに御異議ありません

か。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

〔閉会中の継続審査申出一覧表は付録に掲
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て、議案第45号は、原案のとおり同意することに

決定いたしました。

　　　　 ――――――――――――

　日程第４　熊本県選挙管理委員及び補充員の選

　　挙

○議長(山口裕君)　次に、日程第４、熊本県選挙

管理委員及び補充員の任期が12月24日をもって満

了いたしますので、これより委員及び補充員の選

挙を行います。

　お諮りいたします。

　選挙の方法につきましては、地方自治法第118

条第２項の規定により、議長の指名推選によりた

いと思います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　全員御異議なしと認めます。

よって、選挙の方法は議長の指名推選によること

に決定いたしました。

　ただいまから指名いたします。

　熊本県選挙管理委員に

　髙　島　剛　一　君　　坂　口　眞　理　さん

　竹　下　文　則　君　　福　田　　　充　君

以上４人を指名し、

　補充員に

　崎　坂　誠　司　君　　渡　辺　絵　美　さん

　宮　嶋　久美子　さん　本　田　充　郎　君

以上４人を指名いたします。

　お諮りいたします。

　ただいま指名いたしました８人をそれぞれ当選

人とし、委員の補欠については、補充員指名の順

序によることに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、ただいま指名いたしました８人の方が熊本県

選挙管理委員及び補充員に当選されました。

　ただいまの当選人に対しましては、会議規則第

32条第２項の規定により別途告知し、御承諾を得

るよう取り計らいますので、さよう御承知願いま

す。

　　　　 ――――――――――――

　議員派遣の件

○議長(山口裕君)　次に、お諮りいたします。

　議員派遣の件を日程に追加し、議題といたした

いと思います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、議員派遣の件を日程に追加し、議題とするこ

とに決定いたしました。

　議員派遣の件を議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――　　 

　　　議員派遣の件

　　　　　　　　　　　　　令和６年12月17日

　　次のとおり議員を派遣する。

　１　令和６年度九州各県議会議員交流セミナー

　 (1)　派遣目的　九州各県議会議員が一堂に会

　　　　　　　　し、共通する政策課題等につい

　　　　　　　　て情報や意見交換を行うことに

　　　　　　　　より、政策提案力その他議会機

　　　　　　　　能の充実を図るとともに、議員

　　　　　　　　間の親睦を深め、共に九州の一

　　　　　　　　体的な発展と地方主権の確立を

　　　　　　　　目指す。

　 (2)　派遣場所　宮崎県

　 (3)　派遣期間　令和７年１月30日(木)から１

　　　　　　　　月31日(金)まで

　 (4)　派遣議員　城下広作、松村秀逸、

　　　　　　　　　髙島和男、池永幸生、

　　　　　　　　　西村尚武、城戸　淳、

　　　　　　　　　荒川知章、坂梨剛昭、

　　　　　　　　　堤　泰之、亀田英雄、
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　　　　　　　　　幸村香代子、斎藤陽子

　　 ―――――――――――――――――　　 

○議長(山口裕君)　お諮りいたします。

　議席に配付のとおり議員を派遣いたしたいと思

います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、議席に配付のとおり議員を派遣することに決

定いたしました。

　次に、お諮りいたします。

　ただいま決定いたしました議員派遣の内容に今

後変更を要するときは、その取扱いを議長に御一

任願いたいと思います。これに御異議ありません

か。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、そのように取り計らうことに決定いたしまし

た。

　　　　 ――――――――――――

○議長(山口裕君)　以上で本日の日程及び会期日

程の全部を終了いたしました。

　これをもって令和６年11月熊本県議会定例会を

閉会いたします。

　　午前11時２分閉会

　　　　 ――――――――――――

○議長(山口裕君)　令和６年11月定例会の閉会に

当たりまして、一言御挨拶を申し上げます。

　本年最後の定例会も、無事全日程を終了するこ

とができました。議員各位並びに木村知事をはじ

めとする執行部の皆様方の御協力に、髙木副議長

共々、心から感謝申し上げます。

　さて、１年を振り返りますと、元日に能登半島

地震が発生し、いつ、どこで起こるか分からない

大規模災害の恐ろしさを、改めて痛感いたしまし

た。

　一方で、コロナ禍が明けて１年以上が経過し、

様々なことがかつてのように動き出し、これを実

感できる１年でもあったのではないでしょうか。

　本県におきましては、４月に木村知事が着任さ

れ、知事選で訴えられたマニフェストに沿ってく

まもと新時代共創基本方針を示され、県政が新た

にスタート、始動した１年となりました。

　そのような中、世界的半導体企業の熊本進出を

契機とした半導体関連産業の集積といった100年

に１度のビッグチャンスを迎えており、ＪＡＳＭ

第１工場の本格稼働をはじめ、来年には第２工場

の建設が開始されるなど、県民の期待が高まって

います。

　こうした県民の期待に応えるため、県議会にお

いては、新生シリコンアイランド九州の実現や経

済効果などを最大限に生かすための施策を推進す

る一方、交通渋滞、地下水の保全や水質の維持、

人材不足や農地の確保など様々な課題に対応し、

さらには、令和２年７月豪雨災害からの復旧、復

興、新大空港構想の推進、台風10号被害からの復

旧や赤潮被害への対応、こどもまんなか熊本の実

現、燃料費や物価高騰への対策などについて、知

事や執行部と多くの議論を重ねてまいりました。

　本定例会で可決されましたくまもと新時代共創

基本方針について、木村知事は「熊本が持つポテ

ンシャルを最大限生かし、地域活性化につなげて

いく」と表明されました。ふるさと熊本の新時代

に向けて、その歩みを着実に進めることこそが、

県民の皆様の負託に応える道であると確信しま

す。

　県政以外に目を向けますと、今年はパリ・オリ

ンピック・パラリンピックが開催され、特に、パ

ラリンピックで金メダルに輝いた本県出身の３選

手には、その実績と県民に大きな夢と希望を与え

た功績がたたえられ、県民栄誉賞が、オリンピッ
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クで活躍した県関係選手には、スポーツ特別功労

賞がそれぞれ贈呈されたことをはじめ、ツール・

ド・九州や熊本マスターズジャパンといった国際

スポーツ大会が開催されるなど、スポーツの魅力

を再確認し、スポーツから活力を得た年となりま

した。

　加えて、｢世界津波の日」高校生サミットやぼ

うさいこくたいなど、ふるさと熊本に人的交流や

にぎわいをもたらすイベントも多数開催されまし

た。

　来年は、知事就任後２年目を迎え、基本方針の

具体化や目標達成に向けて取り組む年となりま

す。木村知事が推し進めるくまもと新時代をさら

に確実なものとするため、今後とも、県政が抱え

る様々な課題等に、議会、執行部、それぞれの持

てる英知を結集し、共に力を尽くしてまいりまし

ょう。

　最後に、県民の皆様方には、御健勝で新春を迎

えられ、来年が幸多い年でありますよう心から祈

念申し上げて、閉会の御挨拶といたします。

　誠にありがとうございました。(拍手)

　　午前11時７分



付   録 
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࠶๭ྜ࡛࠸㧗࡟┠␒඲ᅜ࡛㸳ࠊࡣࢀࡇࠋࡿ࠸࡚ࡗୖ࡟����㸣ࡢ඲᪥ไ㧗ᰯ඲యࡣ๭ྜࡢ

࡟ୡ㛫ࡀᑐᛂ࠸ᡭཌࡢ࡬ᚐ୍ே୍ே⏕ࠊ࡜㊶ᩍ⫱ᐇࡓࡁ࡚ࢀࡲ⤌ࡾྲྀ࡛ᰯྛ࡛ࡲࢀࡇࠊࡾ

ホ౯ࠊࢀࡉᑵᏛᨭ᥼㔠ไᗘࡢ๰タࡓ࠸ࡘࡧ⤖࡜⤖ᯝࠋࡿ࠸࡚࠼⪄࡜ࡔ�

� ����ᖺᗘࡾࡼᅜࡢᑵᏛᨭ᥼㔠ไᗘࡀᣑ඘ࠊࢀࡉᖺ཰���୓෇ᮍ‶ୡᖏ୍ࡣ࡚࠸ࡘ࡟ᚊ��୓

�����෇ࡀᨭ⤥ࠊࡾ࡞࡟࠺ࡼࡿࢀࡉヱᙜࡿࡍୡᖏ࡛ࡣᐇ㉁ᤵᴗᩱ↓ൾࠋࡓࡗ࡞࡜ไᗘࡢᣑ඘

඘࡟࡝࡞๰タࠖࡢධᏛ㔠⿵ຓࠕࡸᣑ඘ࠖࡢᏛ㈝⿵ຓࠕࢆ⟭༢⊂ணࡀ἞య⮬ࡢࡃከࠊ࠸క࡟

ࢃ⾜ࡀࡏ஌ୖࡿࡼ࡟⟭༢⊂ணࡣ࡛┴ᮏࠊࡀࡿ࠸࡚࠼ᩚࢆቃ⎔࠸ࡍࡸ࠸㏻࡟Ꮫ⚾࡛࡜ࡇࡿ࡚

�ࠋࡿࡍ࠸㢪࠾ࢆᏛຓᡂᣑ඘⚾ࡿࡼ࡟⟭༢⊂ண┴ࠋ࠸࡞࠸࡚ࢀ

� ྠᵝࠊ࡟⌧ᅾᮏ┴ࡢධᏛ㔠ࡢ⿵ຓࡣ⏕άಖㆤୡᖏ࡟㝈ࢀࡑࠊࡾ࠾࡚ࢀࡽ௨እࡢᐙᗞࡣ࡟

㈇ᢸࡀ኱ࡃࡁṧࠋࡿ࠶࡛ࡲࡲࡓࡗᖺ཰���୓෇ᮍ‶ୡᖏ࡛ࡲධᏛ㔠⿵ຓࡢᣑ඘࠾ࢆ㢪ࡍ࠸

�ࠋࡿ

� ࡣᏛ࡛⚾ࠋࡿ࠸࡚ࡗ㝗࡟ἣ≦࡞้῝࡚ࡋቑࡶ࡟௨๓ࡀᩍဨ୙㊊ࡿࡅ࠾࡟Ꮫᰯ⌧ሙࠊࡓࡲ

ᑓ௵ᩍဨࡀ୙㊊ࡿ࠸࡚ࡋ✰ᇙࠊࢆࡵᖖ໅ㅮᖌࠊ㠀ᖖ໅ㅮᖌ࡜ゝࡿࢀࢃ㠀ṇつ㞠⏝ࡢᩍဨ࡛

����ࡣ⋠㠀ṇつࡢᮏ┴ෆ⚾Ꮫ⇃ࠊࡾ࠾࡚ࡗ⿵㸣㸦඲ᅜᖹᆒ����㸣㸧ࡽࡉࠋࡿ࠸࡚ࡗୖࡶ࡟

ࢀࡅ࡞ᑡࡀᩘ⪅ධᏛࠊࡃከࡶ࡜ࡇࡿ࠶࡛ࡁᮇ㝈௜ࡢ࡜ࡈ㸯ᖺࡣ㠀ṇつᩍဨ࡞࠺ࡼࡢࡑࠊ࡟

࡞ࡽ࡞ࡤࢀࡅ࡞ࡋ໅ົࡽࡀ࡞࠼ᢪࢆࡉ୙Ᏻᐃࡢ㌟ศ࠺࠸࡜࠸࡞ࢀࡋࡶ࠿ࡿࢀࡉࡵṆ࠸㞠ࡤ

ࡢᖖ㈝ຓᡂ⤒ࡿࡼ࡟ᅜࠊࡣ࡟ࡵࡓ࠺⾜ࢆ㐠Ⴀ࡞Ᏻᐃⓗ࠸࡞ࢀࡉᕥྑ࡟ᩘ⪅ධᏛࡀᏛ⚾ࠋ࠸

ᣑ඘ࡀᙉࡃồࠋࡿࢀࡽࡵᅜ࡟ᑐࡢ࡚ࡋせㄳ࠾ࢆ㢪ࠋࡿࡍ࠸�

� ࡢᏛᰯ᣺⯆ຓᡂἲ➨㸲᮲❧⚾ࡸࠖ⯆᣺ࡢ⫱Ꮫᰯᩍ❧⚾ࠕࡢᩍ⫱ᇶᮏἲ➨㸶᮲ࠊࡣ࡚࠸ࡘ

㈗ࠊ࡚࠸ࡘ࡟グ஦㡯ୖࡿಀ࡟Ꮫຓᡂ⚾ࠊࡵࡓࡿࡍ❧☜࡟ࡶ࡜ᐇྡࢆຓࠖ⿵ࡢ࡬Ꮫᰯ❧⚾ࠕ

㆟఍࡛ࡢ≉ẁࡈࡢ㧗㓄ࢆ㈷࠾࠺ࡼࡿ㢪ࠋࡿࡍ࠸�
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㆟ ᱌ ␒ ྕ ㆟ࠉࠉࠉࠉࠉ᱌ྡࠉࠉࠉࠉࠉ ㆟Ỵ⤖ᯝ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴୍⯡఍ィṓධṓฟỴ⟬ࡢㄆᐃ࡚࠸ࡘ࡟ ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴୰ᑠ௻ᴗ᣺⯆㈨㔠≉ู఍ィṓධṓฟỴ⟬
࡚࠸ࡘ࡟ㄆᐃࡢ

ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴ẕᏊ∗Ꮚᐻ፬⚟♴㈨㔠≉ู఍ィṓධṓฟ
Ỵ⟬ࡢㄆᐃ࡚࠸ࡘ࡟

ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴཰ධド⣬≉ู఍ィṓධṓฟỴ⟬ࡢㄆᐃ࡟
࡚࠸ࡘ

ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴❧㧗➼Ꮫᰯᐇ⩦㈨㔠≉ู఍ィṓධṓฟỴ
࡚࠸ࡘ࡟ㄆᐃࡢ⟭

ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴ ‴ᩚഛ஦ᴗ≉ู఍ィṓධṓฟỴ⟬ࡢㄆ
ᐃ࡚࠸ࡘ࡟

ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴⮫ᾏᕤᴗ⏝ᆅ㐀ᡂ஦ᴗ≉ู఍ィṓධṓฟ
Ỵ⟬ࡢㄆᐃ࡚࠸ࡘ࡟

ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴⏝ᆅඛ⾜ྲྀᚓ஦ᴗ≉ู఍ィṓධṓฟỴ⟬
࡚࠸ࡘ࡟ㄆᐃࡢ

ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴⫱ⱥ㈨㔠➼㈚୚≉ู఍ィṓධṓฟỴ⟬ࡢ
ㄆᐃ࡚࠸ࡘ࡟

ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴ᯘᴗᨵၿ㈨㔠≉ู఍ィṓධṓฟỴ⟬ࡢㄆ
ᐃ࡚࠸ࡘ࡟

ㄆࠉᐃ

��௧࿴㸴ᖺ��᭶ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ�᪥ࠉࠉ

ᵝࠉ⿱ࠉᒣཱྀࠉ�㆟㛗ࠉ

ෆ㔝ᖾ႐ࠉỴ⟬≉ูጤဨ㛗ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ�

ጤဨ఍ᑂᰝሗ࿌᭩

఍㆟つ๎ࠊࡽ࠿ࡓࡋỴᐃࡾ࠾࡜ࡢḟࠊᯝ⤖ࡢᑂᰝࠊࡣ௳஦ࡢ௜ク࡟�ᮏጤဨ఍ࠉ
�➨��᮲ࡢつᐃࡾࡼ࡟ሗ࿌ࠋࡍࡲࡋ
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㆟ ᱌ ␒ ྕ ㆟ࠉࠉࠉࠉࠉ᱌ྡࠉࠉࠉࠉࠉ ㆟Ỵ⤖ᯝ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴ἢᓊ⁺ᴗᨵၿ㈨㔠≉ู఍ィṓධṓฟỴ⟬
࡚࠸ࡘ࡟ㄆᐃࡢ

ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴ᕷ⏫ᮧ᣺⯆㈨㔠㈚௜஦ᴗ≉ู఍ィṓධṓ
ฟỴ⟬ࡢㄆᐃ࡚࠸ࡘ࡟

ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴㧗ᗘᢏ⾡◊✲㛤Ⓨᇶ┙ᩚഛ஦ᴗ➼≉ู఍
ィṓධṓฟỴ⟬ࡢㄆᐃ࡚࠸ࡘ࡟

ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴ࢯࢵࢳࡢᰴᘧ఍♫࡟ᑐࡿࡍ㈚௜࡟ࡅಀࡿ
┴മൾ㑏➼≉ู఍ィṓධṓฟỴ⟬ࡢㄆᐃ࡚࠸ࡘ࡟

ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴බമ⟶⌮≉ู఍ィṓධṓฟỴ⟬ࡢㄆᐃ࡟
࡚࠸ࡘ

ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴ᅜẸ೺ᗣಖ㝤஦ᴗ≉ู఍ィṓධṓฟỴ⟬
࡚࠸ࡘ࡟ㄆᐃࡢ

ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴⑓㝔஦ᴗ఍ィ฼┈ࡢฎศཬࡧỴ⟬ࡢㄆᐃ
࡚࠸ࡘ࡟

ྍỴཬࡧ
ㄆᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴㟁Ẽ஦ᴗ఍ィ฼┈ࡢฎศཬࡧỴ⟬ࡢㄆᐃ
࡚࠸ࡘ࡟

ྍỴཬࡧ
ㄆᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴ᕤᴗ⏝Ỉ㐨஦ᴗ఍ィỴ⟬ࡢㄆᐃ࡚࠸ࡘ࡟ ㄆࠉᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴᭷ᩱ㥔㌴ሙ஦ᴗ఍ィ฼┈ࡢฎศཬࡧỴ⟬
࡚࠸ࡘ࡟ㄆᐃࡢ

ྍỴཬࡧ
ㄆᐃ

㸷᭶ᐃ౛఍
㆟᱌➨��ྕ

௧࿴㸳ᖺᗘ⇃ᮏ┴ὶᇦୗỈ㐨஦ᴗ఍ィỴ⟬ࡢㄆᐃ࡚࠸ࡘ࡟ ㄆࠉᐃ
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㆟ ᱌ ␒ ྕ ㆟ࠉࠉࠉࠉࠉ᱌ྡࠉࠉࠉࠉࠉ ㆟Ỵ⤖ᯝ

➨ 㸯ྕ ௧࿴㸴ᖺᗘ⇃ᮏ┴୍⯡఍ィ⿵ṇண⟬㸦➨㸳ྕ㸧 ཎ᱌ྍỴ

➨ 㸴ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ࡟ ཎ᱌ᢎㄆ

➨ 㸵ྕ
⇃ᮏ┴▱஦ࡢᶒ㝈࡟ᒓࡿࡍ஦ົฎ⌮ࡢ≉౛࡟㛵ࡿࡍ᮲౛ࡢ
୍㒊ࢆᨵṇࡿࡍ᮲౛ࡢไᐃ࡚࠸ࡘ࡟

ཎ᱌ྍỴ

➨ 㸶ྕ
⇃ᮏ┴⫋ဨ➼㏥⫋ᡭᙜᨭ⤥᮲౛୍ࡢ㒊ࢆᨵṇࡿࡍ᮲౛ࡢไ
ᐃ࡚࠸ࡘ࡟

ཎ᱌ྍỴ

➨ 㸷ྕ ⇃ᮏ┴ᡭᩘᩱ᮲౛୍ࡢ㒊ࢆᨵṇࡿࡍ᮲౛ࡢไᐃ࡚࠸ࡘ࡟ ཎ᱌ྍỴ

➨ 㸯㸮ྕ
ฮἲ➼୍ࡢ㒊ࢆᨵṇࡿࡍἲᚊࡢ᪋⾜࡟క࠺㛵ಀ᮲౛ᩚࡢഛ
࡚࠸ࡘ࡟ไᐃࡢ᮲౛ࡿࡍ㛵࡟

ཎ᱌ྍỴ

➨ 㸯㸯ྕ
⇃ᮏ┴Ỉࡢࡾ࡝ࡳ࡜᳃࡙ࡾࡃ⛯᮲౛୍ࡢ㒊ࢆᨵṇࡿࡍ᮲౛
࡚࠸ࡘ࡟ไᐃࡢ

ཎ᱌ྍỴ

➨ 㸯㸰ྕ
⇃ᮏ┴⏘ᴗᗫᲠ≀⛯᮲౛୍ࡢ㒊ࢆᨵṇࡿࡍ᮲౛ࡢไᐃࡘ࡟
࡚࠸

ཎ᱌ྍỴ

➨ 㸰㸮ྕ ࡚࠸ࡘ࡟ᐃ⟇ࡢ᪂᫬௦ඹ๰ᇶᮏ᪉㔪࡜ࡶࡲࡃ ཎ᱌ྍỴ

➨ 㸰㸯ྕ ᙜࢇࡏ㔠௜ド⚊ࡢⓎ኎࡚࠸ࡘ࡟ ཎ᱌ྍỴ

ࠉࠉ௧࿴㸴ᖺ��᭶��᪥ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ�

ᵝࠉ⿱ࠉᒣཱྀࠉ�㆟㛗ࠉ

ᮎᯇ┤ὒࠉᖖ௵ጤဨ㛗ົ⥲ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ�

ጤဨ఍ᑂᰝሗ࿌᭩

఍㆟つ๎ࠊࡽ࠿ࡓࡋỴᐃࡾ࠾࡜ࡢḟࠊᯝ⤖ࡢᑂᰝࠊࡣ௳஦ࡢ௜ク࡟�ᮏጤဨ఍ࠉ
�➨��᮲ࡢつᐃࡾࡼ࡟ሗ࿌ࠋࡍࡲࡋ
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㆟ ᱌ ␒ ྕ ㆟ࠉࠉࠉࠉࠉ᱌ྡࠉࠉࠉࠉࠉ ㆟Ỵ⤖ᯝ

➨ 㸰㸰ྕ
ᕝ㎶ᕝࡢ࣒ࢲᘓタ࡟㛵ࡿࡍᇶᮏィ⏬ࡢᗫṆ࡟ᑐࡿࡍពぢࢆ
㏙࡚࠸ࡘ࡟࡜ࡇࡿ࡭

ཎ᱌ྍỴ

➨ 㸰㸴ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ࡟ ཎ᱌ᢎㄆ

㸱㸲ྕࠉ➨ ௧࿴㸴ᖺᗘ⇃ᮏ┴୍⯡఍ィ⿵ṇண⟬㸦➨㸴ྕ㸧 ཎ᱌ྍỴ

㸲㸱ྕࠉ➨
⇃ᮏ┴୍⯡⫋ࡢ⫋ဨ➼ࡢ⤥୚࡟㛵ࡿࡍ᮲౛➼୍ࡢ㒊ࢆᨵṇ
࡚࠸ࡘ࡟ไᐃࡢ᮲౛ࡿࡍ

ཎ᱌ྍỴ

㸲㸲ྕࠉ➨
⇃ᮏ┴▱஦➼ࡢ⤥୚ཬࡧ᪑㈝࡟㛵ࡿࡍ᮲౛➼୍ࡢ㒊ࢆᨵṇ
࡚࠸ࡘ࡟ไᐃࡢ᮲౛ࡿࡍ

ཎ᱌ྍỴ
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㆟ ᱌ ␒ ྕ ㆟ࠉࠉࠉࠉࠉ᱌ྡࠉࠉࠉࠉࠉ ㆟Ỵ⤖ᯝ

➨ 㸯ྕ ௧࿴㸴ᖺᗘ⇃ᮏ┴୍⯡఍ィ⿵ṇண⟬㸦➨㸳ྕ㸧 ཎ᱌ྍỴ

➨ 㸳ྕ ௧࿴㸴ᖺᗘ⇃ᮏ┴⑓㝔஦ᴗ఍ィ⿵ṇண⟬㸦➨㸰ྕ㸧 ཎ᱌ྍỴ
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